
JP 5193053 B2 2013.5.8

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　試料に集束イオンビームを照射することと、
　気体を、23°～45°の平均完全円錐角度を有する導電性先端を具える気体電界イオン源
と相互作用させることによって第二イオンビームを発生させることと、
　前記試料に前記第二イオンビームを照射することと、
　活性化ガスを提供して、前記試料への前記第二イオンビームの照射中、該試料表面での
化学反応を促進させることと、
　を含み、
　前記導電性先端の前記平均完全円錐角度は、前記導電性先端の複数の完全円錐角度の平
均であり、
　各完全円錐角度について、
　　前記導電性先端は、頂点及び第二点を有し、
　　前記頂点と前記第二点の双方は、長手方向軸上に位置し、
　　前記頂点及び前記第二点は、互いに前記長手軸方向に沿って１μm離れており、
　　第一想像線は、前記長手方向軸に対して垂直に伸びて前記第二点を通り、
　　前記第一想像線は、前記導電性先端の輪郭と第一輪郭点及び第二輪郭点で交差し、
　　第一円錐角度は、前記導電性先端の輪郭の前記第一輪郭点での接線と、前記第一輪郭
点を通り前記長手方向軸に対して平行な第二想像線との間の角度であり、
　　第二円錐角度は、前記導電性先端の輪郭の前記第二輪郭点での接線と、前記第二輪郭
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点を通り前記長手方向軸に対して平行な第三想像線との間の角度であり、
　　前記完全円錐角度は、前記第一円錐角度と前記第二円錐角度との合計であり、
　少なくとも１つの前記完全円錐角度について、前記第一円錐角度と前記第二円錐角度と
は角度が同一でないことを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記集束イオンビームが、ガリウムイオンを具えることを特徴とする請求項１に記載の
方法。
【請求項３】
　更に、前記試料を前記集束イオンビームで切ることを含むことを特徴とする請求項１に
記載の方法。
【請求項４】
　前記第二イオンビームを用いて、前記集束イオンビームの試料での位置を選択するのに
使用される情報を決定することを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記試料が、半導体製品であることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記製品が回路を含み、前記方法が該回路を修理することを含むことを特徴とする請求
項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記製品がマスクを含み、前記方法が該マスクを修理することを含むことを特徴とする
請求項５に記載の方法。
【請求項８】
　前記集束イオンビームと前記第二イオンビームをそれぞれ別の時間に使用することを特
徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　気体を、23°～45°の平均完全円錐角度を有する導電性先端を具える気体電界イオン源
と相互作用させることによってイオンビームを発生させることと、
　電子ビームに前記気体電界イオン源と異なるシステムを用いることと、
　前記イオンビーム及び前記電子ビームを用いて試料を調査することとを含む方法であっ
て、
　前記導電性先端の前記平均完全円錐角度は、前記導電性先端の複数の完全円錐角度の平
均であり、
　各完全円錐角度について、
　　前記導電性先端は、頂点及び第二点を有し、
　　前記頂点と前記第二点の双方は、長手方向軸上に位置し、
　　前記頂点及び前記第二点は、互いに前記長手軸方向に沿って１μm離れており、
　　第一想像線は、前記長手方向軸に対して垂直に伸びて前記第二点を通り、
　　前記第一想像線は、前記導電性先端の輪郭と第一輪郭点及び第二輪郭点で交差し、
　　第一円錐角度は、前記導電性先端の輪郭の前記第一輪郭点での接線と、前記第一輪郭
点を通り前記長手方向軸に対して平行な第二想像線との間の角度であり、
　　第二円錐角度は、前記導電性先端の輪郭の前記第二輪郭点での接線と、前記第二輪郭
点を通り前記長手方向軸に対して平行な第三想像線との間の角度であり、
　　前記完全円錐角度は、前記第一円錐角度と前記第二円錐角度との合計であり、
　少なくとも１つの前記完全円錐角度について、前記第一円錐角度と前記第二円錐角度と
は角度が同一でなく、
　前記試料にて散乱したイオンを検出し、該試料を調査することを特徴とする方法。
【請求項１０】
　前記イオンビームと電子ビームが、それぞれ別の時間に試料と相互作用することを特徴
とする請求項９に記載の方法。
【請求項１１】



(3) JP 5193053 B2 2013.5.8

10

20

30

40

50

　前記試料が、半導体製品を具えることを特徴とする請求項９に記載の方法。
【請求項１２】
　前記方法が、前記半導体製品の回路を編集することを特徴とする請求項１１に記載の方
法。
【請求項１３】
　前記方法が、前記半導体製品の重層移動位置合わせを行うことを含むことを特徴とする
請求項１１に記載の方法。
【請求項１４】
　前記方法が、限界寸法の計測を行うことを含むことを特徴とする請求項１１に記載の方
法。
【請求項１５】
　前記イオンビームを用い、該イオンビームを活性化ガスと相互作用させて前記半導体製
品の表面にて化学反応を促進させることにより、該半導体製品上に物質を堆積するのを助
けることを特徴とする請求項１１に記載の方法。
【請求項１６】
　前記電子ビームを用い、前記イオンを活性化ガスと相互作用させて前記半導体製品の表
面にて化学反応を促進させることにより、該半導体製品上に物質を堆積するのを助けるこ
とを特徴とする請求項１１に記載の方法。
【請求項１７】
　前記試料が、マスクを具えることを特徴とする請求項９に記載の方法。
【請求項１８】
　前記方法が、前記マスクを修理することを含むことを特徴とする請求項１７に記載の方
法。
【請求項１９】
　前記イオンビームを用い、前記イオンを活性化ガスと相互作用させて前記マスクの表面
にて化学反応を促進させることにより、該マスク上に物質を堆積するのを助けることを特
徴とする請求項１７に記載の方法。
【請求項２０】
　前記イオンビームが、1×10-16cm2srV以下の還元エタンデュを有することを特徴とする
請求項９に記載の方法。
【請求項２１】
　前記イオンビームが、5×10-21cm2sr以下のエタンデュを有することを特徴とする請求
項９に記載の方法。
【請求項２２】
　前記イオンビームが、試料の表面にて5×108A/m2srV以上の還元輝度を有することを特
徴とする請求項９に記載の方法。
【請求項２３】
　前記イオンビームが、試料の表面にて1×109A/cm2sr以上の輝度を有することを特徴と
する請求項９に記載の方法。
【請求項２４】
　前記方法が、気体電界イオン顕微鏡を用いて行われることを特徴とする請求項９に記載
の方法。
【請求項２５】
　前記方法が、ヘリウムイオン顕微鏡を用いて行われることを特徴とする請求項９に記載
の方法。
【請求項２６】
　前記方法が、走査イオン顕微鏡を用いて行われることを特徴とする請求項９に記載の方
法。
【請求項２７】
　前記方法が、走査ヘリウムイオン顕微鏡を用いて行われることを特徴とする請求項９に
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記載の方法。
【請求項２８】
　電子ビームを提供することが可能な走査電子顕微鏡と、
　気体と相互作用してイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源とを具え
るシステムであって、
　前記走査電子顕微鏡と気体電界イオン顕微鏡が、使用時に前記電子ビーム及び前記イオ
ンビームを用いて試料を調査できるように位置しており、
　前記気体電界イオン源が、23°～45°の平均完全円錐角度を有する導電性先端を具え、
　前記システムが、更に前記試料にて散乱したイオンを検出することが可能な検出器を具
え、
　前記導電性先端の前記平均完全円錐角度は、前記導電性先端の複数の完全円錐角度の平
均であり、
　各完全円錐角度について、
　　前記導電性先端は、頂点及び第二点を有し、
　　前記頂点と前記第二点の双方は、長手方向軸上に位置し、
　　前記頂点及び前記第二点は、互いに前記長手軸方向に沿って１μm離れており、
　　第一想像線は、前記長手方向軸に対して垂直に伸びて前記第二点を通り、
　　前記第一想像線は、前記導電性先端の輪郭と第一輪郭点及び第二輪郭点で交差し、
　　第一円錐角度は、前記導電性先端の輪郭の前記第一輪郭点での接線と、前記第一輪郭
点を通り前記長手方向軸に対して平行な第二想像線との間の角度であり、
　　第二円錐角度は、前記導電性先端の輪郭の前記第二輪郭点での接線と、前記第二輪郭
点を通り前記長手方向軸に対して平行な第三想像線との間の角度であり、
　　前記完全円錐角度は、前記第一円錐角度と前記第二円錐角度との合計であり、
　少なくとも１つの前記完全円錐角度について、前記第一円錐角度と前記第二円錐角度と
は角度が同一でないことを特徴とするシステム。
【請求項２９】
　前記イオンビームが、1×10-16cm2srV以下の還元エタンデュを有することを特徴とする
請求項２８に記載のシステム。
【請求項３０】
　前記イオンビームが、5×10-21cm2sr以下のエタンデュを有することを特徴とする請求
項２８に記載のシステム。
【請求項３１】
　前記イオンビームが、試料の表面にて5×108A/m2srV以上の還元輝度を有することを特
徴とする請求項２８に記載のシステム。
【請求項３２】
　前記イオンビームが、試料の表面にて1×109A/cm2sr以上の輝度を有することを特徴と
する請求項２８に記載のシステム。
【請求項３３】
　前記イオンビームが、試料の表面に10nm以下の寸法のスポットサイズを有することを特
徴とする請求項２８に記載のシステム。
【請求項３４】
　前記イオンビームが、試料の表面にて1nA以下のイオンビーム電流を有することを特徴
とする請求項２８に記載のシステム。
【請求項３５】
　前記試料の表面でのイオンビーム電流が、0.1fA以上であることを特徴とする請求項３
４に記載のシステム。
【請求項３６】
　前記イオンビームが、試料の表面にて5eV以下のエネルギーの広がりを有することを特
徴とする請求項２８に記載のシステム。
【請求項３７】
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　前記気体電界イオン源が、3～20個の原子を含む末端棚を有する導電性先端と、前記イ
オンビーム中の少なくとも一部のイオンが試料に達する前にイオン光学機器を通過するよ
うに構成されたイオン光学機器とを具えてなり、
　前記イオン光学機器が、電極と、前記イオンビーム中のイオンの一部が試料表面に達す
るのを防ぐように構成された絞りとを具えることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３８】
　前記気体電界イオン源が、3～20個の原子を含む末端棚を有する導電性先端と、前記イ
オンビーム中の少なくとも一部のイオンが試料に達する前にイオン光学機器を通過するよ
うに構成されたイオン光学機器とを具えてなり、
　前記イオン光学機器が、電極と、前記イオンビーム中のイオンの一部が試料表面に達す
るのを防ぐように構成された絞りとを具えることを特徴とする請求項９に記載の方法。
【請求項３９】
　前記気体電界イオン源が、3～20個の原子を含む末端棚を有する導電性先端と、前記イ
オンビーム中の少なくとも一部のイオンが試料に達する前にイオン光学機器を通過するよ
うに構成されたイオン光学機器とを具えてなり、
　前記イオン光学機器が、電極と、前記イオンビーム中のイオンの一部が試料表面に達す
るのを防ぐように構成された絞りとを具えることを特徴とする請求項２８に記載のシステ
ム。
【請求項４０】
　前記平均完全円錐角度の標準偏差が、該平均完全円錐角度の30％以下であることを特徴
とする請求項１に記載の方法。
【請求項４１】
　前記導電性先端が、10°以下の平均円錐方向を有することを特徴とする請求項１に記載
の方法。
【請求項４２】
　前記平均完全円錐角度の標準偏差が、該平均完全円錐角度の30％以下であることを特徴
とする請求項９に記載の方法。
【請求項４３】
前記導電性先端が、10°以下の平均円錐方向を有することを特徴とする請求項９に記載の
方法。
【請求項４４】
　前記平均完全円錐角度の標準偏差が、該平均完全円錐角度の30％以下であることを特徴
とする請求項２８に記載のシステム。
【請求項４５】
前記導電性先端が、10°以下の平均円錐方向を有することを特徴とする請求項２８に記載
のシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願の開示は、イオン源、システム及び方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、液体金属イオン源又は気体電界イオン源を用いてイオンを形成することができ
る。一部の場合においては、イオン源によって形成されるイオンを用い、該イオンを照射
される試料の特定の性質を決定したり、該試料を改質したりすることができる。他の場合
においては、イオン源によって形成されるイオンを用い、イオン源自体の特定の特性を決
定することができる。
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【０００３】
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　一の態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料の表面に10nm以下の寸法のスポ
ットサイズを有するイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含むシス
テムを特徴とする。
【０００４】
　他の態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料の表面に3nm以下の寸法のスポ
ットサイズを有するイオンビームを発生させることが可能なイオン源を含むシステムを特
徴とする。
【０００５】
　更なる態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料の表面に1×109A/cm2sr以上
の輝度を有するイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含むシステム
を特徴とする。
【０００６】
　追加的な態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料の表面に5×108A/cm2srV以
上の還元輝度を有するイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含むシ
ステムを特徴とする。
【０００７】
　一の態様において、本発明は、気体と相互作用し、5×10-21cm2sr以下のエタンデュを
有するイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含むシステムを特徴と
する。
【０００８】
　他の態様において、本発明は、気体と相互作用し、1×10-16cm2srV以下の還元エタンデ
ュを有するイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含むシステムを特
徴とする。
【０００９】
　更なる態様において、本発明は、導電性の先端を有する気体電界イオン源を含むシステ
ムを特徴とする。上記気体電界イオン源は、気体と相互作用し、システムから導電性先端
を取り出さずに、一週間以上の間イオンビームを発生させることが可能である。
【００１０】
　追加的な態様において、本発明は、気体と相互作用し、合計10時間以下の中断時間と共
に一週間以上の間イオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含むシステ
ムを特徴とする。
【００１１】
　一の態様において、本発明は、試料の画像を作成することが可能なイオン顕微鏡を特徴
とする。上記試料はイオン顕微鏡と異なり、試料の画像は3nm以下の分解能を有する。
【００１２】
　他の態様において、本発明は、試料の画像を作り出すことが可能な気体電界イオン顕微
鏡を特徴とする。上記試料はイオン顕微鏡と異なり、試料の画像は10nm以下の分解能を有
する。
【００１３】
　更なる態様において、本発明は、0.25以上の品質係数を有する気体電界イオン顕微鏡を
特徴とする。
【００１４】
　追加的な態様において、本発明は、25nm以下の損傷試験値を有するイオン顕微鏡を特徴
とする。
【００１５】
　一の態様において、本発明は、20個以下の原子を有する末端棚を具える導電性の先端を
有するイオン源を含むイオン顕微鏡を特徴とする。
【００１６】
　他の態様において、本発明は、平均完全円錐角度が15°～45°の導電性先端を有する気
体電界イオン源を含むシステムを特徴とする。
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【００１７】
　更なる態様において、本発明は、平均曲率半径が200nm以下の導電性先端を有する気体
電界イオン源を含むシステムを特徴とする。
【００１８】
　追加的な態様において、本発明は、一つ以上の原子を有する末端棚を具える導電性先端
を有する気体電界イオン源を含むシステムを特徴とする。上記システムは、システムの使
用時に一つ以上の原子が気体と相互作用してイオンビームを発生し、試料の表面に達する
イオンビーム中の70％以上のイオンが、気体と一つ以上の原子の内の一つの原子だけとの
相互作用によって発生できるように構成される。
【００１９】
　一の態様において、本発明は、気体と相互作用し、イオンビームを発生させることが可
能な導電性の先端を有する気体電界イオン源を含むシステムを特徴とする。また、システ
ムは、使用時にイオンビームの少なくとも一部がイオン光学機器を通過できるように構成
されるイオン光学機器を含む。更に、システムは、気体電界イオン源に連結した移動機構
を含み、その結果、移動機構は、導電性先端を平行移動させたり、導電性先端を傾けたり
又はそれらの両方を行うことができる。
【００２０】
　他の態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料と相互作用して該試料から複数
の異なる種類の粒子を出すことができるイオンビームを発生させることが可能なイオン源
を含むシステムを特徴とする。また、システムは、複数の異なる種類の粒子の内の少なく
とも二つの異なる種類の粒子を検出するように構成される少なくとも一つの検出器を含む
。複数の異なる種類の粒子は、二次電子、オージェ電子、二次イオン、二次中性粒子、一
次中性粒子、散乱イオン及び光子から選択される。
【００２１】
　更なる態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料と相互作用して該試料から粒
子を出すことができるイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含むシ
ステムを特徴とする。粒子は、オージェ電子、二次イオン、二次中性粒子、一次中性粒子
、散乱イオン及び光子から選択される。また、システムは、使用時に少なくとも一つの検
出器が少なくとも一部の粒子を検出し該粒子についての情報を決定できるように構成され
る少なくとも一つの検出器を含む。
【００２２】
　追加的な態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料と相互作用して該試料から
粒子を出すことができるイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含む
システムを特徴とする。また、システムは、使用時に少なくとも一つの検出器が少なくと
も一部の粒子を検出できるように構成される少なくとも一つの検出器を含む。与えられた
検出粒子に対して、少なくとも一つの検出器は、該与えられた検出粒子のエネルギーに基
づく信号を作り出す。
【００２３】
　一の態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料と相互作用して該試料から粒子
を出すことができるイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含むシス
テムを特徴とする。また、システムは、使用時に少なくとも一つの検出器が少なくとも一
部の粒子を検出できるように構成される少なくとも一つの検出器を含む。与えられた検出
粒子に対して、少なくとも一つの検出器は、該与えられた検出粒子の軌道の角度に基づく
信号を作り出す。
【００２４】
　他の態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料と相互作用して該試料から散乱
イオンを出すことができるイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含
むシステムを特徴とする。また、システムは、使用時に少なくとも一つの検出器が少なく
とも一部の散乱イオンを検出できるように構成される少なくとも一つの検出器を含む。更
に、システムは、使用時に電子処理装置が検出した散乱イオンに基づく情報を処理し、試
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料についての情報を決定できるように、少なくとも一つの検出器と電気的に接続される電
子処理装置を含む。
【００２５】
　更なる態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料と相互作用して該試料から一
次中性粒子を出すことができるイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源
を含むシステムを特徴とする。また、システムは、使用時に少なくとも一つの検出器が少
なくとも一部の一次中性粒子を検出できるように構成される少なくとも一つの検出器を含
む。更に、システムは、使用時に電子処理装置が検出した一次中性粒子に基づく情報を処
理し、試料についての情報を決定できるように、少なくとも一つの検出器と電気的に接続
される電子処理装置を含む。
【００２６】
　一の態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料と相互作用して該試料から光子
を出すことができるイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含むシス
テムを特徴とする。また、システムは、使用時に少なくとも一つの検出器が少なくとも一
部の光子を検出できるように構成される少なくとも一つの検出器を含む。更に、システム
は、使用時に電子処理装置が検出した光子に基づく情報を処理し、試料についての情報を
決定できるように、少なくとも一つの検出器と電気的に接続される電子処理装置を含む。
【００２７】
　他の態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料と相互作用して該試料から二次
イオンを出すことができるイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含
むシステムを特徴とする。また、システムは、使用時に少なくとも一つの検出器が少なく
とも一部の二次イオンを検出できるように構成される少なくとも一つの検出器を含む。更
に、システムは、使用時に電子処理装置が検出した二次イオンに基づく情報を処理し、試
料についての情報を決定できるように、少なくとも一つの検出器と電気的に接続される電
子処理装置を含む。
【００２８】
　更なる態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料と相互作用して該試料から二
次中性粒子を出すことができるイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源
を含むシステムを特徴とする。また、システムは、使用時に少なくとも一つの検出器が少
なくとも一部の二次中性粒子を検出できるように構成される少なくとも一つの検出器を含
む。更に、システムは、使用時に電子処理装置が検出した二次中性粒子に基づく情報を処
理し、試料についての情報を決定できるように、少なくとも一つの検出器と電気的に接続
される電子処理装置を含む。
【００２９】
　追加的な態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料と相互作用して該試料から
オージェ電子を出すことができるイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン
源を含むシステムを特徴とする。また、システムは、使用時に少なくとも一つの検出器が
少なくとも一部のオージェ電子を検出できるように構成される少なくとも一つの検出器を
含む。更に、システムは、使用時に電子処理装置が検出したオージェ電子に基づく情報を
処理し、試料についての情報を決定できるように、少なくとも一つの検出器と電気的に接
続される電子処理装置を含む。
【００３０】
　一の態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料と相互作用して該試料からイオ
ンを出すことができるイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含むシ
ステムを特徴とする。また、システムは、使用時に少なくとも一つの検出器がイオンを検
出できるように構成される少なくとも一つの検出器を含む。イオンビームの試料との相互
作用は、該試料から二次電子を出すことができ、また、イオンビームの試料との相互作用
が該試料から二次電子を出す場合においては、少なくとも一つの検出器が、二次電子を検
出せずに少なくとも一部のイオンを検出することができる。
【００３１】
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　他の態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料と相互作用して該試料から中性
粒子を出すことができるイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含む
システムを特徴とする。また、システムは、使用時に少なくとも一つの検出器が中性粒子
を検出できるように構成される少なくとも一つの検出器を含む。イオンビームの試料との
相互作用は、該試料から二次電子を出すことができ、また、イオンビームの試料との相互
作用が該試料から二次電子を出す場合においては、少なくとも一つの検出器が、二次電子
を検出せずに少なくとも一部の中性粒子を検出することができる。
【００３２】
　更なる態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料と相互作用して該試料から光
子を出すことができるイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含むシ
ステムを特徴とする。また、システムは、使用時に少なくとも一つの検出器が光子を検出
できるように構成される少なくとも一つの検出器を含む。イオンビームの試料との相互作
用は、該試料から二次電子を出すことができ、また、イオンビームの試料との相互作用が
該試料から二次電子を出す場合においては、少なくとも一つの検出器が、二次電子を検出
せずに少なくとも一部の光子を検出することができる。
【００３３】
　一の態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料の表面上に10nm以下の寸法のス
ポットサイズを有するイオンビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含むシ
ステムを特徴とする。また、システムは、イオンビームを試料の表面に向けるように構成
されるイオン光学機器を含み、該イオン光学機器は、少なくとも一つの調整可能な設定を
有する。イオン光学機器の調整可能な設定が第一設定にある場合、イオンビームは試料の
第一位置と相互作用する。イオン光学機器の調整可能な設定が第二設定にある場合、イオ
ンビームは試料の第二位置と相互作用する。イオン光学機器の第一設定はイオン光学機器
の第二設定と異なり、また、試料の第一位置は試料の第二位置と異なる。
【００３４】
　他の態様において、本発明は、気体と相互作用し、試料に向けられるイオンビームを発
生させることが可能な気体電界イオン源を含むシステムを特徴とする。また、システムは
、使用時に帯電粒子源が試料に向けられる帯電粒子のビームを供給できるように構成され
る帯電粒子源を含む。上記気体電界イオン源は、帯電粒子源と異なる。
【００３５】
　更なる態様において、本発明は、イオンビームを試料と相互作用させ、該試料から複数
の異なる種類の粒子を出すこと、及び複数の異なる種類の粒子の内の少なくとも二つの異
なる種類の粒子を検出することを含む方法を特徴とする。複数の異なる種類の粒子は、二
次電子、オージェ電子、二次イオン、二次中性粒子、一次中性粒子、散乱イオン及び光子
から選択される。
【００３６】
　追加的な態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイ
オンビームを発生させること、及びイオンビームを試料と相互作用させて該試料から粒子
を出すことを含む方法を特徴とする。上記粒子は、オージェ電子、二次イオン、二次中性
粒子、一次中性粒子、散乱イオン及び光子から選択される。また、上記方法は、少なくと
も一部の粒子を検出し、試料についての情報を決定することを含む。
【００３７】
　一の態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオン
ビームを発生させること、及びイオンビームを試料と相互作用させて該試料から粒子を出
すことを含む方法を特徴とする。また、上記方法は、検出器により検出される粒子のエネ
ルギーに基づき、検出器からの信号を発生させることを含む。
【００３８】
　他の態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオン
ビームを発生させること、及びイオンビームを試料と相互作用させて該試料から粒子を出
すことを含む方法を特徴とする。また、上記方法は、検出器により検出される粒子の軌道
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角度に基づき、検出器からの信号を発生させることを含む。
【００３９】
　更なる態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオ
ンビームを発生させること、及びイオンビームを試料と相互作用させて該試料から散乱イ
オンを出すことを含む方法を特徴とする。また、上記方法は、少なくとも一部の散乱イオ
ンを検出すること、及び検出される散乱イオンに基づき試料についての情報を決定するこ
とを含む。
【００４０】
　追加的な態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイ
オンビームを発生させること、及びイオンビームを試料と相互作用させて該試料から一次
中性粒子を出すことを含む方法を特徴とする。また、上記方法は、少なくとも一部の一次
中性粒子を検出すること、及び検出される一次中性粒子に基づき試料についての情報を決
定することを含む。
【００４１】
　一の態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオン
ビームを発生させること、及びイオンビームを試料と相互作用させて該試料から光子を出
すことを含む方法を特徴とする。また、上記方法は、少なくとも一部の光子を検出するこ
と、及び検出される光子に基づき試料についての情報を決定することを含む。
【００４２】
　他の態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオン
ビームを発生させること、及びイオンビームを試料と相互作用させて該試料から二次イオ
ンを出すことを含む方法を特徴とする。また、上記方法は、少なくとも一部の二次イオン
を検出することを含む。
【００４３】
　更なる態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオ
ンビームを発生させること、及びイオンビームを試料と相互作用させて該試料から二次中
性粒子を出すことを含む方法を特徴とする。また、上記方法は、二次中性粒子又は該二次
中性粒子から生じる粒子の少なくとも一部を検出することを含む。
【００４４】
　追加的な態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイ
オンビームを発生させること、及びイオンビームを試料と相互作用させて該試料からオー
ジェ電子を出すことを含む方法を特徴とする。また、上記方法は、少なくとも一部のオー
ジェ電子を検出することを含む。
【００４５】
　一の態様において、本発明は、気体電界イオン源を形成させること、及び気体電界イオ
ン源を形成させた後、該イオン源を室内に配置し、気体電界イオンシステムを用意するこ
とを含む方法を特徴とする。
【００４６】
　他の態様においては、放出軸を有するイオン源を形成させ、そして、イオン源を形成さ
せた後、該イオン源の放出軸をイオン光学システムの入口軸と軸合わせする。
【００４７】
　更なる態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオ
ンビームを発生させ、該イオンビームが試料の表面上に10nm以下の寸法のスポットサイズ
を有していること、及びイオンビームを試料の表面上の第一位置から該試料の表面上の第
二位置に移動させ、該第一位置が第二位置と異なることを含む方法を特徴とする。
【００４８】
　追加的な態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイ
オンビームを発生させること、及び試料をイオンビームと接触させることを含む方法を特
徴とする。また、上記方法は、試料を帯電粒子源からの帯電粒子のビームと接触させるこ
とを含む。
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【００４９】
　一の態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオン
ビームを発生させること、及びイオンビームを試料と相互作用させて該試料から粒子を出
すことを含む方法を特徴とする。また、上記方法は、少なくとも一部の粒子を検出するこ
と、及び検出される粒子に基づき試料についての結晶情報を決定することを含む。
【００５０】
　他の態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオン
ビームを発生させること、及び一部の試料上に電圧を誘起させることを含む方法を特徴と
する。また、上記方法は、粒子を検出し、試料についての電圧コントラストの情報を決定
することを含む。
【００５１】
　更なる態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオ
ンビームを発生させること、及びイオンビームを試料と相互作用させて該試料から粒子を
出すことを含む方法を特徴とする。上記試料は、少なくとも第一物質及び第二物質を含む
。また、上記方法は、粒子に基づいて第一物質及び第二物質を区別することを含む。
【００５２】
　追加的な態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイ
オンビームを発生させること、及びイオンビームを活性化ガスと相互作用させて試料の表
面上で化学反応を促進させることを含む方法を特徴とする。
【００５３】
　一の態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオン
ビームを発生させること、及びイオンビームを用いて半導体製品についての内層面の情報
を決定することを含む方法を特徴とする。また、上記方法は、内層面の情報に基づいて半
導体製品を編集することを含む。
【００５４】
　他の態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオン
ビームを発生させること、及びイオンビームを用いて半導体製品についての情報を決定す
ることを含む方法を特徴とする。上記イオンビームは、半導体製品の表面に10nm以下のス
ポットサイズを有する。また、上記方法は、情報に基づいて半導体製品を編集することを
含む。
【００５５】
　更なる態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオ
ンビームを発生させること、及びイオンビームを用いてリソグラフィマスクについての情
報を決定することを含む方法を特徴とする。上記イオンビームは、半導体製品の表面に10
nm以下のスポットサイズを有する。また、上記方法は、情報に基づいてリソグラフィマス
クを修理することを含む。
【００５６】
　追加的な態様において、本発明は、イオンビームを用いて試料上にレジストをパターン
形成させることを含む方法を特徴とする。上記イオンビームは、試料に10nm以下のスポッ
トサイズを有する。
【００５７】
　一の態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオン
ビームを発生させること、及びイオンビームを特徴部を含む試料と相互作用させることを
含む方法を特徴とする。上記イオンビームは、試料の表面上に50nm以下のスポットサイズ
を有する。また、上記方法は、特徴部の大きさを決定することを含む。
【００５８】
　他の態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオン
ビームを発生させること、及びイオンビームを試料と相互作用させて該試料から粒子を出
すことを含む方法を特徴とする。上記試料は、第一層及び第二層を含む複数重ねた層を有
する。また、上記方法は、粒子を検出し、第二層の位置を第一層に合わせたかどうかを決
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定することを含む。
【００５９】
　更なる態様において、本発明は、試料に集束イオンビームを照射すること、及び気体を
気体電界イオン源と相互作用させることで第二イオンビームを発生させることを含む方法
を特徴とする。また、上記方法は、試料に第二イオンビームを照射することを含む。
【００６０】
　追加的な態様において、本発明は、気体電界イオン源がイオン顕微鏡内に存在している
ときに気体電界イオン源の導電性先端を形成させることを含む方法を特徴とする。
【００６１】
　一の態様において、本発明は、イオン源を含むシステムを特徴とする。上記システムは
第一モードでイオン源を画像化することが可能であり、該システムはイオン源を用いて第
二モードで試料の画像を集めることが可能である。その試料はイオン源と異なる。
【００６２】
　他の態様において、本発明は、ハウジングと、該ハウジングにより支持されるディスク
と、該ディスクにより支持される部材であって、試料を支持するように構成される脚部及
び表面を有する部材と、装置とを含む試料マニピュレータを特徴とする。上記装置は、第
一モードで部材と接触して試料を移動させ、また、該装置は第二モードにおいて部材と接
触していない。
【００６３】
　追加的な態様において、本発明は、気体電界イオン源と試料マニピュレータとを含むシ
ステムを特徴とする。上記試料マニピュレータは、ハウジングと、該ハウジングにより支
持されるディスクと、該ディスクにより支持される部材であって、試料を支持するように
構成される脚部及び表面を有する部材と、装置とを含む。上記装置は、第一モードで部材
と接触して試料を移動させ、また、該装置は第二モードにおいて部材と接触していない。
【００６４】
　一の態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオン
を含有する第一ビームを発生させること、及び第一ビームから一価でない化学種を取り除
いて一価のイオンを含有する第二ビームを形成させることを含む方法を特徴とする。
【００６５】
　追加的な態様において、本発明は、気体と相互作用し、帯電した化学種を含有する化学
種を含むビームを発生させることが可能な気体電界イオン源を含むシステムを特徴とする
。また、システムは、ビーム中の化学種のビーム路を化学種の電荷に基づいて分岐させる
ように構成される少なくとも一つのバイアス電極を含む。
【００６６】
　他の態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオン
を発生させること、及び試料をイオンでスパッタすることを含む方法を特徴とする。
【００６７】
　更なる態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることでイオ
ンビームを発生させること、及び気体電界イオン源と異なるシステムを用いて電子ビーム
を発生させることを含む方法を特徴とする。また、上記方法は、イオンビーム及び電子ビ
ームの双方を用いて試料を調査することを含む。
【００６８】
　他の態様において、本発明は、電子ビームを供給することが可能な走査電子顕微鏡を含
むシステムを特徴とする。また、システムは、気体と相互作用してイオンビームを発生さ
せることが可能な気体電界イオン源を含む。走査電子顕微鏡及び気体電界イオン顕微鏡は
、使用時に電子ビーム及びイオンビームの双方を用いて試料を調査できるように位置して
いる。
【００６９】
　追加的な態様において、本発明は、気体を気体電界イオン源と相互作用させることで第
一イオンビームを発生させることを含む方法を特徴とする。第一イオンビームは第一電流
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を有する。また、上記方法は、第一電流を有する第一イオンビームを用い、試料を調査す
るための気体電界イオン源を用意することを含む。更に、上記方法は、気体を気体電界イ
オン源と相互作用させることで第二イオンビームを発生させることを含む。第二イオンビ
ームは第二電流を有する。加えて、上記方法は、第二イオンビームを用いて試料を調査す
ることを含む。
【発明の効果】
【００７０】
　実施態様は以下に示す利点の一つ以上を含むことができる。
【００７１】
　一部の実施態様において、イオン源（例えば、気体電界イオン源）は、試料の表面上に
比較的小さいスポットサイズを提供することができる。かかるイオン源を用いるイオン顕
微鏡（例えば、気体電界イオン顕微鏡）は、例えば、比較的高い分解能で試料の画像を得
ることができる。
【００７２】
　特定の実施態様において、イオン源（例えば、気体電界イオン源）は、比較的高い輝度
及び／又は比較的高い還元輝度を有することができる。かかるイオン源を用いるイオン顕
微鏡（例えば、気体電界イオン顕微鏡）は、例えば、比較的短時間で高品質な試料の画像
を撮影することができ、このことは、順に、多数の試料を画像化することができるように
速度を増大させることができる。
【００７３】
　一部の実施態様において、イオン源（例えば、気体電界イオン源）は、与えられたイオ
ン電流（例えば、比較的低いエタンデュ）に対して、比較的高い輝度を有することができ
る。かかるイオン源を用いるイオン顕微鏡（例えば、気体電界イオン顕微鏡）は、例えば
、試料への比較的小さい損傷で高品質な試料の画像を撮影することができる。
【００７４】
　特定の実施態様において、気体電界イオン顕微鏡は、比較的高い信頼性を有することが
できる。従って、例えば、気体電界イオン源は、気体電界イオン源を交換せずに長期間使
用でき、このことは、例えば、多数の試料を画像化することができるように速度を増大さ
せたり、多数の試料の画像化と関連する停止時間を低減したり、及び／又は多数の試料の
画像化と関連する費用を低減したりすることができる。
【００７５】
　一部の実施態様において、イオン顕微鏡（例えば、気体電界イオン顕微鏡）は、振動が
イオン源から実質的に分断されるように構成される。このことは、イオン顕微鏡の上記利
点の一つ以上を達成する能力を向上させることができる。
【００７６】
　特定の実施態様において、イオン顕微鏡（例えば、気体電界イオン顕微鏡）は、上述し
た利点の一つ以上を提供しながら、比較的高温で作動できる。例えば、イオン顕微鏡用の
冷却剤として液体窒素を用いることができる。このことは、液体ヘリウム等の他の特定の
冷却剤の使用と関連する費用及び／又は複雑性を低減することができる。また、このこと
は、かなりの振動を生じるおそれがある液体へリウム冷却剤と共に用いられる特定の機械
システムと関連する潜在的な問題を低減することができる。
【００７７】
　本発明の他の特徴及び利点は、明細書、図面及び特許請求の範囲から明らかになる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００７８】
　各種図面中における同種の参照記号は、同種の要素を示している。
【００７９】
概略紹介
　顕微鏡システムにおいては、試料の画像化や他の用途にイオンを作り出して用いること
ができる。気体電界イオン源を用い、試料分析（例えば、画像化）に使用できるイオンを
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発生させる顕微鏡システムは、気体電界イオン顕微鏡と称される。気体電界イオン源は、
導電性先端の頂部に高い正電位（例えば、抽出部（以下の記載を参照）に比べて1kV以上
）を印加しながら中性気体種を導電性先端の近傍（例えば、約4～5Åの距離の範囲内）に
持ち込むことによって、中性気体種をイオン化してイオン（例えば、イオンビームの形態
で）を発生させる導電性先端（一般に10個以下の原子を具える頂部を有する）を含む装置
である。
【００８０】
　図１は、気体源１１０と、気体電界イオン源１２０と、イオン光学機器１３０と、試料
マニピュレータ１４０と、前面検出器１５０と、裏面検出器１６０と、通信回線１７２ａ
～１７２ｆを経由して気体電界イオン顕微鏡システム１００の各種要素と電気的に接続さ
れる電子制御システム１７０（例えば、コンピュータ等の電子処理装置）とを含む気体電
界顕微鏡システム１００の概念図を示す。試料１８０は、イオン光学機器１３０と検出器
１５０、１６０との間にある試料マニピュレータ１４０の内／上に位置している。使用時
には、イオンビーム１９２は、イオン光学機器１３０を通して試料１８０の表面１８１に
向けられ、イオンビーム１９２の試料１８０との相互作用によって生じる粒子１９４が検
出器１５０及び／又は１６０により測定される。
【００８１】
　一般に、システム１００を排気することで、該システムにおける望ましくない特定の化
学種の存在を低減することが好ましい。一般に、システム１００の異なる要素は、異なる
バックグランド圧力で維持される。例えば、約10-10Torrの圧力で気体電界イオン源１２
０を維持することができる。気体電界イオン源１２０中に気体を導入する場合には、バッ
クグランド圧力が約10-5Torrに上昇する。イオン光学機器１３０は、気体電界イオン源１
２０中への気体の導入に先立って、約10-8Torrのバックグランド圧力で維持されている。
気体を導入する場合には、一般に、イオン光学機器１３０中のバックグランド圧力を約10
-7Torrに増大させる。試料１８０は、一般に約10-6Torrのバックグランド圧力で維持され
る室内に位置している。この圧力は、気体電界イオン源１２０中の気体の存在又は不在に
よって、ほとんど変化しない。
【００８２】
　図２に示すとおり、気体源１１０は、気体電界イオン源１２０に一種以上の気体１８２
を供給するように構成される。以下、詳細に説明されるように、気体源１１０は、種々の
純度、流量、圧力及び温度で一種又は複数種の気体を供給するように構成できる。一般に
、気体源１１０により供給される気体の少なくとも一種は希ガス（ヘリウム（Ｈｅ）、ネ
オン（Ｎｅ）、アルゴン（Ａｒ）、クリプトン（Ｋｒ）、キセノン（Ｘｅ））であり、該
希ガスのイオンがイオンビーム１９２中の主成分であることが好ましい。一般に、試料１
８０の表面１８１で測定すると、システム１００中の希ガスの圧力が大きくなるので、イ
オンビーム１９２中のイオンの電流は単調に増大する。特定の実施態様において、この関
係は、一定範囲の希ガス圧力について、電流は一般に気体圧力に比例して増加するという
指数法則によって説明できる。作業時に、希ガスの圧力は、一般に、先端頂部（以下の記
載を参照）の近傍で10-2Torr以下（例えば、10-3Torr以下、10-4Torr以下）及び／又は10
-7Torr以上（例えば、10-6Torr以上、10-5Torr以上）である。一般に、比較的高純度の気
体を使用することが好ましい（例えば、システム内の望ましくない化学種の存在を低減さ
せる）。一例としてＨｅを用いる場合、Ｈｅは少なくとも純度99.99％（例えば、純度99.
995％、純度99.999％、純度99.9995％、純度99.9999％）とすることができる。同様に、
他の希ガスを用いる場合（Ｎｅガス、Ａｒガス、Ｋｒガス、Ｘｅガス）、気体の純度は高
純度の商業グレードであることが好ましい。
【００８３】
　気体源１１０は、一種又は複数種の希ガスに加えて、任意に一種以上の気体を供給する
ことができる。以下、詳細に述べるように、かかる気体の一例は窒素である。一般に、一
種又は複数種の追加気体は、一種又は複数種の希ガス中における不純物のレベルを超えた
レベルで存在することができるが、一種又は複数種の追加気体は、依然として気体源１１
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０により導入される気体混合物全体の少数成分を構成する。一例としてＨｅガス及びＮｅ
ガスが気体源１１０によって気体電界イオン源中に導入される実施態様では、気体混合物
は全体でＮｅ20％以下（例えば、15％以下、12％以下）及び／又はＮｅ1％以上（例えば
、3％以上、8％以上）を含むことができる。例えば、気体源１１０によりＨｅガス及びＮ
ｅガスを導入する実施態様においては、気体混合物は全体でＮｅ5％～15％（例えば、8％
～12％、9％～11％）を含むことができる。他の例として気体源１００によりＨｅガス及
び窒素ガスを導入する実施態様においては、気体混合物は全体で窒素1％以下（例えば、0
.5％以下、0.1％以下）及び／又は窒素0.01％以上（例えば、0.05％以上）を含むことが
できる。例えば、気体源１１０によりＨｅガス及び窒素ガスを導入する実施態様において
は、気体混合物は全体で窒素0.01％～1％（例えば、0.05％～0.5％、0.08～0.12％）を含
むことができる。一部の実施態様においては、システム１００に入れる前に、（例えば、
気体を混合した後、その混合物を単一の注入口を通してシステム１００に送出する気体マ
ニホールドの使用によって）一種又は複数種の追加気体を一種又は複数種の希ガスと混合
する。特定の実施態様においては、システム１００に入れる前に、一種又は複数種の追加
気体を一種又は複数種の希ガスと混合しない（例えば、分離注入口は、システム１００中
に各気体を注入するために使用されるが、それらの分離注入口は、気体電界イオン源１２
０中のいずれかの元素と相互作用する前に気体が混合されるよう十分に近接している）。
【００８４】
　気体電界イオン源１２０は、気体源１１０から一種以上の気体１８２を受け取り、一種
又は複数種の気体１８２から気体イオンを発生するように構成される。気体電界イオン源
１２０は、先端頂部１８７を有する導電性先端１８６と、抽出部１９０と、任意にサプレ
ッサとを含む。一般に、先端頂部１８７から試料１８０の表面１８１（図２において図示
せず）までの距離は、5cm以上（例えば、10cm以上、15cm以上、20cm以上、25cm以上）及
び／又は100cm以下（例えば、80cm以下、60cm以下、50cm以下）である。例えば、一部の
実施態様においては、先端頂部１８７から試料１８０の表面１８１までの距離は、5cm～1
00cm（例えば、25cm～75cm、40cm～60cm、45cm～55cm）である。
【００８５】
　導電性先端１８６を各種物質で形成することができる。一部の実施態様においては、先
端１８６が金属（例えば、タングステン（Ｗ）、タンタル（Ｔａ）、イリジウム（Ｉｒ）
、レニウム（Ｒｈ）、ニオブ（Ｎｂ）、白金（Ｐｔ）、モリブデン（Ｍｏ））で形成され
る。特定の実施態様においては、導電性先端１８６を合金で形成することができる。一部
の実施態様においては、導電性先端１８６を異なる物質（例えば、炭素（Ｃ））で形成す
ることができる。
【００８６】
　使用時には、先端１８６は抽出部に対して正にバイアスされ（例えば、約20kV）、抽出
部１９０は外部接地部に対して負又は正にバイアスされ（例えば、-20kV～+50kV）、任意
のサプレッサ１８８は先端１８６に対して正又は負にバイアスされる（例えば、-5kV～+5
kV）。先端１８６は導電性物質で形成されるので、先端頂部１８７での先端１８６の電場
は先端頂部１８７の表面から外側を向く。先端１８６の形状によって、その電場は先端頂
部１８７の近傍で最も強い。先端１８６の電場の強さは、例えば、先端１８６に印加した
正の電圧を変化させることによって調整できる。この構成の場合、気体源１１０によって
供給されるイオン化していない気体原子１８２はイオン化され、先端頂部１８７の近傍に
おいて正に帯電したイオンになる。正に帯電したイオンは、イオンビーム１９２として正
に帯電したイオンを先端１８６からイオン光学機器１３０中に向けるように、正に帯電し
た先端１８６によって同時に弾き出され、負に帯電した抽出部１９０により引き付けられ
る。サプレッサ１８８は、先端１８６と抽出部１９０間の電場全体を制御するのに役立ち
、その結果、正に帯電したイオンの先端１８６からイオン光学機器１３０への軌道を制御
するのに役立つものである。一般には、正に帯電したイオンを先端頂部１８７で作り出す
速度や、正に帯電したイオンを先端１８６からイオン光学機器１３０に移送する効率を制
御することで、先端１８６と抽出部１９０間の電場全体を調整することができる。
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【００８７】
　理論に縛られることを望むものではないが、一例として、以下のようにＨｅイオンを作
り出すことができると思われる。先端頂部１８７の近傍における先端１８６の電場が、イ
オン化していないＨｅガス原子１８２のイオン化電場を超えるように気体電界イオン源１
２０を構成し、先端１８６を比較的低い温度で維持する。イオン化していないＨｅガス原
子１８２が先端頂部１８７に近接したとき、先端の電場によってＨｅ原子を分極させるこ
とができ、Ｈｅ原子１８２と先端頂部１８７間に弱い引力を作り出す。結果として、Ｈｅ
原子１８２は先端頂部と接触し、しばらくの間結合（例えば、物理吸着）した状態を保つ
ことができる。先端頂部１８７の近傍における電場は、先端頂部１８７上に吸着したＨｅ
原子１８２をイオン化するのに十分高く、正に帯電したＨｅイオンを（例えば、イオンビ
ームの形態で）発生させる。
【００８８】
　図３は、先端頂部１８７の略図である（該先端頂部はＷ（１１１）で形成され、以下の
記載を参照）。先端頂部１８７は、原子棚を形成するように配置された原子の層を含む。
末端原子棚は原子１４２で形成される。第二原子棚は原子１４４で形成され、第三原子棚
は原子１４６で形成される。気体源１１０により送出された中性気体原子１８２は、先端
頂部１８７の近傍に存在している。原子１８２は先端頂部１８７の電場によって分極化し
、原子１８２の矢印に示すように、原子１８２を先端頂部１８７に向かわせる比較的弱い
引力を受ける。
【００８９】
　先端の電場の強度によって、先端頂部１８７に近接した原子棚中の各原子は、対応する
イオン化ディスク１４８を有することができる。イオン化ディスク１４８は、中性Ｈｅ原
子がその中に入ることでイオン化を受ける可能性が高い空間領域である。一般に、中性Ｈ
ｅ原子のイオン化は、中性Ｈｅ原子から先端頂部の原子へ通り抜ける電子によって起こる
。従って、イオン化ディスク１４８は、Ｈｅイオンが発生してＨｅイオンが抜け出る空間
領域を示す。
【００９０】
　特定の先端頂部原子用のイオン化ディスク１４８の大きさは、先端頂部１８７の形状や
先端頂部１８７に印加される電位によって決まる。一般に、Ｈｅ原子のイオン化は、先端
頂部１８７に近接した、局所電場がＨｅ原子のイオン化電位を超える空間領域で起こるこ
とができる。従って、先端頂部１８７に印加される大きな電位のため、多数の先端原子が
イオン化ディスクを有することになる。加えて、先端頂部１８７の近傍における局所電場
は、先端頂部１８７の形状によって決まる。比較的尖った先端頂部では、先端頂部１８７
の近傍における局所電場が比較的高くなる。比較的尖っていない先端頂部では、局所電場
が、先端頂部１８７の近傍でさえ小さくなる。
【００９１】
　図３において、先端頂部１８７の個々の原子に対応するイオン化ディスク１４８は、相
互に空間的に分離されている。一部の実施態様においては、先端頂部１８７の電場が十分
に大きい場合に、１個を超える原子（例えば、原子１４２）からのイオン化ディスクが空
間的に重なり合うことができ、複数の先端頂部原子に近接した空間領域に及ぶ大きなイオ
ン化ディスクを形成する。先端頂部１８７にて電場を低減することで、イオン化ディスク
１４８により占められる空間の体積を低減することができ、図３に示す形状を実現するこ
とができ、ここで、少数の先端頂部原子はそれぞれが空間的に分離された特有のイオン化
ディスクを有する。多くの場合、イオン源１２０の使用時には先端頂部１８７の形状を容
易に変更しないので、先端頂部１８７の近傍における電場は、一般に先端頂部１８７に印
加される電位を調整することで制御される。
【００９２】
　更に、先端頂部１８７に印加される電位を低減することによって、図３に示すイオン化
ディスクの一部を除去することができる。例えば、先端頂部１８７は第二原子棚の原子１
４４の近傍において鋭くなく、そして、先端頂部１８７に印加される電位を低減すること
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によって、原子１４４の近傍における先端頂部１８７の電場を低減することができるので
、それらの領域においては、高い可能性でＨｅ原子のイオン化が起きない。その結果、原
子１４４に対応するイオン化ディスクはもはや存在していない。しかしながら、末端棚の
原子１４２の近傍における先端頂部１８７の電場は、Ｈｅ原子のイオン化をもたらすのに
十分高いままでいることができ、そのため、原子１４２に対応するイオン化ディスク１４
８は残存している。先端頂部１８７に印加される電位を慎重に制御することによって、末
端棚の原子１４２に対応するイオン化ディスクのみが存在し、末端棚の原子に対応するイ
オン化ディスクが互いに空間的に分離されるように、イオン源１２０は作動することがで
きる。結果として、先端頂部１８７の近傍でイオン化されたＨｅ原子が、特定の末端棚原
子の近傍におけるイオン化によって作り出される。
【００９３】
　中性Ｈｅ原子１８２は、イオン化ディスク１４８内に長く滞在するほど、イオン化を受
ける可能性が高い。Ｈｅ原子の分極は、先端頂部１８７の電場によって誘起し、分極した
Ｈｅ原子を先端頂部１８７に向けて移動させ、更に分極したＨｅ原子が先端頂部１８７に
結合した状態のままであることを確実にし、Ｈｅ原子１８２がイオン化ディスク１４８内
に残存する時間を増加させ、分極したＨｅ原子のイオン化の可能性を時間とともに高める
。
【００９４】
　また、分極したＨｅ原子は、一の位置から他の位置へ先端頂部１８７の表面に沿って移
動することができる。分極したＨｅ原子と先端頂部１８７間の引力は分極したＨｅ原子の
位置における先端頂部１８７の電場の局部強度によって決まるので、分極したＨｅ原子の
動きは、局部電場が最も高い先端１８６の先端頂部１８７の端に向けて（例えば、末端棚
１４２に向けて）該原子を移送する傾向がある。この分極したＨｅ原子の移送機構は、（
例えば、末端棚の原子１４２のみに対応する別個のイオン化ディスクが存在することを確
実にするため）先端１８６に印加される電位の制御と組み合わせて、Ｈｅイオンビーム１
９２が気体電界イオン源１２０によって作り出されるようにイオン源１２０を作動させる
のに使用できる。ここで、上記イオンビーム中の個々のＨｅイオンは、Ｈｅガスと末端棚
原子１４２の一つとの相互作用によって発生する。従って、イオンビーム１９２は、各末
端棚原子１４２からの複数のＨｅイオンを含み、そして、各Ｈｅイオンは末端棚原子１４
２の内の一つからのイオン化に帰することができる。
【００９５】
　上記したように、一般に、先端頂部１８７に印加される電位を変えることでイオン化デ
ィスクの大きさ及び形状を変更することができ、適切に大きく印加された電位によって近
接したイオン化ディスク１４８を重なり合わせることができたり、適切に小さく印加され
た電位によって互いが空間的に分かれた状態を維持させることができる。一般に、イオン
化ディスク１４８は、先端原子１４２、１４４及び１４６から約0.4nmの距離で間隔があ
けられる。先端原子に対応する個々のイオン化ディスクは、一般に、与えられたディスク
とそれに対応する原子を結ぶ線に沿った方向で測定すると、約0.02nmの厚さを有している
。イオン化ディスク１４８は、一般に、与えられたディスクとそれに対応する原子を結ぶ
線と垂直な方向で測定すると、対応する原子の直径と同じくらいの直径を有している。
【００９６】
　図４は、先端頂部１８７の作動構成を示し、ここで、先端１８６に印加される電位は、
それぞれが三つの末端原子棚原子１４２の一つに対応する三つのイオン化ディスク１４８
を作り出す。Ｈｅイオンが先端頂部１８７の近傍で作り出された時点で、それらは大きな
正の先端電位によって急速に加速され先端から離れる。Ｈｅイオンは複数の軌道に沿って
加速され先端頂部１８７から離れる。このような二つの軌道１５６を図４に示す。図４に
表すように、軌道１５６は、末端棚の中央原子についての軌道分布の半値全幅（ＦＷＨＭ
）の右極限及び左極限に相当する。そのようにして軌道１５６を中央末端棚原子の位置に
向かって後方に（例えば、線１５４に沿って）推定すると、それらは中央末端棚原子につ
いての仮想源１５４を定める。仮想源１５２の直径は、一般に中央末端棚原子の直径より
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小さく、中央末端棚原子の直径よりかなり小さい場合もある（例えば、2倍以上、3倍以上
、5倍以上、10倍以上）。同様の考察が他の末端棚原子にも当てはまり、各末端棚の原子
は対応する仮想源の大きさを有している。
【００９７】
　末端棚原子用の仮想源の大きさが小さいことは、多くの利点を提供することができる。
例えば、イオンビーム１９２の仮想源の大きさが小さいことと、イオンビーム１９２中の
イオンが生じるイオン化ディスクの厚みが小さいことは、イオンビーム１９２が比較的高
い輝度及び比較的狭いイオンエネルギー分布を有することを確実にするのに役立つことが
できる。
【００９８】
　理論に縛られることを望むものではないが、低過ぎる先端温度を使用することによって
、電流安定度に悪影響を与えたり及び／又は先端上で増加した不純物吸着からの望ましく
ない効果を大きくしたりする場合があると思われる。一般に、先端１８６の温度は、5K以
上（例えば、10K以上、25K以上、50K以上、75K以上）及び／又は100K以下（例えば、90K
以下、80K以下）である。例えば、先端１８６の温度は5K～100K（例えば、25K～90K、50K
～90K、75K～80K）とすることができる。例えば、液体ヘリウム又は液体窒素等の冷却剤
と熱結合することによって、先端１８６の温度を達成することができる。代わりに又は追
加的に、極低温冷却器を用いて先端１８６を熱的に冷却することができる。
【００９９】
　先端１８６の温度が低過ぎると、吸着Ｈｅ原子を先端頂部１８７の末端原子棚の原子１
４２に移動することにより移送する速度を低減するので、Ｈｅ原子が単位時間当たり不十
分な量でそれらをイオン化できる原子１４２に到着すると思われる。結果として、（例え
ば、電界イオン顕微鏡（ＦＩＭ）技術を用いて又は走査ＦＩＭ（ＳＦＩＭ）技術によって
）先端１８６の放出パターンを観察すると、個々の末端棚原子からのイオンの存在量は、
比較的高い存在量から比較的低い存在量まで行ったり来たりする（通常、ブランキングと
呼ばれる）。このことは、例えば、ある時間で末端棚原子の近傍においてイオン化に利用
できるＨｅ原子が存在しないときに起こり得る。先端１８６の温度が上昇するにつれて、
先端頂部１８７の原子の末端棚に向かうＨｅ原子の移送速度が上昇し、末端棚原子１４２
からのこのような交互の高／低の存在量が観察されることを減らすか又はなくす。
【０１００】
　また、先端１８６の温度が高過ぎると、分極したＨｅ原子が大き過ぎる運動エネルギー
を有することになり、末端棚原子１４２の近傍におけるＨｅ原子の効率的なイオン化を確
保するのに十分長い時間先端１８６に結合した状態を保つことができないと思われる。更
に、このことは、ＦＩＭ画像化技術及び／又はＳＦＩＭ画像化技術を用いて観察すると、
個々の末端棚原子から放出パターンの消失をもたらす場合がある。結果として、各末端棚
原子１４２でのＨｅイオン化処理よって各末端棚原子１４２から安定したイオン電流を生
成することを確実にするには、先端１８６の温度を慎重に制御し、望ましくない高温効果
及び低温効果の双方に対して緩和させることである。
【０１０１】
　一般に、イオン光学機器１３０は、試料１８０の表面１８１にイオンビーム１９２を向
けるように構成される。以下、詳細に説明するように、イオン光学機器１３０は、例えば
、イオンビーム１９２中のイオンを集束し、平行にし、加速し及び／又は減速することが
できる。また、イオン光学機器１３０は、イオンビーム１９２中の一部のイオンのみがイ
オン光学機器１３０を通過することを可能にする。通常、イオン光学機器１３０は、所望
のとおりに構成される種々の静電イオン光学素子や他のイオン光学素子を含む。イオン光
学機器１３０における一つ以上の成分（例えば、静電偏向器）の電場強度を操作すること
によって、試料１８０の表面１８１に亘ってＨｅイオンビーム１９２を走査することがで
きる。例えば、イオン光学機器１３０は、直交する二つの方向にイオンビーム１９２を偏
向させる二つの偏向器を含むことができる。偏向器は、変動する電場強度を有することが
でき、その結果、表面１８１領域に亘ってイオンビーム１９２をラスタ化する。
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【０１０２】
　イオンビーム１９２が試料１８０に衝突するとき、様々な異なる種類の粒子１９４を作
り出すことができる。これら粒子は、例えば、二次電子、オージェ電子、二次イオン、二
次中性粒子、一次中性粒子、散乱イオン及び光子（例えば、Ｘ線光子、ＩＲ光子、可視光
子、ＵＶ光子）を含む。検出器１５０及び１６０は、Ｈｅイオンビーム１９２と試料１８
０の間に相互作用を与える一種以上の異なる種類の粒子をそれぞれが測定できるように設
置し構成される。図１に示すように、検出器１５０は主として試料１８０の表面１８１か
ら発生する粒子１９４を検出するために位置しており、検出器１６０は主として試料１８
０の表面１８３から出てくる粒子１９４（例えば、透過粒子）を検出するために位置して
いる。以下、詳細に説明するように、一般に本願に開示の顕微鏡システムにおいては、検
出器をいかなる個数及び構成でも用いることができる。一部の実施態様においては、複数
の検出器を用いており、複数の検出器の一部は異なる種類の粒子を測定するように構成さ
れる。特定の実施態様において、検出器は、同一の種類の粒子について異なる情報（例え
ば、粒子エネルギー、与えられた粒子の角度分布、与えられた粒子の全存在量）を提供す
るように構成される。任意には、かかる検出器の配置を組み合わせて用いることができる
。
【０１０３】
　一般に、検出器により測定される情報を用いて試料１８０についての情報を決定する。
試料１８０についての例示的な情報としては、表面１８１についてのトポグラフィー情報
、（表面１８１及び／又は試料１８０の内層面の）物質構成情報、試料１８０の結晶配向
情報、表面１８１についての電圧コントラスト情報（及びその結果の電気特性）、試料１
８０の内層面についての電圧コントラスト情報、試料１８０の光学特性、及び／又は試料
１８０の磁気特性が挙げられる。一般に、この情報は、試料１８０の画像を一つ以上得る
ことで決定される。表面１８１に亘ってイオンビーム１９２をラスタ化することによって
、試料１８０についての画素毎の情報を不連続な段階で得ることができる。検出器１５０
及び／又は１６０は、各画素で一種以上の異なる種類の粒子１９４を検出するように構成
できる。一般に、画素は正方形であるが、一部の実施態様においては、画素が異なる形状
（例えば、長方形）を有することができる。画素サイズは、画素の辺の長さに相当し、例
えば、100pm～2μm（例えば、1nm～1μm）とすることができる。一部の実施態様において
は、隣接した画素の位置を少なくとも200pm以内（例えば、少なくとも100pm以内、少なく
とも75pm以内、少なくとも50pm以内）に決定することができる。従って、システムの作業
者は、ビームスポットの中心の位置を少なくとも200pm以内（例えば、少なくとも100pm以
内、少なくとも75pm以内、少なくとも50pm以内）に決定することができる。特定の実施態
様において、試料１８０の視野（ＦＯＶ）は200nm以上（例えば、500nm以上、1μm以上、
50μm以上、100μm以上、500μm以上、1mm以上、1.5mm以上）及び／又は25mm以下（15mm
以下、10mm以下、5mm以下）である。視野は、イオン顕微鏡により画像化される試料表面
の範囲を指す。
【０１０４】
　顕微鏡システム１００の操作は、一般に電子制御システム１７０によって制御される。
例えば、気体源１１０により供給される一種又は複数種の気体、先端１８６の温度、先端
１８６の電位、抽出部１９０の電位、サプレッサ１８８の電位、イオン光学機器１３０の
要素の設定、試料マニピュレータ１４０の位置、及び／又は検出器１５０及び１６０の位
置及び設定を制御するように、電子制御システム１７０を構成することができる。任意に
は、（例えば、電子制御システム１７０と一体となったユーザーインターフェースによっ
て）これらパラメータの一つ以上を手動で制御してもよい。追加的に又は代わりに、（例
えば、コンピュータ等の電子処理装置によって）電子制御システム１７０を用い、検出器
１５０及び１６０により収集した情報を分析し、試料１８０についての情報（例えば、ト
ポグラフィー情報、物質構成情報、結晶情報、電圧コントラスト情報、光学特性情報、磁
気情報）を提供することができ、該情報は、任意に画像、グラフ、表、表計算等の形態と
することができる。一般には、電子制御システム１７０は、表示部又は他の種類の出力装
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置、入力装置、及び記録媒体を特徴とするユーザーインターフェースを含むことができる
。
【０１０５】
ヘリウムイオン顕微鏡システム
Ａ．概説
　図５は、Ｈｅイオン顕微鏡システム２００の概略図を示す。顕微鏡システム２００は、
Ｈｅイオン源及びイオン光学機器１３０を囲む第一真空ハウジング２０２と、試料１８０
及び検出器１５０、１６０を囲む第二真空ハウジング２０２とを含む。気体源１１０は、
送出管２２８を通してＨｅガスを顕微鏡システム２００に送り出す。流量調整器２３０は
送出管２２８を通るＨｅガスの流量を制御し、温度制御器２３２は気体源１１０中のＨｅ
ガスの温度を制御する。Ｈｅイオン源は、先端マニピュレータ２０８に取り付けた先端１
８６を含む。また、Ｈｅイオン源は、先端１８６からイオン光学機器１３０中にＨｅイオ
ンを誘導するように構成された抽出部１９０及びサプレッサ１８８を含む。イオン光学機
器１３０は、第一レンズ２１６と、軸合わせ偏向器２２０及び２２２と、絞り２２４と、
非点収差補正器２１８と、走査偏向器２１９及び２２１と、第二レンズ２２６とを含む。
絞り２２４は、絞り取付け部２３４に位置している。試料１８０は、第二真空ハウジング
２０４内の試料マニピュレータ１４０内／上に取り付けられる。また、第二真空ハウジン
グ２０４内には、検出器１５０及び１６０が位置しており、試料１８０から粒子１９４を
検出するように構成される。気体源１１０、先端マニピュレータ２０８、抽出部１９０、
サプレッサ１８８、第一レンズ２１６、軸合わせ偏向器２２０及び２２２、絞り取付け部
２３４、非点収差補正器２１８、走査偏向器２１９及び２２１、試料マニピュレータ１４
０、並びに／又は検出器１５０及び／若しくは１６０は、一般に電子制御システム１７０
によって制御されている。また、任意に、電子制御システム１７０は、真空ポンプ２３６
及び２３７を制御し、該真空ポンプ２３６及び２３７は、真空ハウジング２０２及び２０
４の内部やイオン光学機器内に減圧環境を提供するように構成される。
【０１０６】
Ｂ．イオン源
　上述のとおり、先端１８６は、一般に、適した導電性物質のいずれかにより形成できる
。特定の実施態様においては、先端１８６を単結晶金属等の単結晶物質で形成することが
できる。一般には、先端頂部１８７の原子の末端棚における特定の単結晶の配向を先端１
８６の長手方向軸と3°以下の範囲内（例えば、2°以下の範囲内、1°以下の範囲内）で
軸合わせする。一部の実施態様において、先端１８６の頂部１８７は、一定数の原子（例
えば、20個以下の原子、15個以下の原子、10個以下の原子、9個以下の原子、6個以下の原
子、3個以下の原子）を有する原子棚で終端処理することができる。例えば、先端１８６
の頂部１８７は、Ｗ（１１１）で形成でき、三個の原子（三量体）を具える末端棚を有す
ることができる。図６及び７は、それぞれ先端頂部に最も近いＷ先端１８６の二つの原子
棚における拡大上面略図及び拡大側面略図を示す。末端棚は、三量体で配置された三個の
Ｗ原子３０２を含み、Ｗの（１１１）表面に相当する。理論に縛られることを望むもので
はないが、Ｗ（１１１）結晶面の表面エネルギーが正三角形に配置され三量体を形成する
三個のＷ原子によって形成された末端棚を有利に支持するので、この三量体は（形成、再
形成及び安定性の容易さの観点から）有利であると思われる。三量体原子３０２は、Ｗ原
子３０４の第二棚によって支持されている。
【０１０７】
　一部の実施態様において、先端１８６は、三個未満の原子又は三個を超える原子を含む
末端棚を有することができる。例えば、Ｗ（１１１）先端は、二個の原子を含む末端棚を
有していてもよいし、一個の原子のみを含む末端棚を有することもできる。或いは、Ｗ（
１１１）先端は、4個以上の原子（例えば、5個以上の原子、6個以上の原子、7個以上の原
子、8個以上の原子、9個以上の原子、10個以上の原子、10個を超える原子）を含む末端棚
を有することもできる。
【０１０８】
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　代わりに又は追加的に、他のＷの結晶配向（例えば、Ｗ（１１２）、Ｗ（１１０）又は
Ｗ（１００））に相当する先端を使用することができ、かかる先端は、1個以上の原子（
例えば、2個以上の原子、3個以上の原子、4個以上の原子、5個以上の原子、6個以上の原
子、7個以上の原子、8個以上の原子、9個以上の原子、10個以上の原子、10個を超える原
子）を含む末端棚を有することができる。
【０１０９】
　一部の実施態様においては、単結晶Ｗ以外の物質で形成される先端をイオン源に用いる
ことができ（例えば、上記した金属のうち一の金属の単結晶等の金属の単結晶）、かかる
先端は1個以上の原子（例えば、2個以上の原子、3個以上の原子、4個以上の原子、5個以
上の原子、6個以上の原子、7個以上の原子、8個以上の原子、9個以上の原子、10個以上の
原子、10個を超える原子）を含む末端棚を有することができる。
【０１１０】
　以下に記載のように、先端頂部１８７の形状はイオンビームの質に影響を与えることが
でき、該イオンビームは顕微鏡システム２００の性能に影響を与えることができる。例え
ば、側面から見たときに、先端頂部１８７をその長手方向軸について対称に形成してもよ
いし、先端頂部１８７をその長手方向軸について非対称に形成してもよい。特定の実施態
様においては、一方向以上の側面から見て、先端頂部１８７をその長手方向軸について対
称に形成してもよいし、一方向以上の異なる側面図から、先端頂部１８７をその長手方向
軸について非対称に形成してもよい。図８は、その長手方向軸３０８に対して非対称に形
成される例示的な先端３００の側面図を（図６及び７と比べて非常に小さい倍率で）示す
。与えられた側面図から、先端３００が長手方向軸３０８に沿って非対称に形成される度
合いを、例えば、平均完全円錐角度や平均円錐方向等のパラメータを用いて定量化するこ
とができる。これらパラメータを以下のように決定する。
【０１１１】
　先端３００の画像は、走査電子顕微鏡（ＳＥＭ）を用いて得られる。図８は、かかる画
像の略図である。先端３００は、頂点３１０及び第二点３１２を含み、双方は長手方向軸
３０８上に位置され、点３１２は長手方向軸３０８に沿って頂点３１０から1μmをあけて
配置されている。想像線３１４は、図８の面において点３１２を通して軸３０８に対し垂
直に伸びる。線３１４は、点３１６及び３１８で先端３００の輪郭と交差する。左円錐角
θlは、先端３００の輪郭の点３１６での接線と線３２０（点３１６を通って軸３０８と
平行に伸びる想像線）との間の角度である。同様に、右円錐角θrは、先端３００の輪郭
の点３１８での接線と線３２２（点３１８を通って軸３０８と平行に伸びる想像線）との
間の角度である。先端３００の完全円錐角度は、θlとθrの大きさの合計である。例えば
、θlの大きさが21.3°で、θrの大きさが11.6°である実施態様の与えられた側面図につ
いては、その側面図について先端３００の輪郭の完全円錐角度が32.9°である。先端３０
０は一の側面図では対称に見えて異なる側面図では非対称に見え得るので、通常、先端３
００の平均完全円錐角度を決定することが好ましい。平均完全円錐角度は、先端３００の
八つの異なる側面図についての完全円錐角度を測定し（それぞれは、先端３００の先の側
面図に対し軸３０８まわり45°での先端３００の連続回転に相当する）、次いでこのよう
に決定された八つの完全円錐角度の平均を計算することで決定され、平均完全円錐角度を
もたらす。理論に縛られることを望むものではないが、平均完全円錐角度が小さ過ぎると
、先端の使用時（例えば、先端３００を用いてイオンビーム１９２を作り出すとき）にア
ーク放電が起こる場合があり、また、先端の末端棚におけるＨｅ原子とそれ以外の先端原
子との相互作用によるＨｅイオンの発生が、先端３００の近傍における大きな電場によっ
て起こる場合があると思われる。また、平均完全円錐角度が大き過ぎると、再現性良く先
端３００を再構築する能力が低下する場合があり、先端３００の近傍における電場が低す
ぎてＨｅ原子を確実にイオン化できず、安定なＨｅイオン電流を作り出すことができない
おそれがあると思われる。一部の実施態様においては、先端３００の平均完全円錐角度が
45°以下（例えば、42°以下、40°以下、35°以下、32°以下、31°以下）とすることが
でき、及び／又は平均完全円錐角度が15°以上（例えば、20°以上、23°以上、25°以上
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、28°以上、29°以上）とすることができる。例えば、先端３００の平均完全円錐角度は
、27°～33°（例えば、28°～32°、29°～31°、30°）とすることができる。特定の実
施態様においては、八つの完全円錐角度測定についての標準偏差が、その平均完全円錐角
度の40％以下（例えば、30％以下、20％以下、10％以下）である。
【０１１２】
　円錐方向は、θlとθrの大きさの差の絶対値の半分である。そのため、例えば、θlの
大きさが21.3°で、θrの大きさが11.6°である実施態様の与えられた側面図については
、円錐方向が、0.5*|21.3°－11.6°|、即ち4.9°である。平均完全円錐角度について上
記したのと同一の理由のため、先端の平均円錐方向を決定するのが好ましい場合がある。
平均円錐方向は、先端３００の八つの異なる側面図の円錐方向を測定し（それぞれは先の
側面図に対し軸３０８まわり45°での先端３００の連続回転に相当する）、次いで八つの
平均円錐方向測定の平均を計算することで決定され、平均円錐方向をもたらす。一部の実
施態様においては、先端３００の平均円錐方向が10°以下（例えば、9°以下、8°以下、
7°以下、6°以下、5°以下）とすることができ、及び／又は先端３００の平均円錐方向
が0°以上（例えば、1°以上、2°以上、3°以上、4°以上）とすることができる。特定
の実施態様においては、先端３００の平均円錐方向が0°～10°（例えば、1°～10°、3
°～10°、6°～10°、2°～8°、4°～6°）である。
【０１１３】
　また、先端３００は、その曲率半径を特徴とすることができ、該曲率半径を次のように
決定することができる。図９は、先端３００の略側面図を示す。実際には、この側面図は
ＳＥＭを用いて得られる。長手方向軸３０８の両側で、先端３００の輪郭の傾きを測定す
る。点３２４及び３２６は、頂部３１０に最も近い先端３００の表面上に示され、先端３
００の輪郭の傾き（接線３２８及び３３０によりそれぞれ示される）は、それぞれ1及び-
1の値を有する（例えば、45°の傾斜線）。図９の面において軸３０８と垂直に測定した
点３２４と軸３０８間の距離は、先端３００の左側接線距離Ｔlである。図９の面におい
て軸３０８と垂直に測定した点３２６と軸３０８間の距離は、先端３００の右側接線距離
Ｔrである。左側半径Ｒlは

として算出され、右側半径Ｒrは

として算出される。先端３００の曲率半径Ｒは、ＲlとＲrの平均として算出される。その
ため、例えば、Ｔlが120nmで、Ｔrが43nmである実施態様においては、Ｒlが169nmで、Ｒr

が61nmで、Ｒが115nmである。平均完全円錐角度及び平均円錐方向について上記したのと
同一の理由のため、先端の平均曲率半径を決定するのが好ましい場合がある。平均曲率半
径は、先端３００の八つの異なる側面図について曲率半径を測定し（それぞれは先の側面
図に対して軸３０８まわり45°での先端３００の連続回転に相当する）、次いで八つの曲
率半径の平均を計算することで決定され、平均曲率半径をもたらす。理論に縛られること
を望むものではないが、平均曲率半径が小さ過ぎると、先端の使用時にアーク放電が起こ
る場合があり及び／又は先端の末端原子棚上でＨｅガスのイオン化がそれ以外の先端原子
の近傍で起こる場合があると思われる。平均曲率半径が大き過ぎると、再現性良く先端を
再構築する能力が低下する場合があり、先端３００近傍の電場強度の低下によって先端３
００近傍におけるＨｅ原子のイオン化率を低減するおそれがある。一部の実施態様におい
ては、先端３００の平均曲率半径が200nm以下（例えば、180nm以下、170nm以下、160nm以
下、150nm以下、140nm以下、130nm以下）であり、及び／又は先端３００の平均曲率半径
が40nm以上（例えば、50nm以上、60nm以上、70nm以上、80nm以上、90nm以上、100nm以上
、110nm以上）である。例えば、一部の実施態様においては、先端３００の平均曲率半径
が40nm～200nm（例えば、50nm～190nm、60nm～180nm、70nm～170nm、80nm～160nm）であ
る。特定の実施態様においては、八つの曲率半径測定の標準偏差が、その平均曲率半径の
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40％以下（例えば、30％以下、20％以下、10％以下）である。
【０１１４】
　図１０は、三量体の末端原子棚を有するＷ（１１１）先端を作製する処理４００の流れ
図である。第一工程４０２では、単結晶Ｗ（１１１）の前駆体線を支持組立体に取り付け
る。一般に、Ｗ（１１１）前駆体線は3mm以下（例えば、2mm以下、1mm以下）及び／又は0
.2m以上（例えば、0.3mm以上、0.5mm以上）の直径を有する。一部の実施態様においては
、Ｗ（１１１）前駆体線が0.2mm～0.5mm（例えば、0.3mm～0.4mm、0.25mm）の直径を有す
る。適した前駆体線を、例えば、ＦＥＩビームテクノロジー社（ヒルズバロ，ＯＲ）から
得ることができる。
【０１１５】
　一部の実施態様において、より一般には、先端用前駆体が線と異なる形態であることが
できる。例えば、結晶構造で終端処理する突起部を有する導電性物質の先端用前駆体を形
成することができる。該突起部の末端は、例えば、単結晶構造とすることができ、Ｗ（１
１１）で形成されたり又は同様の若しくは異なる結晶配向の他の物質で形成されたりする
ことができる。
【０１１６】
　図１１Ａ及び１１Ｂは、それぞれ支持組立体５２０の一の実施態様における斜視図及び
底面図を示す。支持組立体５２０は、支持基盤５２４に接続される支持柱５２２ａ及び５
２２ｂを含む。柱５２２ａ及び５２２ｂは加熱線５２６ａ及び５２６ｂに接続され、一本
のＷ（１１１）前駆体線５２８が加熱線５２６ａ及び５２６ｂに（例えば、溶接によって
）接続される。柱５２２ａ及び５２２ｂは、例えば、電源（例えば、電力供給）等の補助
装置に接続でき、Ｗ（１１１）前駆体線５２８の温度制御を可能にする。
【０１１７】
　基盤５２４は、組立体５２０用の機械的支持を提供し、通常、温度サイクルに耐えるこ
とができ電気絶縁体として作用する一種以上の物質で形成される。例えば、一部の実施態
様においては、ガラス及び／又は硬質重合体及び／又はセラミック等の電気絶縁体から基
盤５２４を形成する。
【０１１８】
　柱５２２ａ及び５２２ｂは、通常、一種以上の導電性物質で形成される。一般に、柱５
２２ａ及び５２２ｂの形成に用いる材料は、柱５２２ａ及び５２２ｂと基盤５２４とが同
程度の熱膨張率を有することができ、前駆体線５２８の温度サイクル中、柱５２２ａ及び
５２２ｂが基盤５２４に対し適切な位置に固定されたままであるように選択される。一部
の実施態様においては、柱５２２ａ及び５２２ｂが、鉄、ニッケル及びコバルトを含む合
金から形成される。柱５２２ａ及び５２２ｂを形成できる市販の材料の一例は、ＫＯＶＡ
ＲTMである。
【０１１９】
　加熱線５２６ａ及び５２６ｂは、一般に、前駆体線５２８と比較して高い電気抵抗を有
する一種以上の物質から形成される。例えば、一部の実施態様においては、タングステン
－レニウム合金等の物質から加熱線５２６ａ及び５２６ｂを形成することができる。以下
に説明するように、加熱線５２６ａ及び５２６ｂは、（例えば、外部電力供給から）電流
が該線を通して流される際に熱を発生し、その熱を用いて、様々な先端処理工程中の前駆
体線５２８の温度を上昇させたり及び／又は制御したりすることができる。一般に、加熱
線５２６ａ及び５２６ｂの直径及び材料は、前駆体線５２８の温度の適切な制御が製造過
程中に達成できるように選択される。一部の実施態様において、加熱線５２６ａ及び５２
６ｂは、例えば、100μm～750μmの直径を有する。
【０１２０】
　基盤５２４、柱５２２ａ及び５２２ｂ並びに加熱線５２６ａ及び５２６ｂの幾何学的特
性は、通常、所望のとおりに選択できる。例えば、一部の実施態様においては、柱５２２
ａと５２２ｂ間の距離が、1mm～10mmとすることができる。
【０１２１】
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　任意に、2本を超える柱（例えば、3本の柱、4本の柱、5本の柱、6本の柱）を基盤５２
４に取り付けることができ、それぞれの柱は対応する加熱線を通して前駆体線５２８に接
続されている。追加の柱を用意することは、組立体５２０の安定性を増大し及び／又は組
立体５２０の機械的振動に対する感受性を低減することができる。
【０１２２】
　一部の実施態様においては、前駆体線５２８に圧縮力をかける支持組立体によって、前
駆体線５２８を適切な位置に保持することができる。例えば、図１２は、前駆体線５２８
を固定するボーゲル取付け部を含む例示的な支持組立体５５０を示す。適したボーゲル取
付け部は、例えば、ＡＰテック社（マクミンビル、ＯＲ）から市販されている。支持組立
体５５０は、支持基盤５５６と、該基盤５５６に取り付けられた取付け腕部５５２とを含
む。前駆体線５２８を固定するには、腕部５５２をこじ開け、該腕部間の隙間に（例えば
、熱分解炭素で形成される）スペーサ５５４を挿入する。次に、スペーサ５５４間の開口
部に前駆体線５２８を挿入する。腕部５５２の弾力性によって、腕部は、スペーサ５５４
及び前駆体線５２８に対し矢印５５８及び５６０により示される方向に圧縮力をかけ、そ
れにより、前駆体線５２８をスペーサ５５４に対して固定する。線５２８、スペーサ５２
８及び腕部５５２間の静止摩擦係数は、それら部材の相対運動を抑え、線５２８が支持組
立体５５０中の適切な位置に固定されたままであることを確実にする。一般に、線５２８
は、腕部５５２の上方に、例えば、1mm～5mmの距離で伸びる。
【０１２３】
　基盤５５６は、基盤５２４の形成に使用できるものと同様の物質から形成できる（例え
ば、ガラス及び／又は硬質重合体及び／又はセラミック）。基盤５５６の物質は、一般に
温度サイクルに耐えることができる電気絶縁体である。
【０１２４】
　取付け腕部５５２は、一種以上の導電性物質から形成できる。また、腕部５５２の形成
に用いる物質は、基盤５５６及び腕部５５２が同程度の熱膨張率を有し、前駆体線５２８
の温度サイクル中、腕部５５２が基盤５５６に対し適切な位置に固定されたままであるよ
うに選択される。一部の実施態様においては、腕部５５２が、鉄、ニッケル及びコバルト
を含む合金から形成される。腕部５５２を形成するのに適した市販の材料としては、ＫＯ
ＶＡＲTMが挙げられる。
【０１２５】
　スペーサ５５４は、熱分解炭素等の物質から形成される。適した熱分解炭素のスペーサ
は、例えば、ＡＰテック社（マクミンビル、ＯＲ）から入手できる。熱分解炭素スペーサ
は、一般に、互いの上に重ねて層構造を形成する一連の炭素平板で形成される。一般に、
熱分解炭素の抵抗率は方向に従って変化し、板に対し垂直な方向（例えば、積層板の面に
略垂直な方向）における炭素の抵抗率は、板の面と平行な面の方向に沿った抵抗率と比べ
て高い。取り付け時には、スペーサ５５４の高い抵抗率の方向が腕部５５２にかけられる
圧縮力の方向と略平行（例えば、矢印５５８及び５６０と略平行）であるようにスペーサ
５５４を配向させる。腕部５５２に電流を導入した場合、スペーサ５５４はその高い抵抗
率によって熱を発生させる。従って、スペーサ５５４は、前駆体線５２８の温度を調整す
る加熱素子として機能することができる。
【０１２６】
　再度、図１０を参照すると、第二工程４０４では、電気化学用の槽中で前駆体線５２８
をエッチングし、線５２８の先端を付形する。一般に、工程４０４は、複数の副工程を含
む。
【０１２７】
　エッチング処理における第一副工程は、任意に、線５２８から表面汚染物質を除去する
ための清浄工程とすることができる。このエッチング処理は、電気化学エッチング液中に
線５２８を配置することと、線５２８に交流（ＡＣ）電圧を当てることを伴う。例えば、
エッチング液は1Ｎの水酸化ナトリウム（ＮａＯＨ）溶液とすることができ、1VのＡＣ電
圧を使用することができる。次に、支持組立体（例えば、支持組立体５２０又は５５０）
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の全体を掃除し（例えば、水中での超音波洗浄）、特定の残留汚染物質を取り除くことが
できる。
【０１２８】
　工程４０４における次の副工程は、任意に線５２８の一部にレジスト材料を塗布するこ
とである。一般に、レジスト材料は、線５２８の頂部から線５２８の約0.5mmの長さを覆
うように塗布される。レジスト材料の塗布は、例えば、清浄表面に少量のレジスト液を落
としたり、塗布の間でレジストを乾燥させながらレジスト中に線５２８を数回浸漬させる
ことで達成できる。塗布されたレジストは、その後の処理工程の間にエッチングされる前
駆体線５２８の量を制限する。前駆体線５２８上での後の先端の形成がしばしばエッチン
グによる先の先端の除去に続くので、レジスト材料の使用によって、前駆体線を廃棄する
前に多数の先端を与えられた前駆体線上に形成することを可能にする。多種多様のレジス
ト材料を前駆体線５２８に適用することができる。例示的なレジスト材料は、化粧品の爪
用光沢剤である。一部の実施態様においては、一種以上のレジスト材料を用いることがで
きる。レジスト材料の使用は先端形成過程に任意的であり、一部の実施態様においては、
製造過程において前駆体線５２８にレジスト材料を塗布しないで、後の工程を始める場合
がある。
【０１２９】
　工程４０４の次の副工程は、前駆体線５２８を電気化学的にエッチングすることである
。様々な電気化学エッチング手段を用いることができる。一部の実施態様においては、下
記に示す電気化学エッチング手段を用いる。支持組立体、皿、及び該皿に及ぶ電極（例え
ば、ステンレス電極）を平行移動させるための平行移動装置を含むエッチング固定具に支
持組立体を設置する。エッチング液が電極と接触するように、皿にエッチング液を設置す
る。線５２８のレジスト接触面がエッチング液とちょうど接触するまで、平行移動装置に
よって支持組立体を皿に向かって下げる。次に、エッチング液中に線５２８を追加の量（
例えば、0.2mm）下げる。
【０１３０】
　エッチング液は、線５２８を化学的に腐食する成分（例えば、ＮａＯＨ）を含む。エッ
チング液がＮａＯＨを含む実施態様においては、エッチング液中のＮａＯＨの濃度を選択
し、前駆体線５２８の腐食速度や該液の化学環境を変えることができる。例えば、一部の
実施態様においては、ＮａＯＨの濃度が、0.1Ｍ以上（例えば、0.2Ｍ以上、0.5Ｍ以上、0
.6Ｍ以上、0.8Ｍ以上、1.2Ｍ以上、1.4Ｍ以上、1.6Ｍ以上、2.0Ｍ以上、2.5Ｍ以上、3.0
Ｍ以上）及び／又は10.0Ｍ以下（例えば、9.0Ｍ以下、8.0Ｍ以下、7.0Ｍ以下、6.5Ｍ以下
、6.0Ｍ以下、5.5Ｍ以下、5.0Ｍ以下、4.5Ｍ以下、4.0Ｍ以下）とすることができる。一
部の実施態様においては、ＮａＯＨの濃度が0.5Ｍ～10.0Ｍ（例えば、1.0Ｍ～9.0Ｍ、1.5
Ｍ～8.0Ｍ、2.0Ｍ～7.0Ｍ、2.0Ｍ～6.0Ｍ、2.0Ｍ～3.0Ｍ）である。
【０１３１】
　特定の実施態様においては、ＮａＯＨの代わりに又はＮａＯＨに加えて、エッチング液
に他の腐食剤を添加することができる。かかる腐食剤の例としては、ＫＯＨ（溶融ＫＯＨ
を含む）、ＨＣｌ、Ｈ3ＰＯ4、Ｈ2ＳＯ4、ＫＣＮ及び／又は溶融ＮａＮＯ3が挙げられる
。特定の種類の物質で形成された前駆体線を腐食する能力に基づいて、エッチング液中の
腐食剤を選択することができる。例えば、ＮａＯＨ等の試薬を用いて、Ｗで形成された線
を腐食することができる。Ｉｒ等の異なる物質で形成された線には、エッチング液中に他
の腐食剤を用いることができる。
【０１３２】
　一部の実施態様において、エッチング液は、比較的少量の界面活性剤を含むことができ
る。理論に縛られることを望むものではないが、界面活性剤は、前駆体線５２８の対称的
なエッチングを促進するのに役立つことができると思われる。このような目的に適した界
面活性剤としては、イーストマンコダック社（ロチェスター、ＮＹ）から入手可能なＰｈ
ｏｔｏＦｌｏ ２００等の材料が挙げられる。一般に、エッチング液中の界面活性剤の濃
度は、0.1体積％以上（例えば、0.2体積％以上、0.3体積％以上、0.4体積％以上）及び／
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又は2体積％以下（例えば、1体積％以下、0.8体積％以下、0.6体積％以下）である。
【０１３３】
　また、一部の実施態様においては、エッチング液を攪拌しながらエッチング処理を行う
ことができる。エッチング処理の結果物に基づいて、経験的にエッチング溶液の攪拌速度
を決定することができる。
【０１３４】
　エッチング液中に前駆体線５２８を設置した後、線５２８と電極の双方に外部電力供給
を接続し、線５２８及び電極に亘って電位を印加して、線５２８の電気化学的な腐食反応
を容易にすることができる。一般に、ＡＣ源又は直流（ＤＣ）源の一方から電圧を印加す
ることができる。通常、均一にエッチングされた前駆体線５２８を作り出す振幅の経験的
な決定に基づいて、印加電圧の振幅を所望のとおりに選択することができる。例えば、一
部の実施態様においては、印加電位の振幅が、3.0V以上（例えば、3.2V以上、3.5V以上、
4.0V以上、5.0V以上、10V以上、15V以上、20V以上）及び／又は50V以下（例えば、40V以
下、35V以下、30V以下、25V以下）である。一部の実施態様においては、印加電位の振幅
が、3.0V～50V（例えば、3.5V～40V、4.0V～30V、4.5V～20V）である。
【０１３５】
　エッチング液に印加されるＡＣパルスの継続時間は、通常、線５２８の制御されたエッ
チングを促進するため所望の通りに変えることができる。例えば、一部の実施態様におい
ては、エッチング液に印加されるパルスが、10ms以上（例えば、25ms以上、50ms以上、75
ms以上、100ms以上、150ms以上、200ms以上、250ms以上）及び／又は1秒以下（例えば、9
00ms以下、800ms以下、700ms以下、650ms以下、600ms以下）の継続期間を有する。一部の
実施態様においては、エッチング液に印加されるパルスが、10ms～1秒（例えば、10ms～9
00ms、10ms～800ms、10ms～700ms、10ms～600ms）の継続時間を有する。
【０１３６】
　一般に、継続期間及び／又は振幅を変えるパルスをエッチング液に印加して、該液と接
触する線の領域での前駆体線５２８の腐食をもたらすことができる。一般に、処理中、前
駆体線５２８の端の一部がエッチング液中に脱落し、更に、前駆体線５２８の新たに露出
しエッチングされる領域がその後の工程において処理される。例えば、適したエッチング
処方は、振幅5Vの約100ＡＣパルスの初期印加を含み、各パルスは約580msの継続時間を有
している。その後、一連の約60パルスを印加し、各パルスは約325msの継続時間と5Vの振
幅を有している。次に、線５２８の端の一部がエッチング液中に脱落するまで、35msの継
続時間及び5Vの振幅を有するパルスを印加する。
【０１３７】
　電気パルスのエッチング液への印加中、前駆体線５２８の浸漬深さを調整することがで
きる。一般に、エッチング処理は、前駆体線５２８に径小部領域の形成をもたらす。線５
２８の浸漬深さを調整することは、エッチング液のメニスカスの位置を径小部領域の中間
点の近くに合わせることを確実にするのに役立つことができ、比較的対称的な先端を形成
する可能性を高めることができる。脱落点に近づくとき（例えば、径小部領域の直径が非
常に小さくなるとき）、浸漬深さの調整を行い、前駆体線５２８の端がポキッと折れない
ことを確実にする。前駆体線５２８の端の脱落後、新たに露出した線５２８の先端をエッ
チング液に極めてわずかに浸漬させ、追加の電気パルスを印加する。一部の実施態様にお
いては、二つの電気パルスを印加する。一例として、第一パルスは20ms～50ms（例えば、
30ms～40ms、35ms）の継続時間で1V～10V（例えば、3V～7V、5V）とすることができ、第
二パルスは10ms～25ms（例えば、15ms～20ms、17ms）の継続時間で1V～10V（例えば、3V
～7V、5V）とすることができる。
【０１３８】
　次に、エッチング固定具から支持組立体を取り外し、（例えば、蒸留水又は脱イオン水
で）すすぎ、（例えば、乾燥窒素ガス流下）乾燥させる。
【０１３９】
　処理４００の次の工程４０６は、支持組立体（特に、線５２８のエッチングした先端）
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を調べて、エッチング先端が適した形体を有していることを点検することである。先に述
べたように、例えば、形体の決定は、エッチングした先端の輪郭の画像を得ることと、そ
の輪郭画像より得られるデータから種々の幾何学的パラメータを計算することを含む。例
えば、ＳＥＭを用いて、点検を行うことができる。線５２８の先端の輪郭画像は、例えば
、65,000×の倍率等の非常に高い倍率で得ることができる。測定される幾何学的パラメー
タとしては、例えば、先端の平均曲率半径、平均円錐方向及び平均完全円錐角度を挙げる
ことができる。ここで、エッチングした先端の形状が不適当であれば、エッチング固定具
に戻して組立体を挿入し、線５２８のエッチングした先端がエッチング液とちょうど接触
するまで該先端を皿に向かって下げることで、先端を少し再付形することができる場合が
ある。少数の電気パルス（例えば、継続時間35ms及び振幅5Vの1～3パルス）を用い、線５
２８の先端を再付形することができる。例えば、線５２８の先端の平均完全円錐角度が小
さ過ぎると、少数の短い継続期間のパルスを用い、実質的にエッチングした先端の平均半
径を増大させずに平均完全円錐角度を増大させることができる。このような追加の電気パ
ルスの印加に続いて、ＳＥＭで先端を再調査し、先端が正しく再付形されたことを点検す
ることができる。
【０１４０】
　次に、工程４０８では、エッチングした線５２８の先端頂部の末端棚が三量体に形成さ
れる。この処理は、通常、先端を（例えば、ＦＩＭ又はＳＦＩＭを用いて）画像化するこ
とと、先端を（例えば、電界蒸発を用いて）付形することとを伴う。
【０１４１】
　一部の実施態様において、工程４０８は、ＦＩＭに支持組立体を設置することと、ＦＩ
Ｍを排気することとを含む。線５２８の先端を（例えば、液体窒素温度まで）冷却し、Ｈ
ｅガスをＦＩＭに（例えば、約5×10-6Torrの圧力で）供給する。抽出部に対して正の電
位（例えば、抽出部に対して5kV以上）を線５２８の先端に印加して、Ｈｅ原子は線５２
８の先端頂部と相互作用し、Ｈｅイオンを形成する。Ｈｅイオンを加速し、正に帯電した
線５２８の先端頂部から離す。ＣＣＤカメラ等の二次元画像装置と任意に連結される蛍光
スクリーン等の検出器は、イオン源から選択された距離に位置しており、イオン源からの
主要なイオンビームの軌道と略垂直に配向されている。衝突イオンは、蛍光スクリーンに
光子を放出させ、これをＣＣＤカメラによって検出する。比較的多数の検出イオンに対応
する画像領域は、比較的少数の検出イオンに対応する画像領域に比べて明るく見える。Ｈ
ｅガス原子のイオン化は、個々のイオン源原子の近傍における線５２８の先端頂部で起こ
る。結果として、検出器によって取り込まれる画像は、イオン源の放出パターンに対応し
ている。特に、検出器から得られる画像の輝点は、イオン源頂部での個々の原子に対応し
ている。従って、ＦＩＭの画像は、原子的に分解される線５２８の先端頂部の画像である
。ＦＩＭの画像に基づいて、イオン源頂部での原子の結晶構造、配向及び特定配列を決定
することができる。
【０１４２】
　線５２８の先端頂部について所望の特性がない場合、例えば、電界蒸発を用いて、先端
を付形することができる。電界蒸発の間、線５２８のエッチングした先端の画像がＦＩＭ
検出器上で焦点の合ったまま、依然としてＦＩＭ内にＨｅガスのバックグラウンド圧力が
存在する状態で、結果として得られる電場が局所電場の最も高い先端位置からＷ原子（及
び汚染原子）を取り除き始めるまで、先端の正の電位を増大させる（例えば、抽出部に対
して15kV以上）。原子を取り除く速度を制御し、原子の群が同時に取り除かれることを防
ぐ。通常、エッチングした先端の表面が適正な結晶配向であることを確認するまでＦＩＭ
放出パターンを監視しながら電界蒸発を継続し、先端の末端棚での望ましくない汚染物が
ないことを決定する。
【０１４３】
　電界蒸発の後に先端を研磨することが好ましい場合がある。先端を研磨するには、ＦＩ
Ｍ室から外にＨｅガスを送り出し、そして、線５２８の先端のバイアスを共通接地部に対
し負に変更する結果、線５２８の先端頂部は電子を放出する。入射電子を受けて光子を発
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生させる、蛍光体を被覆したガラススクリーン等の検出器は、先端から電子を捕まえるよ
うに位置している。発生した光子は適した検出器により検出され（例えば、ＣＣＤ装置、
光電子増倍管、光ダイオード又は他の種類の光子検出器）、先端からの電子の放出を監視
するのに使用される。一部の実施態様において、検出器は、光子発生装置に直接連結でき
る。特定の実施態様においては、検出器と光子発生装置を直接連結していない。例えば、
鏡等の光学素子を用いて、発生した光子を検出器に向けることができる。
【０１４４】
　所望の電子電流が測定されるまで（例えば、25pA～75pA、40pA～60pA、50pA）、先端に
印加される電圧バイアスを調整する。次に、先端を所望の温度（例えば、1000K～1700K、
1300K～1600K、1500K）に加熱し、先端を視覚的に監視して電圧及び熱の双方の適用を受
けて先端から放出される光を検出する。先端からの光の放出は、例えば、先端により放出
された光を適した光子検出器（例えば、ＣＣＤ装置、光電子増倍管、光ダイオード又は他
の種類の光子検出器）に向けて反射するように配置した鏡を用いて監視できる。抵抗加熱
装置（例えば、フィラメント加熱器）、放射加熱装置、誘導加熱装置又は電子ビーム等の
様々な装置を用いて、先端に熱を加えることができる。先端からの光が最初に出現した後
15秒～45秒（例えば、25秒～35秒、30秒）で、印加電位と加熱装置の両方を停止し、末端
原子棚として三量体を具える線５２８を得る。
【０１４５】
　任意に、気体を用いて先端を研磨することができる。例えば、ＦＩＭ室に酸素を導入し
、丸いＷ先端表面の研磨を促進することができる。ＦＩＭ室からＨｅを取り除いた後、研
磨気体（例えば、酸素）を導入し、酸素の存在下、選択した圧力で一定時間先端を加熱す
る。例えば、丸いＷ先端を研磨するには、最初にＨｅをＦＩＭ室から外に送り出し、次い
で1300K～1700Kの温度（例えば、1500K）に先端を加熱する。先端は、1分～5分間1500Kに
維持される。次に、先端の温度を約2分間維持しながら、約10-5Torrの圧力で酸素を上記
室に導入することができる。上記室への酸素流れを継続して、次に先端の温度を700K～12
00K（例えば、1000K）に低下し、その温度で約2分間先端を維持する。最後に、上記室へ
の酸素供給を閉じて、ここでの酸素圧力が10-7Torr未満になるまで酸素を室から外に送り
出す。同時に、先端を正常動作温度（例えば、一部の実施態様においては約77K）に冷却
し、ＨｅをＦＩＭ室に再導入する。先端をＦＩＭモードで画像化するとき、Ｗ（１１１）
ファセットに対応する先端の上にＷの三量体が観察される。次に、三量体の末端棚を有す
るＷ（１１１）線をＦＩＭから取り外し、将来使用するために保存することができる。
【０１４６】
　システム２００から分離したＦＩＭを用いて線の先端頂部を画像化／付形する実施態様
が先に記載されるが、一部の実施態様においては、ＦＩＭとしてシステム２００を用いる
ことができる。かかる実施態様においては、イオン源内部に支持組立体を設置し、通常、
先の段落に記載された手順に従い、ＦＩＭとしてシステム２００を作動させる。一部の実
施態様において、システム２００をＦＩＭモードで作動させる場合、検出器は、試料２８
０が通常位置しているところに位置することができる（即ち、試料１８０は通常位置にな
い）。特定の実施態様において、システム２００をＦＩＭモードで作動させる場合、比較
的高い二次電子放出量を有する平坦な試料は、試料１８０が通常位置しているところに位
置することができ、検出される二次電子の強度が一般に平坦な試料に入射するＨｅイオン
の強度に対応することになるので、Ｈｅイオンと平坦な試料との相互作用によって発生す
る二次電子が検出される。
【０１４７】
　任意に、線の先端頂部を画像化／付形する処理の間、ＳＦＩＭモードでシステム２００
を作動させることができる。かかる実施態様において、その処理は、軸合わせ偏向器２２
０及び２２２を用い、絞り２２４の表面に亘ってイオンビームをラスタ化し、線の先端頂
部の電界放出パターンを発生させることを除いて、先の段落に記載されている。絞り２２
４を通過するイオンビームの一部は、任意に第二レンズによって集束されるか又は非集束
のままである。ＳＦＩＭモードでは、線先端の画像を画素毎に得て、測定される各画素強
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度は絞り２２４を通過することが可能な一部のイオンビームに対応している。画素強度を
一緒に使用し、画像として又はより一般には複数の電気信号として、先端の電界放出パタ
ーンを表すことができる。次に、電界放出パターンを用いて先端の種々の特性を評価し、
気体電界イオン顕微鏡で用いる適合性を決定することができる。ＳＦＩＭモードでは、先
の段落に記載される種類の検出器を設置することができる。任意に、検出器は、光電子倍
増管又は光ダイオード等の空間統合検出器とすることができる。
【０１４８】
　通常、初めてＷ先端を研磨するのに上記した手順を用いることができ、また、イオン顕
微鏡システム内でＷ先端を再研磨するのに使用することもできる。Ｗ先端を研磨する最初
の処理がシステム２００以外のＦＩＭで行われても、かかる再研磨を行うことができる。
一般に最初の研磨と同じ方法で再研磨を行ってもよいし、再研磨技術が最初の研磨技術と
異なっていてもよい。一部の実施態様においては、再研磨が望ましいかどうか評価するた
め、上記したようにＦＩＭ及び／又はＳＦＩＭモードで作動するように、顕微鏡システム
２００を構成することができる。一以上の先端の画像に基づいて、再研磨処理を開始する
か又は先送りにすることができる。特定の実施態様においては、他の基準を用いて、再研
磨を開始するときを決定することができる。例えば、測定される先端からのイオン電流が
動作期間の後に設定された閾値を下回る場合には、再研磨を開始することができる。
【０１４９】
　再研磨の第一工程として、先端を電界蒸発し、先端頂部に近い原子を取り除くことがで
きる。例えば、顕微鏡システム２００は、上記したようにＦＩＭ及びＳＦＩＭモードで作
動できるように構成されることができ、先端に印加される電位を慎重に調整し、先端原子
の制御された電界蒸発を作り出すことができる。電界蒸発処理の間、検出器（例えば、蛍
光体を被覆した光子検出器又は平坦な試料からの二次電子放出を測定するように構成され
る二次電子検出器）によりＦＩＭ又はＳＦＩＭモードで、先端の電界放出画像が得られ、
その電界放出画像を監視し、電界蒸発処理を停止するときを決定することができる。既に
述べたように、先端の表面が適正な結晶配向であってきれいであれば、先端を再研磨する
ことができる。
【０１５０】
　Ｈｅガスは、Ｈｅのバックグランド圧力が約10-7Torr未満になるまで顕微鏡システム２
００から外に送り出される。一部の実施態様においては、再研磨を開始するため、負の電
位を先端に印加し、電子モードで顕微鏡システム２００を作動させ、上記したように加熱
を経て先端を研磨する。特定の実施態様においては、上記したように、顕微鏡システム２
００に酸素等の研磨気体を導入し、酸素の存在下、選択時間の間、先端を加熱する。再研
磨の手順に続いて、顕微鏡システム２００にＨｅガスを再導入し、該システムがＦＩＭ及
び／又はＳＦＩＭモードで作動するように構成された状態で、再研磨した先端の一以上の
画像を取り込み、先端頂部がＷ（１１１）ファセットに相当する三量体を含むことを確認
する。
【０１５１】
　一部の実施態様においては、電子制御システム１７０のハードウェア及び／又はソフト
ウェアによって、特定の再研磨工程を自動的に行うことができる。例えば、特定の実施態
様において、丸い先端に適用される研磨手順を自動化した方法で行うことができる。電子
制御システム１７０により実行される研磨アルゴリズムの一例は、次の通りである。最初
、制御システム１７０は、ポンプ２３６及び／又は２３７を駆動することで顕微鏡システ
ム２００を排気し、先端を液体窒素温度まで冷却する。顕微鏡システム２００中の気体の
バックグランド圧力が設定される閾値未満であるとき、制御システム１７０によって先端
を支持する加熱線に較正電流を印加することで、1500Kの温度に先端を加熱する。1500Kで
2分後に、制御システム１７０は、酸素ガス源の弁を開くことで顕微鏡システム２００に
酸素ガスを導入する。弁の開きを調整し、顕微鏡システム２００内で約10-5Torrの酸素圧
を維持する。更に2分後、制御システム１７０によってシステム中に液体窒素冷却剤の流
れを調整することで、先端の温度を1100Kに低下させる。1100Kで2分後、制御システム１
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７０は、システムへの酸素供給を止めて、先端を液体窒素温度まで冷却する。ここで、（
作業者により測定される）先端のＦＩＭ及び／又はＳＦＩＭ画像を用い、先端頂部でのＷ
（１１１）の存在を手動で確認することができる。
【０１５２】
　理論に縛られることを望むものではないが、酸素は先端の末端原子棚として三量体の形
成を促進することができると思われる。特定の実施態様においては、ＦＩＭ室内の酸素ガ
スの圧力が、10-7Torr以上（例えば、10-6Torr以上、10-5Torr以上、10-4Torr以上）及び
／又は1Torr以下（例えば、10-1Torr以下、10-2Torr以下、10-3Torr以下）とすることが
できる。特定の実施態様においては、ＦＩＭ室内の酸素ガスの圧力が、10-8Torr～10-2To
rr（例えば、10-7Torr～10-3Torr、10-6Torr～10-4Torr）とすることができる。また、他
の気体及び物質を用いて、先端を研磨する間、末端原子棚としての三量体の形成を促進す
ることができる。例えば、再研磨に先立ち丸い先端の表面上に、パラジウム、白金、金及
び／又はイリジウム等の物質を蒸着することができる。これらの物質は先端の頂部に更に
信頼性のある三量体の形成を促進することができると思われる。
【０１５３】
　一部の実施態様においては、電場の印加又は酸素の計画的な追加をせずに先端の加熱を
制御することで、Ｗ先端の研磨を達成することができる。例えば、１）ＦＩＭ室に先端を
設置する工程、２）ＦＩＭ室内を減圧する工程、３）先端を5分間1000Kに加熱し、（例え
ば、液体窒素温度まで）冷却する工程によって、Ｗ先端を研磨することができる。理論に
縛られることを望むものではないが、先端上に酸化物として存在する微量の酸素は、加熱
によって先端を研磨するのに役立つことができると思われる。特定の実施態様において、
酸素流れに未研磨の先端をさらし、実質的に酸素のない環境に設置され、制御された加熱
により研磨することができる。このアプローチは先端表面上にＷの酸化物を作り出すこと
ができ、加熱の際にＷの酸化物から解放される酸素が先端の研磨処理の役に立つことがで
きると思われる。
【０１５４】
　一部の実施態様においては、先端の研磨の間、一種以上の追加の気体が存在していても
よい。例えば、特定の実施態様においては、窒素ガスが存在することができる。理論に縛
られることを望むものではないが、窒素ガスは先端のエッチングに役立ち、末端原子棚が
三量体である場合に丸みの大きい構造を提供することができると思われ、かかる構造は丸
みがなく三量体の末端処理がなされた先端と比べて安定していると思われる。一般に、窒
素ガスは酸素ガスと同時に導入される。特定の実施態様においては、ＦＩＭ室内の窒素ガ
スの圧力が、10-8Torr以上（例えば、10-7Torr以上）及び／又は10-5Torr以下（例えば、
10-6Torr）とすることができる。特定の実施態様においては、ＦＩＭ室内の窒素ガスの圧
力が、10-5Torr～10-8Torr（例えば、10-6Torr～10-7Torr）とすることができる。
【０１５５】
　任意には、三量体を形成した後に先端の研磨処理が繰り返し可能であることを確保する
ことを助けるため、先端の制御された電界蒸発が起こるように研磨した先端に印加される
正の電位を増大させる。先端を一定期間電界蒸発した後、先端頂部は丸い形状を再び取る
。一般に、丸い先端は、最初の電界蒸発工程後の先端の放出パターンと同様な放出パター
ンを作り出す。次に、丸い先端を電子モードで再度研磨し、（例えば、上記した手順によ
って）三量体である末端原子棚を作り出す。一部の実施態様においては、研磨した先端の
寿命及び安定性を増大させるため、電界蒸発技術を用いて研磨した先端から一つ以上の三
量体を取り除くことができる。例えば、三個の原子の棚によって形成された、研磨した先
端最上部の原子層を取り除き、三個を超える原子を含む原子棚下部を見せる。新たに露出
した原子棚は、更に電界蒸発され、その頂部にＷ原子の三量体を作り出すことができる。
この新たに形成される三量体は、電界蒸発中に形成される更なる三量体と共に蒸発できる
。この処理は、先端頂部の近傍において先端を層毎に丸くすることにつながる。先端を丸
くすることによって、先端頂部に近い電場勾配を低減し、顕微鏡システム２００が作動し
ながら先端の原子が電界蒸発を受ける可能性を低くし、先端の安定性と寿命を増大させる
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。
【０１５６】
　処理４００の工程４１０においては、システム２００内で、先端１８６の頂部１８７を
軸合わせする。支持組立体が顕微鏡システム２００に設置された状態で、一つ以上の真空
ポンプを用いて顕微鏡システム２００を排気し、次いで先端１８７に熱を加えて、例えば
、酸化物、凝縮物及び／又は先端表面に付着し得る他の不純物を取り除く。一般に、例え
ば、先端１８６を900K以上（例えば、1000K以上、1100K以上）の温度に加熱し10s以上（
例えば、30s以上、60s以上）の間維持する。また、加熱は、先端の形状が不純物の存在に
よって傷付けられる場合において、先端１８６を再び面付けするのに役立つことができる
。
【０１５７】
　先端１８６が熱を加えた結果として放射状に発光して、次に、イオン光学機器１３０の
長手方向軸に沿って伝播する先端からの光を観察することで（例えば、鏡等の反射素子を
挿入し、ＣＣＤカメラ等の検出器に光の一部を向けることで）、先端をイオン光学機器１
３０の長手方向軸とおおざっぱに軸合わせする。先端マニピュレータ２０８を調整しイオ
ン光学機器１３０を通して先端１８６からの光を方向付けることで、先端１８６の位置及
び／又は配向を変えることができる。
【０１５８】
　このおおざっぱな軸合わせの手順に続いて、真空ハウジング２０２及び２０４内のバッ
クグラウンド圧力を低減し、先端１８６を（例えば、ほぼ液体窒素温度まで）冷却し、気
体源１１０によって先端１８６の近傍領域にＨｅガスイオン流れを導入することにより、
ＦＩＭ又はＳＦＩＭモードで作動するように、顕微鏡システム２００を構成する。先端１
８６からのＨｅイオンの電界放出パターンの画像が、適切に構成される検出器によって測
定され、この画像に基づき、先端マニピュレータ２０８を用いて電界放出パターンをイオ
ン光学機器１３０の長手方向軸と軸合わせすることで、先端１８６の電界放出パターンを
長手方向軸の中心に置く。誘起される先端１８６の電界放出パターンの変調を観察しなが
ら、第一レンズ２１６に印加される電位を変更することで、中心位置の試験を行うことが
できる。検出器により観察される電界放出パターンの大きさがレンズ２１６に印加される
電位の変化によって変わるが、該パターンの中心の位置が変わらない場合、そのときの先
端１８６は、第一レンズ２１６の長手方向軸と軸合わせされる。反対に、先端１８６の電
界放出パターンの中心位置が第一レンズ２１６に印加される電位の変化に応じて変わる場
合、そのときの先端１８６は、第一レンズ２１６の長手方向軸の中心にない。先端マニピ
ュレータ２０８による先端１８６の配向及び位置の調整は、先端１８６が第一レンズ２１
６の長手方向軸と十分に軸合わせされるまで、反復して繰り返し行うことができる。一般
に、適切な位置に絞り２２４がなければ、この中心位置試験を行う。
【０１５９】
　次に、細かい軸合わせ手段を行い、Ｈｅガス原子と先端１８６の頂部１８７における三
個の原子の棚との相互作用により発生するＨｅイオンが絞り２２４を通過することを確実
にすることができる。偏向器２２０及び２２２（以下の記載を参照）に印加される電位を
調整することで、Ｈｅガス原子と先端１８６の頂部における三個の三量体原子の唯一つと
の相互作用によって、絞り２２４を通過するイオンビーム１９２中のＨｅイオンの70％以
上（例えば、75％以上、80％以上、85％以上、90％以上、95％以上、97％以上、99％以上
）が発生する。同時に、偏向器２２０及び２２２に印加される電位の調整は、絞り２２４
が、Ｈｅガス原子と他の二個の三量体原子との相互作用により発生するイオンビーム１９
２中のＨｅイオンの50％以上（例えば、60％以上、70％以上、80％以上、90％以上、95％
以上、98％以上）が試料１８０の表面１８１に達するのを防ぐことを確実にする。この細
かい軸合わせ手段の結果として、絞り２２４を通過しイオン光学機器１３０から抜け出る
Ｈｅイオンビームは、先端１８６の頂部における三個の三量体原子の唯一つの近傍で最初
にイオン化されるＨｅ原子を含む。
【０１６０】
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　再び図１０を参照すると、処理４００の工程４１２では、先端１８６を第一レンズ２１
６の長手方向軸と軸合わせし、そして、イオンビーム１９２の一部が絞り２２４を通過す
るようにＨｅイオンビームを軸合わせした状態で、顕微鏡システム２００をＨｅイオンモ
ードで作動させることができる。先端研磨の間、システム２００をＦＩＭモードで用いた
実施態様においては、ＦＩＭ検出器及び／又はＦＩＭ構成部品を移動させるので、イオン
ビーム１９２の照射のために試料１８０を配置することができる。抽出部１９０に対して
正の電位を先端１８６に印加し、気体源１１０によって真空ハウジング２０２にＨｅガス
を導入する。Ｈｅガス原子と先端１８６の頂部における三個の三量体原子の最初の一つと
の相互作用によって発生するＨｅイオンは、絞り２２４を通してイオン光学機器１３０に
より誘導され、試料１８０に向けられる。
【０１６１】
　一部の実施態様においては、先端１８６に印加される電位が5kV以上（例えば、10kV以
上、15kV以上、20kV以上）である。特定の実施態様においては、先端１８６に印加される
電位が35kV以下（例えば、30kV以下、25kV以下）である。例えば、一部の実施態様におい
ては、先端１８６に印加される電位が5kV～35kV（例えば、10kV～30kV、15kV～25kV）で
ある。
【０１６２】
　一部の実施態様においては、顕微鏡システム２００の作動中、Ｈｅガスの圧力が10-8To
rr以上（例えば、10-7Torr以上、10-6Torr以上、10-5Torr以上）である。特定の実施態様
においては、顕微鏡システム２００中のＨｅガスの圧力が10-1Torr以下（例えば、10-2To
rr以下、10-3Torr以下、10-4Torr以下）である。例えば、一部の実施態様においては、顕
微鏡システム２００中のＨｅガスの圧力が10-7Torr～10-1Torr（例えば、10-6Torr～10-2

Torr、10-5Torr～10-3Torr）である。
【０１６３】
　先端１８６の完全性を点検するため、上記したように顕微鏡システム２００をＦＩＭ又
はＳＦＩＭモードで作動させることにより、先端１８６からの電界放出パターンを定期的
に監視することができる。三量体構造が先端頂部１８７で無傷のままである場合には、そ
のときの先端１８６を用いイオンビーム１９２を顕微鏡システム２００に供給し続けるこ
とができる。しかしながら、特定の状況下では、先端のＦＩＭ又はＳＦＩＭ画像により、
三量体構造が先端頂部１８７でもはや無傷でないことを明らかにする場合がある。この場
合、最初に先端１８６を電界蒸発し、先端を丸くして損傷を受けた三量体構造を取り除き
、次いで上記した処理によりそのままの位置で（例えば、顕微鏡システム２００から先端
１８６を取り外すことなく）再研磨することができる。
【０１６４】
　先端１８６からの電界放出パターンの監視は、低下した性能（例えば、低減したイオン
電流）、観察される結像収差及び／又は誤差、他の予定される基準等の基準に基づき、自
動的に行うことができる。先端１８６のＦＩＭ画像を取り込むため、試料１８０をその位
置から取り外すことができ、蛍光体を結合したＣＣＤ検出器等の検出器を試料１８０の元
の位置に設置することができる。或いは、試料１８０の代わりに比較的高い二次電子放出
量の平坦な試料を所定の位置に平行移動させることができ、そして、適した検出器が設置
され、Ｈｅイオンの試料との相互作用によって試料から出る二次電子を検出するように構
成され得る。Ｈｅガス原子の先端１８６との相互作用から発生するイオンが著しく妨害さ
れないように、絞り２２４を取り除くことができる（又は大きな直径の開口部２２５を選
択することができる）。これらの操作を自動化して行うことができる。
【０１６５】
　先端１８６のＳＦＩＭ画像を取り込むため、ＦＩＭ画像化について説明したように、検
出器を導入することができ、絞り２２４を適切な位置に維持することができる。軸合わせ
偏向器２２０及び２２２を用い、絞り２２４に亘って先端１８６のイオン放出パターンを
ラスタ化し、画素毎に先端１８６の画像を得ることができる。絞りの配置、試料及び検出
器の移動、並びに先端１８６や軸合わせ偏向器２２０及び２２２に印加される電位を制御
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することができる電子制御システム１７０によって、先端１８６の一つ以上の画像の取得
を自動化することができる。
【０１６６】
　図１３を参照すると、上記した軸合わせ手段により、一般に先端１８６の長手方向軸２
０７をイオン光学機器１３０の長手方向軸１３２と軸合わせする結果、先端１８６の頂部
１８７での軸２０７及び１３２間の距離ｄは2mm未満（例えば、1mm未満、500μm未満、20
0μm未満）である。一部の実施態様においては、先端１８６の頂部１８７での軸２０７及
び１３２間の角度が、2°以下（例えば、1°以下、0.5°以下、0.2°以下）である。
【０１６７】
　抽出部１９０は開口部１９１を含む。一般に、抽出部１９０及び開口部１９１の形状は
所望のとおりに選択できる。一般に、それらの特徴部は、イオン光学機器１３０中にＨｅ
イオンを効率的かつ確実に向けることができるように選択される。例えば、図１３に示さ
れるように、抽出部１９０は、ｚ方向に測定される厚さｔe及びｘ方向に測定される幅ａ
の開口部１９１を有し、先端１８６の頂部１８７からｚ軸方向に測定される距離ｅに位置
している。一部の実施態様においては、ｔeが100μm以上（例えば、500μm以上、1mm以上
、2mm以上）であり及び／又はｔeが10mm以下（例えば、7mm以下、5mm以下、3mm以下）で
ある。特定の実施態様においては、先端１８６の頂部１８７と抽出器１９０間の距離ｅが
10mm以下（例えば、8mm以下、6mm以下、5mm以下、4mm以下、3mm以下、2mm以下、1mm以下
）である。一部の実施態様においては、図１３に示されるように抽出部１９０が先端１８
６より更に＋ｚ方向に位置している。特定の実施態様においては、抽出部１９０が先端１
８６より更に－ｚ方向に位置している。かかる実施態様においては、例えば、先端１８６
が抽出部１９０を通して突き出て、更にｚ軸に沿って抽出部１９０より＋ｚ方向に伸びる
。抽出部１９０は図１３において特定の構成を有するように示されるが、より一般には、
抽出器１９０はあらゆる所望のデザインとすることもできる。例えば、一部の実施態様に
おいて、開口部１９１は、あらゆる所望の形状の曲線状側面を有することができる。
【０１６８】
　通常、抽出部１９０を先端１８６に対して正又は負にバイアスすることができる。一部
の実施態様においては、抽出部１９０に印加される電位が、先端１８６に対して-10kV以
上（例えば、-5kV以上、0kV以上）及び／又は20kV以下（例えば、15kV以下、10kV以下）
である。
【０１６９】
　また、任意にサプレッサ１８８が先端１８６の近傍に存在することができる。サプレッ
サ１８８を用い、例えば、サプレッサ１８８に印加される電位を調整することにより先端
１８６の近傍の電場分布を変更することができる。抽出部１９０と共にサプレッサ１８８
を用いて、先端１８６で作り出されるＨｅイオンの軌道を制御することができる。サプレ
ッサ１８８は、ｘ方向に測定される幅ｋとｚ方向に測定される厚さｔsの開口部を有し、
ｚ方向に測定される先端１８６の頂部からの距離ｓに位置している。一部の実施態様にお
いては、ｋが3μm以上（例えば、4μm以上、5μm以上）及び／又は8μm以下（例えば、7
μm以下、6μm以下）である。特定の実施態様においては、ｔsが500μm以上（例えば、1m
m以上、2mm以上）及び／又は15mm以下（例えば、10mm以下、8mm以下、6mm以下、5mm以下
、4mm以下）である。一部の実施態様においては、ｓが5mm以下（例えば、4mm以下、3mm以
下、2mm以下、1mm以下）である。特定の実施態様においては、図１３に示されるようにサ
プレッサ１８８が先端１８６より更に＋ｚ方向に沿って位置している。一部の実施態様に
おいては、先端１８６がサプレッサ１８８より更に＋ｚ方向に沿って位置しており、その
結果、先端１８６はサプレッサ１８８を通り抜けて＋ｚ方向に伸びる。
【０１７０】
　一般に、抽出部１９０を通過した後にイオンビーム１９２中のイオンエネルギーを所望
のとおりに選択することができるように、顕微鏡システム２００を構成することができる
。一般に、イオンビーム１９２中の平均イオンエネルギーは、イオン光学機器１３０への
入口開口部１３３を通過した後で、5keV以上（例えば、10keV以上、20keV以上、30keV以
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上）及び／又は100keV以下（例えば、90keV以下、80keV以下、60keV以下、50keV以下、40
keV以下、30keV以下）である。例えば、一部の実施態様においては、入口開口部１３３を
通過した後で、イオンビーム１９２中のイオンエネルギーが5keV～100keV（例えば、10ke
V～90keV、20keV～80keV）である。例えば、試料を通って透過するイオンを検出すること
が好ましい実施態様においては、高いイオンエネルギー（例えば、50keV～100keV）を用
いることができる。
【０１７１】
　更に、特定の実施態様においては、イオン電流を変えずにイオンビーム１９２中のイオ
ンエネルギーを変えることができる。即ち、先端１８６に印加される電位を調整し、イオ
ンビーム１９２からのイオンビーム電流を実質的に変えずにイオンビーム１９２の平均エ
ネルギーを変更することができる。
【０１７２】
Ｃ．イオン光学機器
　図１４を参照すると、イオンビーム１９２は、気体電界イオン源１２０から入口開口部
１３３を通ってイオン光学機器１３０に入る。最初、イオンビーム１９２は第一レンズ２
１６を通過する。第一レンズ２１６の位置及び電位は、通常、イオンビーム１９２を交差
点Ｃに集束するように選択され、ここで、点Ｃはｚ方向に測定される絞り２２４からの距
離ｐである。一般に、第一レンズ２１６は、ｚ方向に測定される入口開口部１３３からの
距離ｆに位置している。一部の実施態様においては、距離ｆが5mm以上（例えば、10mm以
上、15mm以上）及び／又は30mm以下（例えば、25mm以下、20mm以下）である。
【０１７３】
　一般に、第一レンズ２１６を先端１８６に対し正又は負にバイアスすることができる。
一部の実施態様においては、第一レンズ２１６に印加される電位が、先端１８６に対して
-30kV以上（例えば、-20kV以上、-10kV以上）及び／又は40kV以下（例えば、30kV以下、2
0kV以下、15kV以下、10kV以下）である。
【０１７４】
　一般に、距離ｐは1mm以上（例えば、5mm以上、10mm以上）及び／又は100mm以下（例え
ば、70mm以下、50mm以下、30mm以下、20mm以下）とすることができる。点Ｃの位置の変更
は、ｘ方向及び／又はｙ方向における絞り２２４の位置でのイオンビーム１９２の大きさ
を変えることができ、絞り２２４を通過するイオンビーム１９２中のイオンの画分を選択
的に制御することができる。図１４では、絞り２２４より更に－ｚ方向に位置するように
示されるが、一部の実施態様において、交差点Ｃは、絞り２２４より更に＋ｚ方向に位置
することができる。
【０１７５】
　軸合わせ偏向器２２０及び２２２は、イオンビーム１９２の一部を方向付けて絞り２２
４及び第二レンズ２２６を通過するように構成される。種々のデザイン及び／又は部品を
用いて偏向器を組み立てることができる。一部の実施態様においては、例えば、偏向器２
２０及び２２２がそれぞれ四重極電極とすることができ、二つの四重極電極が連続して配
置されている。
【０１７６】
　偏向器２２０及び２２２は、それぞれがｘ方向及びｙ方向の双方にイオンビーム１９２
を偏向することができる。偏向器２２０及び２２２の電極に印加される電位を調整し、イ
オンビーム１９２の一部が絞り２２４及び第二レンズ２２６の両方を通過することを確実
にすることができる。特定の実施態様においては、偏向器２２０及び２２２に印加される
電位を調整して特定の軸合わせの状態を達成し、その後、電位は、顕微鏡システム２００
が作動中である間、変化しないままである。例えば、絞り２２４を画像化できるように構
成される適切な検出器を用いてイオンビーム１９２を観察することで、絞り２２４を通る
イオンビーム１９２の軸合わせを評価する。また、偏向器２２０及び２２２を調整するこ
とができ、その結果、絞り２２４を通過するイオンビーム１９２の一部を第二レンズ２２
６の長手方向軸と軸合わせする。第二レンズ２２６を通るイオンビーム１９２の軸合わせ
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を評価するため、第二レンズ２２６に印加される電位を変更することができ（通常、ぶれ
と称される）、その結果を画像検出器で観察する。第二レンズ２２６に印加される変化電
位の結果として、イオンビーム１９２の画像が大きさにおいて変化するが位置において変
化しない場合、そのときのイオンビーム１９２は、第二レンズ２２６を通して軸合わせさ
れる。イオンビーム１９２の中心位置が変化電位の結果として変化する場合、そのときの
イオンビーム１９２を第二レンズ２２６と軸合わせしない。この場合、偏向器２２２及び
／又は２２０に印加される電位を更に調整することができ、軸合わせが達成されるまでぶ
れ試験を反復して繰り返し行う。
【０１７７】
　一般に、軸合わせ偏向器２２０及び２２２の各種電極素子に印加される電位は、所望の
とおりに選択され、イオンビーム１９２の絞り２２４及び第二レンズ２２６に対する特定
位置への偏向を作り出す。偏向器２２０及び２２２の各電極を、共通の外部接地部に対し
て正又は負にバイアスすることができる。一般に、任意の電極に印加される電位は、共通
の外部接地部に対して100V以下（例えば、75V以下、50V以下）及び／又は10V以上（例え
ば、25V以上、40V以上）とすることができる。例えば、作動時に、偏向器２２０及び２２
２の任意の電極に印加される電位は、共通の外部接地部に対して10V～100V（例えば、10V
～75V、10V～50V）とすることができる。
【０１７８】
　絞り２２４は、イオンビーム１９２に対して、イオンビーム１９２中のイオンの一部が
それを通過するように位置している。一般に、絞り２２４は、印加電位を有していない。
一部の実施態様においては、ｘ方向に測定される絞り２２４中の開口部２２５の幅ｗが、
1μm以上（例えば、2μm以上、5μm以上、10μm以上、15μm以上、20μm以上、25μm以上
、30μm以上）及び／又は100μm以下（例えば、90μm以下、80μm以下、70μm以下、60μ
m以下、50μm以下）である。特定の実施態様においては、例えば、ｗが1μm～100μm（例
えば、5μm～90μm、15μm～50μm、20μm～50μm）である。一部の実施態様においては
、ｙ方向に測定される絞り２２４中の開口部２２５の幅が1μm以上（例えば、2μm以上、
5μm以上、10μm以上、15μm以上、20μm以上、25μm以上、30μm以上）及び／又は100μ
m以下（例えば、90μm以下、80μm以下、70μm以下、60μm以下、50μm以下）である。特
定の実施態様においては、例えば、ｗが1μm～100μm（例えば、5μm～90μm、15μm～50
μm、20μm～50μm）である。
【０１７９】
　絞り２２４は、絞り取付け部２３４上に位置している。絞り取付け部２３４は、電子制
御システム１７０から受信する信号を制御することによって、ｘ－ｙ平面における絞り２
２４の平行移動を可能にする。また、一部の実施態様において、絞り取付け部２３４は、
イオン光学機器１３０の長手方向軸１３２に沿ってｚ方向における絞り２２４の平行移動
を可能にする。更に、特定の実施態様において、絞り取付け部２３４は、ｘ－ｙ平面に対
して絞り２２４の傾斜を可能にする。絞り２２４を傾けることを利用し、絞り２２４の長
手方向軸をイオン光学機器１３０の長手方向軸１３２と軸合わせすることができる。
【０１８０】
　一部の実施態様において、絞り２２４は、異なる幅ｗを有する複数の開口部を含むこと
ができる。例えば、図１５は、複数の開口部２２５ａ～２２５ｇを含む円板状絞り２２４
ａの（ｚ方向に沿った）上面図である。絞り２２４ａは、絞り２２４ａの中心と一致する
回転軸２２７の周りを回転するように構成される。各開口部２２５ａ～２２５ｇの中心は
、回転軸２２７から同一の距離に位置している。従って、選択された開口部がイオンビー
ム１９２の経路に位置するように絞りディスク２２４ａを回転し、必要に応じて、開口部
のイオンビーム１９２との正確な軸合わせを確実にするために絞りディスク２２４ａを平
行移動させることによって、特定の大きさの絞り開口部を選択することができる。
【０１８１】
　図１６は、絞り２２４ｂを貫通する複数の開口部２２９ａ～２２９ｅを含む棒状絞り２
２４ｂの（ｚ方向に沿った）上面図である。絞り２２４ｂ内の開口部を選択することで、
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絞りの大きさを選択することができる。この選択は、絞り２２４ｂを矢印２２１と平行な
方向に移動させ、開口部２２９ａ～２２９ｅの一つをイオンビーム１９２と軸合わせする
ことによって行われる。
【０１８２】
　一般に、開口部２２５ａ～２２５ｇ及び２２９ａ～２２９ｅは、所望のとおりに選択で
きる直径を有している。一部の実施態様においては、例えば、開口部のいずれかの直径が
5μm以上（例えば、10μm以上、25μm以上、50μm以上）及び／又は200μm以下（例えば
、150μm以下、100μm以下）とすることができる。特定の実施態様においては、開口部２
２５ａ～２２５ｇ及び／又は２２９ａ～２２９ｅの直径が5μm～200μm（例えば、5μm～
150μm、5μm～100μm）とすることができる。
【０１８３】
　一部の実施態様においては、絞り以外の装置を用いて、イオンビーム１９２中のイオン
の一部のみがイオン光学機器１３０を通過し試料１８０の表面に衝突することを可能にす
る。例えば、二つの垂直スリットを、イオンビームの飛行経路に沿って連続して設置する
ことができる。
【０１８４】
　非点収差補正器２１８は、通常、その形状、イオンビーム１９２の経路に沿う位置及び
印加される電位によって、イオンビーム１９２の非点収差を低減し又は排除するように構
成される。様々な構成部品を用いて非点収差補正器２１８を組み立てることができるが、
非点収差補正器２１８は、一般に絞り２２４と走査偏向器２１９及び２２１との間に位置
している八重極電極である。一般に、八重極非点収差補正器の八つの電極は、四つの電極
の二つのグループに分けられ、ここで、四つの電極（例えば、先端１８６に対して正にバ
イアスされる四つの電極の第一グループ）の電圧を調整するように構成される第一制御器
と、他の四つの電極（例えば、先端１８６に対して負にバイアスされる四つの電極の第二
グループ）の電圧を調整する第二制御器とを具える。第一電極グループ及び第二電極グル
ープの電極は、交互に八重極のセグメントを形成するように配置され、ここで、隣接した
セグメントは異符号のバイアス電圧を有する。この電極の配置は、八重極の長手方向軸に
沿って伝播するイオンビームを集束し且つ軸外のイオンビームの集点をぼかすカスプ磁場
を形成する。
【０１８５】
　一般に、八重極の各電極を独立して構成することができ、そのため、非点収差補正器２
１８はイオンビーム１９２の高感度制御を可能にする。一部の実施態様においては、非点
収差補正器２１８の電極のいずれかに印加される電位が、共通の外部接地部に対して-30V
以上（例えば、-20V以上、-10V以上、-5V以上）及び／又は30V以下（例えば、20V以下、1
0V以下、5V以下）とすることができる。
【０１８６】
　軸合わせ偏向器２２０及び２２２に加えて、イオン光学機器１３０は、走査偏向器２１
９及び２２１を含む。走査偏向器２１９及び２２１は、一般に非点収差補正器２１８と第
二レンズ２２６との間に位置しているが、一般に、イオン光学機器１３０内において走査
偏向器２１９及び２２１の他の配置も可能である。
【０１８７】
　走査偏向器２１９及び２２１は、試料１８０の表面に亘ってイオンビームを走査するよ
うに構成される。例えば、イオンビーム１９２をｘ方向に偏向するように偏向器２１９を
構成することができ、また、イオンビーム１９２をｙ方向に偏向するように偏向器２２１
を構成することができる。偏向器２１９及び２２１により作り出される複合偏向は、イオ
ンビーム１９２を試料１８０の特定位置に合わせることができる。
【０１８８】
　一般に、偏向器２１９及び２２１に印加される電位を調整し、イオンビーム１９２の特
定の偏向を作り出す。印加電位を系統的に変化させ、試料１８０の一部に亘ってビーム１
９２をラスタ走査することができる。一部の実施態様においては、例えば、偏向器２２１
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に印加される電位を段階的に一定間隔で増大させ、試料１８０に亘ってｙ方向に不連続な
段階（例えば、横列ごと）でイオンビーム１９２を偏向する。同時に、偏向器２１９に印
加される電位を段階的に増大させ、試料１８０に亘ってｘ方向に不連続な段階（例えば、
縦列ごと）でイオンビーム１９２を偏向する。イオンビーム１９２が偏向器２１９に印加
される電位の段階的な増加によって全ての縦列に亘って完全な走査を行ったら、新しい横
列に対してｙ方向にイオンビーム１９２を偏向できるように、偏向器２２１に印加される
電位を増大させる速度を選択することができる。各横列については、同じ段階パターンの
電位増加の増分を検出器２１９に当てて、イオンビーム１９２をｘ方向に不連続な段階で
掃引することができる。
【０１８９】
　一般に、走査偏向器２１９及び／又は２２１は、複数の電極から形成できる。一部の実
施態様においては、例えば、走査偏向器２１９及び／又は２２１がそれぞれ一対の平行板
電極を含むことができる。偏向器２１９の電極を配向させ、偏向器２２１により作り出さ
れるイオンビーム１９２の偏向と直角の方向にイオンビーム１９２を偏向することができ
る。
【０１９０】
　特定の実施態様においては、走査偏向器２１９及び／又は２２１がより複雑なデザイン
とすることができる。例えば、走査偏向器２１９及び／又は２２１は、四重極電極及び／
又は八重極電極を含むことができる。これらの電極は、それぞれがｘ－ｙ平面における単
一方向に又はｘ－ｙ平面における二つ以上の方向にイオンビームの偏向を提供するように
構成できる。
【０１９１】
　走査偏向器２１９及び２２１の各電極素子を、共通の外部接地部に対して正又は負にバ
イアスすることができる。一般に、各電極に印加される電圧は、-150V以上（例えば、-10
0V以上、-50V以上、-20V以上）及び／又は150V以下（例えば、100V以下、50V以下、20V以
下）とすることができる。作動中では、例えば、偏向器２１９及び２２１の各電極に印加
される電圧が、-150V～150V（例えば、-100V～100V、-50V～50V、-20V～20V）とすること
ができる。
【０１９２】
　一般に、第二レンズ２２６が試料１８０の表面１８１上にイオンビーム１９２を集束す
るのに役立つように、第二レンズ２２６の位置及び電位を選択する。第二レンズ２２６に
印加される電位は、一般に共通の外部接地部に対して正又は負にすることができる。特定
の実施態様においては、第二レンズ２２６に印加される電位が、共通の外部接地部に対し
て-50kV以上（例えば、-40kV以上、-30kV以上）及び／又は40kV以下（例えば、30kV以下
、20kV）である。第二レンズ２２６は、絞り２２４からｚ方向に測定される距離ｕをあけ
て配置されている。一部の実施態様においては、ｕが5cm以上（例えば、10cm以上、15cm
以上）及び／又は50cm以下（例えば、45cm以下、40cm以下、35cm以下、30cm以下、25cm以
下、20cm以下）である。
【０１９３】
　第二レンズ２２６は、試料１８０からｚ軸に沿って測定される距離ｈ（一般に作動距離
と称される）をあけて配置されている。一部の実施態様においては、ｈが2mm以上（例え
ば、5mm以上、10mm以上、15mm以上、20mm以上）及び／又は200mm以下（例えば、175mm以
下、150mm以下、125mm以下、100mm以下、75mm以下、65mm以下、55mm以下、45mm以下）と
することができる。特定の実施態様においては、ｈが2mm～200mm（例えば、5mm～175mm、
10mm～150mm、15mm～125mm、20mm～100mm）である。一般に、第二レンズ２２６に印加さ
れる電位を変えてレンズ２２６の集点面を調整し、試料１８０を（試料マニピュレータ１
４０によって）レンズ２２６の新しい焦点面に平行移動させることで、ｈを調整すること
ができる。顕微鏡システム２００によって可能となる比較的大きな距離ｈは、多くの利点
をもたらす。例えば、顕微鏡システムを用いて、表面突起部を有する平坦でない試料を調
べることができる。更に、イオンビーム１９２の主軸に対し大きな角度で試料を傾けるこ
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ともできる。一部の実施態様においては、例えば、試料１８０の表面１８１の法線とイオ
ンビーム１９２の主軸との間の角度が5°以上（例えば、10°以上、20°以上、30°以上
、40°以上、50°以上、60°以上）及び／又は85°以下（例えば、80°以下、75°以下、
70°以下、65°以下）である。特定の実施態様においては、試料１８０の表面１８１の法
線とイオンビーム１９２の主軸との間の角度が5°～85°（例えば、10°～80°、20°～7
0°、30°～70°、40°～60°）である。加えて、比較的大きな距離ｈはまた、様々な検
出器及び他の装置が表面１８１上のイオンビーム１９２の入射領域に近接して設置される
ことを可能にし、立体角の比較的大きな範囲に亘って試料から出る粒子の検出を可能にす
ることができる。一般に、このことは、（例えば、異なる種類の検出器を用いて）強い信
号の検出や複数の異なる種類の信号の検出を可能にする。
【０１９４】
　一部の実施態様においては、円錐半角が10°以上（例えば、15°以上、20°以上、25°
以上）及び／又は50°以下（例えば、45°以下、40°以下、35°以下）の直角円錐として
、第二レンズ２２６を付形する。特定の実施態様においては、第二レンズ２２６の円錐半
角が10°～50°（例えば、15°～45°、20°～40°）である。レンズ２２６用の比較的小
さな円錐半角は、試料１８０のイオンビーム１９２に対する広範な傾斜角や、表面１８１
上の入射ビーム点の近傍において検出器や他の装置を配置することができる大容積の自由
空間を含めて、多くの利点をもたらす。
【０１９５】
　上記のとおり、一般に、Ｈｅ原子と先端１８６の頂部１８７における三量体原子の一つ
との相互作用によって発生するＨｅイオンのみが実質的に絞り２２４を通過する。しかし
ながら、一部の実施態様においては、イオン光学機器１３０の構成部品（例えば、第一レ
ンズ２１６及び／又は軸合わせ偏向器２２０、２２２及び／又は絞り２２４）を、Ｈｅ原
子と三量体原子の二つとの相互作用により発生するＨｅイオンの実質的な画分が絞り２２
４を通過するように設置することができる。このことは、例えば、第一レンズ２１６及び
／又は偏向器２２０、２２２に印加される電位の適切な選択によるか、及び／又は絞り２
２４の大きさを変えることで（例えば、図１５及び１６にそれぞれ示される絞り回転部又
は絞り棒上の異なる絞り開口部を選択することで）、達成できる。特定の実施態様におい
ては、イオン光学機器１３０の構成部品（例えば、第一レンズ２１６及び／又は軸合わせ
偏向器２２０，２２２及び／又は絞り２２４）を、Ｈｅガス原子と三量体原子の三つ全て
との相互作用により発生するＨｅイオンの実質的な画分が絞り２２４を通過するように設
置することができる。このことは、例えば、第一レンズ２１６及び／又は偏向器２２０、
２２２に印加される電位の適切な選択によるか、及び／又は絞り２２４の大きさを変える
ことで（例えば、図１５及び１６にそれぞれ示される絞り回転部又は絞り棒上の異なる絞
り開口部を選択することで）、達成できる。
【０１９６】
　任意に、イオン光学機器１３０中のイオンビーム１９２の経路に沿って、一つ以上の追
加電極（例えば、レンズ、偏向器及び／又は他の要素）を配置することができる。追加電
極を、例えば、第二レンズ２２６の後ろに配置することができたり、既存の要素間に導入
することができる。追加電極を先端１８６に対し正又は負にバイアスして、イオン光学機
器１３０内のイオンビーム１９２におけるイオンエネルギーを増大し又は低減する等の機
能を果たすことができ、及び／又はそのイオンの軌道を変えることができる。例えば、一
つ以上の加速電極を試料１８０の近傍に配置し、イオンビーム１９２中のイオンを試料１
８０上に入射するエネルギーを変えることができる。
【０１９７】
　他の例として、イオン光学機器１３０は、（共通の外部接地部に対して）負にバイアス
された鏡筒ライナーチューブを含み、試料１８０の表面１８１におけるイオンビーム中の
イオンエネルギーを増大させることができる。該チューブは、共通の外部接地部に対して
、-50kV以上（例えば、-25kV以上、-15kV以上、-10kV以上）及び／又は-1kV以下（例えば
、-3kV以下、-5kV以下）にバイアスできる。一般に、該チューブは、例えば、絞り２２４
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と第二レンズの間等、イオン光学機器１３０の軸１３２に沿う任意の位置に設置できる。
イオンがイオン光学機器１３０を通過する際にイオンを加速することによって、例えば、
イオンビーム１９２の発散を低減するのに役立ち得る同等の電荷イオン間での相互作用時
間の短縮を含んだ、特定の利点を実現することができる。
【０１９８】
　一部の実施態様においては、試料１８０をバイアスすることで（例えば、イオンビーム
１９２中のイオンエネルギーの減少が好ましい場合には正にバイアスし、又は消極的には
イオンビーム１９２中のイオンエネルギーの増加が好ましい場合には負にバイアスするこ
とで）、試料１８０の表面１８１におけるイオンビーム１９２中のイオンエネルギーを増
加又は減少させることができる。イオンビーム１９２の大きな入射角では、バイアスされ
た試料１８０によって作り出される電場の円筒非対称性がプリズムのような効果を作り出
すことがあり、この場合、イオンビーム１９２中の低エネルギーイオンは、ｘ方向及びｙ
方向において高エネルギーイオンより大きな量で検出され、試料１８０の表面１８１上で
のイオンビーム１９２のスポットサイズの増大や他の潜在的に望ましくない結果をもたら
す。従って、一部の実施態様においては、試料１８０をバイアスしてイオンビーム１９２
中のイオンエネルギーを変化させており、イオンビーム１９２と表面１８１の法線との間
の角度が6°未満（例えば、5°未満、4°未満、3°未満、1°未満）である。
【０１９９】
　イオン光学機器の特定の実施態様について説明してきたが、イオン光学機器の他の実施
態様を使用することもできる。一例として特定の電極タイプ（例えば、八重極）について
説明した場合には、一つ以上の異なる電極タイプ（例えば、四重極）を用いて同じ効果を
達成することができる。通常、顕微鏡システム２００に多種多様なイオン光学システムを
用いることができる。一部の実施態様においては、例えば、イオン光学機器１３０が、偏
向器、絞り及び他のイオン光学素子に加えて、単一のレンズのみ含む。特定の実施態様に
おいては、イオン光学機器１３０が、第一レンズ及び第二レンズを含み、それらの間に絞
りを有する。
【０２００】
　他の例として、一部の実施態様においては、イオン光学機器が、第一レンズと、第二レ
ンズと、該第一レンズと第二レンズ間の絞りとを含むが電極を含まない。該イオン光学機
器は、第一レンズがイオンビームの発散を低減でき（例えば、イオンビームをイオン光学
システムの長手軸方向と実質的に軸合わせでき）、絞りによりイオンビームの一部が該絞
りを通過するの遮ることができ、第二レンズがイオンビームを試料表面上の比較的小さい
スポットサイズに集束するのに役立つことができるように設計される。かかる実施態様に
おいて、試料の表面に達するイオンビーム中のイオンは、主として（例えば、上記のよう
に）Ｈｅ原子と三量体の唯一つの原子との相互作用によって発生することができる。一部
の実施態様においては、試料の表面に達するイオンビーム中のイオンの略等しい数が、Ｈ
ｅ原子と三個の三量体原子それぞれとの相互作用によって発生する。
【０２０１】
　追加の例として、特定の実施態様においては、イオン光学機器が、第一レンズと、第二
レンズと、該第一レンズと第二レンズ間の絞りとを含むが電極を含まない。該イオン光学
機器は、第一レンズがイオンビームを絞り内の開口部の中心に向けて集束することができ
、絞りによって集束したイオンビームが発散し、該絞りを通過することができ、第二レン
ズがイオンビームを試料表面上の比較的小さいスポットサイズに集束するのに役立つこと
ができるように設計される。かかる実施態様において、試料の表面に達するイオンビーム
は、気体原子と三量体における三個の原子それぞれとの相互作用によって発生する略等し
い数のイオンを含むことができる。先端１８６の頂部が三個を超える原子（例えば、5個
以上の原子、7個以上の原子、9個以上の原子）を含む場合、イオンビームは、気体原子と
先端１８６頂部における原子それぞれとの相互作用により発生する略等しい数の原子を含
むことができる。
【０２０２】
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　更なる例として、一部の実施態様においては、イオン光学機器が、第一レンズと、第二
レンズと、該第一レンズと第二レンズ間の絞りとを含むが電極を含まない。該イオン光学
機器は、第一レンズがイオンビームの発散を低減し、その低発散ビームを絞りに向けるこ
とができ、絞りによってイオンビーム中の実質的に全てのイオンが該絞りを通過すること
ができ、第二レンズがイオンビームを試料表面の比較的小さいスポットサイズに集束する
のに役立つことができるように設計される。かかる実施態様において、試料表面に達する
イオンビームは、気体原子と三量体における三個の原子それぞれとの相互作用によって発
生する略等しい数のイオンを含むことができる。先端１８６の頂部が三個を超える原子（
例えば、5個以上の原子、7個以上の原子、9個以上の原子）を含む場合、イオンビームは
、気体原子と先端１８６頂部における原子それぞれとの相互作用によって発生する略等し
い数の原子を含むことができる。
【０２０３】
　他の例として、特定の実施態様においては、イオン光学機器が、第一レンズと、第二レ
ンズと、該第一レンズと第二レンズ間の絞りとを含むが電極を含まない。該イオン光学機
器は、第一レンズがイオンビームを絞りに向けて部分的に集束でき、絞りによってイオン
ビーム中のイオンの一部が該絞りを通過するの遮ることができ（しかし、依然としてイオ
ンビーム中のイオンの比較的大きい画分が該絞りを通過することができ）、第二レンズが
イオンビームを試料表面上の比較的小さいスポットサイズに集束するのに役立つことがで
きるように設計される。かかる実施態様において、試料表面に達するイオンビームは、気
体原子と三量体における三個の原子それぞれとの相互作用によって発生する略等しい数の
イオンを含むことができる。先端１８６の頂部が三個を超える原子（例えば、5個以上の
原子、7個以上の原子、9個以上の原子）を含む場合、イオンビームは、気体原子と先端１
８６頂部における原子それぞれとの相互作用によって発生する略等しい数の原子を含むこ
とができる。
【０２０４】
Ｄ．先端の傾斜及び平行移動機構
　先端マニピュレータ２０８は、ｘ－ｙ平面において先端の平行移動と、イオン光学機器
１３０の軸１３２に対する先端１８６の傾斜の両方を可能にするよう構成されている。図
１７は、先端１８６と、支持組立体５２０と、先端マニピュレータの一の実施態様とを含
む顕微鏡システム２００の部分断面図である。先端マニピュレータ２０８は、軸部５０２
と、半球体部５０４と、ショルダー部５１０と、平行移動部５１４とを含む。平行移動部
５１４は、ショルダー部５１０の開口部５１６を貫通嵌合できる寸法に合わされた軸部５
０２に接続されている。更に、軸部５０２は、基盤５０８に接続され、順繰りに組立体５
２０に接続されている。ショルダー部５１０は、表面５１２と表面５１３間の静止摩擦力
によって、半球体部５０４に対し固定された位置にあり、平行移動部５１４は、表面５１
８と表面５１９間の静止摩擦力によって、ショルダー部５１０に対し固定された位置にあ
る。
【０２０５】
　先端マニピュレータ２０８は、ｘ－ｙ平面における先端１８６の平行移動を提供する。
先端２０６を平行移動させるには、注入口５０３に高圧ガスを導入する。注入口５０３に
導入される高圧ガスは、例えば、大気等の気体とすることができる。一般に、50ポンド毎
平方インチ（psi）以上（例えば、75psi以上、100psi以上、125psi以上）の圧力で、気体
を導入することができる。高圧ガスの導入の結果として、平行移動部５１４に－ｚ方向の
力が加えられ、ショルダー部５１０から離れる。加えられた力は、表面５１８及び５１９
間の摩擦力を小さくし（しかし、ゼロに低減するのではなく）、ｘ－ｙ平面において横方
向の力を加えることでショルダー部５１０に対し平行移動部５１４の再配置を可能にする
。先端１８６は、平行移動部５１４が再配置されるときにｘ－ｙ平面において平行移動さ
れる。先端１８６が新しい位置にあるとき、高圧ガスの供給を停止し、一つ以上の真空ポ
ンプを用いて先端マニピュレータ２０８の内部を排気することで、表面５１８及び５１９
間の強い静止摩擦力を回復する。先端１８６は、回復した強い静止摩擦力の結果として、
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適切な位置で強固に固定される。
【０２０６】
　また、先端マニピュレータ２０８は、イオン光学機器１３０の軸１３２に対して先端１
８６の傾斜を提供する。先端１８６を傾けるには、注入口５０５に高圧ガスを導入する。
注入口５０５に導入される高圧ガスは、例えば、大気等の気体とすることができる。一般
に、50ポンド毎平方インチ（psi）以上（例えば、75psi以上、100psi以上、125psi以上）
の圧力で気体を導入することができる。高圧ガスの導入の結果として、ショルダー部５１
０に－ｚ方向の力が加えられ、半球体部５０４から離れる。加えられた力は、表面５１２
及び５１３間の摩擦力を小さくする（しかし、ゼロに低減するのではない）。次に、矢印
５０６で示される方向にショルダー部を平行移動させる横方向の力を加えることで、ショ
ルダー部５１０を半球体部５０４に対して再配置することができる。ショルダー部５１０
の平行移動は、半球体部５０４の曲面に沿った相対運動に対応する。この運動の結果とし
て、軸１３２と軸２０７の間の角度（先端１８６の傾斜角に相当する）が変化する。先端
１８６の傾きの調整を完了すると、高圧ガスの供給を停止し、先端マニピュレータ２０８
の内部を排気することで、表面５１２及び５１３間の静止摩擦力を回復する。先端１８６
は、回復した強い摩擦力の結果として、適切な位置で強固に固定される。
【０２０７】
　一部の実施態様においては、図１７に示されるように、先端マニピュレータ２０８は、
半球体部５０４の曲率半径Ｒの中心が先端１８６の頂部の位置と一致するように構成され
ている。結果として、先端１８６を傾けて軸１３２及び２０７間の角度を変えるとき、ｘ
－ｙ平面における先端１８６の平行移動は起こらない。結果として、先端１８６の第一レ
ンズ２１６の軸に対する平行移動を起こすことなく、先端マニピュレータ２０８を用いて
、気体原子と先端原子の一つとの相互作用により発生するイオンの軌道を第一レンズ２１
６の長手方向軸と軸合わせすることができる。
【０２０８】
　特定の実施態様においては、追加軸の周りの回転運動を可能にするように、先端マニピ
ュレータ２０８を構成することができる。例えば、図１７に示す実施態様においては、注
入口５０３に高圧ガスを導入して表面５１８及び５１９間の摩擦力を低減し、ｘ－ｙ平面
における平行移動部５１４の平行移動を可能にした場合、平行移動部５１４に適したトル
クをかけることで、平行移動部５１４は軸２０７の周りを回転することもできる。この回
転は、先端１８６の平行移動及び先端１８６の傾きの調整と分けて又はこれらに加えて、
行うことができる。
【０２０９】
Ｅ．試料台
　再度、図５を参照すると、顕微鏡システム２００は、試料１８０を支持して適当な位置
に置くための試料マニピュレータ１４０を含む。電子制御システム１７０からの制御信号
に応えて、試料マニピュレータ１４０は、ｘ方向、ｙ方向及びｚ方向のそれぞれにおいて
試料１８０を平行移動させることができる。また、一部の実施態様においては、試料マニ
ピュレータ１４０が、制御信号に応じてｘ－ｙ平面において試料１８０を回転させること
ができる。更に、特定の実施態様においては、試料マニピュレータ１４０が、適した制御
信号に応じて、ｘ－ｙ平面から外に試料１８０を傾けることができる。それらの自由度は
、それぞれ独立して調整され、イオンビーム１９２に対して試料の適した配向を達成する
ことができる。
【０２１０】
　以下、詳細に記載するように、一部の実施態様においては、試料マニピュレータ１４０
に比較的小さい電位を印加することによって、共通の外部接地部に対して正又は負に、試
料マニピュレータ１４０をバイアスすることができる。例えば、一部の実施態様において
は、共通の外部接地部に対して5V以上（例えば、10V以上、20V以上、30V以上、40V以上、
50V以上）の正電位バイアスをマニピュレータ１４０に印加し、正に帯電したＨｅイオン
が試料１８０の表面１８１に付着するのを防ぐのに役立つことができる。特定の実施態様
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においては、共通の外部接地部に対して-200V以上（例えば、-150V以上、-100V以上、-50
V以上、-40V以上、-30V以上、-20V以上、-10V以上、-5V以上）の負電位バイアスをマニピ
ュレータ１４０に印加し、例えば、二次電子（イオンの試料１８０との相互作用によって
試料１８０の表面１８１から出る）を加速して試料から離すのに役立つことができ、二次
電子が適切に構成された検出器によって検出できることを確実にする。一般に、研究中で
ある特定の物質、Ｈｅイオン電流及び試料の照射時間によって、マニピュレータ１４０に
印加される電位を所望のとおりに選択することができる。
【０２１１】
Ｆ．検出器
　検出器１５０及び１６０は、図５において概略的に表され、検出器１５０は、試料１８
０の表面１８１（イオンビームが衝突する表面）からの粒子を検出するように位置してお
り、また、検出器１６０は、試料１８０の表面１８３からの粒子を検出するように位置し
ている。一般に、多種多様の異なる検出器を顕微鏡システム２００に用い、異なる粒子を
検出することができ、一般に、顕微鏡システム２００は、所望の数の検出器を含むことが
できる。一の又は様々な検出器の構成を、測定される粒子や測定条件に従って選択するこ
とができる。一部の実施態様においては、スペクトル分解検出器を用いることができる。
かかる検出器は、異なるエネルギー及び／又は波長の粒子を検出することができ、また、
検出された各粒子のエネルギー及び／又は波長に基づいて粒子を分解することができる。
特定の実施態様においては、スペクトル分解検出器が、粒子のエネルギー及び／又は波長
に基づき、粒子を検出器の異なる領域に向けることが可能な構成部品を含む。
【０２１２】
　以下に、特定の例示的な検出器及び検出器の配置を説明する。
【０２１３】
（ｉ）エバーハート－ソーンリー検出器
　エバーハート－ソーンリー（ＥＴ）検出器を用いて、二次電子、イオン及び／又は中性
粒子を検出することができる。図１８は、粒子セレクター６０１、変換物質６０２、支持
部６０４、光子検出器６０６並びに電源６０７及び６０８を含むＥＴ検出器６００の概念
図を示す。
【０２１４】
　粒子セレクター６０１は、導電性物質で形成される。一部の実施態様においては、例え
ば、粒子セレクター６０１が、約30％未満（例えば、25％未満、20％未満、10％未満、5
％未満）の金属充填率の金属格子又はメッシュとすることができる。格子は大部分が空間
であるため、格子に衝突する粒子は、比較的遮るもののないところを通過することができ
る。
【０２１５】
　特定の実施態様においては、粒子セレクター６０１が金属環又は管で形成される。例え
ば、粒子セレクター６０１は、粒子が環又は管を通過することを可能にする内部開口部を
有し、形状が実質的に円筒状の環又は管とすることができる。例えば、銅又はアルミニウ
ム等の高導電性金属から環又は管を形成することができる。
【０２１６】
　より一般に、粒子セレクター６０１は、通過すべき粒子用の通路を含むあらゆる開口電
極構造から形成できる。粒子セレクター６０１は、一つ以上の電極から形成でき、一つ以
上の電極に印加される電位は、通常、測定される粒子の種類に従って所望のとおりに選択
できる。
【０２１７】
　変換物質６０２は、帯電粒子（例えば、イオン、電子）との相互作用により光子を形成
することができる物質で形成される。例示的な材料としては、蛍光体材料及び／又はシン
チレータ材料（例えば、イットリウム－アルミニウム－ガーネット（ＹＡＧ）及びイット
リウム－アルミニウム－ホスフェート（ＹＡＰ）等の結晶性物質）が挙げられる。支持部
６０４は、変換物質６０２により形成される光子を比較的通す物質で形成される。
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【０２１８】
　作動時に、電源６０７は、比較的小さい大きさ（例えば、100V～500V等の500V以下）の
電圧を粒子セレクター６０１（導電性物質で形成される）に印加し、また、電源６０８は
、比較的大きい大きさ（例えば、5kV以上、10kV以上）の電圧を変換物質６０２に印加す
る。ＥＴ検出器を用いて試料１８０からの電子（例えば、二次電子）を測定する実施態様
において、粒子セレクター６０１及び変換物質６０２に印加される電圧の信号は、試料１
８０に対して正である。ＥＴ検出器を用いて試料１８０からのイオン（例えば、二次イオ
ン、散乱イオン）を測定する実施態様において、粒子セレクター６０１及び変換物質６０
２に印加される電圧の信号は、試料１８０に対して負である。また、特定の実施態様にお
いては、試料１８０を（共通の外部接地部に対して）バイアスし、試料１８０からの粒子
を検出器６００に送るのに役立つことができる。例えば、ＥＴ検出器を用いて試料１８０
からの二次電子を測定する場合、試料を共通の外部接地部に対して負にバイアスすること
ができる。マニピュレータ１４０に負電位バイアスを印加することは、例えば、試料中の
高アスペクト比の（例えば、深い）ホール又はビアで発生する二次電子を検出するときに
特に有用な場合がある。共通の外部接地部に対する負電位バイアスは、ホール又はビアか
ら出る電子を加速して試料から離すのに役立つことができ、電子の検出を容易にさせる。
負のバイアスを欠くとき、二次電子の多くは、代わりにホール又はビア壁面に沿う点で試
料に戻るおそれがあり、検出されるためにホール又はビアから決して脱出することがない
。
【０２１９】
　例えば、ＥＴ検出器を用いて試料からのイオンを測定する場合、試料１８０を正にバイ
アスすることができる。試料をバイアスするために印加される電位の大きさは、5V以上（
例えば、10V以上、15V以上、20V以上、30V以上、50V以上、100V以上）とすることができ
る。
【０２２０】
　試料１８０からの帯電粒子６１０（例えば、電子又はイオン）は、粒子セレクター６０
１に引き付けられ、粒子セレクター６０１を通過し、変換物質６０２に向かって加速され
る。次に、帯電粒子６０１は変換物質６０２と衝突し、光子６１２を発生する。光子６１
２は支持部６０２を通過し、光子検出器６０６によって検出される。
【０２２１】
　帯電粒子の測定に関してＥＴ検出器の動作を説明してきたが、一般に、変換物質６０２
に衝突する粒子は光子を発生させるのに帯電する必要がないのでＥＴ検出器を用いて中性
粒子を検出することもできる。特に、試料１８０からの一次原子は、変換物質６０２に衝
突し、光子検出器６０６による検出のために光子を発生させることができる。光子検出器
６０６は、例えば、光電子増倍管（ＰＭＴ）、ダイオード、ダイオードアレイ又はＣＣＤ
カメラとすることができる。
【０２２２】
　試料１８０に対して任意の位置にＥＴ検出器を設置し、中性粒子又は帯電電子を検出す
ることができる。一般に、例えば、ＥＴ検出器は、イオン光学機器１３０の第二レンズ２
２６に隣接して位置している。任意に、ＥＴ検出器は、（例えば、図５の検出器に表され
るものと同様な構成で）試料１８０に向かって若干下向きに傾けるように位置することも
できる。
【０２２３】
　特定の実施態様において、ＥＴ検出器は、試料１８０の表面１８３の近傍に位置するこ
とができる。かかる構成は、例えば、表面１８３から抜け出る試料１８０からの二次電子
を測定しようとする際に（例えば、試料１８０を透過した後に）好ましい場合がある。か
かる実施態様においては、ＥＴ検出器は、図５の検出器の構成と同様な構成を有すること
ができる。
【０２２４】
（ｉｉ）光子検出器
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　イオンの試料１８０との相互作用により発生する光子を検出するには、ＰＭＴ等の標準
的な光子検出器を用いることができる。試料１８０から放射される光子束が十分に大きい
場合、ダイオード、ダイオードアレイ及びＣＣＤカメラ等の低感度光子検出器を用いるこ
とができる。
【０２２５】
　また、一部の実施態様においては、光子検出器が、例えば、他の光信号の中から興味の
ある特定の光信号を分離するように構成できる各種光学素子を含むことができる。例えば
、特定の実施態様においては、光子検出器が、試料１８０から現れる光子信号の特定の波
長域を選択するフィルタ等の光学素子を含むことができ、試料１８０についての物質構成
情報を提供することができる。例えば、該フィルタは、望ましくない波長の光子を遮るこ
とができる（例えば、望ましくない波長の光子を吸収する、望ましくない波長の光子を反
射する、望ましくない波長の光子のそらす）。一部の実施態様においては、光学素子が、
異なる波長を空間的に分散させることで、スペクトル分解能（例えば、試料１８０により
発生する光子のスペクトルを測定する）を提供することができる（例えば、一つ以上の回
折格子等の回折素子及び／又は一つ以上のプリズム等の屈折素子及び／又は光子の波長分
解検出器を提供する一つ以上の分光計システム）。一部の実施態様においては、光子検出
器が、波長板及び／又は偏光子等の偏光操作素子を含むことができる。これらの偏光操作
素子は、選択された偏光状態だけの光子がＰＭＴに達するのを可能にするように構成され
ることができ、例えば、試料１８０から現れる光子信号の偏光選択性の検出を可能にする
（例えば、試料１８０についての結晶配向情報を決定するのに役立つ）。特定の実施態様
において、光子検出器はまた、鏡、レンズ、ビームスプリッター及び入射光子の方向を変
えて操作するための他の素子（例えば、検出される光子の立体角を増大させる）を含むこ
とができる。
【０２２６】
　一般に、光子検出器は、試料１８０からの所望の角度及び距離における光子を検出する
ために配置できる。例えば、特定の実施態様において、光子検出器は、表面１８１（イオ
ンビーム１９２が入射する試料１８０の表面）又は表面１８２（イオンビーム１９２が入
射する表面と反対側の試料１８０の表面）から現れる光子を検出するために配置できる。
任意に、複数の光子検出器を用い、表面１８１（イオンビームが衝突する表面）、１８３
（イオンビームが衝突するところと反対側の表面）及び／又は試料１８０の他の表面から
の光子を検出するように構成することができる。
【０２２７】
　一部の試料では、試料１８０で起こる光学的過程の選択規則に従って、特定の方向に光
子を散乱させ、試料１８０からの光子放出量の角度分解測定により、例えば、試料１８０
についての物質構成情報を提供することができる。
【０２２８】
（ｉｉｉ）マイクロチャンネルプレート検出器
　一部の実施態様においては、マイクロチャンネルプレート検出器を用い、試料１８０か
らの二次電子、中性原子又はイオンの束を増幅させることができる。マイクロチャンネル
プレートは、一般に溶融シリカ等の材料から形成され、通常、アレイの形態で配置される
多数の小口径チャンネルを含む。粒子は、個々のチャンネルに入って、チャンネル壁面と
衝突し、自由電子を発生させる。一般に、複数の自由電子は、粒子（中性原子、イオン又
は電子）のチャンネル壁面との各衝突で発生する。結果として、入力粒子信号の増幅に対
応するカスケード電子信号が、マイクロチャンネルプレートから出る。
【０２２９】
　マイクロチャンネルプレート系検出器（一つ以上のマイクロチャンネルプレートを含む
ことができる）は、試料１８０からのイオン、二次電子及び／又は中性原子を検出するよ
うに構成できる。試料１８０から形成される中性粒子及び／又はイオン（例えば、二次イ
オン及び二次原子、散乱イオン並びに一次原子）は、一般に試料１８０の表面１８１（イ
オンビームが衝突する表面）から出る。従って、試料１８０からの中性のもの及び／又は
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イオンを測定するように構成されるマイクロチャンネルプレート系検出器は、通常、図１
及び５に表す検出器１５０の位置と同様な位置にある。しかしながら、特定の実施態様に
おいては、中性粒子及び／又はイオン（例えば、透過イオン）を調べることができる。か
かる実施態様において、マイクロチャンネルプレート系検出器は、図１及び５の検出器１
６０の位置と同様な位置に位置することができる。試料１８０の表面１８１（イオンビー
ムが衝突する表面）及び／又は表面１８３（イオンビームが衝突するところと反対側の表
面）から二次電子を検出することができ、試料１８０から二次電子を検出するように構成
されるマイクロチャンネルプレート系検出器は、図１及び５に表される検出器１５０及び
／又は検出器１６０と同様の位置にある。
【０２３０】
　マイクロチャンネルプレートは、入力粒子信号を増幅し、入力信号を出力電子信号に変
換する。出力電子信号を視覚化するため、マイクロチャンネルプレート系検出器はまた、
変換物質、スクリーン及び光子検出器（上記記載を参照）を含むことができる。
【０２３１】
　一部の実施態様においては、マイクロチャンネルプレートが、イオン光学機器１３０の
素子に直接取り付けられる。図１９は、第二レンズ２２６に直接取り付けたマイクロチャ
ンネルプレート検出器６２０の断面図を示す。第二レンズ２２６は、円錐形状を有し、平
坦な下面６２２を有する。検出器６２０は、表面６２２に直接取り付けられる。試料１８
０にイオンビーム１９２を照射するとき、マイクロチャンネルプレート検出器６２０によ
って試料１８０からのイオン、二次電子及び／又は中性原子（矢印６２４によって纏めて
示す）を検出することできる。検出器６２０は、検出される粒子束に比例する電流を記録
し、電子制御システム１７０に伝えることができる。
【０２３２】
（ｉｖ）変換板
　一部の実施態様においては、変換板を用いて、試料１８０からのイオン（例えば、散乱
イオン、二次イオン）又は試料１８０からの中性粒子（例えば、一次中性Ｈｅ原子）を検
出することができる。一般に、変換板は、入射イオン又は原子に当たる際に高い二次電子
放出量を有する薄箔物質から形成できる。かかる物質の一例は白金である。その二次電子
放出量は、例えば、検出器１５０及び／又は１６０（図１及び５）として構成される適切
な電子検出器によって容易に検出される多数の二次電子を作り出す。
【０２３３】
（ｖ）チャンネルトロン検出器
　また、チャンネルトロン検出器を用いて、試料１８０から出る電子、イオン、中性原子
等の粒子を検出することができる。チャンネルトロン検出器は、マイクロチャンネルプレ
ート検出器に関し記載したものと同様に、複数の内部衝突によって粒子信号を増幅するこ
とで機能する。試料１８０からの比較的弱い二次電子束、イオン束又は中性原子束の測定
は、（例えば、電子制御システム１７０を用いて）チャンネルトロン検出器によって出力
される増幅粒子信号を測定することによって可能となる。試料１８０からの二次電子を測
定する場合、チャンネルトロン検出器は、図１及び５の検出器１５０及び／又は検出器１
６０について表されるのと同様の位置に位置することができる。一般に、試料１８０から
のイオン及び／又は中性粒子の測定のため、チャンネルトロン検出器は、図１及び５に表
される検出器１５０の位置及び／又は検出器１６０の位置と同様の位置にある。
【０２３４】
（ｖｉ）蛍光体検出器
　蛍光体系検出器は、透明基板の上に堆積される蛍光体材料の薄層と、ＣＣＤカメラ、Ｐ
ＭＴ又は一つ以上のダイオード等の光子検出器とを含み、これを用いて、試料１８０から
の電子、イオン及び／又は中性原子を検出することができる。粒子が蛍光体層に当たって
、光子検出器により検出される蛍光体からの光子の放出を誘発する。蛍光体系検出器は、
測定される粒子の種類に応じて、図１及び５に表される検出器１５０及び／又は検出器１
６０と同様の位置に配置することができる（上記記載を参照）。
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【０２３５】
（ｖｉｉ）固体検出器
　固体検出器を用いて、試料１８０からの二次電子、イオン及び／又は中性原子を検出す
ることができる。固体検出器は、ケイ素等の物質又はドープケイ素物質で形成されるセン
サーから組み立てることができる。入射粒子がセンサーに当たると、センサーの物質内に
電子－正孔対を生じ、電子制御システム１７０によって検出できる電流を作り出す。入射
粒子により発生する電子－正孔対の数や、その結果生じる対応する電流の大きさは、一部
分において粒子のエネルギーによって決まる。従って、固体検出器は、特に粒子のエネル
ギー測定に役立つことができ、試料１８０からの高いエネルギーの粒子（例えば、散乱Ｈ
ｅイオン及び中性Ｈｅ原子）を検出するときに特に有利な場合がある。
【０２３６】
（ｖｉｉｉ）シンチレータ検出器
　蛍光体系検出器と同様に、シンチレータ系検出器は、入射粒子（電子、イオン又は中性
原子）に当たって光子を発生させるシンチレータ材料を含む。適したシンチレータ材料と
しては、例えば、ＹＡＧ及びＹＡＰが挙げられる。シンチレータ系検出器の光子放出量は
、入射粒子のエネルギーによって決まる。結果として、シンチレータ検出器は、特に粒子
のエネルギー測定に役立つことができ、試料１８０からの高いエネルギーの粒子（例えば
、散乱Ｈｅイオン及び中性Ｈｅ原子）を検出するときに特に有利な場合がある。
【０２３７】
（ｉｘ）イオン用のエネルギー検出器
　様々な異なる検出器を用いて様々な異なる検出計画を実施し、試料１８０からのイオン
（例えば、散乱Ｈｅイオン）のエネルギーを測定することができる。電場及び／又は磁場
を用いて入射イオンを偏向させて、その偏向量がイオンエネルギーによって決まる静電プ
リズム検出器を用い、異なるエネルギーでイオンを空間的に分離することができる。また
、磁気プリズム検出器を用いて、イオンエネルギーに基づき、イオンを空間的に分離する
こともできる。その後、上記の適した検出器（例えば、マイクロチャンネルプレート、チ
ャンネルトロン及びその他のもの）のいずれかを用いて、偏向されたイオンを検出するこ
とができる。
【０２３８】
　また、四重極検出器を用いて、試料１８０からのイオンのエネルギーを分析することが
できる。四重極検出器において、四重極内の高周波（ＲＦ）場は、選択した質量とエネル
ギーを有するイオンが四重極内の直線で未偏向の軌道に沿って伝播することを確実にする
。異なる質量及び／又はエネルギーを有するイオンは、四重極内の曲線軌道に沿って伝播
する。四重極分析器内のイオンの偏向位置から、イオンエネルギーを決定することができ
る。
【０２３９】
　一部の実施態様においては、正にバイアスされた粒子セレクター（例えば、導電性物質
のスクリーン若しくはメッシュ又は円筒状の金属管若しくは環）をイオンの飛行経路に沿
って検出器の前に設置することで、イオンエネルギーを決定することができる。粒子セレ
クター６０１に印加される電位の大きさは、最初に非常に高くすることができ（例えば、
試料１８０からのイオンが通過するのを阻止すると見られる値）、イオンを検出するのに
適した検出器（上記記載を参照）を用いながら、電位の大きさを低減することができる。
粒子セレクター上の電位バイアスの大きさに応じて検出器に達するイオンの電流を用いて
、イオンエネルギーについての情報を決定することができる。
【０２４０】
（ｘ）電子用のエネルギー検出器
　様々な異なる検出器を用いて様々な異なる検出計画を実施し、試料１８０からの電子（
例えば、二次電子）のエネルギーを測定することができる。電場及び／又は磁場を用いて
入射電子を偏向させて、その偏向量が電子エネルギーによって決まるプリズム検出器を用
い、異なるエネルギーで電子を空間的に分離することができる。その後、上記の適した検



(47) JP 5193053 B2 2013.5.8

10

20

30

40

50

出器のいずれかを用いて、偏向された電子を検出することができる。
【０２４１】
　一部の実施態様においては、負にバイアスされた粒子セレクター（例えば、導電性物質
のスクリーン若しくはメッシュ又は円筒状の金属管若しくは環）を電子の飛行経路に沿っ
て検出器の前に設置することで、電子エネルギーを決定することができる。粒子セレクタ
ーの電位の大きさは、最初に非常に高くすることができ（例えば、試料１８０からの電子
が通過するのを阻止すると見られる値）、電子を検出するのに適した検出器（上記記載を
参照）を用いながら、電位の大きさを低減することができる。粒子セレクター上に印加さ
れた電位の大きさに応じて検出器に達する電子電流を用いて、電子エネルギーについての
情報を決定することができる。
【０２４２】
（ｘｉ）飛行時間検出器
　また、二次電子、イオン及び中性原子についての飛行時間の情報を測定するように、上
記の検出器を構成することができる。飛行時間の検出を行うには、イオンビーム１９２を
パルスモードで作動させる。例えば、検出器２２０及び２２２の一方又は双方に印加され
る電位を急速に変化させることで、イオンビーム１９２をパルス化することができる。こ
れらの電位を増加させることによって、例えば、イオン光学機器１３０の通常の経路から
イオンビーム１９２をそらすことができ、その結果、イオンビーム１９２を絞り２２４に
よって一時的に遮る。その後、検出器２２０及び２２２の電位を再び増加させる前に短時
間でそれらの正常値に戻した場合、Ｈｅイオンのパルスを試料１８０に送ることができる
。
【０２４３】
　同時に、検出器１５０及び１６０は、偏向器２２０及び／又は２２２に印加される電位
の時間的変化に基づく電子制御システム１７０からのクロック信号に同期させることがで
きる。結果として、Ｈｅイオンパルスの開始から試料１８０からの粒子の検出までの期間
を正確に測定することができる。イオン光学機器１３０内のＨｅイオンパルスの伝播時間
についての既知の情報から、試料１８０と検出器１５０及び／又は１６０間の検出粒子の
飛行時間を決定することができる。
【０２４４】
（ｘｉｉ）角度依存測定
　試料１８０からの粒子の相対存在量及びエネルギーを測定することに加えて、上記した
検出器を用いて角度に依存した散乱情報を得ることができる。一般に、角度依存情報を得
るには、試料１８０についての一連の立体角に亘って検出器の移動を可能にする取付け部
（例えば、回転取付け部）に、検出器を取り付ける。試料１８０に対し特定の立体角に対
応する与えられた配向で、粒子の存在量及び／又はエネルギーの測定を記録する。異なる
立体角に検出器を連続的に再配置し、測定を繰り返し行い、測定数量の角度依存を決定す
る。一部の実施態様においては、検出器の前で散乱粒子の経路にピンホール等の制限絞り
を設置し、試料１８０からの粒子の測定を行う角度範囲を更に制限することができる。
【０２４５】
Ｇ．作動パラメータ
　イオンビーム１９２は、試料１８０の表面１８１上に比較的小さいスポットサイズを有
することができる。例えば、一の実施態様においては、試料１８０の表面１８１上にある
イオンビーム１９２のスポットサイズが、10nm以下（例えば、9nm以下、8nm以下、7nm以
下、6nm以下、5nm以下、4nm以下、3nm以下、2nm以下、1nm以下）の寸法を有することがで
きる。特定の実施態様においては、試料１８０の表面１８１上にあるイオンビーム１９２
のスポットサイズが、0.05nm以上（例えば、0.1nm以上、0.2nm以上、0.25nm以上、0.5nm
以上、0.75nm以上、1nm以上、2nm以上、3nm以上）の寸法を有する。一部の実施態様にお
いては、表面１８１上にあるイオンビーム１９２のスポットサイズが、0.05nm～10nm（例
えば、0.1nm～10nm、0.2nm～10nm、0.25nm～3nm、0.25nm～1nm、0.1nm～0.5nm、0.1nm～0
.2nm）の寸法を有する。本願で使用されるように、図２０Ａ～２０Ｃを参照して、以下の
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ようにスポットサイズを決定する。金で形成され50nm～2000nmの寸法を有する島状粒子１
７００が炭素表面１７１０に配置される。島状金粒子は、例えば、金の炭素表面への蒸着
によって形成される。炭素上に堆積した島状金粒子を含む測定試料は、本願に記載の分解
能の測定に適しており、例えば、ストラクチャープローブインコーポレーテッド社（ウェ
ストチェスター、ＰＡ）から市販されている。島状金粒子の一部や該島状金粒子片側の炭
素表面の一部を直線的に横切ってイオンビーム１９２を移動させるように（矢印１７３０
）、イオン顕微鏡を作動させることができる。イオンビームの位置に応じて、二次電子の
強度を測定する（図２０Ｃ）。炭素及び金についての全存在量の平均値に相当する漸近線
１７４０及び１７５０を計算し（又は引いて）、全存在量がそれぞれ漸近線１７４０と漸
近線１７５０間の存在量の差の25％及び75％となる位置に相当する縦線１７６０及び１７
７０を計算する（又は引く）。イオン顕微鏡２００のスポットサイズは、線１７６０と線
１７７０間の距離である。
【０２４６】
　一般に、試料１８０の表面１８１でのイオンビーム１９２の電流は、1nA以下（例えば
、100pA以下、50pA以下）及び／又は0.1fA以上（例えば、1fA以上、10fA以上、50fA以上
、100fA以上、1pA以上、10pA以上）である。例えば、一部の実施態様においては、試料１
８０の表面１８１でのイオンビーム１９２の電流が0.1fA～1nA（例えば、10fA～100pA、1
00fA～50pA）である。特定の実施態様においては、試料を画像化する際に比較的低いビー
ム電流を使用するのが好ましい場合がある。例えば、一部の生物学的用途及び／又は薬学
的用途においては、（例えば、試料への損傷の可能性を低減するため）試料の画像化に低
い電流を使用することが重要である場合がある。かかる実施態様においては、一の電流量
を用いて使用のための気体電界イオン顕微鏡を準備することができ（例えば、10fA以上の
電流）、また、異なる電流量を用いて試料の画像化をすることができる（例えば、0.1fA
等の1fA未満の電流）。
【０２４７】
　通常、イオンビーム１９２は、試料１８０の表面１８１で5eV以下（例えば、4eV以下、
3eV以下、2eV以下、1eV以下、0.5eV以下）のエネルギーの広がりを有する。一部の実施態
様においては、イオンビーム１９２が、試料１８０の表面１８１で0.1eV以上（例えば、0
.2eV以上、0.3eV以上、0.4eV以上）のエネルギーの広がりを有する。例えば、イオンビー
ム１９２は、試料１８０の表面１８１で0.1eV～5eV（例えば、0.1eV～3eV、0.1eV～1eV）
のエネルギーの広がりを有することができる。
【０２４８】
　イオンビーム１９２は、試料１８０の表面１８１で比較的高い輝度を有することができ
る。例えば、イオンビーム１９２は、試料１８０の表面１８１で1×109A/cm2sr（例えば
、1×1010A/cm2sr以上、1×1011A/cm2sr以上）の輝度を有することができる。一部の実施
態様においては、先端１８６に隣接した気体圧力を増大させるか及び／又は先端１８６の
温度を低下させることによって、輝度を増大させることができる。本願を参照するように
、イオンビームの輝度は以下のとおりに測定される。イオンビーム１９２中のイオン軌道
分布のＦＷＭＨは（正味電場が比較的小さく、イオン軌道が略直線である抽出部１９０と
第一レンズ２１６との間の空間領域において）、ｘ方向及びｙ方向の双方で決定される。
ｘ方向及びｙ方向の双方においてＦＷＨＭ幅の範囲内にある合計100のイオン軌道が、イ
オンビーム１９２中のイオン軌道分布から無作為に選択される。100のイオン軌道のそれ
ぞれはほぼ直線であり、先端頂部１８７に戻る方向に投影される。ｚ軸に沿う特定点ｚt

での軌道の空間広がりは、ｘ－ｙ平面と平行で点ｚtを通過する平面Ｚtにおいて、後方伝
搬軌道の平面Ｚtとの交差点の全てを囲む最小径の円を構築することによって評価される
。最小径の円の直径はｄsである。一般に、先端頂部１８７に近い点ｚtでは、ｄsが小さ
くなり、試料１８０に近い点ｚtでは、ｄsが大きくなる。特定の点ｚt＝ｚ0において、ｄ

sは最小値ｄ0となる。即ち、ｘ－ｙ平面と平行な平面における軌道の空間広がりが最小に
なる。点ｚ0での最小径の円の直径ｄ0は、顕微鏡システム２００の仮想源サイズと称され
る。次に、上記した通り、抽出部１９０と第一レンズ２１６間でのイオンビーム１９２の
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ＦＷＨＭ領域におけるイオンビーム１９２の発散及びビーム電流を測定する。最後に、仮
想源サイズとイオンビーム１９２の立体発散角との積でビーム電流を割って、輝度を計算
する。
【０２４９】
　イオンビーム１９２は、試料１８０の表面１８１で比較的高い還元輝度を有することが
できる。例えば、イオンビーム１９２は、試料１８０の表面１８１で5×108A/m2srV以上
（例えば、1×109A/m2srV、1×1010A/m2srV）の還元輝度を有することができる。本願を
参照するように、イオンビームの還元輝度は、ビーム電流を測定する位置でのイオンビー
ム中の平均イオンエネルギーで割ったイオンビームの輝度である。
【０２５０】
　イオンビーム１９２は、抽出部１９０の遠位端１９３で比較的低いエタンデュを有する
ことができる。例えば、イオンビーム１９２は、抽出部１９０の遠位端１９３で5×10-21

cm2sr以下（例えば、1×10-22cm2sr以下、1×10-23cm2sr以下、1×10-23cm2sr以下、1×1
0-24cm2sr以下）のエタンデュを有することができる。本願を参照するように、イオンビ
ームのエタンデュは、輝度の逆数とビーム電流との数学の積として算出される。
【０２５１】
　イオンビーム１９２は、抽出部１９０の遠位端１９３で比較的小さい還元エタンデュを
有することができる。例えば、イオンビーム１９２は、抽出部１９０の遠位端１９３で1
×10-16cm2sr以下（例えば、1×10-17cm2sr以下、1×10-18cm2sr以下、1×10-19cm2sr以
下）の還元エタンデュを有することができる。イオンビームの還元エタンデュは、イオン
ビームのエタンデュとビーム電流を測定する位置でのイオンビーム中のイオンの平均エネ
ルギー対電荷の比率との数学の積である。
【０２５２】
　イオンビーム１９２は、試料１８０の表面１８１に関して比較的低い角度収束を有する
ことができる。例えば、一部の実施態様においては、イオンビーム１９２の収束半角が5m
rad以下（例えば、1mrad以下、0.5mrad以下、0.1mrad以下）及び／又は0.05mrad以上とす
ることができる。本願を参照するように、イオンビームの収束半角は以下のとおりに決定
される。上記したように炭素基板の上に島状の金粒子を含む試料をイオン顕微鏡２００に
取り付けて、ｚ方向に平行移動させる結果、イオンビーム１９２の焦点の位置が、島状金
粒子の直径に沿った最高標高点のできるだけ近くに位置する。次に、上記したように、島
状金粒子の直径に沿ってイオンビーム１９２を直線的に平行移動させて、イオンビームの
集束スポットサイズｓfを測定する。次に、試料を＋ｚ方向に平行移動させて、ｓz＝1μm
でイオン光学機器１３０から離し、島状金粒子の同じ直径に沿ってイオンビーム１９２を
直線的に平行移動させて、イオンビーム１９２の非集束スポットサイズｓdを測定する。
次に、収束角度ηが、下記式に示すように、平行移動距離と共に集束スポットサイズと非
集束スポットサイズの測定から三角法にて決定できる。
【数１】

　イオン顕微鏡２００の収束半角は、η/2である。
【０２５３】
　イオン顕微鏡２００は、非常に信頼性のあるものとすることができる。一例として、一
部の実施態様においては、Ｈｅイオン源（先端１８６、抽出部１９０、及び任意のサプレ
ッサ１８８）が、気体原子と連続して相互作用し、システムから先端１８６を取り外さず
に一週間以上（例えば、二週間以上、一月以上、二月以上）の間イオンビームを発生させ
ることが可能である。一部の実施態様においては、Ｈｅイオン源が気体原子と連続して相
互作用し、イオンビームを発生させる期間に、試料１８０の表面１８１でのイオンビーム
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【０２５４】
　他の例として、一部の実施態様においては、気体電界イオン源（先端１８６、抽出部１
９０、及び任意のサプレッサ１８８）が、気体原子と相互作用し、合計10時間以下（例え
ば、5時間以下、2時間以下、1時間以下）の中断時間と共に一週間以上（例えば、二週間
以上、一月以上、二月以上）の間イオンビームを発生させることが可能である。かかる実
施態様においては、気体電界イオン源が気体原子と相互作用し、その間ずっと（合計ゼロ
時間の中断時間に相当する）連続してイオンビームを発生させることができるが、そのこ
とは必要なことではない。例えば、その期間の間に、気体電界イオン顕微鏡がイオンビー
ムを発生させるのに気体原子と相互作用しないときもあり得る。その期間の間、かかる中
断時間は、1回又は1回より多く（例えば、2回、3回、4回、5回、6回、7回、8回、9回、10
回）起こる場合がある。中断は、例えば、定期的な保守、不測の保守及び／又はシフト間
での停止時間（例えば、一晩中の停止時間）による場合がある。その期間の間の中断時間
の合計が、合計中断時間である。一例として、その期間の間にそれぞれ1時間の中断時間
が三回ある場合には、合計中断時間は3時間である。他の例として、その期間の間に唯一
度の中断時間があり、それが3時間である場合には、そのときの合計中断時間は3時間であ
る。更なる例として、その期間の間に2回の中断時間があり、最初の中断時間が1時間で、
第二の中断時間が2時間である場合には、そのときの合計中断時間は3時間である。一部の
実施態様においては、この気体電界イオン源が気体原子と相互作用し、イオンビームを発
生させる期間に、試料１８０の表面１８１でのイオンビーム１９２の電流が1分当たり10
％以下（例えば、5％以下、1％以下）で変化する。
【０２５５】
　イオン顕微鏡２００は、比較的良好な分解能を有することができる。例えば、一部の実
施態様においては、イオン顕微鏡２００の分解能が10nm以下（例えば、9nm以下、8nm以下
、7nm以下、6nm以下、5nm以下、4nm以下、3nm以下、2nm以下、1nm以下）とすることがで
きる。特定の実施態様においては、イオン顕微鏡２００の分解能が0.05nm以上（例えば、
0.1nm以上、0.2nm以上、0.25nm以上、0.5nm以上、0.75nm以上、1nm以上、2nm以上、3nm以
上）とすることができる。一部の実施態様においては、イオン顕微鏡２００の分解能が0.
05nm～10nm（例えば、0.1nm～10nm、0.2nm～10nm、0.25nm～3nm、0.25nm～1nm、0.1nm～0
.5nm、0.1nm～0.2nm）とすることができる。本願において使用するように、イオンビーム
の分解能は、イオン顕微鏡を用いて得られる画像から正確に測定できる最小特徴部の大き
さを指す。特徴部の大きさは、同様の条件下で得られる特徴部の10枚の画像から、特徴部
の実際の大きさの10％以下の誤差内で且つ特徴部の実際の大きさの5％未満の測定された
大きさの標準偏差で決定できる場合に正確に測定される。
【０２５６】
　イオン顕微鏡２００を用い、比較的短時間で高品質の画像を撮影することができる。例
えば、イオン顕微鏡２００は、0.25以上（例えば、0.5以上、0.75以上、1以上、1.5以上
、2以上）の品質係数を有することができる。本願を参照するように、品質係数は、以下
のように決定される。片方がケイ素（Ｓｉ）で形成され、他方が銅（Ｃｕ）で形成された
、試料を横切る直線の物質との境界を有する平面試料は、境界がｙ軸と平行に配向される
ように位置している。その試料は、512画素×512画素のｘ－ｙアレイに試料の表面を分割
することで画素毎に画像化される。測定中、1画素当たりの滞留時間は100nsである。試料
からの二次電子の全存在量は、試料の表面上でのイオンビームの位置に応じて測定される
。試料中のＳｉに対応する画像画素については、Ｓｉ画素強度の分布からの標準偏差ＳＤ

1に加えて、平均画素強度Ｇ1を決定する。試料中のＣｕに対応する画像画素については、
Ｃｕ画素強度の分布からの標準偏差ＳＤ2に加えて、平均画素強度Ｇ2を決定する。品質係
数は、以下の式に従って計算される。
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【数２】

【０２５７】
　試料１８０の表面１８１は、イオンビーム１９２を照射するときに比較的小さい損傷を
受ける場合がある。例えば、試料１８０の表面１８１は、損傷試験に従って25nm以下（例
えば、20nm以下、15nm以下、10nm以下、5nm以下）の値を有することができる。本願を参
照するように、損傷試験は、以下のように行われる。4平方μmの視野で原子的に平坦なケ
イ素（純度99.99％）試料は、10pAの試料でのイオンビーム電流及び10nm以下の試料での
イオンビームのスポットサイズを用い、試料の表面に亘ってイオンビームを画素毎にラス
タ化しながら120秒間画像化される。4平方μmの視野は、ラスタ化する目的で512画素×51
2画素のアレイに分解される。損傷試験の値は、損傷試験の実施から得られるケイ素試料
の画像化部分にエッチングする最大距離に相当する。
【０２５８】
　イオン顕微鏡２００は、比較的大きい焦点深度を有することができる。例えば、一部の
実施態様においては、イオン顕微鏡２００の焦点深度が5nm以上（例えば、10nm以上、100
nm以上、1μm以上）及び／又は200μm以下（例えば、100μm以下、10μm以下）とするこ
とができる。一部の実施態様においては、イオン顕微鏡２００の焦点深度が200μm～5nm
（例えば、500μm～5nm、1nm～5nm）とすることができる。本願において使用するように
、イオンビームの焦点深度は、以下に示す方法で測定される。炭素基板上に形成される島
状金粒子を含む試料は（Ｈｅイオンビームのスポットサイズの測定に関して先に述べたよ
うに）、Ｈｅイオン顕微鏡に挿入され、上記したようにＨｅイオンビームのスポットサイ
ズの測定を行う。ｚ軸に沿う試料の位置を反復して調整することで、最小のＨｅイオンビ
ームのスポットサイズをもたらす試料の位置を決定する。このｚ軸に沿う位置をｚfと示
す。ｚfでのＨｅイオンビームのスポットサイズをｓｓfと示す。次に、ｚfに対し－ｚ方
向に沿って試料を徐々に平行移動させる。連続する漸進的な平行移動の後に（ｚfを決定
するのに用いた試料の同じ位置で）Ｈｅイオンビームのスポットサイズの測定を行う。測
定されるＨｅイオンビームのスポットサイズが2ssfであるとき、試料の平行移動を停止す
る。このｚ軸に沿った試料の位置をｚuと示す。次に、ｚuに対し＋ｚ方向に沿って試料を
徐々に平行移動させ、点ｚfを通り抜ける。連続する漸進的な平行移動の後に（ｚfを決定
するのに用いた試料の同じ位置で）Ｈｅイオンビームのスポットサイズの測定を行う。測
定されるＨｅイオンビームのスポットサイズが2ssfであるとき、試料の平行移動を停止す
る。このｚ軸に沿う試料の位置をｚ1と示す。Ｈｅイオン顕微鏡の焦点深度ｄfは、ｄf＝|
ｚ1－ｚu|として算出される。
【０２５９】
　一部の実施態様においては、本願に開示の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン
顕微鏡）を用い、例えば、二次電子放出量、散乱イオン存在量及び／又は角度及びエネル
ギー分解された散乱イオンの検出によって、非常に近い原子番号（Ｚ値）を有する試料中
の元素を区別することができる。例えば、特定の実施態様においては、気体電界イオン顕
微鏡を用いて、１だけ異なる原子番号（Ｚ値）を有する元素を区別することができる。
【０２６０】
　特定の実施態様においては、本願に開示の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン
顕微鏡）を用い、例えば、二次電子放出量、散乱イオン存在量及び／又は角度及びエネル
ギー分解された散乱イオンの検出によって、非常に近い質量を有する試料中の元素を区別
することができる。特定の実施態様においては、気体電界イオン顕微鏡を用いて、1原子
質量単位以下（例えば、0.9原子質量単位以下、0.8原子質量単位以下、0.7原子質量単位
以下、0.6原子質量単位以下、0.5原子質量単位以下、0.4原子質量単位以下、0.3原子質量
単位以下、0.2原子質量単位以下、0.1原子質量単位以下）で異なる質量を有する元素を区
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別することができる。一部の実施態様においては、試料が異なる平均質量を有する物質（
例えば、合金）で形成されるドメインを有することができる。かかる実施態様においては
、例えば、気体電界イオン顕微鏡を用いて、1原子質量単位以下（例えば、0.9原子質量単
位以下、0.8原子質量単位以下、0.7原子質量単位以下、0.6原子質量単位以下、0.5原子質
量単位以下、0.4原子質量単位以下、0.3原子質量単位以下、0.2原子質量単位以下、0.1原
子質量単位以下）だけ異なる質量を有する物質のドメインを区別することができる。
【０２６１】
Ｈ．光学的特徴
（ｉ）高効率ガスの使用
　一部の実施態様においては、Ｈｅガスの先端２０６への集中的な送出が、顕微鏡システ
ム２００内でのＨｅガスの利用効率を増大させることができる。一般に、イオン化してい
ないＨｅガス原子はイオン光学機器１３０に入ることができ、イオンビーム１９２中のイ
オンエネルギーの分布幅を増大させることができる。加えて、低エネルギーのイオン化し
ていないＨｅガス原子は、高エネルギーＨｅイオンと電荷交換相互作用に関与することが
でき、イオンビーム１９２中のイオンエネルギーの分布幅を増大させることもできる。
【０２６２】
　従って、一部の実施態様においては、気体送出システムを設計し、より標的化した方法
で気体電界イオン源１２０の先端１８６に気体（例えば、Ｈｅガス）を提供することがで
き、また、より効率的な方法で該システムから未使用の気体（例えば、イオン化していな
いＨｅガス）を取り除くことができる。例えば、図２１は、気体源１１０及び真空ポンプ
７３４を含む気体電界イオン顕微鏡の部分概略図である。気体源１１０は、送出ノズル７
３６で終端する長さｑ及び直径ｎの送出管７３０を含み、真空ポンプ７３４は、注入口７
３２を含む。ノズル７３６は、先端１８６の頂部１８７から距離ｇに設置され、注入口７
３２は、先端１８６の頂部１８７から距離ｌに設置されている。
【０２６３】
　一部の実施態様においては、ｇが10mm以下（例えば、9mm以下、8mm以下、7mm以下）と
することができる。一般に、ｇは3mm以上（例えば、4mm以上、5mm以上、6mm以上）である
。例えば、ｇは3mm～10mm（例えば、4mm～9mm、5mm～8mm）とすることができる。
【０２６４】
　特定の実施態様においては、ｌが100mm以下（例えば、90mm以下、80mm以下、70mm以下
、60mm以下、50mm以下）とすることができる。一般に、ｌは10mm以上（例えば、20mm以上
、30mm以上、40mm以上）である。例えば、ｌは10mm～100mm（例えば、30mm～100mm、40mm
～80mm）とすることができる。
【０２６５】
　一部の実施態様においては、先端１８６の頂部１８７の位置でのＨｅガスの局所圧力が
10-5Torr以上（例えば、10-4Torr以上、10-3Torr以上、10-2Torr以上、10-1Torr以上、1T
orr以上）である。同時に、顕微鏡システム中のＨｅガスの全圧力は、Ｈｅガスのバック
グランウンド導入を用いるシステムに対して低減できる。例えば、顕微鏡システム２００
の全Ｈｅ圧力は、10-4Torr以下（例えば、10-5Torr以下、10-6Torr以下、10-7Torr以下、
10-8Torr以下）とすることができる。
【０２６６】
　一部の実施態様においては、真空ポンプ７３４が顕微鏡システム２００の特定立体角の
領域内でイオン化していないＨｅ原子を捕らえることができるように、注入口７３２の距
離ｌ及び断面積を選択する。例えば、先端１８６の頂部１８７に位置するＨｅ原子につい
ては、注入口７３２で範囲を定めた立体角が5°以上（例えば、10°以上、15°以上、20
°以上、30°以上、40°以上）である。
【０２６７】
　一般に、送出管７３０の長さｑの管７３０の直径ｎに対する比は、先端１８６に送出さ
れるＨｅガス原子の軌道分布を制御するように選択できる。例えば、一部の実施態様にお
いては、ｑ／ｎの比が3以上（例えば、4以上、5以上、6以上）及び／又は10以下（例えば



(53) JP 5193053 B2 2013.5.8

10

20

30

40

50

、9以下、8以下、7以下）とすることができる。特定の実施態様においては、ｑ／ｎの比
が3～10（例えば、3～9、4～9、4～8、5～8、5～7）とすることができる。
【０２６８】
　一部の実施態様においては、気体送出システムが、一つを超える送出管及び送出ノズル
を含むことができる。例えば、特定の実施態様においては、気体送出システムが、2個以
上（例えば、3個以上、4個以上、5個以上、6個以上）の気体送出管を含むことができる。
複数の気体送出管のそれぞれは、相対的に先端１８６に向くようＨｅガスを送出できるよ
うに配置できる。複数の気体送出管の使用の結果として、先端１８６の頂部１８７の位置
でのＨｅガスの局所圧力を、更に増大させることができる。一つ以上の真空ポンプを用い
て、顕微鏡システム２００からイオン化していないＨｅガスを取り除くことができる。
【０２６９】
　一部の実施態様においては、上記システムの他の構成要素に気体送出管７３０を組み込
むことができる。例えば、特定の実施態様においては、抽出部１９０及び／又はサプレッ
サ１８８における気体送出用の一つ以上の通路（例えば、2本以上の通路、4本以上の通路
、6本以上の通路）によって、気体送出管７３０を形成することができる。一部の実施態
様においては、先端１８６を支持する柱（例えば、柱５２２ａ／ｂ及び５５２）に気体送
出用の一つ以上の通路（例えば、2本以上の通路、4本以上の通路、6本以上の通路）を提
供することができる。一例として、特定の実施態様においては、抽出部１９０が、先端１
８６への気体送出用の通路を4本含むことができる。その通路を抽出部１９０の外周に沿
って等間隔で放射状に配列することができ、その結果、各通路の開口部が先端１８６と直
接向き合う。各通路の長さ対直径の比は同一であってもよいし、異なっていてもよい。
【０２７０】
　顕微鏡システム２００の他の要素に気体送出管を組み込むことで、多くの利点を実現す
ることができる。例えば、気体送出用に先端に近接して設置した金属管７３０の使用は、
先端１８６の近傍における電場に摂動を起こさせる場合がある。気体送出管の顕微鏡シス
テムの他の要素への組み込みは、かかる摂動を除去することができる。他の例として、先
端１８６の近傍における空間領域は、一般に、顕微鏡システム２００の作動のため、電極
や他の装置で混雑している。気体送出管７３０をシステムの他の要素に組み込むことで、
先端１８６の近傍での込み合いを低減することができる。
【０２７１】
　一部の実施態様においては、送出管７３０によって送出されるＨｅガスを予冷し、顕微
鏡システム２００に入る際に先端１８６の動作温度の近くにすることができる。例えば、
送出管７３０の一部を、先端１８６を冷却するのに用いる冷却剤（例えば、液体窒素）の
供給容器と接触して設置することができる。この熱的接触の結果として、管７３０を通っ
て移動するＨｅガスは、先端１８６を配置する室内への導入の前に先端１８６とほぼ同じ
温度に冷却される。
【０２７２】
（ｉｉ）表面電荷の中性化
　一般に、試料の表面にＨｅイオンを入射する場合、二次電子が試料から出る。二次電子
の多くは試料から出て、正味の正電荷を有する表面をもたらす。試料の表面上での過剰な
正電荷は、多くの望ましくない効果を引き起こす場合がある。一部の実施態様においては
、正電荷によって試料の物質に損傷を与えることがある。例えば、特定の物質は、電荷感
受性があり、過剰の正（又は負）電荷の存在下で激しく反応（例えば、爆発）する場合が
ある。
【０２７３】
　特定の実施態様においては、試料表面の正の帯電が、イオンビームの試料との相互作用
によって試料から出る二次電子を検出する検出器の能力を制限する場合がある。例えば、
試料表面での正の電荷と二次電子との引力は、電子を減速する場合があり、電子が検出器
に達するのを阻止する。
【０２７４】
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　一部の実施態様においては、試料表面の正の帯電が不正確なイオンビームのラスタ化を
招く場合がある。試料表面での正の電荷によって形成された電場の結果としての入射イオ
ンビームの偏向及び減速が、入射イオンのエネルギーを低減し、予測が困難なように軌道
を変えるおそれがある。
【０２７５】
　試料表面での正味の正電荷が十分に大きくなると、試料の表面は、Ｈｅイオンが試料表
面に達する前にＨｅイオンを偏向して該試料表面から離すＨｅイオン用の静電鏡として作
用する場合がある。
【０２７６】
　試料表面に電子束を送出することが可能なフラッド銃を用いて、表面帯電効果を打ち消
すことができる。図２２は、Ｈｅイオンビーム１９２が表面１８１に入射する際に試料１
８０の表面１８１に電子ビーム８４２を送出するように構成されるフラッド銃８４０を含
む気体電界イオン顕微鏡の一部を示す。一般に、電子ビーム８４２により所望の範囲で表
面帯電効果を相殺できるように、表面１８１上の電子束を制御することができる。
【０２７７】
　図２２は試料１８０の表面１８１に同時に衝突するイオンビーム１９２及び電子ビーム
８４２を表すが、他のアプローチを使用してもよい。例えば、表面１８１にＨｅイオンビ
ーム１９２を照射するのに先立って、電子ビーム８４２を試料１８０に送出し、試料１８
０の内層面領域に電荷層８４６を形成するように、フラッド銃を構成することができる（
図２３）。層８４６は表面１８１より下方に平均深さｍを有し、層８４６は表面１８１と
垂直な方向に測定される厚さｒを有する。一般に、深さｍ及び厚さｒ並びに層８４６の電
子密度は、電子ビーム８４２中の電子エネルギー、表面１８１に対する電子ビーム８４２
中の電子の入射角、及び試料１８０に送出される電子の合計線量によって制御できる。
【０２７８】
　一部の実施態様においては、表面１８１に入射する場合、電子ビーム８４２中の電子の
平均エネルギーが調整可能である。例えば、平均電子エネルギーは、500eV以上（例えば
、1keV以上、2keV以上）及び／又は20keV以下（例えば、15keV以下、10keV以下）とする
ことができる。例えば、表面１８１に入射する場合、電子ビーム８４２中の電子の平均エ
ネルギーは、500eV～20keV（例えば、1keV～15keV、2keV～10keV）とすることができる。
【０２７９】
　表面１８１に関して電子ビーム８４２中の電子の入射角δは、電子ビーム８４２の主軌
道と表面１８１の垂線８４８との間の角度に相当する。一般に、δは0°以上（例えば、1
0°以上、20°以上）及び／又は80°以下（例えば、70°以下、60°以下）である。例え
ば、δは、0°～70°（例えば、0°～10°、40°～60°）とすることができる。
【０２８０】
　特定の実施態様においては、試料１８０に送出される合計電子電流が、10pA以上（例え
ば、100pA以上、1nA以上、10nA以上）及び／又は100μA以下（例えば、10μA以下、1μA
以下、500nA以下、100nA以下）である。例えば、試料１８０に送出される合計電子電流は
、10pA～1μA（例えば、100pA～100nA、1nA～10nA）とすることができる。
【０２８１】
　一部の実施態様においては、ｍが10nm以上（例えば、25nm以上、50nm以上、75nm以上、
100nm以上）及び／又は500nm以下（例えば、400nm以下、300nm以下、200nm）である。例
えば、ｍは10nm～500nm（例えば、25nm～500nm、50nm～500nm、75nm～400nm、100nm～400
nm）とすることができる。
【０２８２】
　特定の実施態様においては、複数のフラッド銃を用いることができる。例えば、一部の
実施態様においては、複数のフラッド銃を用い、試料１８０の表面１８１の異なる位置に
電子を照射することができる。特定の実施態様においては、各フラッド銃を用いて、表面
１８１の同一部分に電子を照射することができる。任意には、異なるフラッド銃を異なる
時間に作動させることができる。例えば、一つ以上のフラッド銃を用いて、表面１８１に
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Ｈｅイオンを照射する前に表面１８１に電子を照射することができるが（例えば、内層面
に電荷層を形成する）、一つ以上のフラッド銃を用いて、表面１８１がＨｅイオンを照射
されつつ表面１８１に電子を照射することもできる。一部の実施態様においては、全ての
フラッド銃を用いて、表面１８１にＨｅイオンを照射する前に表面１８１に電子を照射す
ることができる（例えば、内層面に電荷層を形成する）一方で、特定の実施態様において
は、全てのフラッド銃を用いて、表面１８１がＨｅイオンを照射されつつ表面１８１に電
子を照射することもできる。また、他の組み合わせを用いてもよい。
【０２８３】
　フラッド銃を用いて表面電荷の中性化を達成することができる実施態様について記載し
てきたが、放出された二次電子を集めてそれらを試料表面に戻し、表面での正味の正電荷
を低減する集電極を用いて、表面電荷の中性化を達成することもできる。図２４を参照す
ると、導体８５４によって集電極８５２を試料１８０に接続している。試料１８０にＨｅ
イオンビーム１９２を照射すると、試料１８０の表面１８１から放出される二次電子（矢
印８５６で表す）が集電極８５２に入射する。次に、電子８５６を導体８５４によって表
面１８１に戻し、表面１８１での正電荷を低減する。追加の集電極８５２を試料１８０に
接続し、更なる表面電荷の中性化を提供することができる。
【０２８４】
　特定の実施態様においては、一つ以上の集電極と一つ以上のフラッド銃とを組み合わせ
て用いることができる。例えば、一つ以上のフラッド銃を用いて、表面１８１にＨｅイオ
ンを照射する前に試料１８０の表面１８１に電子を照射することができ（例えば、内層面
に電荷層を形成する）、また、一つ以上の集電極を用いて、表面１８１がＨｅイオンを照
射されつつ表面１８１での帯電を中性化することができる。また、他の組み合わせも可能
である。
【０２８５】
　一部の実施態様においては、非常に低いエネルギーの電子ビーム８４２を試料１８０に
送出するように、フラッド銃８４０を構成することができる。例えば、ビーム８４２中の
電子は、約50eV以下の平均エネルギーを有することができる。低エネルギー電子は低い着
陸エネルギーを有しており、このことは、表面１８１に蓄積できる負電荷の量を制限する
。例えば、電子ビーム８４２中の平均電子エネルギーが50eVである場合において、試料１
８０が共通の接地部に対して-50Vの電位に帯電すると、フラッド銃８４０からの電子は試
料の表面にもはや着陸しなくなる。結果として、フラッド銃８４０からの低エネルギー電
子のエネルギーを調整することで、試料１８０の表面１８１上の最大蓄積負電荷を制御す
ることができる。この方法は、非導電性物質の帯電を防ぐために非導電性物質の上部に導
電性物質の層を堆積することなく、非導電性物質を画像化するのに使用できる。図２５に
この方法の一例を示す。イオンビーム１９２が、比較的低い導電率の誘電体である試料１
８０の表面１８１に入射する（例えば、試料１８０は金属でない）。試料マニピュレータ
１４０によって試料１８０を支持しており、ここで、該試料マニピュレータ１４０は、顕
微鏡システム２００の共通の外部接地部に対して-600Vの電位にバイアスされている。マ
ニピュレータ１４０に印加される電位は、試料１８０の表面１８１に電場を形成する。フ
ラッド銃８４０は、衝突イオンビーム１９２近傍の表面１８１に、500eVの平均エネルギ
ーを有する電子を含む電子ビームを送出するように構成される。最初に、マニピュレータ
１４０に印加されるバイアスによる表面１８１の電場は、８４３ａ及び８４３ｂ等の軌道
（電子が表面１８２に着陸しない）に沿ったフラッド銃８４０からの電子の偏向を引き起
こす。しかしながら、正電荷が入射Ｈｅイオンによって表面に蓄積するにつれて、試料１
８０は正に帯電し、フラッド銃８４０からの電子によって受ける電場強度を低減する。試
料１８０の表面１８１の電荷が、表面での有効バイアスが共通の接地部に対して-500Vに
達する点に蓄積すると、例えば、３４３ｃ等の軌道に続いて、フラッド銃８４０からの電
子は表面１８１に着陸でき、表面上の正電荷を中性化することができる。結果として、マ
ニピュレータ１４０に印加されるバイアス及びフラッド銃８４０によって送出される電子
のエネルギーを制御することで、試料１８０上での正電荷の蓄積を制御することができる
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。従って、表面電荷の蓄積をしないで非導電性物質である試料１８０を画像化することが
でき、そうしないと、表面の帯電をもたらす電圧コントラスト効果によって望ましくない
画像コントラストに至るおそれがある。電荷散逸層として機能する導電性物質の層を試料
上に堆積させることなく、非導電性物質及び半導電性物質の画像を得ることができる。
【０２８６】
　一部の実施態様においては、負の着陸エネルギーを有する試料１８０に電子を送出する
ようにフラッド銃を構成することができ、即ち、試料表面上に正電荷を欠く場合に、電子
が試料１８１上に全く着陸しない。試料１８０が入射Ｈｅイオンによって表面電荷を得る
とき、フラッド銃８４０からの電子は着陸し始め、正電荷を中性化する。結果として、試
料１８０の表面１８１は、ほとんど帯電していない状態に維持される。
【０２８７】
　一部の実施態様においては、変換面を用いて二次電子を発生させることができ、次に、
該二次電子を用いて試料１８０の表面１８１に蓄積する正電荷を中性化することができる
。例えば、高二次電子放出量の物質（例えば、白金）で形成される変換面を試料１８０に
近接して配置することができる。試料１８０から出る高エネルギーのＨｅイオン及び／又
は中性原子を変換面にぶつけることができ、二次電子を発生させる。発生する二次電子は
、試料１８０上に蓄積された正の表面電荷の引力を受ける。結果として、二次電子は試料
表面に着陸して、正電荷を中性化し、表面電荷による電場を低減する。このため、表面正
電荷の蓄積が多いと、二次電子は試料１８０の表面１８１に強く引き付けられる。このこ
とは、表面の帯電を低減するための自己調整機構をもたらす。
【０２８８】
　一部の実施態様においては、イオン光学機器１３０の一の素子に変換板を直接取り付け
て、試料１８０の表面電荷の中性化のために二次電子を提供することができる。例えば、
図２６においては、第二レンズ２２６の表面に変換板８４５を取り付ける。フラッド銃８
４０からの電子８４２は、高二次電子放出量の物質から形成される変換板に入射するよう
に向けられている。試料１８０の表面１８１にＨｅイオンビーム１９２を入射し、時間が
たつにつれて、イオンビーム１９２が入射する領域の表面１８１に正電荷が蓄積する。変
換板８４５から発生する二次電子８４７は、過剰の正電荷を有する表面領域に引き付けら
れ、それらの領域に着陸し、過剰の正電荷を中性化する。過剰の表面電荷を除去した時点
で、更に二次電子が表面１８１に着陸することはない。結果として、表面を準中性状態に
維持することができる。
【０２８９】
　一般に、連続作動又は間欠作動のためにフラッド銃８４０を構成することができる。特
に、間欠作動時には、所望の速度でフラッド銃８４０をオンにしたりオフにすることがで
きる。例えば、一部の実施態様においては、フラッド銃８４０を切り替えて、ある画素照
射率にて試料１８０の電荷の中性化を提供することができる。試料１８０の表面に亘って
不連続な段階でイオンビーム１９２をラスタ化し、試料表面の連続部分を照射することが
できる。各部分を照射した後、フラッド銃８４０を用いて照射領域の表面電荷を中性化す
ることができる。これは、ある画素照射率での電荷の中性化に相当する。代わりに又は加
えて、フラッド銃８４０を用いて、（例えば、試料１８０の不連続部分の線全体にイオン
ビーム１９２を照射した後に）あるライン走査率で及び／又は（例えば、試料１８０の不
連続部分の全二次元領域にイオンビーム１９２を照射した後に）あるフレーム率にて中性
化を行うことができる。
【０２９０】
　一部の実施態様においては、フラッド銃８４０を用いて、試料１８０からの二次電子の
検出の容易さを改善することができる。例えば、フラッド銃８４０を用いて、試料１８０
のバルク領域内に電荷の層（例えば、電荷層８４６）を組み込むことができる。組み込ま
れた負電荷の層は、試料１８０の表面１８１に電場を誘発する。試料１８０と入射イオン
ビーム１９２との相互作用によって試料１８０から出る二次電子は、電荷層８４６により
形成される電場によって加速されて試料１８０から離れ、適切に構成された検出器による
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二次電子の検出を比較的容易にする。
【０２９１】
　図２７Ａ及び２７Ｂにおいて、組み込み負電荷層の使用の一例を図式的に示す。図２７
Ａにおいては、イオンビーム１９２が試料１８０の表面１８１に入射する。多数の二次電
子２０１２が試料１８０での最初の数ナノメートルの範囲内で発生する。最初に、多くの
二次電子が自由電子２０１４として抜け出すが、これは、適切に構成される検出器によっ
て検出することができる。しかしながら、時間がたつにつれて入射Ｈｅイオンが試料１８
０内に埋め込まれ、試料１８０内で正に帯電した層２０１０を形成する。層２０１０内で
の正味の正電荷が増大するにつれて、次第に二次電子２０１２が層２０１０に向かって引
き付けられ、自由電子２０１４として試料１８０から抜け出す二次電子２０１２が少なく
なってくる。結果として、二次電子の検出による試料の画像化は、ますます困難になる可
能性がある。
【０２９２】
　この問題の解決策を図２７Ｂに示す。図２７Ｂに示す実施態様においては、フラッド銃
８４０（図示せず）を用いて、試料の内部に負電荷（例えば、電子）の層２０１６を組み
込む。組み込まれた負電荷の層は、図２３に示す層８４６と同様のものである。層２０１
６の結果として、試料１８０で発生した二次電子２０１２は加速されて試料１８０から離
れ、試料１８０から抜け出す発生した二次電子２０１４の数の増加をもたらし、その結果
、試料からの検出二次電子信号を強める。事実上、層２０１６は、二次電子用の静電鏡と
して作用し、その検出能を向上させる。
【０２９３】
　一般に、試料の分析に先立ち、フラッド銃８４０を用いて試料中に電子を埋め込むこと
ができ、及び／又はフラッド銃８４０を用いて、試料を画像化しながら試料中に電子を埋
め込むことができる。一部の実施態様においては、間隔を置いて（例えば、一定の間隔で
）試料にフラッド銃８４０からの電子を照射することができる。このことは、例えば、帯
電のレベルを比較的一定に保つのに役立つことができる。例えば、1画素当たりの滞留時
間（例えば、100ns）に相当する時間周期で、試料にフラッド銃８４０からの電子を照射
することができる。
【０２９４】
（ｉｉｉ）振動の分断
　真空ポンプ、各種作動部分及びバックグラウンド音響擾乱による機械的振動は、気体電
界イオン顕微鏡システム２００の特定の性能パラメータ（例えば、画像分解能、試料１８
０でのイオンビームスポットサイズ、安定性）に影響を与える場合がある。一部の実施態
様においては、試料１８０をシステム２００の他の部品から分断するように、試料マニピ
ュレータ１４０を構成することができ、それによって、外部の機械的擾乱の影響を低減す
る。図２８は、作動装置９０８により支持される誘導針９０６を含み、該針９０６と作動
装置９０８がそれぞれ試料台９０４の中に設置された、振動分断試料マニピュレータ１４
０を示す。支持ディスク９０２は、試料台９０４の上に位置しており、試料１８０を支持
する摩擦スパイダー９００は、ディスクの上に設置されている。
【０２９５】
　ｘ－ｙ平面において試料１８０を移動させるため、作動装置９０８は、電子制御システ
ム１７０からの適した信号を受け取り、誘導針９０６を作動させる。誘導針９０６は、作
動装置９０８からの信号に応えて、試料１８０及び／又はスパイダー９００を突き、ｘ－
ｙ平面内の平行移動をもたらす。
【０２９６】
　その頂部での誘導針９０６の幅ｊは、一般にスパイダー９００内における隙間９１０の
直径ｂに比べてわずかに小さくなるように選択される。例えば、ｊは1mmとすることがで
き、ｂは1.1mmとすることができる。加えて、スパイダー９００及びディスク９０２は、
ディスク９０２とスパイダー９００間の静止摩擦力が大きくなるように選択されるが、誘
導針９０６を通じて作動装置９０８により加えられる試料１８０への力によって克服する
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ことができる。誘導針９０６は、負荷応力下で変形し、振動の試料１８０への伝達を低減
できる機械的に適合した物質によって形成されるが、作動装置９０８により加えられた力
を試料１８０に伝えるのに十分な硬さである。
【０２９７】
　これらのシステムパラメータの結果として、試料台９０４の中で結合する機械的振動を
、誘導針９０６によって部分的に吸収し及び分散することができ、その結果、スパイダー
９００の振動はほとんどないか、全くない。更に、誘導針９０６がスパイダー９００に力
を加える場合、スパイダー９００の振動を誘発するよりはむしろ、誘導針９０６は、スパ
イダー９００の側面に対して優先的に滑りが生じることになる。
【０２９８】
　一部の実施態様においては、誘導針９０６が、実質的に矩形断面形状を有することがで
きる。矩形断面形状は、誘導針９０６によってスパイダー９００をｘ方向及び／又はｙ方
向に平行移動させるので、試料１８０の回転及び／又はスパイダー９００の回転が起こら
ないことを確実にするのに役立つことができる。（例えば、垂直でない角度で試料１８０
上にイオンビーム１９２を照射するため）イオン光学機器１３０の軸１３２に対して試料
マニピュレータ１４０を傾ける場合、スパイダー９００及び／又はディスク９０２の形成
に用いる物質を、それら要素間に更に高い静止摩擦力が存在するように選択することがで
きる。代わりに又は加えて、特定の実施態様においては、スパイダー９００とディスク９
０２を磁気的に結合し、それら要素間での摩擦力を増大させることができる。磁場の結合
は、磁場が局在化され、試料１８０又は衝突イオンビーム１９２を乱さないことを確実に
するため、慎重に行われる場合がある。
【０２９９】
　針９０６が作動しないとき、スパイダー９００から誘導針９０６を完全に離すことがで
きる。例えば、誘導針９０６がスパイダー９００に力を加えてスパイダー９００及び試料
１８０をｘ－ｙ平面に平行移動させた後、電子制御システム１７０によって針９０６の小
さな反跳運動を生じさせることができ、誘導針９０６とスパイダー９００の間に空間を導
入する。結果として、誘導針９０６は、スパイダー９００から完全に離れて、針９０６に
よるスパイダー９００への機械的振動の結合を防ぐ。
【０３００】
　図２９は、顕微鏡システム用の試料保持組立体１５１０を表す。試料保持組立体１５１
０は、軸受部の使用を減らし、作動時の試料における低周波数の機械的振動を低減するの
に役立つ。組立体１５１０は、試料を入れるための開口部１５１２を有する本体部１５１
１を含む。本体部１５１１は、調整可能コネクタ１５２２によって腕部１５１８に接続さ
れる。腕部１５１８は、グリップ部１５２０を用いて試料台１５１４を支持する。試料台
１５１４は、開口部１５２４を有する表面ディスク１５１６を含む。
【０３０１】
　組立体１５１０は、先端１８６が試料台１５１４上の開口部１５２４の方向を指すよう
にイオン顕微鏡に接続できる。本体部１５１１を、硬化鋼、ステンレス鋼、リン青銅及び
チタン等の適した硬質物質から形成することができる。本体部１５１１は、特定の応用ニ
ーズに合うように大きさを合わせて付形することができる。一例としては、本願に開示の
顕微鏡システムと共に使用するため、本体部１５１１の大きさ及び形状を選択することが
できる。作動中、開口部１５１２を通して組立体１５１０に試料を導入することができる
。
【０３０２】
　試料台１５１４は、調整可能コネクタ１５２２に沿って本体部１５１１に接続される腕
部１５１８により支持されている。調整可能コネクタ１５２２は、腕部１５１８の上下移
動を可能にさせる。腕部１５１８及び試料台１５１４を垂直方向に移動させることができ
、特定位置に固定することができる。コネクタ１５２２を空気又は真空で制御することが
でき、その結果、腕部１５１８及び台１５１４を所望の垂直位置にしっかりと固定するこ
とができる。コネクタ１５２２は、任意に他の種類のコネクタを含むことができる。
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【０３０３】
　試料台１５１４は、グリップ部１５２０を用いて腕部１５１８に接続されている。腕部
１５１８は内側に伸長する軸部を有することができ、その結果、試料台１５１４のグリッ
プ部１５２０は該軸部を留めることができる。グリップ部１５２０を空気圧で又は真空で
作動させることで、台１５１４を傾けることができる。グリップ部１５２０を制御するこ
とで、台１５１４を所望の位置に傾けることができる。一部の実施態様においては、所望
の位置に達した後にグリップ部１５２０を締めることで、試料台１５１４を所望の傾斜位
置にしっかりと固定することができる。
【０３０４】
　更に、試料台１５１４は、開口部１５２４を有する表面ディスク１５１６を含む。ディ
スク１５１６上に試料を設置してもよく、試料位置制御システムを開口部１５２４を通し
て導入し、ディスク１５１６の平面上で試料を移動させることができる。特定の実施態様
においては、ディスク１５１４がその中心の周りを回転して、所望のとおりにディスクの
表面上に設置した試料を回転及び移動させることができる。ディスク１５１６は、セラミ
ック、ガラス及び重合体を含む適切な硬質物質から形成できる。
【０３０５】
　図３０は、顕微鏡システム用の試料保持組立体を表す。図３０の試料保持組立体は、デ
ィスク１５１６の表面に設置したスパイダー１６００を有する図２９の試料保持組立体と
同様である。スパイダー１６００は、それを開口部１５２４の上部に配置させるために脚
部を有することができる。任意に、スパイダー１６００は、表面の一部に開口部を有する
ことができる。スパイダー１６００は、セラミック、ガラス及び重合体を含む適切な硬質
物質から形成できる。
【０３０６】
　顕微鏡システム２００の作動時に、試料１８０をｚ方向に移動させ、傾け、ｘ－ｙ平面
で平行移動させ、回転させることができる。試料１８０を傾けて、その傾斜角（例えば、
イオンビーム１９２と試料１８０の表面の法線との角度）が比較的大きい場合、傾斜した
試料は、顕微鏡システム２００の視野全体に亘って焦点が合わないおそれがある。結果と
して、その条件下で得られる試料の画像は、焦点がはずれてしまい、その中心の外側で傾
斜軸と垂直な領域にて不鮮明になる場合がある。
【０３０７】
　それらは、試料１８０の表面に亘ってイオンビーム１９２を走査しながらレンズ２２６
の焦点距離を変更することで補正できる。この補正を行うため、試料マニピュレータ１４
０は、試料１８０の傾斜角情報を電子制御システム１７０に伝達することができる。或い
は、ユーザーインターフェースを通してシステム作業者により手動で傾斜角の情報を入力
することができる。電子制御システム１７０は、試料１８０の配向に基づいて第二レンズ
２２６に印加する一連の電圧補正を決定し、傾斜した試料１８０の表面に亘ってイオンビ
ーム１９２を走査しながらレンズ２２６の焦点距離を動的に変化させることができる。
【０３０８】
　加えて、傾斜した試料の横方向次元が、平面表面での傾斜した試料の投影やイオン光学
機器１３０への距離の差によって歪んでいる。例えば、傾斜した試料表面の横方向次元は
、簡潔に、それが実際にイオンビーム１９２に対する試料の配向によるものであると考え
られる。他の例は、画像の台形ひずみである。その効果は、矩形の特徴部を歪める結果、
矩形の画像がその形状においてキーストーンであるように見えることである。
【０３０９】
　それらは、試料１８０の表面に亘ってイオンビーム１９２を走査しながら走査偏向器２
１９及び２２１の走査振幅を調整することによって補正できる。この補正を行うために、
電子制御システム１７０は、上記したのと同じ方法で試料１８０の傾斜角についての情報
を得ることができる。電子制御システム１７０は、試料１８０の傾きに基づいて、走査偏
向器２１９及び２２１に加える走査振幅の調整を決定して、傾斜した試料１８０表面の歪
んでいない画像のため、傾斜した試料１８０の表面に亘ってイオンビーム１９２を走査し
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ながらイオンビームの偏向を調整することができる。或いは、これら二つの歪み効果を、
歪んだ画像のデジタル操作によって補正することができる。
【０３１０】
（ｉｖ）イオンビーム中における中性粒子と二重荷電イオンの存在の低減
　上記したように、中性粒子（例えば、Ｈｅ原子）は、気体電界イオン源１２０からのイ
オン化していない中性原子として顕微鏡システム２００のイオン光学機器１３０に入るこ
とができる。かかる中性粒子は、顕微鏡システムの性能に悪影響を与える場合がある。従
って、一部の実施態様においては、イオンビーム１９２中の中性粒子の存在を低減するこ
とが好ましい。また、二価のＨｅイオン（例えば、Ｈｅ2+）は、気体電界イオン源１２０
内で、先端１８６の近傍におけるＨｅ原子の二重電離によるか又はＨｅイオン間の衝突に
よって生成できる。二価のＨｅイオンの集束特性は一価のイオンと異なり、イオンビーム
１９２中に存在する二価のイオンは、試料１８０上での大きなスポットサイズや他の望ま
しくない効果をもたらす場合がある。
【０３１１】
　イオンビーム１９２中の中性粒子の個体数を減少させるアプローチの一つは、中性粒子
がイオンビーム中に入り込む可能性を低減することを含む。かかるアプローチは、例えば
、先端１８６に向けられた気体送出を用いて（上記記載を参照）、顕微鏡システム２００
内のイオン化していないＨｅ原子の全存在を低減することを含むことができる。
【０３１２】
　イオンビーム１９２中の中性粒子の個体数を減少させる他のアプローチは、イオンビー
ム１９２中に中性粒子が存在してから中性粒子をイオンビームから除去することを含む。
このアプローチは、イオンを偏向するための静電レンズ素子の使用を含むことができ、イ
オン光学機器１３０内のイオンや中性のものを空間的に分離する。例えば、図３１は、偏
向器２２０がイオン光学機器１３０の長手方向軸１３２からオフセットであり、追加の偏
向器２２３が配置されるイオン光学機器１３０を示す。Ｈｅイオンビーム１９２は、Ｈｅ
イオン１９２ａ及びＨｅ原子１９２ｂを含む。Ｈｅイオン１９２ａとＨｅ原子１９２ｂを
分離するため、偏向器２２３に印加される電位を調整し、ｘ方向にＨｅイオン１９２ａの
偏向を引き起こす。Ｈｅ原子１９２ｂは偏向器２２３によって影響を受けないため、偏向
されない。Ｈｅ原子１９２ｂは、コレクタ１０１６によって実質的に捕まえられ、Ｈｅ原
子１９２ｂが絞り２２４を通過することを阻止する。また、偏向器２２０及び２２２に印
加される電位を調整する結果、Ｈｅイオン１９２ａの軌道を長手方向軸１３２と再度軸合
わせして、Ｈｅイオン１９２ａの一部が絞り２２４を通過し、イオンビーム１９２として
試料１８０の表面１８１に入射する。
【０３１３】
　また、他の技術を用いて、イオンビームからの中性粒子を除去することができる。一般
に、かかる技術は、中性粒子を偏向させずに、電場及び／又は磁場を用いてイオンビーム
中のイオンを偏向させることを含む。一部の実施態様においては、電場と磁場の組み合わ
せを用いて、イオン光学機器１３０内にイオン偏向をもたらすエネルギー依存性のイオン
の空間的分離を補うことができる。加えて、種々の非対称性イオン鏡筒の形状（例えば、
曲がったイオン鏡筒）を用いて、Ｈｅ原子とイオンを分離することができる。
【０３１４】
　例えば、図３２においては、イオン光学機器１３０の曲がった鏡筒構成を用いて、Ｈｅ
原子、一価のＨｅイオン及び二価のＨｅイオンを分離することができる。イオンビーム１
９２はイオン光学機器１３０に入って、イオン光学機器１３０の軸１３２に対して傾斜し
た方向に沿って伝播する。イオンビーム１９２は、中性Ｈｅ原子、Ｈｅ+イオン及びＨｅ2

+イオンを含む。電位が偏向器２２３に印加されてイオンビーム１９２中のＨｅ+イオンを
偏向するため、偏向器２２３を通過した後、イオンビーム１９２ａとしてＨｅ+イオンが
軸１３２に沿って伝播する。しかしながら、中性原子は偏向器２２３を通過する際に偏向
されない。従って、中性原子は、Ｈｅ+イオンから空間的に分離され、コレクタ１０１６
ｂにより捕まえられる中性原子ビーム１９２ｂを提供する。Ｈｅ2+イオンは、Ｈｅ+イオ
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ンより更に大きい程度で偏向され、一価のイオンと二価のイオンとを空間的に分離し、Ｈ
ｅ2+イオンのイオンビーム１９２ｃを提供する。Ｈｅ2+のイオンビームは、コレクタ１０
１６ｃによって捕まえられる。結果として、イオン光学機器１３０から抜け出るイオンビ
ーム１９２ａは、実質的にＨｅ+イオンのみを含む。
【０３１５】
　図３３は、Ｈｅ原子、Ｈｅ+イオン及びＨｅ2+イオンを分離するためのイオン光学シス
テムの他の実施態様を示す。図３３に示すイオン光学システムは、分散がなく連続の電場
及び磁場を含み、該電場及び磁場は、Ｈｅ原子、Ｈｅ+イオン及びＨｅ2+イオンを互いに
分離するのに使用され、粒子ビームに対してプリズムのような効果がない。イオン光学シ
ステムは、三つで一組の偏向器２２３ａ、２２３ｂ及び２２３ｃを含み、該偏向器は、イ
オン光学機器１３０を通してＨｅ+イオンを偏向して方向づけるように構成されており、
その結果、実質的にＨｅ+イオンのみを含むイオンビーム１９２がイオン光学機器１３０
から抜け出る。中性原子ビーム１９２ｂは偏向されず、各偏向器に続く位置にてコレクタ
１０１６ｂにより捕まえられる。二価のＨｅイオンはＨｅ+イオンより更に偏向され、複
数のＨｅ2+ビーム１９２ｃがコレクタ１０１６ｃによって捕まえられる。結果として、Ｈ
ｅ原子、Ｈｅ+イオン及びＨｅ2+イオンを互いに空間的に分離して、望ましくないビーム
の構成要素をイオン光学機器１３０内で遮りながらイオンビーム１９２としてＨｅ+イオ
ンを試料１８０に向ける。
【０３１６】
　一部の実施態様において、磁場の使用は、同一の電荷を有するが、気体源１１０により
導入される気体の異なる同位体に相当するイオンビーム１９２中におけるイオンの軌道の
空間的分離をもたらすことができる。自然発生的で優位な同位体（例えば、90％より大き
い相対存在量）を有するＨｅ等の特定の気体については、磁場による分離効果が一般的に
小さい。しかしながら、自然発生的な同位体を二種以上有し、優位な同位体がない他の気
体については、かかる効果が大きい場合がある。結果として、特定の実施態様においては
、同位体分離器（例えば、望ましくない同位体がイオン光学機器１３０の長さを越えるの
を防ぐのに用いるブロック）を用いることができる。一部の実施態様においては、中性原
子又は二価のイオンを遮るのに使用されるコレクタ１０１６を用いて、イオンビーム１９
２中の望まれていない同位体を遮ることもできる。
【０３１７】
粒子の種類
　イオンビームの試料との相互作用は、以下に記載するように、各種相互作用によって異
なる種類の粒子を表面から出すことができる。かかる粒子としては、二次電子、オージェ
電子、散乱イオン、一次中性粒子、Ｘ線光子、ＩＲ光子、可視光子、ＵＶ光子、二次イオ
ン及び二次中性粒子が挙げられる。一種以上の粒子を検出及び分析し、試料についての一
種以上の異なる情報を決定することができる。このような試料についての情報の種類とし
ては、試料表面についてのトポグラフィー情報、試料表面についての物質構成情報、試料
の内層面領域についての物質構成情報、試料についての結晶情報、試料についての電圧コ
ントラスト情報、試料の内層面領域についての電圧コントラスト情報、試料についての磁
気情報、及び試料についての光学情報が挙げられる。本願で使用するように、試料の表面
の用語は、深さが5nm以下までの体積を指す。
【０３１８】
Ａ．二次電子
　二次電子は、本願で参照されるとおり、50eV未満のエネルギーを有する試料種から放出
される電子である。一般に、二次電子は、ある範囲の角度やエネルギーにて試料表面から
放出される。しかしながら、最も興味のある情報は、以下に説明するように、二次電子の
全存在量が試料表面に関する情報を提供できるものであるので、通常、（エネルギー分解
二次電子情報又は角度分解二次電子情報とは対照的に）二次電子の全存在量である。
【０３１９】
　電子を検出可能な一種以上の適切な検出器を用いて、二次電子を検出することができる
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一種類の検出器であってもよいし、異なる種類の検出器を用いてもよく、通常、所望の通
りに構成されることができる。検出器は、試料１８０の表面１８１（イオンビームが衝突
する表面）、試料１８０の表面１８３（イオンビームが衝突するところと反対側の表面）
又はそれらの両方の表面から出る電子を検出するように構成されることができる（検出器
の構成に関する上記記載を参照）。
【０３２０】
　検出した二次電子の信号を用いて、試料の画像を形成することができる。一般に、試料
表面の視野に亘ってイオンビームをラスタ走査し、一つ以上の検出器によって各ラスタ段
階での二次電子信号（画像中の個々の画素に対応する）を測定する。通常、試料表面の視
野に亘ってイオンビームをラスタ走査する際に、各検出器は試料に対する固定位置のまま
である。しかしながら、特定の実施態様においては、一つ以上の検出器を試料に対して移
動させることができる。例えば、単一の検出器を使用する場合においては、試料に対して
検出器を移動させることで、試料についての角度依存性の情報を得ることができる。
【０３２１】
　特定の実施態様においては、二次電子の全存在量を検出することで、試料のトポグラフ
ィーに関する情報を提供することができる。表面上の所定の位置での二次電子の全存在量
は、通常、その点でのイオンビームに対する表面の傾きによって決まる。一般に、イオン
ビームに対する表面の傾きが高くなると（即ち、表面の法線から測定されるイオンビーム
の入射角が大きくなると）、二次電子の全存在量は高くなる。従って、イオンビームの試
料表面上での位置に応じた二次電子の全存在量の変化を表面の傾きの変化と関連付けるこ
とができ、試料表面のトポグラフィーに関する情報を提供する。
【０３２２】
　一部の実施態様においては、二次電子の全存在量を検出することで、試料についての物
質構成情報（例えば、元素情報、化学環境情報）を得ることができる。かかる実施態様に
おいて、その情報は、主に試料の表面に関するものである。一般に、与えられた化学環境
における各元素又は物質は、特定の固有二次電子放出量を有することになる。結果として
、表面上の所定の位置での二次電子の全存在量は、通常、その位置に存在する物質によっ
て決まる。従って、イオンビームの試料表面上での位置に応じた二次電子の全存在量の変
化を試料表面に存在する一種若しくは複数種の元素及び／又は一種若しくは複数種の物質
の変化と関連付けることができ、試料表面についての物質構成情報を提供する。特定の実
施態様においては、試料中の特定物質を、試料からの二次電子放出量の量的な測定に基づ
いて同定することができる。例えば、Ａｌ、Ｓｉ、Ｔｉ、Ｆｅ、Ｎｉ、Ｐｔ、Ａｕ等の物
質は、制御条件下でＨｅイオンを照射する際に既知の二次電子を有する。各種物質につい
ての既知の二次電子放出量に基づき、イオン顕微鏡（例えば、気体電界イオン顕微鏡）を
較正し、研究中の試料における多種多様の物質の存在や相対存在量を同定することができ
る。例えば、各種物質についての二次電子放出量を表１に示す。その放出量は、Ｈｅイオ
ンビームの法線入射で、21keVの平均イオンエネルギーにて測定された。例えば、垂直で
ない入射角では、表１に示す放出量を、一般にイオンビームの試料表面上での入射角の割
線に対応する倍数因子によって拡大縮小する。以下に記載の対応する例において、他の実
験条件を説明する。
【０３２３】
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【表１】

【０３２４】
　特定の実施態様においては、二次電子の全存在量を検出することで、電圧コントラスト
情報を得ることができ、順に、試料表面の導電特性及び／又は元素の電位及び／又は物質
の電位に関する情報を提供することができる。試料表面上の所定の位置での二次電子の全
存在量は、通常、試料表面に存在する物質の電気特性によって決まる。一般に、導電性の
低い物質は、イオンビームを照射する際に時間と共に正に帯電する傾向があり、一方、導
電性の高い物質は、イオンビームを照射する際に時間と共に正に帯電する傾向が低い。従
って、例えば、試料表面の所定の位置での二次電子の全存在量は、導電性が低い物質につ
いては（試料から抜け出す電子がほとんどないという結果となる大きい表面帯電によって
）時間と共に減少する傾向があるが、導電性が高い試料表面の所定の位置での二次電子の
全存在量は、（小さい表面帯電によって）時間がたっても二次電子の全存在量の低下をほ
とんど受けない傾向がある。結果として、試料表面でのイオンビーム位置に応じた二次電
子の全存在量の変化をその位置での物質の導電率と関連付けることができ、試料表面につ
いての電圧コントラスト情報を提供する。
【０３２５】
　試料の内層面領域内に埋め込まれるＨｅイオンによって、内層面の電圧コントラスト効
果を提供することができる。図２７Ａ及び２７Ｂに関連して説明したように、内層面のＨ
ｅイオンは、試料から発生する二次電子が試料表面から抜け出すことを防ぐことができる
。従って、試料の二次電子画像のコントラストは、入射Ｈｅイオンでの試料内層面の帯電
によるものとすることができる。
【０３２６】
　これらの技術により与えられる情報を半導体製品のイオンビーム試験に用いることがで
きる。例えば、電圧コントラスト測定を用いて、電気装置及び／又は電気回路の部分が、
その部分間での電気的接続の存在又は不在によってイオンビームを照射した場合に異なる
電位となるか否か、そして、そのために該装置及び／又は回路が正確に作動しているか否
かを決定することができる。
【０３２７】
　一部の実施態様においては、二次電子の全存在量を検出することで、試料についての結
晶情報を提供することができる。二次電子の全存在量は、イオンビームを試料の結晶構造
と軸合わせするか否か（例えば、結晶格子を表す単位ベクトルの一つに沿って軸合わせす
るか否か）によって変えることができる。イオンビームを試料の結晶構造と軸合わせする
場合においては、一般にイオンビーム中のイオンが試料原子との衝突（通常チャンネリン
グと称される）を受けずに試料中の与えられた距離に入り込む可能性が比較的高く、二次
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電子の全存在量が低い。一方、イオンビームを結晶構造と軸合わせしない場合においては
、そのときのイオンビーム中のイオンが試料原子との衝突を受けずに与えられた距離に入
り込む可能性が低くなり、二次電子の存在量が高い。従って、試料表面でのイオンビーム
位置に応じた二次電子の全存在量の変化をその位置での物質の結晶情報と関連付けること
ができる。例えば、二次電子の全存在量が実質的に同一である試料表面の領域が存在し得
る。例えば、かかる領域は、同一の結晶配向を有することができ、該領域の大きさは、（
例えば、複数の配向した結晶ドメインを含む多結晶試料における）粒子の大きさ及び／又
は結晶の大きさの情報を提供することができ、及び／又は与えられた化学組成（例えば、
元素組成、物質組成）の物質についての二次電子の全存在量の大きさを物質の歪みによっ
て決めることができるので、試料の歪んだ領域に関する情報（非晶質か結晶質かどうか）
を提供することができる。
【０３２８】
　特定の実施態様においては、二次電子の全存在量を検出することで、試料についての磁
気情報を提供することができる。二次電子の全存在量を、試料表面に近傍の磁場の大きさ
によって決めることができる。一部の実施態様においては、例えば、試料表面に近傍の磁
場が、試料表面での局所磁場を作り出す試料内の磁気ドメインによって変わることができ
る。特定の実施態様においては、静磁場が外部磁界源によって印加され、試料内の磁気ド
メインは、印加した外部磁場の変化を導入する試料表面での局所磁場を作り出す。いずれ
にしても、試料表面での局所磁場の変化は、例えば、試料から放出される二次電子の軌道
を変えることができる。二次電子の軌道の変化は、より多くの二次電子を一つ又は複数の
検出器に向けるように二次電子の軌道を変えるときの二次電子の全存在量の増加に相当す
ることができ、又は二次電子の軌道の変化は、より多くの二次電子を一つ又は複数の検出
器から離れるように二次電子の軌道を変えるときの二次電子の全存在量の減少に相当する
ことができる。
【０３２９】
　一部の試料については、試料の二次電子の画像に現れるコントラストが、上記した機構
の二つ以上によるものである場合がある。言い換えれば、特定の試料の二次電子の画像は
、一部において試料表面のトポグラフィーの変化、試料表面の物質構成の変化、試料表面
の結晶変化、及び／又は試料表面の磁気変化によるコントラストを含むことができる。従
って、二次電子の全存在量の測定から得られる情報を、他の種類の粒子の測定から得られ
る情報と組み合わせて、それら機構の一つ以上からの貢献を質的に及び／又は量的に分離
することが有利な場合がある。以下、この可能性について詳細に説明する。
【０３３０】
　多種多様な種類の試料に、二次電子画像化技術を適用することができる。かかる種類の
物質の一例は、例えば、マトリクス状の絶縁体によって囲まれた複数の導電体を含むこと
ができるパターン形成ウェーハ等の半導体製品である。二次電子画像化技術を用いて、導
体間での不完全な電気的接続及び／又は回路素子間での電気的短絡等の装置の欠陥を特定
することができる。一般に、半導体製品についての広範囲なイオンビーム試験の用途に、
二次電子画像化技術を用いることができる。任意には、このアプローチを同様にマスク修
理の目的に使用することができる。
【０３３１】
　二次電子画像化技術を使用できる試料の種類の他の例は、金属や合金である。例えば、
合金等の混合物質を含有する試料の画像を用いて、試料中の各物質の表面分布を決定する
ことができる。二次電子画像化技術を使用できる試料の種類の更なる例は、データ保存用
の読み込み／書き込み構造体である。二次電子画像化技術を使用できる物質の種類の追加
的な例は、生物物質や製薬物質である。
【０３３２】
　Ｈｅイオンビームの照射により発生する二次電子を用いた試料の画像化は、ＳＥＭ等の
他の技術を通じて二次電子の画像化に対し多くの利点を提供することができる。例えば、
試料上でのＨｅイオンビームのスポットサイズは、ＳＥＭからの電子ビームのスポットサ
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イズより小さくすることができる。その小さいスポットサイズの結果として、Ｈｅイオン
ビームを照射する試料の領域は、ＳＥＭでの照射領域に比べて慎重に制御される。
【０３３３】
　更に、一般にＨｅイオンが電子に比べて重いので、散乱現象は、試料内で電子を散乱に
より分散させるのと同じくらい容易にＨｅイオンを分散させることはない。結果として、
試料表面に入射するＨｅイオンは、ＳＥＭ中の電子より小さい相互作用の量で試料と相互
作用することができる。結果として、気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡
）で検出される二次電子は、同様のスポットサイズを有するＳＥＭで二次電子を生じさせ
る領域より小さい領域から生じることができる。このため、Ｈｅイオンビームにより発生
する二次電子は、ＳＥＭで発生する二次電子に比べて、試料表面のより局所的な問い合わ
せ（例えば、物質特性の横方向平均化がない場合）に対応することができる。
【０３３４】
　加えて、Ｈｅイオン源はまた、電子源に比べて大きな焦点深度を提供することができる
。結果として、イオン顕微鏡（例えば、気体電界イオン顕微鏡）を用いて得られる試料の
画像は、試料表面と垂直な方向に沿って測定すると、ＳＥＭでの二次電子から得られる比
較画像と比べて試料の大部分を鮮明に示すことができる。
【０３３５】
　また、電子ビームの試料との相互作用によって二次電子を表面から出すときと比較して
、イオンビームの試料との相互作用によって二次電子を試料から出すときに利用できる異
なる物質のより広範な二次電子放出量のために、Ｈｅイオンビームは、試料の二次電子画
像について感度の高いコントラスト機構を提供することができる。一般に、例えば、半導
体や金属等の通常の物質についての二次電子放出量は、入射電子ビームで0.5から2.5まで
変化する。しかしながら、Ｈｅイオンビームを照射した同一の物質についての二次電子放
出量は、0.5から8まで変化することができる。従って、気体電界イオン顕微鏡（例えば、
Ｈｅイオン顕微鏡）を用いて、二次電子画像からの異なる物質の同定を、比較できるＳＥ
Ｍシステムより正確に行うことができる。
【０３３６】
Ｂ．オージェ電子
　本願に参照されるように、オージェ電子は、以下に示すように発生する電子である。内
殻原子内電子を取り除いて空孔を形成し、次いで外殻からの二次原子内電子によって該空
孔を満たし、エネルギーが放出される。このエネルギーは、オージェ電子と呼ばれる他の
電子によって放出される。一般に、オージェ電子は、ある角度及びエネルギーの範囲内で
、試料表面から放出される。しかしながら、最も興味のある情報は、以下に説明するよう
にオージェ電子のエネルギーが試料表面に関する情報を提供できるものであるから、（角
度分解されたオージェ電子の情報とは対照的に）通常、オージェ電子のエネルギーである
。エネルギー分解で電子を検出することが可能な適した検出器を一つ以上用いて、オージ
ェ電子を検出することができる（検出器の種類に関し、上記記載を参照）。複数の検出器
を用いる場合、検出器の全てが同じ種類の検出器でもよいし、異なる種類の検出器を用い
てもよく、通常、所望の通りに構成できる。試料１８０の表面１８１（イオンビームが衝
突する表面）、試料１８０の表面１８３（イオンビームが衝突するところと反対側の表面
）又はそれら両方の面から出るオージェ電子を検出するように、検出器を構成することが
できる（検出器の構成に関し、上記記載を参照）。検出されるオージェ電子の信号対雑音
を高めるため、比較的大きい立体角のオージェ電子を集めることができる検出器を用いる
ことが好ましい場合がある。加えて又は代わりに、試料の表面に隣接し、電子を検出器に
向けることができる電子収集光学機器（例えば、静電レンズシステム）を用いることがで
きる（例えば、オージェ電子用の検出器の有効立体角を増大させる）。
【０３３７】
　一般に、オージェ電子のエネルギーを検出することで、試料についての物質構成情報（
例えば、元素情報、化学環境情報）を得ることができる。かかる実施態様においては、そ
の情報が、主として試料の表面に関連付けられる。一般に、与えられた化学環境における
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元素又は物質のそれぞれについて、該元素又は物質により放出されるオージェ電子は、特
定のエネルギー又はエネルギーバンドを有することになる。結果として、表面上の所定の
位置でのオージェ電子のエネルギーは、通常、その位置に存在する物質によって決まる。
従って、試料の表面上でのイオンビームの位置に応じたオージェ電子のエネルギーの変化
を、試料表面に存在する一つ若しくは複数の元素及び／又は一つ若しくは複数の物質の変
化と関連付けることができ、試料表面についての物質構成情報を提供する。
【０３３８】
　オージェ電子画像化技術を多種多様な種類の試料に適用することができる。かかる種類
の材料の一例は、例えば、マトリクス状の絶縁体によって囲まれた複数の導電体を含むこ
とができるパターン形成ウェーハ等の半導体製品である。任意には、このアプローチを同
様にマスク修理の目的に使用することができる。オージェ電子画像化技術を使用できる試
料の種類の他の例は、金属や合金である。例えば、合金等の混合物質を含有する試料の画
像を用いて、試料中の各物質の表面分布を決定することができる。オージェ電子画像化技
術を使用できる試料の種類の更なる例は、データ保存用の読み込み／書き込み構造体であ
る。オージェ電子画像化技術を使用できる物質の種類の追加的な例は、生物物質や製薬物
質である。
【０３３９】
　試料とＨｅイオンビームとの相互作用によって表面から出るオージェ電子を用いた試料
の画像化は、ＳＥＭ等の他の技術を通じてオージェ電子の画像化に対し多くの利点を提供
することができる。例えば、試料上でのＨｅイオンビームのスポットサイズは、ＳＥＭか
らの電子ビームのスポットサイズより小さくすることができる。その小さいスポットサイ
ズの結果として、Ｈｅイオンビームを照射する試料の領域は、ＳＥＭでの照射領域に比べ
て慎重に制御される。
【０３４０】
　更に、一般にＨｅイオンが電子に比べて重いので、散乱現象は、試料内で電子を散乱に
より分散させるのと同じくらい容易にＨｅイオンを分散させることはない。結果として、
試料表面に入射するＨｅイオンは、ＳＥＭ中の電子より小さい相互作用の量で試料と相互
作用することができる。結果として、気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡
）で検出されるオージェ電子は、同様のスポットサイズを有するＳＥＭでオージェ電子を
生じさせる領域より小さい領域から生じることができる。このため、試料とＨｅイオンビ
ームとの相互作用により表面から出るオージェ電子は、ＳＥＭで発生するオージェ電子に
比べて、試料表面のより局所的な問い合わせ（例えば、物質特性の横方向平均化がない場
合）に対応することができる。
【０３４１】
　加えて、Ｈｅイオン源はまた、電子源に比べて大きな焦点深度を提供することができる
。結果として、イオン顕微鏡（例えば、気体電界イオン顕微鏡）を用いて得られる試料の
画像は、試料表面と垂直な方向に沿って測定すると、ＳＥＭでのオージェ電子から得られ
る比較画像と比べて試料の大部分を鮮明に示すことができる。
【０３４２】
　電子ビームと対照的に、オージェ電子の検出についてイオンビームを使用することの他
の利点は、電子ビームを用いた場合、オージェ電子が後方散乱電子のベースライン上で検
出されるが、イオンビームを用いると、後方散乱電子が存在しないことである。結果とし
て、比較的少ない数のオージェ電子を集めながら検出されるオージェ電子について比較的
高い信号対雑音の比を得ることが可能な場合があり、イオンビームを用いる際に試料から
比較的良質なオージェ電子スペクトルを得るのにかかる時間を短縮することができる。
【０３４３】
Ｃ．散乱イオン
　本願を参照するように、散乱イオンは、イオンビームからのイオン（例えば、Ｈｅイオ
ン）が試料と相互作用するときに発生し、イオン（Ｈｅイオン）のままで試料から散乱さ
れる。散乱イオンが試料の内層面領域から試料の表面に移動し、その後、試料から放出で
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きる可能性が非常に低いので、散乱イオンは、通常、試料表面についての情報を提供する
。以下、詳細に説明するように、散乱イオンを検出する場合、一つ又は複数の検出器の特
定配置は、一般に、得られることが望まれる情報の種類によって決まる。
【０３４４】
　一部の実施態様においては、検出される散乱イオンによって、試料表面についてのトポ
グラフィー情報を得ることができる。図３４Ａは、一般に、表面の異なる領域からの散乱
イオンを検出し、試料表面についてのトポグラフィー情報を決定するアプローチの実施態
様を表す。特に、図３４Ａは、それぞれが表面７０１３、７０１５及び７０１７を具える
領域７０１２、７０１４及び７０１６を有する試料７０１０を示す。散乱パターン７０２
０、７０３０及び７０４０は、イオンビームが垂直に入射する場合におけるそれぞれの表
面７０１３、７０１５及び７０１７から散乱したイオンの角度分布を示す。図３４Ａに示
すように、各散乱パターン７０２０、７０３０及び７０４０は、コサイン型の分布である
。図３４Ｂは、トポグラフィー効果から生じる検出器７０４１及び７０５２によって検出
された散乱イオンの相対強度７０４２及び７０５２（それぞれ破線及び点線）への貢献を
表す。従って、例えば、試料７０１０がその全表面に亘って同一の物質から形成されてい
ると仮定すれば、検出器７０４１及び７０５０からの相対全存在量の分析結果を用いて、
試料７０１０のトポグラフィーを決定することができる。或いは、試料７０１０のトポグ
ラフィーが既知であると仮定すれば、そのときのトポグラフィーだけ（相対強度７０４２
及び７０５２）による検出散乱イオンの全存在量への寄与を、検出される散乱イオンの全
存在量から取り除き、他の効果（例えば、試料７０１０の表面に亘る物質の変化）による
検出散乱イオン全体への寄与を決定することができる。表面に対して所望の通りに検出器
を配置することができるが、特定の実施態様においては、図３４Ａに示される種類の検出
器システムについて、トポグラフィー情報が大きな散乱角で散乱したＨｅイオンから得ら
れる。一例として、一部の実施態様においては、散乱イオンからのトポグラフィー情報が
、イオンビームの方向に対して60°以上（例えば、65°以上、70°以上、75°以上）の角
度で散乱イオンを検出することで決定される。図３４Ａは二つの検出器の使用を示すが、
一部の実施態様においては、単一の検出器（例えば、検出器７０４１又は検出器７０５０
）を用いる。或いは、特定の実施態様においては、二つを超える（例えば、3、4、5、6、
7、8の）検出器を用いることができる。一般に、複数の検出器を用いて散乱イオンを検出
する場合、検出器は、試料表面に対するそれらの立体角に関して互いに等間隔にあけられ
ている。試料表面に関し対称的に配置された二つを超える検出器（例えば、四つの検出器
）の使用によって、試料表面の公称平面に関して直交方向の双方で表面の特徴部を検出す
ることを可能にすることができる。
【０３４５】
　図３５Ａ～３５Ｉは、一般に、表面の異なる領域からの散乱イオンを検出し、試料表面
についてのトポグラフィー情報を決定するアプローチの様々な実施態様を表す。特に、図
３５Ａ、３５Ｄ及び３５Ｇは、それぞれ表面８０５３、８０５５、８０５７、８０５９及
び８０６１を具える領域８０５２、８０５４、８０５６及び８０５８を有する試料８０５
０を示す。図３５Ａ、３５Ｄ及び３５Ｇに示すように、表面８０５５及び８０５９は、表
面８０５３、８０５７及び８０６１に対して傾いている。散乱パターン８０７０、８０９
０及び８０１１０は、そこにイオンビームが垂直に入射する場合におけるそれぞれの表面
８０５３、８０５７及び８０６１から散乱したイオンの角度分布を示す。図３５Ａ、３５
Ｄ及び３５Ｇに示すように、各散乱パターン８０７０、８０９０及び８０１１０は、コサ
イン型の分布である。散乱パターン８０８０及び８０１００は、イオンビームが領域８０
５４及び８０５８に関して垂直であるときに表面８０５５及び８０５９から散乱したイオ
ンの角度分布を示す。図３５Ａ、３５Ｄ及び３５Ｄに示すように、イオンビームが表面８
０５５及び８０５９に垂直に入射しないので、散乱パターン８０８０及び８０１００の角
度分布はコサイン型の分布ではない。
【０３４６】
　図３５Ｂ及び３５Ｃは、散乱イオンの合計放出量と、半球形状の検出器（散乱イオンを
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角度分解し、散乱イオンをスペクトル分解し、又はそれらの両方を行うことが可能な場合
がある）８０１２０を用いて散乱イオンを検出する場合における検出した散乱イオンの相
対存在量とを表す。図３５Ｃに示すように、検出器８０１２０を用いる場合には、検出イ
オンの相対存在量の影効果が存在する。従って、例えば、試料８０５０がその全表面に亘
って同一の物質で形成されていると仮定すれば、検出器８０１２０からの相対存在量の分
析結果を用いて、試料８０５０のトポグラフィーを決定することができる。或いは、試料
８０５０のトポグラフィーが既知であると仮定すれば、そのときのトポグラフィーだけ（
図３５Ｄの相対存在量）による検出散乱イオンの全存在量への寄与を、検出散乱イオンの
全存在量から取り除き、他の効果（例えば、試料８０５０の表面全体に亘る物質の変化）
による検出散乱イオン全体への寄与を決定することができる。
【０３４７】
　図３５Ｅ及び３５Ｆは、散乱イオンについての比較的小さい受け入れ角度を有する上部
検出器８０１３０を用いて散乱イオンを検出する場合における散乱イオンの合計放出量と
、検出散乱イオンの相対存在量とを表す。図３５Ｆに示すように、検出器８０１３０の受
け入れ角度内の散乱放出量が領域８０５４及び８０５６（図３５Ｅに示すように、散乱イ
オンの合計放出量がそれらの領域で高いにもかかわらず）で実質的に小さいので、散乱イ
オンの相対存在量は、領域８０５４及び８０５６で減少する。従って、例えば、試料８０
５０がその表面全体に亘って同一の物質で形成されていると仮定すれば、検出器８０１３
０からの相対存在量の分析結果を用いて、試料８０５０のトポグラフィーを決定すること
ができる。或いは、試料８０５０のトポグラフィーが既知であると仮定すれば、そのとき
のトポグラフィーだけ（図３５Ｄの相対存在量）による検出散乱イオンの全存在量への寄
与を、検出散乱イオンの全存在量から取り除き、他の効果（例えば、試料８０５０の表面
全体に亘る材料の変化）による検出散乱イオン全体への寄与を決定することができる。
【０３４８】
　図３５Ｈ及び３５Ｉは、散乱イオンについての比較的大きな受け入れ角度を有する上部
検出器８０１４０を用いて散乱イオンを検出する場合における散乱イオンの合計放出量と
、検出散乱イオンの相対存在量とを表す。図３５Ｉに示すように、検出器８０１４０の適
した受け入れ角度を選択することで、検出散乱イオンの相対存在量が、試料全体に亘って
実質的に同一である。検出散乱イオンの全存在量の変化は、表面トポグラフィーの変化以
外の効果（例えば、試料８０５０の表面全体に亘る材料の変化）によるものであろう。
【０３４９】
　特定の実施態様においては、散乱イオンの検出を用いて、試料表面についての物質構成
情報を決定することができる。かかるアプローチの一つは、散乱イオンの全存在量を測定
することを含む。試料１８０の表面１８１（イオンビームが衝突する表面）から出る散乱
イオンを検出するように構成される単一の検出器（例えば、半球形状の検出器）又は試料
１８０の表面１８１（イオンビームがある範囲の角度及びエネルギーで試料表面と衝突す
る表面）から出る散乱イオンを検出するように構成される（例えば、試料表面に関して異
なる立体角で配置される）複数の検出器を用いて、散乱イオンの全存在量を検出すること
ができる。一般に、Ｈｅイオンの散乱の可能性（そのため、表面試料のトポグラフィー変
化等の他の要因から影響がないと仮定すれば、散乱Ｈｅイオンの全存在量）は、おおよそ
Ｈｅイオンが散乱する表面原子の原子番号（Ｚ値）の平方に比例する。従って、一例とし
て、半導体製品における銅（原子番号29）線をケイ素（原子番号14）と区別しようと試み
る場合、半導体製品の表面での銅原子からの散乱Ｈｅイオンの全存在量は、半導体製品の
表面でのケイ素原子からの散乱イオンの全存在量の約4倍となる。他の例としては、半導
体製品におけるタングステン（原子番号74）プラグをケイ素（原子番号14）と区別しよう
と試みる場合、半導体製品の表面でのタングステン原子からの散乱Ｈｅイオンの全存在量
は、半導体製品の表面でのケイ素原子からの散乱イオンの全存在量の約25倍となる。更な
る例として、半導体製品における金（原子番号79）領域をケイ素（原子番号14）と区別し
ようと試みる場合、半導体製品の表面での金原子からの散乱Ｈｅイオンの全存在量は、半
導体製品の表面でのケイ素原子からの散乱イオンの全存在量の約25倍となる。追加的な例
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として、半導体製品におけるインジウム（原子番号49）をケイ素（原子番号14）と区別し
ようと試みる場合、半導体製品の表面でのインジウム原子からの散乱Ｈｅイオンの全存在
量は、半導体製品の表面でのケイ素原子からの散乱イオンの全存在量の約10倍となる。
【０３５０】
　散乱Ｈｅイオンを検出することで試料表面についての物質構成情報を決定する他のアプ
ローチ（全存在量の検出と組み合わせて又はその代わりに用いることができる）は、エネ
ルギー分解と角度分解により散乱Ｈｅイオンを測定することを含む。例えば、図３６に示
すように、第二レンズ２２６は、Ｈｅイオンビーム１９２を試料１８０の表面１８１に集
束する。Ｈｅイオン１１０２は表面１８１から散乱し、検出器１１００によって検出され
る。検出器１１００は、検出される各散乱Ｈｅイオンの角度及びエネルギーが検出器１１
００の受け入れ角度内での各角度εとして知られるように設計されている。散乱Ｈｅイオ
ンのエネルギーと散乱角を測定することによって、下記に示す関係に基づき、散乱Ｈｅイ
オンを散乱する表面での原子の質量を算出することができる。
【数３】

　式中、Ｅsは散乱Ｈｅイオンのエネルギーであり、ＥiはＨｅイオンの入射エネルギーで
あり、ＭHeはＨｅイオンの質量であり、θsは散乱角であり、ＭaはＨｅイオンを散乱する
原子の質量である。
【０３５１】
　検出器１１００は、例えば、エネルギー分解蛍光体系検出器、エネルギー分解シンチレ
ータ系検出器、固体検出器、エネルギー分解静電プリズム系検出器、静電プリズム、エネ
ルギー分解ＥＴ検出器、又はエネルギー分解マイクロチャンネルとすることができる。一
般に、検出器１１００が実質的な受け入れ角度を有することが好ましい。一部の実施態様
においては、検出器１１００が固定されている（例えば、環状検出器）。特定の実施態様
においては、検出器１１００が、ある範囲の立体角を通して掃引することができる。エネ
ルギー分解及び角度分解した散乱Ｈｅイオンを検出するための単一の検出器を含むシステ
ムについて説明してきたが、かかるシステムは、複数（例えば、2、3、4、5、6、7、8）
の検出器を含有することができる。多くの場合、複数の検出器の使用は、検出散乱イオン
の大きな受け入れ角度を可能にすることができるので好ましい。
【０３５２】
　一部の実施態様においては、散乱Ｈｅイオンの全存在量を検出することで、試料につい
ての結晶構造を提供することができる。散乱Ｈｅイオンの全存在量は、イオンビームを試
料の結晶構造と軸合わせするか否かによって変化することができる。イオンビームを試料
の結晶構造と軸合わせする場合においては、一般にイオンビーム中のイオンが試料原子と
の衝突（通常チャンネリングと称される）を受けずに試料中の与えられた距離に入り込む
ことができる可能性が比較的高く、散乱Ｈｅイオンの全存在量が低い。一方、イオンビー
ムを結晶構造と軸合わせしない場合においては、そのときのイオンビーム中のイオンが試
料原子との衝突を受けずに試料の与えられた距離に入り込む可能性が低くなり、散乱Ｈｅ
イオンの全存在量が高い。従って、試料表面でのイオンビーム位置に応じた散乱Ｈｅイオ
ンの全存在量の変化をその位置での物質の結晶情報と関連付けることができる。例えば、
散乱Ｈｅイオンの全存在量が実質的に同一である試料表面の領域が存在し得る。例えば、
かかる領域は、同一の結晶配向を有することができ、該領域の大きさは、（例えば、複数
の配向した結晶ドメインを含む多結晶試料における）粒子の大きさ及び／又は結晶の大き
さの情報を提供することができ、及び／又は与えられた化学組成（例えば、元素組成、物
質組成）の物質についての散乱Ｈｅイオンの全存在量の大きさを物質の歪みによって決め
ることができるので、試料の歪んだ領域に関する情報（非晶質か結晶質かどうか）を提供
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することができる。
【０３５３】
　代わりに又は追加的に、（イオンビームをラスタ化せずに）表面領域にイオンビームを
照射し、次に（例えば、電子ビームを照射する試料表面からの後方散乱電子によって得ら
れる菊池パターンと同様な）散乱Ｈｅイオンのパターンを測定することで、試料表面につ
いての結晶情報を得ることができる。散乱Ｈｅイオンのパターンを分析し、例えば、イオ
ンビームを照射する試料表面の位置での物質の配向、格子面間隔、及び／又は結晶の種類
（例えば、体心立方、面心立方）を決定することができる。
【０３５４】
　散乱イオン画像化技術は、多種多様な種類の試料に適用できる。かかる種類の物質の一
例は、例えば、マトリクス状の絶縁体によって囲まれた複数の導電体を含むことができる
パターン形成ウェーハ等の半導体製品である。散乱イオン画像化技術を用いて、導体間で
の不完全な電気的接続及び／又は回路素子間での電気的短絡等の装置の欠陥を特定するこ
とができる。任意には、このアプローチを同様にマスク修理の目的に使用することができ
る。散乱イオン画像化技術を使用できる試料の種類の他の例は、金属や合金である。例え
ば、合金等の混合物質を含有する試料の画像を用いて、試料中の各物質の表面分布を決定
することができる。散乱イオン画像化技術を使用できる試料の種類の更なる例は、データ
保存用の読み込み／書き込み構造体である。散乱イオン画像化技術を使用できる物質の種
類の追加的な例は、生物物質や製薬物質である。
【０３５５】
　一般に、通常のＳＥＭで使用される種類の電子ビームを試料表面に照射する場合、散乱
イオンが形成されず、従って、検出散乱Ｈｅイオンによって得られる結晶情報又は物質構
成情報はいずれも、かかるＳＥＭで利用できない。これは、通常のＳＥＭに対して本願に
記載される気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）の有意な利点である。
【０３５６】
　本願で記載されるように気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）を用いた
散乱Ｈｅイオンの測定は、通常のラザフォード後方散乱測定装置に対して多数の利点を提
供することができる。入射Ｈｅイオンを試料表面に集束できるスポットサイズは、通常の
ラザフォード後方散乱測定装置のスポットサイズ（一般には100μmから1mm以上のスポッ
トサイズ）に比べて非常に小さくすることができ、通常のラザフォード後方散乱測定装置
で達成されるものより正確に局在される試料表面についての物質構成情報を可能にする。
更に、本願に記載される気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）は、試料表
面の全体に亘って画素毎でのラスタ化を可能にする一方で、ラザフォード後方散乱測定装
置は、この能力を有していない。このことは、試料の種々の位置における試料表面につい
ての物質構成情報に関連する費用及び／又は複雑性を低減することができる。
【０３５７】
Ｄ．一次中性粒子
　本願に参照されるように、一次中性粒子は、イオンビームが試料と相互作用し、イオン
ビームからのイオン（例えば、Ｈｅイオン）が非荷電中性電子（非荷電Ｈｅ原子）として
試料から出る場合に発生する中性電子である。散乱Ｈｅイオンと対照的に、一次Ｈｅ電子
は、試料の内層面領域の比較的高感度なプローブである。本願で使用されるように、内層
面領域は、試料表面の真下に5nmを超えて（例えば、試料表面の真下に10nm以上、試料表
面の真下に25nm以上、試料表面の真下に50nm以上）且つ試料の真下に1000nm以下（例えば
、試料の真下に500nm以下、試料の真下に250nm以下、試料の真下に100nm以下）の試料の
領域である。一般に、イオンエネルギーが増大するにつれて、イオンビームのプローブ深
度が増大する。従って、試料についてのより深い内層面情報を決定するため、高エネルギ
ーのイオンビームを用いることができる。イオンビームエネルギー（プローブ深度）を変
えて試料における複数のＨｅ原子の画像を撮影することで、物質構成情報の深度の分析結
果を得ることができる。一部の実施態様においては、トモグラフィー再構成アルゴリズム
及び／又は断層撮影法を深度依存性の情報に適用して、試料の構造のトモグラフィー再構
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成を行うことができる。
【０３５８】
　一般に、全存在量の検出、エネルギー分解／角度分解検出又はそれらの両方を用いて、
散乱Ｈｅイオンについての対応する技術に関して上記した検出器の配置を用いて、また散
乱Ｈｅイオンについて上記したものと同一の数学的関係を用いて、一次Ｈｅ原子の検出に
基づいた物質構成情報を決定することができる。しかしながら、一般に、一次Ｈｅ原子に
用いる一つ又は複数の検出器は、中性種を検出することができる。かかる検出器の例とし
ては、マイクロチャンネルプレート検出器、チャンネルトロン検出器、シンチレータ／Ｐ
ＭＴ検出器が挙げられる。
【０３５９】
　一次中性粒子（例えば、Ｈｅ原子）技術を多種多様な種類の試料に適用することができ
る。かかる種類の物質の一例としては、例えば、マトリクス状の絶縁体によって囲まれた
複数の導電体を含むことができるパターン形成ウェーハ等の半導体製品である。一次中性
粒子技術を用いて、導体間での不完全な電気的接続及び／又は回路素子間での電気的短絡
等の装置の欠陥を特定することができる。任意には、このアプローチを同様にマスク修理
の目的に使用することができる。一次中性粒子画像化技術を使用できる試料の種類の他の
例は、金属や合金である。例えば、合金等の混合物質を含有する試料の画像を用いて、試
料中の各物質の表面分布を決定することができる。一次中性粒子画像化技術を使用できる
試料の種類の更なる例は、データ保存用の読み込み／書き込み構造体である。一次中性粒
子画像化技術を使用できる物質の種類の追加的な例は、生物物質や製薬物質である。
【０３６０】
　一般に、通常のＳＥＭで使用される種類の電子ビームを試料表面に照射する場合、一次
中性粒子が形成されず、従って、検出散乱Ｈｅイオンによって得られる結晶情報又は物質
構成情報はいずれも、かかるＳＥＭで利用できない。これは、通常のＳＥＭに対して本願
に記載される気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）の有意な利点である。
【０３６１】
Ｅ．光子
　興味のある典型的な光子としては、Ｘ線光子、ＵＶ光子、可視光子及びＩＲ光子が挙げ
られる。本願を参照するように、ＩＲ光子は700nmを超えて且つ100,000nmまでの波長を有
する光子（例えば、1.2×10-5keV～1.7×10-3keV）であり、可視光子は400nmを超えて且
つ700nmまでの波長を有する光子（例えば、1.8×10-3keV～3×10-3keV）であり、ＵＶ光
子は10nmを超えて且つ400nmまでの波長を有する光子（例えば、3.1×10-3keV～125eV）で
あり、Ｘ線光子は0.01nm～10nmの波長を有する光子（例えば、125eV～125keV）である。
一般に、かかる光子は、ある範囲の角度及びエネルギー／波長で試料表面から放出される
。しかしながら、以下に説明するように、光子の波長及び／又はエネルギーが試料表面に
関する情報を提供できるものであるから、最も興味ある情報は、通常、（角度分解光子情
報とは対照的に）光子の波長及び／又はエネルギーである。波長分解又はエネルギー分解
の形式で光子を検出することが可能な一つ又は複数の適切な検出器を用いて、光子を検出
することができる（検出器の種類に関して上記記載を参照）。複数の検出器を用いた場合
においては、検出器の全てが同一の種類の検出器であってもよいし、異なる検出器を用い
てもよく、一般に所望の通りに構成することができる。試料１８０の表面１８１（イオン
ビームが衝突する表面）、試料１８０の表面１８３（イオンビームが衝突するところと反
対側の表面）又はそれらの両方から出る光子を検出するように、検出器を構成することが
できる（検出器の構成に関して上記記載を参照）。検出光子の信号対雑音を高めるため、
比較的大きな立体角の光子を集めることができる検出器を用いることが好ましい。追加的
に又は代わりに、上記システムは、試料の表面に近接し、（例えば、検出される光子の検
出の有効な立体角を増大するため）使用できる検出器に光子を向けることができる一つ以
上の光学素子（例えば、一つ以上のレンズ、一つ以上の鏡）を含むことができる。
【０３６２】
　一般に、光子のエネルギー及び／又は波長を検出することで、試料についての物質構成
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情報（例えば、元素情報、化学環境情報）を得ることができる。かかる実施態様において
、該情報は、主に試料の表面に関係している。一般に、与えられた化学環境における各元
素又は物質について、該元素又は物質で放出される光子は、特定のエネルギー／エネルギ
ーバンド及び特定の波長／波長バンドを有することになる。結果として、表面上の所定の
位置から放出される光子のエネルギー及び波長は、通常、その位置に存在する物質によっ
て決まる。従って、試料表面上でのイオンビームの位置に応じた光子のエネルギー又は波
長の変化を試料表面に存在する一種若しくは複数種の元素及び／又は一種若しくは複数種
の物質の変化と関連付けることができ、試料表面についての物質構成情報を提供する。
【０３６３】
　代わりに又は追加的に、試料物質の脱励起を決定することによって光子を検出すること
で、試料についての物質構成情報を得ることができる。このことは、例えば、イオンビー
ムをパルス化して試料にイオンビームを短時間照射し、次いで光子を検出するのにかかる
時間を測定することで達成することができ、ここで、該時間は、光子を放出する試料物質
の脱励起時間に関係している。一般に、与えられた化学環境での各元素又は物質は、特定
の脱励起時間を有することになる。
【０３６４】
　光子の偏光が試料における物質の結晶配向によって決まることがあるので、偏光子と組
み合わせた光子の検出によって、試料についての結晶情報を得ることができる。従って、
偏光子の使用によって、試料で放出される光子の偏光を決定することができ、試料の結晶
配向に関する情報を提供する。
【０３６５】
　一般に、検出光子に含まれる情報は、主に試料表面についての情報となる。しかしなが
ら、光子が試料の内層面領域から抜け出すことができるので、検出光子は、試料の内層面
領域に関する情報を含むことがある。従って、検出光子を用いて、試料の光学特性を決定
することができる。例えば、イオンビーム中のイオンエネルギーを操作し、そのためにプ
ローブ深度を操作して、検出光子の強度に関して対応する影響を決定することによって、
試料の光子に対する透明性を調べることができる。イオンエネルギー（プローブ深度）に
応じた検出光子の強度は、試料の光子に対する透明性に関する情報をもたらすことができ
る。
【０３６６】
　多種多様な種類の試料に、光子画像化技術を適用することができる。かかる種類の物質
の一例は、例えば、マトリクス状の絶縁体によって囲まれた複数の導電体を含むことがで
きるパターン形成ウェーハ等の半導体製品である。光子画像化技術を用いて、導体間での
不完全な電気的接続及び／又は回路素子間での電気的短絡等の装置の欠陥を特定すること
ができる。任意には、このアプローチを同様にマスク修理の目的に使用することができる
。光子画像化技術を使用できる試料の種類の他の例は、金属や合金である。例えば、合金
等の混合物質を含有する試料の画像を用いて、試料中の各物質の表面分布を決定すること
ができる。光子画像化技術を使用できる試料の種類の更なる例は、データ保存用の読み込
み／書き込み構造体である。光子画像化技術を使用できる物質の種類の追加的な例は、生
物物質や製薬物質である。
【０３６７】
　Ｈｅイオンビームの照射で発生する光子を用いて試料を画像化することは、ＳＥＭ等の
他の技術によって画像化する光子に対して、多くの利点を提供することができる。例えば
、試料上のＨｅイオンビームのスポットサイズは、ＳＥＭからの電子ビームのスポットサ
イズより小さくすることができる。その小さいスポットサイズの結果として、Ｈｅイオン
ビームを照射する試料の領域は、ＳＥＭでの照射領域に比べて慎重に制御される。
【０３６８】
　更に、一般にＨｅイオンが電子に比べて重いので、散乱現象は、試料内で電子を散乱に
より分散させるのと同じくらい容易にＨｅイオンを分散させることはない。結果として、
試料表面に入射するＨｅイオンは、ＳＥＭ中の電子より小さい相互作用の量で試料と相互
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作用することができる。結果として、気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡
）で検出される光子は、同様のスポットサイズを有するＳＥＭで光子を生じさせる領域よ
り小さい領域から生じることができる。このため、試料とＨｅイオンビームとの相互作用
により発生する光子は、ＳＥＭで発生する光子に比べて、試料表面のより局所的な問い合
わせ（例えば、物質特性の横方向平均化がない場合）に対応することができる。
【０３６９】
　加えて、Ｈｅイオン源はまた、電子源に比べて大きな焦点深度を提供することができる
。結果として、イオン顕微鏡（例えば、気体電界イオン顕微鏡）を用いて得られる試料の
画像は、試料表面と垂直な方向に沿って測定すると、ＳＥＭでの光子から得られる比較画
像と比べて試料の大部分を鮮明に示すことができる。
【０３７０】
Ｆ．二次イオン
　本願を参照するように、二次イオンは、イオンビームが試料と相互作用して帯電状態の
試料から単原子種又は多原子種を取り除くときに形成されるイオンである。入射イオンビ
ームと試料との相互作用は、二次イオンを作り出すことができる。一般に、この方法は、
Ｈｅより大きな質量の希ガスイオン（Ａｒイオン、Ｎｅイオン、Ｋｒイオン、Ｘｅイオン
）を用いる場合により効果的である。
【０３７１】
　試料からの二次イオンの検出は、検出される粒子の質量の計算によって試料についての
物質構成情報を提供することができる。一般に、この情報は、試料表面での物質に対応す
ることになる。一部の実施態様においては、二次イオンの一種又は複数種の質量が、飛行
時間と、四重極質量分析計等の質量分解検出器との組み合わせによって決定される。かか
る二次イオンの検出を以下のように行うことができる。イオン光学機器中のイオン光学素
子に印加される電位を変えることで、イオンビームをパルスモードで作動させる。入射イ
オンのパルスは試料の表面に入射する。また、検出器用の参照時間信号として、イオン光
学素子の電位を切り替えてイオンビームをオンにしたりオフにする割合を決定するクロッ
ク信号が使用される（検出器に関して上記記載を参照）。このようにして、試料から検出
器までの二次イオンの飛行時間を正確に決定することができる。
【０３７２】
　検出二次イオンの飛行時間、その伝播距離（例えば、検出器と試料間の距離）、及びそ
のエネルギーに基づいて、粒子の質量を計算することができ、化学種（例えば、原子）の
種類を同定することができる。この情報を用いて試料についての物質構成情報を決定する
。
【０３７３】
　多種多様な種類の試料に、二次イオン画像化技術を適用することができる。かかる種類
の物質の一例は、例えば、マトリクス状の絶縁体によって囲まれた複数の導電体を含むこ
とができるパターン形成ウェーハ等の半導体製品である。二次イオン画像化技術を用いて
、導体間での不完全な電気的接続及び／又は回路素子間での電気的短絡等の装置の欠陥を
特定することができる。任意には、このアプローチを同様にマスク修理の目的に使用する
ことができる。二次イオン画像化技術を使用できる試料の種類の他の例は、金属や合金で
ある。例えば、合金等の混合物質を含有する試料の画像を用いて、試料中の各物質の表面
分布を決定することができる。二次イオン画像化技術を使用できる試料の種類の更なる例
は、データ保存用の読み込み／書き込み構造体である。二次イオン画像化技術を使用でき
る物質の種類の追加的な例は、生物物質や製薬物質である。
【０３７４】
　一般に、通常のＳＥＭで使用される種類の電子ビームを試料表面に照射する場合、二次
イオンは発生せず、従って、検出される二次イオンによって得られる物質構成情報はいず
れも、かかるＳＥＭで利用できない。これは、通常のＳＥＭに対して本願に記載される気
体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）の有意な利点である。
【０３７５】
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Ｇ．二次中性粒子
　二次中性粒子は、イオンビームが試料と相互作用し、荷電していない状態の試料から単
原子種又は多原子種を取り除くときに発生する中性粒子である。入射イオンビームと試料
との相互作用は、二次中性粒子を作り出すことができる。一般に、この方法は、Ｈｅより
大きな質量の希ガスイオン（Ａｒイオン、Ｎｅイオン、Ｋｒイオン、Ｘｅイオン）を用い
る場合により効果的である。一般に、二次中性粒子から得られる情報にアクセスするため
、検出に先立ち、（例えば、レーザーで誘起されるイオン化、電子で誘起されるイオン化
によって）粒子をイオン化する。
【０３７６】
　試料からの（イオン化後の）二次中性粒子の検出は、検出される粒子の質量の計算によ
って試料についての物質構成情報を提供することができる。一般に、この情報は、試料表
面での物質に対応することになる。一部の実施態様においては、（イオン化後の）二次中
性粒子の一種又は複数種の質量が、飛行時間と、四重極質量分析計等の質量分解検出器と
の組み合わせによって決定される。かかる（イオン化後の）二次中性粒子の検出を以下の
ように行うことができる。イオン光学機器中のイオン光学素子に印加される電位を変える
ことで、イオンビームをパルスモードで作動させる。入射イオンのパルスは試料の表面に
入射する。また、検出器用の参照時間信号として、イオン化装置（例えば、レーザー、電
子ビーム）及び／又はイオン光学素子の電位のスイッチを切り替える割合を決定するクロ
ック信号が使用される（検出器に関して上記記載を参照）。このようにして、試料から検
出器までの（イオン化後の）二次中性粒子の飛行時間を正確に決定することができる。
【０３７７】
　検出二次イオンの飛行時間、その伝播距離（例えば、検出器と試料間の距離）、及びそ
のエネルギーに基づいて、粒子の質量を計算することができ、化学種（例えば、原子）の
種類を同定することができる。この情報を用いて試料についての物質構成情報を決定する
。
【０３７８】
　多種多様な種類の試料に、二次中性粒子画像化技術を適用することができる。かかる種
類の物質の一例は、例えば、マトリクス状の絶縁体によって囲まれた複数の導電体を含む
ことができるパターン形成ウェーハ等の半導体製品である。二次中性粒子画像化技術を用
いて、導体間での不完全な電気的接続及び／又は回路素子間での電気的短絡等の装置の欠
陥を特定することができる。任意には、このアプローチを同様にマスク修理の目的に使用
することができる。二次中性粒子画像化技術を使用できる試料の種類の他の例は、金属や
合金である。例えば、合金等の混合物質を含有する試料の画像を用いて、試料中の各物質
の表面分布を決定することができる。二次中性粒子画像化技術を使用できる試料の種類の
更なる例は、データ保存用の読み込み／書き込み構造体である。二次中性粒子画像化技術
を使用できる物質の種類の追加的な例は、生物物質や製薬物質である。
【０３７９】
　一般に、通常のＳＥＭで使用される種類の電子ビームを試料表面に照射する場合、二次
中性粒子は発生せず、従って、検出される二次中性粒子によって得られる物質構成情報は
いずれも、かかるＳＥＭで利用できない。これは、通常のＳＥＭに対して本願に記載され
る気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）の有意な利点である。
【０３８０】
例示的な用途
Ａ．半導体の製造
　（ｉ）概要
　半導体の製造は、典型的に、集積電子回路、集積回路素子及び／又は異なるマイクロ電
子デバイスを形成するため、順に堆積して処理される複数の物質の層を含む製品の準備を
含む。かかる製品は、典型的に、互いに関して正確に（例えば、一般に数ナノメートル以
内の規模で）配置される種々の特徴部（例えば、導電性物質で形成される回路線、非導電
性物質で充填された井戸、半導電性物質で形成される領域）を含有する。与えられた特徴
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部の位置、大きさ（長さ、幅、深さ）、組成（化学組成）及び関連特性（導電率、結晶配
向、磁気特性）は、製品の性能に大きな影響を与えることができる。例えば、場合によっ
ては、それらのパラメータの一つ以上が適した範囲から外れると、望みどおりに機能する
ことができないので、製品が不合格になる場合がある。結果として、一般に、半導体の製
造時の各工程において非常に優れた制御を行うことが好ましく、そして、製造過程の様々
な工程で半導体製品の製造を監視し、半導体製造過程の様々な段階での一つ以上の特徴部
の位置、大きさ、組成及び関連特性を調べることができる手段を有することが有利となる
。本願で使用するように、半導体製品の用語は、集積電子回路、集積回路素子、マイクロ
電子デバイス、又は集積電子回路、集積回路素子、マイクロ電子デバイスの製造過程中に
形成される製品を指す。一部の実施態様においては、半導体製品が、フラットパネルディ
スプレー又は光電池の一部とすることができる。
【０３８１】
　半導体製品の領域を、異なる種類の物質（導電性、非導電性、半導電性）で形成するこ
とができる。例示的な導電性物質としては、アルミニウム、クロム、ニッケル、タンタル
、チタン、タングステン、及びそれら金属の一種以上を含む合金（例えば、アルミニウム
－銅合金）が挙げられる。例示的な非導電性物質としては、一種以上の金属のホウ化物、
炭化物、窒化物、酸化物、リン化物、ケイ化物及び硫化物（例えば、ケイ化ニッケル、ホ
ウ化タンタル、タンタルゲルマニウム、窒化タンタル、ケイ化タンタル、窒化タンタルケ
イ素及び窒化チタン）が挙げられる。例示的な半導電性物質としては、ケイ素、ゲルマニ
ウム及びヒ化ガリウムが挙げられる。任意に、半導電性物質をドープ（ｐ-ドープ、ｎ-ド
ープ）して物質の導電率を高めることができる。
【０３８２】
　上述したように、一般に、半導体製品の製造は、複数の物質の層を順に堆積して処理す
ることを含む。与えられた物質層の堆積／処理における典型的な工程は、（例えば、形成
される所望の特徴部を設置すべき場所を決定するため）製品を画像化すること、適した物
質（例えば、導電性物質、半導電性物質、非導電性物質）を堆積すること、及び製品中の
特定位置から不要な物質を除去するためにエッチングすることを含む。多くの場合、重合
体フォトレジスト等のフォトレジストを堆積し／適した放射線にさらし／選択的にエッチ
ング処理を施すことで、与えられた特徴部の位置及び大きさを制御するのに役立たせる。
フォトレジストは、典型的に一つ以上の後の処理工程において除去され、一般には、最終
の半導体製品が大量のフォトレジストを含有しないことが好ましい。
【０３８３】
　本願に記載の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）を用い、製造過程中
の様々な工程（例えば、各工程）での半導体製品を調べることができる。特に、一種類の
粒子又は複数の異なる種類の粒子（上記記載を参照）を検出して分析することにより、気
体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）を用いて、半導体製品の表面について
のトポグラフィー情報、半導体製品の表面についての物質構成情報、半導体製品の内層面
領域についての物質構成情報、半導体製品についての結晶情報、半導体製品の表面につい
ての電圧コントラスト情報、試料の内層面領域についての電圧コントラスト情報、半導体
製品についての磁気情報、及び／又は半導体製品についての光学情報を決定することがで
きる。
【０３８４】
　本願に記載のイオン顕微鏡又はイオンビームを使用することで、一般に半導体製品の製
造と関連する時間、費用及び／又は複雑性を低減できる様々な異なる利点を提供すること
ができる。本願に記載のイオン顕微鏡又はイオンビームの使用に関する例示的な利点とし
ては、比較的高い分解能、比較的小さなスポットサイズ、比較的少量の望ましくない試料
損傷、比較的少量の望ましくない物質の堆積及び／又は注入、比較的短時間での比較的高
品質な画像化、比較的高い処理量が挙げられる。
【０３８５】
　以下、半導体の製造における処理工程の特定の例について説明する。
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【０３８６】
（ｉｉ）マスクレスリソグラフィ
　半導体製品は、典型的に、フォトレジスト（例えば、ポリ(メタクリル酸メチル)（ＰＭ
ＭＡ）等の重合体フォトレジスト若しくはエポキシ系フォトレジスト、アリルジグリコー
ルカーボネート又は感光性ガラス）の層を表面に置くこと、フォトレジストの特定領域が
エッチング剤に対し耐性を示す（そして、一部の領域はエッチング剤に対し耐性を示さな
い）ように物質をパターン形成すること、エッチングレジストのない物質の領域をエッチ
ングすること、適切な物質（例えば、一種以上の導電性物質、一種以上の非導電性物質、
一種以上の半導電性物質）を堆積すること、任意に物質の望ましくない領域を除去するこ
とを含むリソグラフィ処理を用いて製造される。典型的に、パターン形成工程は、フォト
レジストの一部の領域がエッチングに対して耐性を示し、フォトレジストの他の領域では
エッチングに対して耐性を示さないように、フォトレジストを適切な波長の放射パターン
にさらすことを含む。フォトレジスト上にマスクの像を形成するか又はマスクでフォトレ
ジストの特定領域を覆って、マスクを通して覆われていないフォトレジストの領域を照射
することで、フォトレジスト上に放射パターンを形成することができる。
【０３８７】
　しかしながら、放射線の照射の前にマスクを用いてフォトレジストの領域を覆うよりむ
しろ、気体原子と本願に記載の気体電界イオン源（例えば、Ｈｅイオン源）との相互作用
により発生するイオンビームを用いて照射し、フォトレジストをパターン形成し、所望の
エッチング耐性領域と非エッチング耐性領域を作り出すことができる。このことは、例え
ば、フォトレジストに亘ってイオンビームをラスタ化し、（例えば、フォトレジストへの
放射線の照射が望まれている領域にてイオンビームをオンにし、フォトレジストへの放射
線の照射が望まれていない領域にてイオンビームをオフにすることで）物質の所望の領域
にイオンを照射することで達成できる。結果として、マスクレス処理で半導体製品を製造
することができる。
【０３８８】
　気体原子と気体電界イオン源（例えば、Ｈｅイオン源）との相互作用により発生するイ
オンビームを用いることで、以下に示す利点の一つ以上を提供することができる。上記し
たように、マスクを使用せずに処理を行うことができ、このことは、半導体製品の製造に
関する時間、費用及び／又は複雑性を低減することができる。比較的大きな焦点深度のイ
オンビームは、比較的厚みのあるフォトレジスト材料（例えば、2μm以上の厚み、5μm以
上の厚み、10μm以上の厚み、及び／又は20μm以下の厚み）をパターン形成することを可
能にすることがある。更に、そのイオンビームで達成できる比較的深い侵入度のイオンは
、標準的な厚さのフォトレジスト材料の高品質な処理に役立つことに加えて、比較的厚み
のあるフォトレジスト材料を処理するのに役立つこともできる。加えて、イオンビームは
、一般に電子ビームで達成されるものより高い分解能を有しており、高精度で小さいサイ
ズの特徴部の製造を可能にする。更に、フォトレジストのイオンビームによるパターン形
成は、フォトレジストの電子ビームによるパターン形成に比べて速くすることができる。
【０３８９】
（ｉｉｉ）イオン顕微鏡と集束イオンビームの組み合わせ
　集束イオンビーム（ＦＩＢ）は、通常、半導体製品の製造時に使用され、検査用の試料
を得る。ガリウム（Ｇａ）イオンが、通常、ＦＩＢに使用される。半導体製品を通した断
面の画像化、回路編集、半導体製品の故障解析、透過電子顕微鏡法（ＴＥＭ）用の半導体
製品の試験体の用意、マスク修理等の種々の理由で、ＦＩＢを使用することができる。任
意に、（例えば、化学蒸着過程におけるイオン源として）ＦＩＢを用いて、試料上に一種
以上の物質を堆積させることができる。典型的に、ＦＩＢを使用し、スパッタリングによ
って半導体製品から物質を除去する。例えば、一部の実施態様においては、ＦＩＢを用い
て半導体製品を薄く切り、その後のイオン顕微鏡による画像化のために該製品の断面を露
出させる。特定の実施態様においては、ＦＩＢを用いて製品から物質をスパッタし、製品
中に溝又はビアを形成する。この技術を用いて、例えば、製品表面の下にある製品の部分
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を露出させることができる。次に、イオン顕微鏡を用い、気体を補助に使った化学的手法
によって、新しい物質を堆積したり又はＦＩＢにより露出した既存の物質をエッチングす
ることができる。一部の実施態様においては、選択的スパッタリング手段としてＦＩＢを
使用し、製品上の導電性物質部分等の半導体製品の部分を取り除くこともできる。特定の
実施態様においては、ＦＩＢを用いて試料の一部を切り取ることで、その部分を後に分析
することができる（例えば、ＴＥＭの使用）。
【０３９０】
　一般には、試料上にＦＩＢを正確に設置させることが好ましい。この目的のために、本
願に記載の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）を使用することができる
。例えば、ＦＩＢ機器及び気体電界イオン顕微鏡の両方で交差ビーム手段を使用すること
ができ、試料を移動させずに気体電界イオン顕微鏡を用いてＦＩＢの位置を決定すること
ができる。かかる手段の場合、気体電界イオン源を用いて試料を画像化し、望み通りＦＩ
Ｂを正確に配置するのに使用できる情報を提供することができる。このような配置は、Ｓ
ＥＭを用いてＦＩＢの位置を決定することに対し、多くの利点を提供することができる。
一例としては、ＳＥＭの使用によって試料表面に近接した磁場を生じさせる場合があり、
このことは、Ｇａイオンの同位体分離を起こすことになり、試料での一を超えるＦＩＢの
位置をもたらす結果となる。多くの場合、この問題は、同時というよりはむしろ順にＦＩ
ＢとＳＥＭを使用するという結果になる。しかしながら、その一方で、かかる磁場の不在
下において、気体電界イオン顕微鏡を作動させることができ、それにより、Ｇａイオンの
同位体分離と関連する面倒な事態を取り除きつつ、更にＦＩＢと気体電界イオン顕微鏡を
同時に使用できるようにする。このことは、例えば、試料の厚さが比較的厳密な公差を満
たすことが望ましいところで、その後の検査（例えば、ＴＥＭ検査）用に試料を準備する
ときに好ましい場合がある。気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）を用い
ることの追加の利点は、イオンビームが電子ビームより小さな仮想源を有しているので、
依然として非常に良好な分解能を維持しながら、典型的なＳＥＭでの使用に比べて大きな
作動距離を有することである。このことは、ＦＩＢ機器とＳＥＭを組み合わせた手段のた
めに存在し得る特定の間隔制限を軽減することができる。本願に記載の気体電界イオン顕
微鏡の更なる利点は、ＳＥＭが一般に試料についての内層面の情報を提供することができ
ないのに対し、それを用いて試料についての内層面の情報を得ることができることであり
、このことは、ＦＩＢを正確に配置する能力を向上させることができる。
【０３９１】
（ｉｖ）気体を補助に使う化学反応
　気体を補助に使う化学反応は、通常、半導体の製造時に使用され、与えられた層に物質
を添加し及び／又は与えられた層から物質を取り除く。例えば、気体を補助に使う化学反
応は、半導体の回路編集に使用されることがあり、半導体製品に形成され損傷した回路又
は間違って製造された回路を修理する。また、気体を補助に使う化学反応は、フォトリソ
グラフィのマスク修理に使用されることがあり、ここで、マスクに物質を添加し又はマス
クから物質を取り除くことで、使用や誤った製造に起因する欠陥を修理することができる
。
【０３９２】
　上記処理は、一般に、電子を活性化ガスと相互作用させて、その後に半導体製品の表面
にて化学反応に関与し、該表面に物質を添加し、該表面から物質を除去し又はそれらの両
方を行うことができる反応性ガスを形成することを含む。典型的に、Ｇａイオンビームの
試料との相互作用に起因する二次電子として電子を発生させ、及び／又は（例えば、ＳＥ
Ｍにより作り出される）電子ビームの試料との相互作用に起因する二次電子として電子を
発生させる。任意に、適したポンプシステムを用いて、表面化学反応による望ましくない
揮発性生成物を除去することができる。
【０３９３】
　表面から物質を除去するのに使用できる活性化ガスの例としては、Ｃｌ2、Ｏ2、Ｉ2、
ＸｅＦ2、Ｆ2、ＣＦ4及びＨ2Ｏが挙げられる。一例として、一部の実施態様においては、
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クロム、酸化クロム、窒化クロム及び／又は酸窒化クロムで形成される表面領域が、電子
をＣｌ2及び／又はＯ2と相互作用させて、その結果得られる化学種に表面領域をエッチン
グさせることによって、少なくとも部分的に除去できる。他の例として、特定の実施態様
においては、窒化タンタルで形成される表面領域が、電子をＸｅＦ2、Ｆ2及び／又はＣＦ

4と相互作用させて、その結果得られる化学種に表面領域をエッチングさせることによっ
て、少なくとも部分的に除去できる。更なる例として、特定の実施態様においては、炭素
含有物質で形成される表面領域が、電子をＨ2Ｏ及び／又はＯ2と相互作用させて、その結
果得られる化学種に表面領域をエッチングさせることによって、少なくとも部分的に除去
できる。
【０３９４】
　表面に物質を堆積させるのに使用できる活性化ガスの例は、ＷＦ6である（Ｗプラグ等
、Ｗを堆積させる）。
【０３９５】
　気体原子と本願に記載の気体電界イオン源（例えば、Ｈｅイオン源）との相互作用によ
り発生するイオンビームを用いて、気体を補助に使う化学反応を行うことができる。かか
る処理においては、例えば、イオンビームの試料との相互作用によって試料から出る二次
電子が、化学反応に役立つように使用される電子とすることができる。かかるイオンビー
ムの使用は、Ｇａイオンビームの使用に比べて幾つかの利点を提供することができる。一
例としては、Ｈｅイオンビームを用いて望ましくないイオン注入を低減（例えば、除去）
することができるのに対して、Ｇａイオンビームを用いた場合には、望ましくないＧａの
注入が一般的な問題となる。他の例として、気体電界イオンビーム（例えば、Ｈｅイオン
ビーム）は、Ｇａイオンビーム及び／又は入射電子ビーム（例えば、ＳＥＭにより作り出
される入射電子ビーム）に対して向上した分解能を提供することができ、より正確で及び
／又は制御可能な化学反応の使用を可能にすることができる。このことは、例えば、イオ
ンと試料の特定部分との望ましくない相互作用（例えば、Ｇａイオンビームの輪郭が、Ｇ
ａの注入によって半導体製品の性能に関する問題を起こし得る望ましくない試料領域にま
で及ぶ尾部を有する場合にはＧａイオンビームによって起こり得る）を低減（例えば、除
去）することができる。
【０３９６】
（ｖ）スパッタリング
　半導体製品の製造過程においては、特定の工程の間、物質を取り除くことが望ましい場
合がある。このため、イオンビームが試料からの物質をスパッタする場合に、イオンビー
ムを用いることができる。特に、気体原子と本願に記載の気体電界イオン源との相互作用
によって発生するイオンビームは、試料をスッパタするのに使用できる。Ｈｅガスイオン
を用いることができるが、一般に、より重いイオン（例えば、Ｎｅガスイオン、Ａｒガス
イオン、Ｋｒガスイオン、Ｘｅガスイオン）を使用し、物質を取り除くことが好ましい。
物質除去の間、イオンビームは、除去されるべき物質が置かれた試料の領域に集束される
。
【０３９７】
　イオンビームを用いて物質を除去することの利点は、比較的制御された方法及び／又は
比較的正確な方法で物質を除去できることである。追加の利点は、望ましくないイオンの
注入（例えば、Ｇａの注入が望ましくない一般的なスパッタリングの副作用となる場合に
、Ｇａイオンのスパッタリングを用いる際に生じることが多い）をせずにスパッタリング
を達成できることである。
【０３９８】
（ｖｉ）空隙の検出
　半導体製品の製造の間、特定の特徴部又は層中の空隙が、不注意で形成される場合があ
る。一部の実施態様においては、該空隙が、特徴部及び／又は装置全体の特性（例えば、
電気特性、機械特性）に好ましくない影響を与える場合がある。特定の実施態様において
は、後の処理工程が空隙を開ける場合があり、該空隙を、例えば、液体成分及び／又は気
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体成分で満たすおそれがある。これは、基底構造の腐食、粒子欠陥及び／又は周囲のウェ
ーハ表面上の残渣欠陥をもたらすおそれがある。
【０３９９】
　一例としては、ＷＦ6からのＷプラグの堆積の間、ＴｉＮx保護層が、（Ｗ形成時に放出
されるＨＦからの）腐食から隣接した誘電体（例えば、ホウ素及び蛍光体をドープしたシ
リコンガラス）を保護するのに一般に使用される。ＴｉＮx層の切れ目は、深刻な空隙の
形成をもたらすことがある。他の例としては、溝（例えば、比較的高いアスペクト比の溝
）中の物質（例えば、誘電体）の堆積が、後の空隙の形成と共に隘路の形成をもたらすこ
とがある。追加の例としては、浅溝分離構造の誘電体充填の間、空隙の形成が起こる場合
がある。更なる例としては、物質の導電線（例えば、銅線）の形成の間、空隙を形成する
場合があり、電気伝導度の望ましくない低下をもたらすことがある。一部の例では、かか
る空隙が、電気伝導度が求められるところでの電気伝導度の不足を招くことがある。
【０４００】
　本願に記載の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）を用い、半導体製品
等の試料についての内層面の情報を提供する能力を利用することで、空隙の形成を調べる
ことができる。半導体製品の製造過程の間、この特性を使用し、空隙の存在及び／又は位
置を決定することができる。このことは、一般に電子ビームが試料についてこの種の内層
面の情報を提供しないので、電子ビームの使用を越えた明確な利点である。
【０４０１】
（ｖｉｉ）重層移動位置合わせ
　重層移動位置合わせは、一般に半導体製品における与えられた層の特徴部の該半導体製
品における異なる層の特徴部との位置合わせを指す。上記したように、半導体製品の形成
は、一般に、多くの層の正確な形成を含む。典型的に、半導体製品は、20層を大幅に超え
る層を含有する。多くの場合、各層は複数の異なる特徴部を含有することができ、それぞ
れが高精度で望ましく設置される結果、半導体製品は正確に機能することができる。一例
としては、半導体製品は、導電性線等の横方向特徴部を含有することができ、該横方向特
徴部は異なる層内に存在し、ビアによって互いに接続されている。一般に、100nm（例え
ば、75nm、50nm、25nm、15nm、10nm、9nm、8nm、7nm、6nm、5nm、4nm、3nm、2nm、1nm）
以内で相互に位置合わせした半導体製品内の特徴部を有することが好ましい。それら多く
の特徴部の内の唯一つのずれが、半導体製品全体を役に立たないものにさせるおそれがあ
る。
【０４０２】
　重層移動位置合わせは、一般に、μmサイズの構造（超小型電子回路の特徴部のサイズ
よりかなり大きい）の試験構造体を用いた光学技術によって行われる。そのようなものと
して、典型的には、光学試験構造体が占めるウェーハ間隙の量によって、ウェーハ上の染
料内に光学試験構造体を設置することができない。例えば、試験構造体をウェーハ端の近
くに設置することができるが、それらは依然としてウェーハ表面上の価値のある空隙を占
めている。また、光学試験構造体は位置合わせの目的のためだけに製造されるので、光学
試験構造体は費用がかかる。最後に、位置合わせ用の光学試験構造体の使用は、異なる層
内における特徴部の位置合わせを決定することができる正確さに関して、制限を有する。
【０４０３】
　本願に記載の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）が比較的高い精度で
試料についての様々な種類の情報（例えば、トポグラフィー情報、表面の物質構成情報、
内層面領域の物質構成情報、結晶情報、表面の電圧コントラスト情報、内層面領域の電圧
コントラスト情報、磁気情報及び光学情報）を提供する能力は、装置の特徴部を正確に配
置して正確な大きさにし、装置内で非常に精密であることを確実にするのを助けるために
、該顕微鏡が半導体製品の製造中に有利に使用されることを可能にする。特に、Ｈｅイオ
ン顕微鏡は、一般に光学試験構造体を使用して達成できるものに比べて高い分解能で、多
重層の回路特徴部の位置合わせを可能にすることができる。更に、重層移動位置合わせは
、例えば、本願に記載の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）が半導体製
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品等の試料の内層面特徴部を画像化することができるので、目的に合うように製造された
試験構造体（例えば、光学試験構造体）を使用せずに行うことができる。従って、目的に
合うように製造された試験構造体（例えば、光学試験構造体）を含むことに関連する費用
及び／又は複雑性に加えて、かかる試験構造体に取り上げられるウェーハ上の無駄な隙間
を回避することができる。
【０４０４】
（ｖｉｉ）限界寸法の計測
　限界寸法の計測は、装置の性能に重大な影響を与えることがある半導体製品の特徴部の
線寸法の測定を指す。かかる特徴部の例としては、線（例えば、導電性物質の線、半導電
性物質の線、非導電性物質の線）を挙げることができる。半導体製品は、20nm以下（例え
ば、10nm以下、5nm以下、4nm以下、3nm以下、2nm以下、1nm以下）の寸法を有する特徴部
を一つ以上含有することができる。一部の実施態様においては、特徴部の大きさを複数回
測定し、特徴部の大きさに関する統計情報を提供する。限界寸法の測定は、例えば、ウェ
ーハ上にパターン形成された特徴部の長さの決定を伴うことが多い。検査用に製造ライン
から無作為にウェーハ（それぞれのダイが半導体製品を形成する複数のダイを含有する）
を選択してもよいし、製造ライン上の全てのウェーハを検査することもできる。画像化機
器を用いて、比較的高い処理速度で選択した限界寸法を測定することができる。測定され
る限界寸法が容認できる範囲内に入っていない場合、ウェーハを廃棄することができる。
特定の製造機械から作り出す複数の試料が容認できる範囲から外れた限界寸法を有する場
合、その機械を操業中止とすることができ、又はその作動パラメータを変更することがで
きる。
【０４０５】
　本願に開示のＨｅイオン顕微鏡システムは、限界寸法の測定に使用できる。特に、ウェ
ーハ領域に亘ってＨｅイオンビームをラスタ走査することができ、その結果得られる一つ
又は複数のウェーハの画像を用いて、一つ又は複数の限界寸法を決定することができる。
限界寸法の測定に関しては、Ｈｅイオン顕微鏡システムが、ＳＥＭ及び他の検査システム
に対して多くの利点を提供することができる。Ｈｅイオン顕微鏡の画像は、通常、比較で
きるＳＥＭ画像に比べて縁での吹出し（一般に、ビームとほぼ平行な傾きを有するトポグ
ラフィー特徴での向上した放出量によって検出器の飽和点に近づく過度の信号）が少ない
。低減した縁での吹出しは、電子の試料表面との相互作用の量に対して、Ｈｅイオンと試
料表面間での小さな相互作用の結果である。
【０４０６】
　加えて、入射Ｈｅイオンを、比較できる入射電子ビームより小さいスポットサイズに集
束することができる。小さいビームスポットサイズは、小さい相互作用の量と組み合わせ
て、ＳＥＭで作り出す画像より優れた分解能を有する試料の画像と、試料の限界寸法のよ
り精密な決定をもたらす。
【０４０７】
　Ｈｅイオンビームの焦点深度は、ＳＥＭに比べて比較的大きい。結果として、様々な深
さでの試料の特徴部の分解能は、イオンビームを用いた場合、電子ビームと比べてばらつ
きがない。従って、イオンビームの使用は、種々の試料深さで、電子ビームを用いて提供
できるものと比べてばらつきのない優れた横方向分解能の情報を提供することができる。
一例としては、イオンビームを用いることで、電子ビームで達成できるものに比べて優れ
た限界寸法の分析結果を達成することができる。
【０４０８】
　更に、少なくとも一部において二次電子に基づき情報が得られる実施態様においては、
電子ビームに比べて、イオンビームにより提供される比較的高い二次電子の放出量が、与
えられた電流についての比較的高い信号対雑音の比をもたらすことができる。このことは
、順に、試料についての十分な情報が比較的短時間で得られることを可能にすることがで
き、与えられた電流についての処理量を増大させる。
【０４０９】
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　限界寸法の決定のための試料の画像化を、散乱Ｈｅイオンを用いて行うことができる。
このことは、高い分解能での距離測定に加えて、物質情報の追加された利点を提供する。
【０４１０】
　限界寸法の測定のためにイオン顕微鏡システムを使用する間、フラッド銃を用いて、試
料表面の過剰な帯電を防ぐことができる（上記記載を参照）。追加的に又は代わりに、非
常に低いＨｅイオンビーム電流（例えば、100fA以下）を用いることができる。表面電荷
を低減し、画像中実度を維持することに加えて、低いイオン電流の使用は、特定のレジス
ト材料に対するビーム誘発損傷を低減させる。
【０４１１】
　一部の実施態様においては、最初に（例えば、試料の断面寸法を測定するため）限界寸
法測定用に選択されるウェーハ試料を区分化する必要がある場合がある。このため、イオ
ン顕微鏡にＮｅやＡｒ等の重い気体を用いて、試料を薄く切るのに使用できるイオンビー
ムを形成することができる。或いは、Ｇａ系ＦＩＢを用いて、試料を区分化することがで
きる。次に、顕微鏡システムからそれらの気体をパージして、Ｈｅを導入することができ
、その結果、Ｈｅイオンビームで限界寸法測定が行われ、計測中の試料損傷を回避する。
【０４１２】
（ｖｉｉｉ）線の縁粗さ及び線の幅粗さ
　線の縁粗さは、一般に半導体製品における物質の線の縁粗さを指し、線の幅粗さは、一
般に半導体製品における物質の線の幅粗さを指す。これらの値を理解し、与えられた半導
体製品に実際の問題又は潜在的な問題が存在するか否かを決定することが好ましい場合が
ある。例えば、導電性物質で形成される隣接した線が互いに外側へ膨らむ縁を有する場合
、その線は互いに接触する場合があり、短絡をもたらす。線の縁粗さ及び／又は線の幅粗
さの寸法を5nm以下（例えば、4nm以下、3nm以下、2nm以下、1nm以下、0.9nm以下、0.8nm
以下、0.7nm以下、0.6nm以下、0.5nm以下）の範囲内に理解することが好ましい場合があ
る。一部の実施態様においては、線の縁粗さ及び／又は線の縁幅を複数回測定し、特徴部
の大きさに関する統計情報を提供する。加えて、線の縁粗さ等のパラメータについての製
造公差は、非常に高いことがある。例えば、半導体製品特徴部の線の縁粗さを5nm以下の
範囲内（例えば、4nm以下の範囲内、3nm以下の範囲内、2nm以下の範囲内、1nm以下の範囲
内、0.5nm以下の範囲内、0.1nm以下の範囲内、0.05nm以下の範囲内、0.01nm以下の範囲内
）に制御する必要がある場合がある。
【０４１３】
　線の縁粗さ及び線の幅粗さを決定する場合、検査用に製造ラインから無作為でウェーハ
を選択してもよいし、製造ライン上の全てのウェーハを検査することもできる。画像化機
器を用いて、比較的高い処理速度で線の縁粗さ及び線の幅粗さを測定することができる。
測定される線の縁粗さ及び線の幅粗さが容認できる範囲内に入っていない場合、ウェーハ
を廃棄することがある。特定の製造機械から作り出す複数の試料が容認できる範囲から外
れた線の縁粗さ及び線の幅粗さを有する場合、その機械を操業中止とすることができ、又
はその作動パラメータを変更することができる。
【０４１４】
　本願に開示の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）は、線の縁粗さ及び
線の幅粗さの計測に使用できる。特に、特徴部の長さに沿ってＨｅイオンビームをラスタ
走査することができ、得られる情報を用いて、比較的高精度の線の縁粗さ及び線の幅粗さ
を決定することができる。
【０４１５】
　線の縁粗さ及び線の幅粗さの測定に関しては、Ｈｅイオン顕微鏡システムが、ＳＥＭや
他の検査システムに対して多くの利点を提供することができる。Ｈｅイオン顕微鏡の画像
は、通常、比較できるＳＥＭの画像に比べて縁での吹出し（一般に、ビームとほぼ平行な
傾きを有するトポグラフィー特徴での向上した放出量によって検出器の飽和点に近づく過
度の信号）が少ない。低減した縁での吹出しは、電子と試料表面との相互作用の量に比べ
て、Ｈｅイオンと試料表面間での小さな相互作用の結果である。
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【０４１６】
　加えて、入射Ｈｅイオンを、比較できる入射電子ビームより小さいスポットサイズに集
束することができる。小さいビームスポットサイズは、小さい相互作用の量と組み合わせ
て、ＳＥＭで作り出す画像より優れた分解能を有する試料の画像と、試料の線の縁粗さ及
び線の幅粗さのより精密な決定をもたらす。
【０４１７】
　Ｈｅイオンビームの焦点深度は、ＳＥＭに比べて比較的大きい。結果として、様々な深
さでの試料特徴部の分解能は、イオンビームを用いた場合、電子ビームと比べてばらつき
がない。従って、イオンビームの使用は、種々の試料深さで、電子ビームを用いて提供で
きるものと比べてばらつきのない優れた横方向分解能の情報を提供することができる。一
例としては、イオンビームを用いることで、電子ビームで達成できるものに比べて優れた
線幅の分析結果を達成することができる。
【０４１８】
　更に、少なくとも一部において二次電子に基づき情報が得られる実施態様においては、
電子ビームに比べて、イオンビームにより提供される比較的高い二次電子放出量が、与え
られた電流についての比較的高い信号対雑音の比をもたらすことができる。このことは、
順に、試料についての十分な情報が比較的短時間で得られることを可能にすることができ
、与えられた電流についての処理量を増大させる。
【０４１９】
　限界寸法の決定のための試料の画像化を、散乱Ｈｅイオンを用いて行うことができる。
このことは、高い分解能での距離測定に加えて、物質情報の追加された利点を提供する。
【０４２０】
　線の縁粗さ及び線の幅粗さの測定のためにイオン顕微鏡システムを使用する間、フラッ
ド銃を用いて、試料表面の過剰な帯電を防ぐことができる（上記記載を参照）。代わりに
又は追加的に、非常に低いＨｅイオンビーム電流（例えば、100fA以下）を用いることが
できる。表面電荷を低減し、画像中実度を維持することに加えて、低いイオン電流の使用
は、特定のレジスト材料に対するビーム誘発損傷を低減させる。
【０４２１】
　一部の実施態様においては、最初に（例えば、試料の断面寸法を測定するため）線の縁
粗さ及び線の幅粗さの測定用に選択されるウェーハ試料を区分化する必要がある場合があ
る。このため、ＮｅやＡｒ等の重い気体が気体電界イオン源と相互作用し、試料を薄く切
るのに使用できるイオンビームを発生させることができる。次に、顕微鏡システムからそ
れらの気体をパージして、Ｈｅを導入することができ、その結果、Ｈｅイオンビームで限
界寸法測定が行われ、計測中の試料損傷を回避する。
【０４２２】
（ｉｘ）回路編集
　先に記載したように、半導体製品の形成過程は、典型的に、所望の方法で多くの異なる
物質の層を重ねることと、各層で適した処理を行うことを含む。一般に、このことは、与
えられた層に物質を堆積させること及び／又は与えられた層から物質を除去することを含
む。最終の半導体製品は、（例えば、所望の回路を形成するため）異なる層中に多くの異
なる特徴部を含む。一般に、望みどおり機能する最終装置のため、特徴部を正確に合わせ
ることが好ましい。位置合わせのマークが、通常、半導体製品に使用されており、与えら
れた層の特徴部を異なる層の特徴部と正確に合わせるのに役立つ。しかしながら、位置合
わせのマークを使用することで、全製造過程に余分な工程を追加することがあり、及び／
又は製造過程に他の複雑さ若しくは費用を持ち込む場合がある。更に、単なる位置合わせ
のマークの存在は、（例えば、動的部品の製造に）使用できない半導体製品の領域及び／
又は体積として存在することを意味する。
【０４２３】
　上記したように、イオンビームを用いて材料の内層面領域を調べることができる。この
特性を用いて、表層の真下にある層の特定の特徴部の位置を決定することができ、半導体
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製品の異なる層の特徴部を、位置合わせのマークを使用することなく所望の通りに合わせ
ることができる。
【０４２４】
　本願に記載の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）を用い、例えば、上
記した気体を補助に使う化学反応及び／又はスパッタリング法によって、（例えば、電子
回路からの）物質を除去し及び／又は堆積することができる。また、イオン顕微鏡を用い
てこれらの処理を行う利点は、イオンビームを用いて得られる製品を評価し、例えば、所
望の物質が正確に堆積され又は除去されたかどうかを決定できることである。このことは
、装置の製造に関連する費用及び／又は複雑性を低減することができ、並びに／或いは装
置の製造の処理量を増大させることができる。物質の除去及び／又は追加の機能を組み合
わせて、内層面回路の修理を行うことができる。内層面の欠陥を修理するには、最初に、
欠陥をあらわにする深さにまで装置からの物質を取り除く。次に、その装置からの物質を
追加し又は除去することで、欠陥を修理する。最後に、適切な厚みの新しい物質を加える
ことで、装置の上に重なる層を層毎に修理する。
【０４２５】
　本願に記載の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）は、製造した装置の
制御された非常に精密な編集のために、小さなスポットサイズ及び低いイオン電流を含む
回路編集用途に対して特別な利点を提供することができる。
【０４２６】
（ｘ）マスク修理
　半導体製品は、典型的に、フォトレジスト（例えば、ポリ(メタクリル酸メチル)（ＰＭ
ＭＡ）等の重合体フォトレジスト若しくはエポキシ系フォトレジスト、アリルジグリコー
ルカーボネート又は感光性ガラス）の層を表面に置くこと、フォトレジストの特定領域が
エッチング剤に対し耐性を示す（そして、一部の領域はエッチング剤に対し耐性を示さな
い）ようにその材料をパターン形成すること、エッチングレジストのない物質の領域をエ
ッチングすること、適切な物質（例えば、一種以上の導電性物質、一種以上の非導電性物
質、一種以上の半導電性物質）を堆積すること、任意に物質の望ましくない領域を除去す
ることを含むリソグラフィ処理を用いて製造される。典型的に、パターン形成工程は、フ
ォトレジストの一部の領域がエッチングに対して耐性を示し、フォトレジストの他の領域
ではエッチングに対して耐性を示さないように、フォトレジストを適切な波長の放射パタ
ーンにさらすことを含む。フォトレジスト上にマスクの像を形成するか又はマスクでフォ
トレジストの特定領域を覆って、マスクを通して覆われていないフォトレジストの領域を
照射することで、フォトレジスト上に放射パターンを形成することができる。
【０４２７】
　半導体業界において製造される集積回路及び他のマイクロ電子デバイスに使用されるフ
ォトリソグラフィのマスクは、壊れ易く及び／又は高価な場合がある。加えて、マスクの
製造処理は、時間がかかり及び／又は細心の注意を要する場合がある。一部の状況におい
ては、一般にかかるマスクの製造中に払われる注意にもかかわらず、製造誤差がマスクの
欠陥を作り出す。他の状況においては、マスクの欠陥が、取り扱いや一般的使用から生じ
る場合がある。欠陥のあるマスクを用いて回路又は他の装置を製造する場合、その回路又
は装置は正確に作動しない場合がある。新しいマスクを製造するのに必要な時間と費用を
考えると、全く新しい物質を製造することに比べて、欠陥のあるマスクを編集するほうが
費用効率を高くすることができる。
【０４２８】
　マスクの欠陥は、一般に、材料の存在すべきでないマスク領域に過剰のマスク材料、及
び／又は材料が存在すべきところでのマスク材料の不在を含む。どちらの状況でも、本願
に記載の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）を用いて、マスクを検査及
び／又は修理することができる。
【０４２９】
　一部の実施態様においては、本願に開示の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン
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顕微鏡）を用いてマスクを検査し、欠陥が存在するかどうか、そして欠陥が存在する場合
には欠陥がどこにあるのかを決定することができる。本願に開示の気体電界イオン顕微鏡
（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）によって提供され特徴付けられる種々の利点の多くを利用
し、マスクを画像化することが好ましい。
【０４３０】
　特定の実施態様においては、マスク修理中にマスクを画像化することに加えて、修理過
程の間、気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）を用いることができる。一
例としては、気体電界イオン顕微鏡を用い、ＦＩＢに対してマスクを適切な位置に置くこ
とができ、その結果、上記したようにＦＩＢを用いて気体の表面化学反応処理及び／又は
エッチング処理によってマスクからの物質を添加及び／又は除去することができる。他の
例としては、最初にマスクを画像化し、欠陥の存在及び／又は位置を決定することに加え
て、気体電界イオン顕微鏡を用い、上記したように気体の表面化学反応処理及び／又はエ
ッチング処理によってマスクからの物質を添加及び／又は除去することができる。任意に
、気体電界イオン顕微鏡を用いて特定の修理工程（物質の添加、物質の除去）を行いつつ
、他の機器（例えば、ＦＩＢ）に用いて他の修理工程（物質の添加、物質の除去）を行う
ことができる。
【０４３１】
（ｘｉ）欠陥検査
　一般に、半導体製品の製造過程の間、該製品は潜在的な欠陥について検査される。典型
的には、常に作動してウェーハが供給されている一列に並んだ手段を用いて検査が行われ
ており、そして、それは全自動である。多くの場合、該手段を用いて、ウェーハの小さな
領域で、欠陥が発生し得る領域が存在するかどうかを調べる。この検査は、欠陥の再検査
に先立って行われる（以下の記載を参照）。欠陥検査の目標は、典型的に、与えられた欠
陥の正確な性質を決定するのとは対照的に、欠陥が存在し得るかどうかを決定することで
ある。欠陥検査の間、ウェーハ領域を分析し、同一ウェーハの他の領域及び／又は他のウ
ェーハの領域に対して、特定の異常特性（例えば、電圧コントラスト特性、トポグラフィ
ー特性、物質特性）が試料によって示されるかどうかを確かめる。典型的に、潜在的な欠
陥については、ウェーハ上の座標（Ｘ、Ｙ座標）に注意し、欠陥再検査の間、ウェーハの
位置を慎重に検査する。
【０４３２】
　本願に記載の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオンビーム）を用いて、欠陥検査
の間に試料についての情報を収集することができる。かかる顕微鏡は、比較的高い処理量
や高品質の欠陥検査のために使用できる。気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕
微鏡）によって提供される異なるコントラスト機構は、一般に光学的画像化技術を用いて
観察できるものに比べて高い分解能で、異なる種類の欠陥の視覚化を可能にすることがで
きる。
【０４３３】
（ｘｉｉ）欠陥再検査
　一般に、欠陥検査中に試料が潜在的な欠陥を有しているとして注意される場合には、次
にその試料に欠陥再検査を受けさせて、ここで、潜在的な欠陥を有する試料の一つ又は複
数の領域を調査し、欠陥の性質を決定する。この情報に基づき、その処理の修正を行い、
最終製品の欠陥の危険性を低減することができる。典型的に、欠陥検査は、欠陥再検査に
比べて低速度で且つ高い倍率で行われており、一つ以上の欠陥に関する特定の情報を得る
ために自動化し又は手動で行うことができる。その情報を用いて、異常な結果が再検査中
に得られた理由やその異常な結果により生じた欠陥の性質及び原因の理解を試みる。
【０４３４】
　本願に記載の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）を用い、製造過程の
様々な工程（例えば、各工程）で半導体製品を調査することができる。特に、一種類の粒
子又は複数の異なる種類の粒子を検出及び分析することによって（上記記載を参照）、気
体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）を用いて、半導体製品の表面について
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のトポグラフィー情報、半導体製品の表面についての物質構成情報、半導体製品の内層面
領域の物質構成情報、半導体製品についての結晶情報、半導体製品の表面についての電圧
コントラスト情報、半導体製品の内層面領域についての電圧コントラスト情報、半導体製
品についての磁気情報、及び／又は半導体製品についての光学情報を決定することができ
る。Ｈｅイオン顕微鏡によって提供される異なるコントラスト機構は、ＳＥＭ系技術によ
っては現れることのない欠陥の視覚化を可能にすることができる。
【０４３５】
　本願に記載のイオン顕微鏡又はイオンビームを用いることで、一般に半導体製品の製造
に関連する時間、費用及び／又は複雑性を低減できる多種多様な利点を提供することがで
きる。本願に記載のイオン顕微鏡又はイオンビームの使用に関連する例示的な利点として
は、比較的高い分解能、比較的小さなスポットサイズ、比較的少量の望ましくない試料損
傷、比較的少量の物質堆積及び／又は注入、比較的短時間での比較的高品質な画像化、比
較的高い処理量が挙げられる。
【０４３６】
（ｘｉｉｉ）回路試験
　半導体製品の製造中、該製品の一つ以上の特徴部の導電率及び機能性を試験することが
できる。この方法は、一般に、一つ又は複数の特徴部に荷電粒子を照射することと、その
後に電荷が蓄積される速度で監視することとを含む。開回路は、閉回路に対して異なる速
度で帯電されることになり、より詳細な検査のため、開回路を確認及び検討することを可
能にする。本願に記載の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）を用い、イ
オンビームによって特徴部に電荷を印加することができ、及び／又は該気体電界イオン顕
微鏡を用い、（例えば、電圧コントラスト特性を監視することで）その電荷が漏れ出たか
どうかを監視することができる。任意には、フラッド銃を用いて電荷を印加することがで
き（上記記載を参照）、気体電界イオン顕微鏡を用いて（例えば、電圧コントラスト特性
を監視することによって）その電荷が漏れ出たかどうかを監視することができる。
【０４３７】
Ｂ．金属及び合金の腐食
　Ｈｅイオン顕微鏡を用いて、各種装置及び材料における金属の腐食を確認及び調査する
ことができる。例えば、原子力発電所、軍事用途及び生物医学的用途に用いる金属固定具
及び装置は、それらが配置された過酷な環境によって腐食を受けるおそれがある。Ｈｅイ
オン顕微鏡を用い、装置内の水素（Ｈ）の相対存在量に基づいてそれらの装置や他の装置
の画像を作成することができ、信頼性のある腐食指示器として機能する。
【０４３８】
　典型的に、散乱Ｈｅイオン又は原子に基づく画像を形成するには、入射Ｈｅイオンビー
ムと対照的に、そのイオン又は原子用の検出器を試料の裏面に配置する。試料にＨｅイオ
ンを照射することで、試料の内部から散乱Ｈ原子及びイオンが発生し、その散乱Ｈ原子及
びイオンを検出して試料の画像を形成するのに用いることができる。次に、Ｈ存在量の画
像を用いて、試料内の腐食の程度を評価することができる。Ｈｅイオンビームの小さなス
ポットサイズや相互作用の量は、試料を損傷させずに得られる試料の高分解能Ｈ画像をも
たらすことができる。
【０４３９】
Ｃ．データ保存用の読み込み／書き込み構造体
　ハードディスク等の磁気記憶装置に用いる読み込み／書き込みヘッドは、極めて高い公
差で製造され、取り付けの前に製造欠陥について検査しなければならない。これらの装置
は、しばしば非常に高いアスペクト比を有し、かかる装置の短辺は1nmと小さいことがあ
る。Ｈｅイオン顕微鏡は、検査中にそれらの装置を画像化するのに使用する場合に多くの
利点を提供する。それらの中には、小型装置の高分解能画像化をもたらすことができる小
さなスポットサイズや相互作用の量、その長さに沿って高アスペクト比の装置全体におけ
る焦点の合った画像化を可能にすることができる大きな焦点深度、及び小型回路素子が正
確に接続されたことを確認するのに用いる散乱Ｈｅイオン及び／又は中性原子の測定によ
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って提供される物質情報がある。
【０４４０】
Ｄ．生命工学
　非破壊法を用いて生物試料についての元素及び／又は化学組成情報を決定することが好
ましい場合が多い。生物試料の例としては、組織、核酸、タンパク質、炭水化物、脂質及
び細胞膜が挙げられる。
【０４４１】
　本願に記載の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）を用いて、例えば、
生物試料についてのトポグラフィー情報、生物試料の表面についての物質構成情報、生物
試料の内層面領域についての物質構成情報及び／又は生物試料についての結晶情報を決定
することができる。例えば、気体電界イオン顕微鏡を用いて、免疫標識された細胞や細胞
内の構造を画像化することができる。このように該顕微鏡を用いながら、本願に開示の特
定の利点を提供することができる。
【０４４２】
Ｅ．医薬品
　多くの場合、治療薬（例えば、小分子薬剤）は、（例えば、溶液から出てくるにつれて
）結晶として形成されることになる。例えば、小分子の水和の程度に関する情報を提供す
ることができるので、結晶化した小分子の結晶構造を決定することが好ましい場合があり
、順次、小分子の生物学的利用率に関する情報を提供することができる。場合によっては
、結晶情報は、小分子が実際には（結晶性と対照的に）非晶質の形態であることを示す結
果となり得、小分子の生物学的利用率に影響を与えることもできる。
【０４４３】
　追加的に又は代わりに、非破壊法を用いて生物試料についての元素及び／又は化学組成
情報を決定することが好ましい場合が多い。
【０４４４】
　本願に記載の気体電界イオン顕微鏡（例えば、Ｈｅイオン顕微鏡）を用いて、例えば、
生物試料についてのトポグラフィー情報、生物試料の表面についての物質構成情報、生物
試料の内層面領域についての物質構成情報及び／又は生物試料についての結晶情報を決定
することができる。このように該顕微鏡を用いながら、本願に開示の特定の利点を提供す
ることができる。
【０４４５】
コンピュータハードウェア及びソフトウェア
　一般に、コンピュータハードウェア若しくはソフトウェア又はそれらの組み合わせに、
上記した分析方法のいずれかを組み入れることができる。本願に記載の方法や計算の後に
標準的なプログラミング技術を用いて、上記分析方法をコンピュータプログラムに組み入
れることができる。プログラムコードを入力データに適用して、本願に記載の機能を実行
し、出力情報を発生させる。出力情報は、表示モニタ等の一つ以上の出力装置に適用され
る。各プログラムを高水準手続き又はオブジェクト指向プログラム言語に組み入れ、コン
ピュータシステムと通信することができる。しかしながら、必要に応じて該プログラムを
アセンブリ言語又は機械語に組み入れることができる。いずれの場合でも、言語は、コン
パイラ型言語又はインタープリタ型言語とすることができる。その上、プログラムは、そ
のために前もってプログラムされた専用の集積回路で作動することができる。
【０４４６】
　一般の又は特別な目的に合うようにプログラム可能なコンピュータによって読める記録
媒体又は記録装置（例えば、ＲＯＭ又は磁気ディスク）がコンピュータによって読み込ま
れて本願に記載の手順を実行する際にコンピュータを設定して作動させるため、かかるコ
ンピュータプログラムのそれぞれを該記録媒体又は記録装置に記録することが好ましい。
また、コンピュータプログラムは、プログラム実行中、キャッシュメモリ又はメインメモ
リに存在することができる。また、コンピュータプログラムを用いて設定されたコンピュ
ータ可読の記録媒体がコンピュータを特定の予め定義された方法で作動させて本願に記載
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の機能を実行する場合に、上記分析方法は、そのように設定されたコンピュータ可読の記
録媒体として組み入れることができる。
【０４４７】
他の実施態様
　特定の実施態様について記載してきたが、他の実施態様が可能である。
【０４４８】
　一例としては、先の実施態様の内の一つ以上において、気体電界イオン顕微鏡と組み合
わせて、ＳＥＭを使用することができる。例えば、ＳＥＭを用いて、二次電子、オージェ
電子、Ｘ線光子、ＩＲ光子、可視光子及び／又はＵＶ光子を作り出すことができる。任意
には、ＳＥＭを用いて、気体を補助に使う化学反応を促進することができる。気体電界イ
オン顕微鏡は、本願に開示のいずれかの作動モードで構成されることができ、その結果、
ＳＥＭと気体電界イオン顕微鏡は、相補的な機能を果たす。
【０４４９】
　他の例としては、Ｗ（１１１）の先端について開示したが、異なるＷの結晶方位を先端
に用いることもできる。例えば、Ｗ（１１２）、Ｗ（１１０）又はＷ（１００）の先端を
用いてもよい。
【０４５０】
　更なる例として、一部の実施態様においては、イオン顕微鏡（例えば、気体電界イオン
顕微鏡）が、半導体業界に関連する試料（例えば、ウェーハ試料）等の試料分析のため、
該顕微鏡をインラインで使用させるのに適した構成部品を含むことができる。特定の実施
態様においては、例えば、標準的な大きさの半導体ウェーハのため、高速ロードロックを
用いてイオン顕微鏡を自動化することができる。一部の実施態様においては、そのシステ
ムが、イオン顕微鏡の下に高速で試料ウェーハの一部を置くことが可能なウェーハ台を含
んでもよい。また、イオン顕微鏡は、計測パターンの高速ラスタ化が可能な走査システム
を含んでもよい。任意に、イオン顕微鏡はまた、電荷中和機構を含み、試料の帯電を低減
することができる。また、イオン顕微鏡は、作動距離の調整のため、ウェーハ高さ制御モ
ジュールを含んでもよい。特定の実施態様においては、そのシステムが、個々のダイ（例
えば、およそ50mmの長さを有する）を画像化することができるように構成され得る。
【実施例】
【０４５１】
　以下に示す実施例は、説明に役立つものであって、制限するものとして意図していない
。
【０４５２】
１．
　単結晶Ｗ（１１１）（直径250μm）で形成された長さ25mmの放出線をＦＥＩカンパニー
社（ヒルズバロ、ＯＲ）から得た。該放出線を3mmの長さに整えて、取っておいた。Ｖ形
加熱線を、以下のように準備した。長さ13mmの多結晶タングステン線（直径180μm）をグ
ッドフェロウ社（デボン、ＰＡ）から得て、蒸留水中、超音波処理で15分間洗浄し、炭素
残渣及び他の不純物を除去した。該線をその中間点で曲げて115度の角度を形成した。「
Ｖ」の頂点に近い領域を電気化学的にエッチングして、1Ｎの水酸化ナトリウム（ＮａＯ
Ｈ）水溶液中、印加ＡＣ電位1Vと周波数60Hzで約15秒間溶接するための準備をした。その
後、加熱線をエッチング溶液から取り出し、蒸留水で洗い流し、乾燥させた。
【０４５３】
　Ｖ形加熱線を固定具に取り付けて、該線の末端が同一平面上のままであることを確実に
した。上記放出線を加熱線のＶ形頂部にスポット溶接した。次に、加熱線の両端を、図１
１Ａ及び１１Ｂに示された種類の支持基盤の二つの柱にスポット溶接した。該支持基盤を
ＡＥＩコーポレーション社（アービン、ＣＡ）から得た。次に、得られた組立体を、蒸留
水中、超音波で洗浄し、乾燥させた。
【０４５４】
　支持基盤上に放出線を取り付けて、支持基盤を洗浄した後に、以下のような電気化学処
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理によって、放出線の端部をエッチングした。最初、レジスト材料（例えば、レブロンコ
ーポレーション社（ニューヨーク、ＮＹ）から得られるマニキュア液）を放出線の長さ0.
5mmに塗布し、該線の自由端から始めた。清浄ガラスの顕微鏡用スライドの表面に少量の
レジストを置き、その線を10回レジスト溶液中に浸漬させて、各浸漬の間でレジストをわ
ずかに乾燥させた。レジストの上部境界が円の形状であることと、該円の面が線の軸と垂
直に維持されることとを確実にするように注意した。レジスト材料中に放出線端部の最後
の浸漬に続いて、線を空気中で1時間乾燥させた。
【０４５５】
　次に、レジストで被覆された放出線を取り付けた支持基盤をエッチング固定具に取り付
け、ここで、該エッチング固定具は、（ａ）支持基盤を上下に移動させるための平行移動
装置、（ｂ）皿、及び（ｃ）皿にまで及ぶ望ましくない化学反応を最小限に抑えるために
ステンレス鋼で形成された対極を含んだ。エッチング溶液が対極と接触するレベルに、エ
ッチング溶液で皿を充填した。エッチング固定具の皿に、約150mLの溶液が存在していた
。支持基盤の配向を調整し、放出線の長手方向軸が垂直方向（例えば、平行移動装置が支
持基盤の平行移動を提供する方向）とほぼ平行であることを確実にした。次に、露出した
放出線がちょうどエッチング溶液に接触するまで、平行移動装置を用いて支持基盤を皿に
向かって下げた。エッチング固定具に取り付けられた高い倍率のカメラによって、レジス
ト層やエッチング溶液表面を容易に見ることを可能にし、該溶液表面に対して放出線の正
確な位置決めを可能にした。
【０４５６】
　次に、エッチング溶液中に上記線を更に0.2mm下げた。この位置において、放出線のレ
ジストで被覆した部分を完全にエッチング溶液中に浸漬させた。
【０４５７】
　エッチング溶液は2.5ＭのＮａＯＨ水溶液150mLで構成された。湿潤を容易にするため、
界面活性剤（ＰｈｏｔｏＦｌｏ ２００、イーストマンコダック社製、ロチェスター、Ｎ
Ｙ）を1滴、エッチング溶液に加えた。また、エッチング処理の間、磁気攪拌機を用いて
エッチング溶液を穏やかに攪拌する手段を用いた。
【０４５８】
　支持基盤の柱と対極に外部電源を接続した。外部電源の電圧最大振幅、パルス継続時間
及び波形を制御し、エッチング固定具に特定のエッチング条件を提供することができた。
【０４５９】
　周波数60Hzでの連続ＡＣパルスを放出線に印加して、電気化学エッチング処理を容易に
した。最初に、継続時間580msで振幅10Vの100パルスを総時間5分かけて印加した。印加パ
ルスの効果は、エッチング処理の速度を増大させることであった。溶液に浸漬しているが
レジスト材料によって被覆されていない放出線部分を、エッチング除去し始めた。フォト
レジスト材料の端の上にある放出線の小さな被覆されていない領域のみを溶液に浸漬させ
るように、放出線を配置したので、この領域における放出線の局所的なエッチングが観察
された。電気化学反応が進むにつれて、この領域における線の直径が、エッチング処理に
よって狭くなり始めた。
【０４６０】
　次に、外部電源のパルス継続時間を325msに調整し、この継続時間の60パルスを総時間5
分かけて印加した。更に、これらのパルスは、電気化学エッチング処理を促進し、非常に
小さな直径を有する放出線のエッチング領域をもたらした。
【０４６１】
　最後に、外部電源のパルス継続時間を35msに調整し、エッチングが完了して放出線のレ
ジストで被覆した部分がエッチング溶液中に脱落するまで、個々のパルスを放出線に印加
した。次に、支持基盤をエッチング固定具から取り外し、蒸留水で洗い流し、窒素流れを
受けて乾燥させた。
【０４６２】
　次に、ＳＥＭによって放出線（依然として支持基盤時に取り付けられている）を調べて
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、エッチングされた先端が適した形体を有していることを検証した。5keVで作動し3nmの
プローブサイズを有するＡＭＲＡＹ型１８６０ＳＥＭを用いて、放出線の先端を画像化し
た。手動の傾き及び回転台を具えた試料マニュピレータ上で、ＳＥＭの試料領域に支持基
盤を設置した。その源の画像が幾つかの異なる観測視点と倍率から得られ、先端がほぼ正
確に付形されたことを検証した。
【０４６３】
　次に、ＳＥＭ画像を用いて、先に説明されたように線の先端頂部の平均完全円錐角度、
平均先端半径及び平均円錐方向の特性を明らかにした。それらの測定に用いる画像を、65
,000×の倍率で且つ放出線の軸に対し直角に配向した観察軸に沿って撮影した。ＳＥＭ試
料マニピュレータを用いて放出線の傾きを調整し、放出線が観察軸に対して直角に配向す
ることを確実にした。先端の円錐角度、円錐方向及び半径の平均測定を行うには、ＳＥＭ
試料マニピュレータを用いて、連続する画像間で先端を（放出線の軸周り）45°回転させ
た。これは、それぞれ異なる視点から八枚で一組の画像を与えて、その後、該画像を用い
て先端の円錐角度、曲率半径及び円錐方向を決定した。
【０４６４】
　八つの視点の画像の内の四つを図３７Ａ～３７Ｄに示す。ＳＥＭ画像のそれぞれをビッ
トマップ形式で電子化し、次いでＭａｔｈＣＡＤソフトウェアパッケージ（ＰＴＣインコ
ーポレイテッド社、ニーダム、ＭＡ）によって開発されたカスタムアルゴリズムを用いて
分析した。最初、ガウス畳み込みアルゴリズムを適用することで、それぞれの画像を平滑
化し、画像雑音、特に画像化中に発生するＳＥＭの振動による雑音を低減した。次に、閾
値の強度値に基づいたフィルタリング工程を各画像に適用し、タングステンの先端と黒色
背景との境界を強調させた。次に、先端に対応する画像画素と黒色（例えば、ゼロ強度）
背景に対応する画像画素間に境界を形成する一組の非ゼロ強度の点（Ｘ、Ｙ）として、各
画像の先端の境界を決定した。先端の図の内の一つについての一組の点（Ｘ、Ｙ）を図３
８に示す。先端の八枚の斜視図のそれぞれについて、同様の組の境界点を決定した。
【０４６５】
　与えられた境界曲線の傾きを計算するに先立って、該曲線に平滑化アルゴリズムを適用
し、曲線の局所勾配が雑音や他の小さな信号変化に比較的鈍感であることを確実にした。
生データ（Ｘ、Ｙ）を適合させることからなる平滑化アルゴリズムは、四次多項式を示し
、先端の形状を十分に説明することが分かった。平滑化アルゴリズムの効果は、頂部位置
の両側で、この曲線の一次導関数が形状の小さな変化によって過度に影響されないことを
確実にすることであった。
【０４６６】
　平滑化工程に続いて、差分アルゴリズムを用いて各図についての境界曲線に沿った各点
Ｘで、傾きｄＹ／ｄＸを計算した。図３９は、図３８に示す境界曲線のＸに応じた境界曲
線に沿う点にて計算した傾きのグラフを示す。
【０４６７】
　先端の特定の図については、傾きがゼロ値を得る図に対応する境界曲線上の位置を、先
端頂部であると特定して、標識Ｘ頂部を与えた。先端頂部に最も近い、境界曲線の傾きが
1の値を得る点（Ｘ、Ｙ）に対応する境界曲線上の位置に標識Ｘ+1を与えた。先端頂部に
最も近い、境界曲線の傾きが-1の値を得る点（Ｘ、Ｙ）に対応する境界曲線上の位置に標
識Ｘ-1を与えた。
【０４６８】
　次に、それらの測定点を用いて先端の幾何学的パラメータを決定した。特定の図におけ
る先端の左側半径をＸ+1とＸ頂部間の差の絶対値に1.414を掛けて計算した。特定の図に
おける先端の右側半径をＸ-1とＸ頂部間の差の絶対値に1.414を掛けて計算した。次に、
左側半径の値と右側半径の値に基づき、特定の図における先端の曲率半径を左側半径の値
と右側半径の値の平均として計算した。
【０４６９】
　右側半径、左側半径及び先端の曲率半径の計算を、先端の八枚の斜視図のそれぞれにつ
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いて繰り返した。次に、先端の全ての図における先端の曲率半径測定の平均として、平均
先端半径を計算した。図３７Ａ～３７Ｄに示す先端については、平均先端半径が62nmであ
ると決定した。
【０４７０】
　また、先端の左側半径と右側半径全ての標準偏差を計算し、平均先端半径の百分率とし
て表した。図３７Ａ～３７Ｄに示す先端については、偏心度が11.9％であると決定した。
【０４７１】
　また、八枚の斜視図それぞれにおける先端の円錐角度を決定した。各図に対応する境界
曲線においては、境界曲線上の左側接点と右側接点が、先に説明したようにＹ方向に沿っ
て測定すると、先端頂部の左側と右側の先端頂部からそれぞれ1μmの位置にあった。次に
、特定の図における先端の左側円錐角度を、左側接点での境界曲線の接線とＹ軸に平行で
左側接点を貫通する線との間の角度として決定した。特定の図における先端の右側円錐角
度を、右側接点での境界曲線の接線とＹ軸に平行で右側接点を貫通する線との間の角度と
して決定した。最後に、左側円錐角度と右側円錐角度の大きさの合計として、完全円錐角
度を決定した。
【０４７２】
　次に、先端の八枚の斜視図から先端の完全円錐角度の八つの測定の平均を計算すること
で、先端の平均完全円錐角度を決定した。図３７Ａ～３７Ｄに示す先端については、例え
ば、平均完全円錐角度が34.5°であると決定した。
【０４７３】
　先端の特定の図については、左側円錐角度と右側円錐角度の大きさの差の絶対値の半分
として、円錐方向を計算した。先端の八つの図のそれぞれについて、この決定を繰り返す
ことで、先端の円錐方向の八つの測定を得た。次に、先端の平均円錐方向を、それら円錐
方向の八つの測定の平均として計算した。図３７Ａ～３７Ｂに示す先端については、平均
円錐方向が2.1°であると決定した。
【０４７４】
　平均先端半径、半径偏心度、平均円錐角度及び平均円錐方向の測定に基づいた一組の基
準を用いて、与えられた先端がＨｅイオン顕微鏡の使用に受け入れられるかどうかを決定
した。一般に、それらの基準は以下の通りであった。測定した平均円錐角度が15°～45°
であり、平均先端半径が35nm～110nmであり、先端曲率半径の測定の標準偏差が30％未満
であり、平均円錐方向が7°未満である場合には、先端が受け入れられた。最終的に、図
３７Ａ～２７Ｄに示す先端は各基準を満たしたので、この先端は、Ｈｅイオン顕微鏡の使
用に認められた。
【０４７５】
　先端の幾何学的特徴の検証後、特注のＦＩＭで先端を検査した。該ＦＩＭは、先端を支
持する支持組立体用の取付け領域と、先端をバイアスするための高電圧電源と、先端に近
接した抽出部と、先端からのイオン放出パターンを記録するための検出器とを含んだ。
【０４７６】
　抽出部は、先端から5mmの距離をあけて配置し、10mmの開口部を有した。抽出部を外部
接地部に接地した。検出器は、組み合わせマイクロチャンネルプレート（ＭＣＰ）及び画
像増強管（バーレエレクトロ－オプティクスインコーポレイテッド社製、スターブリッジ
、ＭＡ）を抽出部から75mmの位置に配置した。
【０４７７】
　先端を含む支持組立体をＦＩＭに設置し、ＦＩＭ室を1×10-8Torrのバックグラウンド
圧力に排気した。冷却剤として液体窒素を用いて先端を77Kに冷却した。温度平衡の後、
その源を900Kに5分間加熱し、処理中に先端上に形成された凝縮物や他の不純物を脱着さ
せた。先端が溶接された加熱線に電流を印加することで、先端の加熱を達成した。一定の
パワー能力を備える電源（Ｂｅｒｔａｎ型ＩＢ－３０Ａ、スペルマンハイボルテージイン
コーポレイテッド社製、ハウパージ、ＮＹ）を用いて電流を印加した。光高温計（パイロ
コーポレイション社製、ウィンザー、ＮＪ）を用いて、温度測定を行った。
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【０４７８】
　その後、先端を再度77Kに冷却させて、ＦＩＭの抽出部を接地し、先端を該抽出部に対
して+5kVにバイアスした。ＦＩＭ室に、1×10-5Torrで高純度Ｈｅガス（純度99.9999％）
を導入した。先端から出るＨｅイオンに対応するＨｅイオン画像が検出器で観察されるま
で、先端のバイアスを徐々に+29kVまで漸進的に増大させた。ＦＩＭ放出パターンは、先
端表面上の約300個の原子に相当した。そのＦＩＭパターンに基づき、先端の単結晶組成
とＷ（１１１）配向を検証した。
【０４７９】
　次に、先端を研磨し、先端頂部に末端原子三量体を得た。ＦＩＭ室のバックグラウンド
圧力が1.2×10-8Torr未満になるまで、ヘリウムガスをＦＩＭ室から排出した。次に、上
記したように加熱線への電流の印加によって、先端を1500Kの温度に2分間加熱した。1×1
0-5Torrの圧力で先端の近傍におけるＦＩＭ室に酸素ガスを導入した。2分後、先端の温度
を1100Kに下げた。1100Kで2分後、酸素の供給を止めて、先端を約77kに冷却させた。冷却
中、酸素の供給を止めてから約15分で、ＦＩＭ室のバックグラウンド圧力が1.2×10-8Tor
r未満になるまで、残りの酸素ガスをＦＩＭ室から排出した。
【０４８０】
　液体窒素の温度に冷却した時点で、上記のように抽出部をバイアスし、先端を再び抽出
部に対して+5kVにバイアスした。Ｈｅガスを1×10-5Torrの圧力にてＦＩＭ室に導入し、
再度、上記したようにＦＩＭを作動させ、先端のＨｅ放出画像を得た。先端のＦＩＭ画像
が先端での約+18kVのバイアス電位にて検出器により取り込まれるまで、先端の電圧を漸
進的に増大させた。
【０４８１】
　観察したＦＩＭパターンは、吸着原子（先端頂部で所望の三個の原子三量体構造に追加
される余分の原子）を含んだ。+18kVの先端バイアス電位での電界蒸発によって、吸着原
子を緩徐に除去した。電界蒸発の間、先端の画像を定期的に取り込み監視して、電界蒸発
処理を中止するときを決定した。先端頂部での原子三量体の明瞭なＦＩＭ画像が観察され
るまで、吸着原子を一つずつ取り除いた。また、原子三量体に加えて、三角錐の隆起が明
瞭に観察された。
【０４８２】
　更なる先端の電界蒸発によって、原子三量体を緩徐に取り除いた。+18kVを超えて先端
バイアスを緩徐に増大させることで、三量体原子を一つずつ取り除き、検出器によって記
録したＦＩＭ画像で観察される丸い先端をもたらした。
【０４８３】
　更に、先端バイアス電位を+28kVまで増大させた。この処理の間、先端原子の電界蒸発
を継続した。+28kVのバイアス電位では、他の原子三量体が先端頂部で得られた。第二の
三量体のＦＩＭ画像を図４０に示す。第二の三量体を得た後、先端バイアス電位を下げて
、ＦＩＭ放出パターンの最大角度強度を達成した。このことは、+23kVの先端バイアスに
て起きた。先端バイアスを調整することで、最高角度強度を決定して、ＦＩＭ放出パター
ンにおいて選択される原子の最も大きな観察輝度を得た。先端の電位バイアスを調整しな
がら、三量体からのＨｅイオン電流を測定することで、最大角度放出強度が起きたバイア
スを検証した。Ｈｅイオンビームの経路に配置したファラデーカップを用いて、Ｈｅイオ
ン電流を測定した。
【０４８４】
　次に、+28kVを超えて先端のバイアス電位を緩徐に増大させて、先端頂部から原子を電
界蒸発することで、先端をほぼ球状の末端形状に鈍化させた。他の原子三量体が+34kVの
バイアス電位の先端表面で得られるまで、電界蒸発を継続した。先端の再構築手段の再現
性を検証するため、研磨処理を二回より多く繰り返して、先端頂部に新しい原子三量体を
得た。二つの連続する三量体の再構築の後、ヘリウムガスの供給を止めて、印加した先端
バイアスを除去し、先端を室温に温めて、緩徐にＦＩＭ室の圧力を大気圧と等しくした。
ヘリウムイオン顕微鏡で使用するまでの2週間、支持組立体に取り付けられたままの先端
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を棚で保存した。
【０４８５】
　図１及び図５に示すシステムと同様なヘリウムイオン顕微鏡システムに、上記先端を含
む支持組立体を設置した。システムの要素は、以下のように構成された。抽出部は、先端
から1mmの位置に配置され、直径3mmの開口部を有した。イオン光学機器の第一レンズを抽
出部から30mmの距離に配置した。第一レンズを通過した後、イオンは、四重極電極として
構成される軸合わせ偏向器を通過した。直径20μmの開口部を有する絞りは、更にイオン
の経路に沿って配置され、イオンビームの一部を選択的に遮った。イオン軌道の交差点を
絞りの前50mmの距離に配置した。八重極電極として構成される非点収差補正器を絞りの後
に置いて、イオンビームの非点収差を調整した。八重極電極として構成される走査偏向器
を非点収差補正器の後に配置し、試料表面に亘ってイオンビームのラスタ化を可能にした
。第二レンズを絞りから150mmの距離に配置し、該第二レンズを用いて試料表面にイオン
ビームを集束させた。第二レンズは、平頭の直角円錐として付形され、90°の完全円錐角
度を有した。
【０４８６】
　最初に、イオン顕微鏡システムを排気したので、先端領域の基底圧力は約2×10-9Torr
であった。液体窒素を用いて、先端を約80Kに冷却した。抽出部を接地させ、次いで抽出
部に対して+5kVのバイアスを先端に印加した。
【０４８７】
　加熱線に8Wの電力を印加することによって、先端が目に見えて発光するまで（約1100K
の先端温度に相当する）、先端を加熱した。発光先端から放出される光子は、イオン光学
機器の長手方向軸と垂直な平面に対して45°傾斜した鏡を用いて、イオン光学機器の側面
開口部から観察された。このため、該鏡は、軸合わせ偏向器の真下の位置で、イオン鏡筒
内の側面開口部を通して、イオン光学機器に導入された。ほぼイオン光学機器の長手方向
軸に沿って発光先端を向けるまで、先端を繰り返し傾けて移動させた。先端の上記長手方
向軸との適切な軸合わせは、発光先端が円形の点源として現れるときに達成された。先端
が棒状に現れた場合、先端の軸合わせを誤った。
【０４８８】
　抽出部に対して+5kVの電位バイアスで先端を維持しながら、先端を冷却させた。先端を
液体窒素温度に冷却した時点で、1×10-5Torrの圧力にてＨｅガスを先端領域に導入した
。上記したように、イオン顕微鏡システムはＳＦＩＭモードで作動し、先端のＨｅイオン
放出パターンを示す画像を作り出した。画像は、原子精度で先端の形状を表した。軸合わ
せ電極を用いて、先端から発生するイオンビームを絞りの表面に亘ってラスタ化した。鋸
歯状電圧機能を各軸合わせ偏向器に適用し、顕微鏡システムの共通の外部接地部に対して
150Vの鋸歯状最大電圧機能で、10Hzのフレーム率でのラスタ化を達成した。ラスタパター
ンは、イオン光学機器の軸に対して横断する二つの直交方向のそれぞれにおいて256点を
走査した。この画像化モードでは、非点収差補正器及び走査偏向器を使用しなかった。
【０４８９】
　絞りを通過するイオンを検出するため、銅の試料を第二レンズの下に設置し、ＭＣＰ検
出器を正にバイアスして（共通の外部接地部に対して+300V）、試料と該試料に入射する
Ｈｅイオン間の相互作用によって銅試料から出る二次電子を測定した。検出器を試料から
10mmの距離に配置して、試料の平面と平行に配向させた。
【０４９０】
　収集システムは、各ラスタ点での検出器の信号をサンプリングして、モニタで表示する
先端のＳＦＩＭ画像を作り出した。画像化を容易にするため、イオン鏡筒中の第一レンズ
の電位を先端バイアスの77％に設定した。次に、先端のバイアスを増大しながら、ＳＦＩ
Ｍ画像をほぼ一定の倍率及び強度で維持した。ＳＦＩＭ画像で観察する間、先端のバイア
スを緩徐に増大させて、望ましくない吸着原子を排除し、その頂部に原子三量体を有する
先端を作り出した。更に先端バイアス電位を増大させて、先端原子の電界蒸発を起こすこ
とで、この三量体を取り除いた。新しい原子三量体が+23kVの印加先端電位で先端頂部に
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形成されるまで、電界蒸発を継続した。結果得られるこの先端のＳＦＩＭ画像を図４１に
示す。
【０４９１】
　軸合わせ偏向器、非点収差補正器、走査偏向器及び第二レンズをオフの状態で（例えば
、顕微鏡システムの共通の外部接地部に対してゼロ電位で）、三量体の内の一つの原子を
選択し、第一レンズの強度を100V単位で調整しながら、先端を傾けて平行移動させた。顕
微鏡システムをＦＩＭモードで作動させて、検出器は、先端のＦＩＭ放出画像を集めた。
第一レンズの強度を調整するときにＦＩＭ画像上の先端の中心位置が画像によって変化し
ないようになるまで、繰り返し先端を傾けて平行移動させた。
【０４９２】
　次に、絞りを適切な位置に設置し、軸合わせ偏向器に印加される電位を調整して絞りで
のイオンビームの位置を制御した。絞りを通して伝達するイオンビームの部分を検出器で
画像化し、その検出器の画像を用いて軸合わせ偏向器を繰り返し調整した。
【０４９３】
　走査偏向器を用いて、絞りを通して伝達するイオンビームを試料表面に亘ってラスタ化
した。試料（品番０２２９９Ｃ－ＡＢ、ストラクチャープローブインターナショナル社製
、ウェストチェスター、ＰＡ）の表面上の認識できる高コントラスト特徴部（銅格子）を
、第二レンズの下にあるイオンビームの経路に設置し、上記した構成を用いた検出器によ
って、該特徴部の二次電子画像を測定した。
【０４９４】
　第二レンズの強度を調整し、試料表面にイオンビームを大体集束させた。該第二レンズ
に印加された電位バイアスは、共通の外部接地部に対して約15kVであった。検出器によっ
て記録した試料の画像から、焦点の質を視覚的に評価した。第二レンズの強度を緩徐に調
整し（1Hzの周波数及び第二レンズの作動電圧の約0.1％の振幅変調で）、特徴部の位置ず
れを観察することで、イオンビームの第二レンズの軸に対する軸合わせを評価した。軸合
わせ偏向器の電圧を調整することで、最終レンズのビーム軸合わせを最適化した。その軸
合わせは、検出器により測定した画像の中心位置が第二レンズの強度を調整する間にほと
んど変化しないときに最適化された。
【０４９５】
　次に、第二レンズの強度を調整することによって、高い倍率で試料を画像化した結果、
試料の視野は約2平方μmであった。非点収差補正器の制御を調整することで、焦点の非対
称性を最小限に抑えた。全方向での縁の画像を観察し、特に縁の鮮明さを観察しながら、
この制御を調整した。非点収差補正は、焦点画像の鮮明さが全ての方向で同一であるとき
に完了した。典型的に、非点収差補正器に、わずか30ボルトを印加し、この条件を達成し
た。この時点で、ヘリウムイオン顕微鏡は完全に作動できた。
【０４９６】
　作動可能な顕微鏡を用いて、様々な試料を画像化した。二次電子を測定することで記録
された試料画像を図４２及び４３に示す。
【０４９７】
　画像化条件は、広範なビーム電流（100pA～1fA）を含んだ。幾つかの方法でビーム電流
を制御した。最初に、電動の絞り機構を用いて、異なる直径の穴を具える異なる絞りを所
定の位置に置いた。絞り機構は、直径が5μm～100μの範囲の絞りを含んだ。第二に、第
一レンズの焦点強度を調整し、ビーム交差をイオン光学機器の絞り平面に近づけることで
、大きなイオン電流が試料に達した。反対に、第一レンズの焦点強度を調整し、絞り平面
から更に該ビームを移動させることで、小さなイオン電流が絞りを通過した。第三に、先
端領域でのヘリウムガスの圧力を増大又は低減し、イオンビーム電流をそれぞれ増大又は
低減した。
【０４９８】
　典型的に、ビームエネルギーは最適角度強度に選択され、典型的には、ビームエネルギ
ーは17keV～30keVの範囲内であった。ビームエネルギーは、時間と共に先端の形状変化に
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応じて変化した。
【０４９９】
　イオン顕微鏡で調べた試料の種類に従って、使用する検出器の種類や検出器の設定を選
択した。試料の二次電子の画像を測定するため、共通の外部接地部に対して約+300Vにバ
イアスした金属格子と共にＥＴ検出器を用いた。ＥＴ検出器内部のシンチレータを外部接
地部に対して+10kVにバイアスし、内部ＰＭＴの増加を調整して、飽和せずに可能な限り
大きな信号を作り出した。
【０５００】
　また、ＭＣＰ検出器（バーレエレクトロ－オプティクス社製、スターブリッジ、ＭＡ）
を用いて、試料から二次電子及び／又は散乱Ｈｅを検出した。ＭＣＰ格子、正面及び背面
は、それぞれが外部接地部に対してバイアスされることができた。ＭＣＰの背面をその前
端に対して正にバイアスすることで、検出器の増加を達成した。典型的な増加電圧は1.5k
Vであった。背面に隣接したコレクタ板を背面に対して+50Vにバイアスした。コレクタ板
からの検出信号は、大きな正の電圧に重ねられる小さな変動電流の形であった。二次電子
の収集については、ＭＣＰの前面及び格子を+300Vにバイアスした。散乱Ｈｅの収集につ
いては、前面及び格子を-300Vにバイアスした。
【０５０１】
　必要に応じて、各試料についての最適な画像化条件に、ラスタ速度を調整した。1画素
当たりの滞留時間は、100ns～500μsの範囲であった。短い滞留時間のため、多重走査を
平均化することで、雑音を低減した。このことは、連続ライン走査や連続フレーム走査で
行われた。
【０５０２】
　図４２に示す画像は、ケイ素基板上の複数のカーボンナノチューブの画像である。その
画像は、ナノチューブの表面から二次電子を検出することで得られた。試料から8mm、イ
オンビームからの軸外15mmの距離にＥＴ検出器を配置し、試料平面に対して20°の角度に
配向させた。Ｈｅイオンビーム電流は0.5pAであって、平均イオンエネルギーは21keVであ
った。イオンビームを1画素当たり200μsの滞留時間でラスタ走査し、全画像捕捉時間は2
00sであった。画像の視野は4μmであった。
【０５０３】
　図４３に示す画像は、ケイ素基板上のアルミニウム柱の画像である。その画像は、ナノ
チューブの表面から二次電子を検出することで得られた。上記した種類のＭＣＰ検出器は
、外部接地部に対して+300Vにバイアスされた格子及び前面を具え、試料から10mmの距離
に配置され、試料平面と平行に配向された。Ｈｅイオンビーム電流は0.5pAであって、平
均イオンエネルギーは24keVであった。イオンビームを1画素当たり200μsの滞留時間でラ
スタ走査した。試料表面の視野は1μmであって、1Vの最大電圧を走査偏向器に印加するこ
とで得られた。
【０５０４】
　ヘリウムイオン顕微鏡におけるこの先端を用いた操作は、イオン源を使用可能にするの
にシステムをガス抜きする必要も全くなく、数週間に亘って継続した。三量体原子を取り
除くにつれて、意図的に又は通常の使用により、先端の末端形状が図４４に示すＳＦＩＭ
画像に表されるように更に球状になった。そのままの位置での角錐再構築（研磨）は、必
要に応じて、先端を研磨するために最初にＦＩＭで行ったのものと同一の熱及び酸素構築
処方を用いることによって行われた。一般に、各再構築処理は5分未満の時間を費やし、
そうでなければ、システムはこの数週間に亘って使用可能であった。全体としては、先端
は8回を越えて再構築された。先端頂部での再構築原子三量体の画像を図４５に示す。
【０５０５】
２．
　例１に記載の手順に従い、Ｗ（１１１）先端を支持組立体に取り付けて、電気化学的に
エッチングした。先端のＳＥＭ画像を図４６に示す。例１の手順に従い、先端の幾何学的
特性決定を行った。この先端については、平均先端半径が70nmであることを決定した。先
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端は、例１の基準に基づいて使用が認められた。
【０５０６】
　先端の幾何学的特性が容認できる範囲内であることを検証した後、エッチングした先端
を含む源の組立体を、例１に記載のＦＩＭ中に設置した。ＦＩＭの構成は、以下に示すと
ころを除いて、例１に記載の構成と同一であった。先端上での電位バイアスを、抽出部に
対して、+21.8kVにまで緩徐に増大させた。先端原子の電界蒸発は、電位が増大するにつ
れて発生した。+21.8kVに達した後、先端の電位を+19.67kVに下げた。図４７に示す先端
のＦＩＭ画像は、先端がこの電位で維持された状態で得られた。この画像を用いて、先端
の単結晶構造や正確な配向を検証した。
【０５０７】
　次に、先端を研磨し、その頂部に原子三量体を作り出した。ヘリウムをＦＩＭ室から排
出し、4.3Aの定電流を先端に20秒間印加することで先端を加熱した。ＦＩＭ鏡筒内に設置
され、鏡筒軸に沿って伝搬する光を鏡筒の側面開口部に向け直すように角度をつけた傾斜
鏡を用いて、先端を観察した。発光（例えば、先端から放出される光子）が肉眼で見えな
かったので、先端を5分間冷却させた。次に、4.4Aの定電流を先端に20秒間印加すること
で、先端を加熱した。発光が肉眼で見えなかったので、先端を5分間冷却させた。次に、4
.5Aの定電流を先端に20秒間印加することで、先端を加熱した。発光が肉眼で見えなかっ
たので、先端を5分間冷却させた。次に、4.6Aの定電流を先端に20秒間印加することで、
先端を加熱した。この温度で、発光が先端から明確に見えた。従って、先端の発光を誘発
するのに必要な電流が4.6Aであることを確証した。次に、その源を5分間冷却させた。
【０５０８】
　次に、先端からの電子放出電流を監視しながら、負のバイアスを印加した。先端から50
pAの電子放出電流が観察されるまで、バイアスをますます負にした。この電流での先端バ
イアスは、-1.98kVであった。このバイアスを先端に印加したままの状態で、4.6Aの加熱
電流を先端に印加した。約20秒後に先端の発光を再び観察した。先端の発光が観察された
後に、先端の加熱を更に10秒延長した。その後、先端に印加されるバイアス電位と加熱電
流を先端から排除し、先端を液体窒素の温度に冷却させた。
【０５０９】
　先端が冷却された時点で、抽出部に対して+5kVの正のバイアスを先端に印加した。先端
の近傍におけるＦＩＭ室に、1×10-5Torrの圧力でＨｅガスを収容できた。例１に記載の
通り、先端頂部のＦＩＭ画像を得た。バイアスが増大するにつれて、ＦＩＭ画像はより明
確に見えた。図４８に画像は、+13.92kVの先端バイアスで観察された。その画像は、原子
三量体に対応する角錐の隆起や明るい中央頂部を示す。
【０５１０】
　先端上での放出原子の一部は、緩く結合した吸着原子であり、先端原子の電界蒸発によ
って電場強度を増大させて取り除かれた。更に、先端バイアスを増大させ、+21.6kVへの
電界蒸発によって第一の三量体及び第二の三量体を取り除いた。この電位に達した後、先
端バイアスを+18.86kVに下げて、図４９に示す先端のＦＩＭ画像を記録した。
【０５１１】
　例１において確認した基準に基づき、先端を実行可能なものと確認して、ＦＩＭから取
り外した。約一月ほど後に、例１に記載のように構成されたヘリウムイオン顕微鏡中に、
上記先端を取り付けた。酸素ガスを使用しなかったことを除き、例１に記載の処理におい
て、三量体を複数回再構築し、蒸発させた。代わりに、三量体の再構築処理は、（50pAの
電子放射電流を作り出すため）先端に特定の負の電位を印加しながら、同時に加熱線に印
加した4.6Aの電流で先端を加熱することに頼って、20秒間の加熱線の目に見える発光をも
たらした。先端は、ヘリウムイオン顕微鏡内に残ったままで、先端を使用可能にするのに
システムをガス抜きする必要もなく4週間を超える使用を提供した。この期間、上記した
負に印加した電位バイアスと加熱に関する手順を用いて、先端を複数回再構築した。先端
の再構築三量体のＳＦＩＭ画像を図５０に示す。
【０５１２】
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　この先端を具えるＨｅイオン顕微鏡を用いて記録した半導体試料の画像を図５１に示す
。その試料は、酸化ケイ素基板の表面に堆積したアルミニウム金属の線を含んだ。該線の
物質のそれぞれの上に、未知の塗料を堆積した。
【０５１３】
　最大振幅1Vの走査電圧を走査偏向器に導入し、試料上に10μmの視野を作り出した。例
１に記載したように、第一レンズと第二レンズの電位、軸合わせ偏向器及び非点収差補正
器の電位を調整して、絞りを通過するＨｅイオンビームの部分を制御し、試料位置でのビ
ーム焦点の質を制御した。三次元性質や側壁の詳細を明らかにするために画像化する間、
試料を傾けて回転させた。
【０５１４】
　図５１に示す画像は、試料表面からの二次電子を測定することで記録された。ＭＣＰ検
出器は、試料から10mmの距離に配置され、試料表面と平行に配向された。ＭＣＰの格子及
び前面は、共通の外部接地部に対して+300Vにバイアスされた。Ｈｅイオンビーム電流は4
pAであって、平均イオンエネルギーは21.5keVであった。全画像収集時間は30sであった。
【０５１５】
　この先端を用いて撮影した他の半導体試料の画像を図５２に示す。その試料は、金属で
形成された表面特徴部を有する多層半導体素子であった。試料の入射Ｈｅイオンとの相互
作用によって試料表面からでる二次電子を測定することで、画像を記録した。150ボルト
の最大走査電圧を走査偏向器に印加して、試料表面に1.35mmの視野を作り出した。
【０５１６】
　全体を覆う視点から試料を観察した。このことは、試料表面上に多くの特徴部を示す。
その画像を記録するため、共通の外部接地部に対して+300Vにバイアスされた格子及び前
面を具えるＭＣＰ検出器を試料から10mmの距離に配置し、試料表面と平行に配向した。Ｈ
ｅイオンビームは15pAであって、平均イオンエネルギーは21.5keVであった。イオンビー
ムを1画素当たり10μsの滞留時間でラスタ走査した。
【０５１７】
３．
　この例の先端は、例２に記載の手順を用いて準備され、ヘリウムイオン顕微鏡において
軸合わせした。例１の手順に従い、先端の幾何学的特性決定を行った。先端は、例１の基
準に基づいて使用が認められた。
【０５１８】
　直接測定又は外挿測定によって、既知のビーム電流及び既知の収集時間で試料の画像を
得ることを可能とした。ビーム電流は、ピコ電流計（４８７型、ケースレーインスツルメ
ンツ社、クリーブランド、ＯＨ）と連結したファラデーカップを用いて慎重に監視された
。また、先端領域のＨｅ圧力は、Ｂａｙｎａｒｄ Ａｌｐｅｒｔ型電離ゲージ（バリアン
バキュームインコーポレイテッド社製、レキシントン、ＭＡ）を用いて慎重に監視された
。Ｈｅイオン電流が低すぎて正確に測定できない状況では（例えば、約0.5pA未満）、測
定Ｈｅガス圧力に基づき、外挿によってイオン電流を決定した。典型的に、Ｈｅガス圧力
とＨｅイオン電流は互いに直線的に比例し、その直線関係は先端ごとで一貫している。
【０５１９】
　試料は、局所的特徴部を有する金格子試料であった（品番０２８９９Ｇ－ＡＢ、ストラ
クチャープローブインターナショナル社製、ウェストチェスター、ＰＡ）。入射Ｈｅイオ
ンに応じた試料表面からの二次電子放出を測定することで、試料を画像化した。画像を記
録するため、直径40mmの環状山形タイプのＭＣＰ検出器（バーレエレクトロ－オプティク
ス社製、スターブリッジ、ＭＡ）を試料から10mmの距離に配置し、試料表面と平行に配向
した。該検出器は、約1.8ステラジアンの立体角を取り、イオンビームに対して対称であ
った。図６６に示すように、検出器を第二レンズの底部に直接取り付けた。ＭＣＰの前面
を共通の外部接地部に対して正（+300V）にバイアスし、更に（共通の外部接地部に対し
て）正にバイアスした内部金属格子（+300V）が存在した。
【０５２０】
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　平均イオンエネルギーは20keVであった。試料の画像をそれぞれ1pA、0.1pA及び0.01pA
のビーム電流で測定し、それぞれ図５３、５４及び５５に示す。全画像収集時間は、それ
ぞれ33秒、33秒及び67秒であった。
【０５２１】
　最初の二枚の画像（図５３及び５４）については、画像サイズが1024×1024画素であっ
た。第三の画像（図５５）については、画像サイズが512×512画素であった。各画像にお
いては、約2Vの最大走査電圧を走査偏向器に印加し、試料表面に20μmの視野を作り出し
た。
【０５２２】
　散乱ヘリウムイオン及び／又は中性原子がそれらの記録画像にほとんど寄与していない
ことを確認するため、格子及びＭＣＰのバイアス電位を-50Vに変更すると、信号は観察さ
れなかった。それらの画像の雑音量は、同一の電流、同一の画素数及び同一の全収集時間
での試料のＳＥＭ画像で達するであろう雑音量より低いものとして認められた。
【０５２３】
４．
　支持組立体において、源の基盤に取り付けた二つの柱を図５６に示すように互いに前も
って曲げたことを除き、例１に記載の方法によって、先端を製造し、支持組立体に取り付
けた。その屈曲は、加熱線が非常に短い長さでかかることを可能にした。加熱線は、例１
に記載されるように、180μmの直径を有する多結晶タングステン線であった。曲がった柱
の場合、5mmの加熱線長さを用いた。短い加熱線の長さの利点は、線の長さが低減するに
つれて、線の長さの剛性が増大することであった。例１に記載した通常の方法で、放出線
を固定した。
【０５２４】
　短い加熱線の増大した剛性は、同じ力を異なる二つの先端に加えることで観察された。
ここで、一方の先端は、例１に記載した種類の支持組立体に取り付けられ、他方の先端は
、図５６に示す支持組立体に取り付けられた。加えた力に応じた二つの先端の偏向を比較
した。例１タイプの支持基盤と比較して、曲がった柱の支持組立体は、6倍小さい量で偏
向された。その結果、曲がった柱タイプの支持組立体の固有振動数は、例１の支持組立体
の固有振動数より約2.5倍高かった。高い振動数の場合、実質的に固有振動数以下の振動
数で励起した際に、支持基盤及び先端が一体となって（例えば、無視できるほどの位相シ
フトで）移動する。Ｈｅイオン顕微鏡に組み入れる場合、曲がった柱の源の組立体におけ
る先端の比較的小さな振動は、イオン顕微鏡画像が先端の振動によってビーム着陸誤差等
の相当な画像欠陥を有し得る可能性を低減した。
【０５２５】
　異なる加熱線を使用したこと以外は、例１に記載の手順に従い、先端を用意した。この
例で用いる加熱線は、例１の加熱線の直径より約25％大きい直径を有した。厚みのある加
熱線は、一般に線の剛性が直径の増加と共に増大するので、振動運動に準拠することが少
なかった。加えて、厚みのある加熱線は、タングステン－レニウム合金（タングステン74
％、レニウム26％）から形成された。合金線は、例１のタングステンの加熱線より非常に
高い電気抵抗を有しており、加熱線全体の抵抗が約0.5オームであることを測定した。適
したタングステン－レニウム合金線は、オメガエンジニアリング社（スタムフォード、Ｃ
Ｔ）から得られた。
【０５２６】
　厚みのある加熱線は、先端を含む支持組立体の固有振動数を約1.5kHz（例１）から約2.
2kHz（この例）に増大させた。Ｈｅイオン顕微鏡に組み入れる場合、この加熱線組立体を
具える源の組立体における先端の比較的低い振動は、イオン顕微鏡画像が先端の振動によ
ってビーム着陸誤差等の相当な画像欠陥を有し得る可能性を低減した。
【０５２７】
６．
　加熱線が熱分解炭素のブロック（ＭＩＮＴＥＱインターナショナルパイロジェニックス
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グループ社製、イーストン、ＰＡ）に置換されたこと以外は、例１に記載の方法で、先端
を形成した。源の組立体の柱を互いに曲げて、平行で平坦な表面を有するため機械加工し
た。放出線を取り付けるため、柱を引き離し、その柱の間に二つの熱分解炭素ブロックを
挿入した。炭素ブロックの間に放出線を設置し、次にその柱を動かせるようにした。柱に
よって炭素ブロックに加えられた圧縮力は、支持組立体上の適切な位置にそのブロックと
放出線を保持し、支持基盤に対する放出線の相対運動を阻止した。曲がった柱、二つの炭
素ブロック及び放出線を含む支持組立体の一部を図５７に示す。
【０５２８】
　炭素ブロックと放出線が圧縮状態にあるように、熱分解炭素ブロックの大きさを選択し
た。適切な位置に炭素ブロックがない場合、曲がった柱の間の隙間は1.5mmであった。炭
素ブロックは、二つの曲がった柱間の方向に沿って、それぞれが700μmの長さを有した。
放出線は250μmの直径を有した。
【０５２９】
　熱分解炭素ブロックは、最大電気抵抗及び最小熱伝導率のために曲がった柱に対して配
向された（例えば、熱分解炭素ブロックの炭素平面が柱を連結する線とほぼ垂直に配向さ
れた状態）。支持組立体の電気抵抗が1500Kで4.94オームあることが測定され、これは、
例１の支持組立体の抵抗（0.56オーム）に比べて大きかった。先端を1500Kに加熱するの
に必要な電力は（例１の先端を1500Kに加熱するのに必要な約11Wに比べて）6.4Wであった
。先端は、加熱線がないことによって源の基盤に対し比較的強固に保持された。支持組立
体の固有振動数は3kHzより大きかった。
【０５３０】
　ヘリウムイオン顕微鏡に組み入れる場合、この源の組立体における先端（先端の両側に
熱分解炭素ブロックを加えて圧縮力により適切な位置に保持された）の比較的低い振動は
、イオン顕微鏡画像が先端の振動によってビーム着陸誤差等の相当な画像欠陥を有し得る
可能性を低減した。
【０５３１】
７．
　例１に記載の手順に従って先端を準備し、例１に記載したように幾何学的先端特性の特
性決定を行った。先端は、例１の基準に基づいて使用が認められた。
【０５３２】
　例１に記載の手順を用いて、先端をＦＩＭで研磨した。次に、Ｈｅイオン顕微鏡内に先
端を配置し、構成した。以下に示す構成の変更と共に、例１に記載のようにして、顕微鏡
システムを構成した。
【０５３３】
　顕微鏡システムは、試料の入射Ｈｅイオンとの相互作用によって試料から出る二次電子
を測定するように構成された。ＭＣＰ検出器（例３に記載の検出器と同様に構成された）
を用いて、試料画像を記録した。
【０５３４】
　試料はスチール製で、形状が球状で、均一の組成であった。Ｈｅイオンビーム電流は1.
0pAであって、平均イオンエネルギーは20keVであった。イオンビームを1画素当たり10μs
の滞留時間でラスタ走査した。走査偏向器に印加された最大電位（約100V）は、試料表面
で約1mmの視野をもたらした。
【０５３５】
　試料の画像を図５８に示す。画像は、試料についての合計二次電子放出量の測定を反映
する。画像は、右端にて向上した二次電子放出量を示す。向上した放出量は、試料表面近
くのイオンビームの増大した経路長さに起因した。ここで、二次電子は抜け出すことがで
きる。二次電子放出量は大体sec(α)に比例して増大することが分かった。ここで、αは
、入射Ｈｅイオンビームと試料表面の法線との間の角度を表す。
【０５３６】
　第二試料の画像を図５９Ａ及び５９Ｂに示す。図５９Ａに示す試料についての画像化条
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件は、この例における第一試料に関連して説明した通りであった。
【０５３７】
　20keVのエネルギーで、Ｈｅイオンビームを有意に分岐する前に試料中深く貫入した（
約100nm）。結果として、試料画像の縁は、比較的幅が狭く明るいエッジ効果（例えば、
低減した縁での吹出し）を示した。例えば、図５９Ａの画像をＨｅイオン顕微鏡から記録
した一方で、図５９Ｂの画像を標準的なＳＥＭを用いて記録した。両方の画像における信
号は、二次電子の測定のみから生じる。図５９Ｂに示すＳＥＭの画像においては、電子ビ
ームエネルギー2keV及びビーム電流30pAの画像化条件下で、ＳＥＭを作動させた。
【０５３８】
　Ｈｅイオン顕微鏡画像においては、明るい縁が目に見えて狭いことが観察されており、
このことは、入射電子と比較して試料表面でのＨｅイオンの小さな相互作用の量の結果で
あると考えられる。Ｈｅイオンビームは試料内に入るので、Ｈｅイオンビームは相対的に
平行なままである。対照的に、ＳＥＭの電子ビームは、試料表面に直接隣接した、かなり
広範な相互作用の量をもたらす。結果として、入射電子ビームによって発生する二次電子
は、表面上の公称電子ビーム位置から数ナノメートルに広がる表面領域から生じる。その
結果、図５９Ａ及び５９Ｂの画像を視覚的に比較することで分かるように、ＳＥＭの明る
いエッジ効果は、実質的に幅が広い。
【０５３９】
　これら二つの画像の明るいエッジ効果を数値比較するため、各画像における共通の縁の
特徴部に亘ってライン走査を行った。その結果を、それぞれ図５９Ａ及び５９Ｂに対応す
る図６７Ａ及び６７Ｂに示す。ライン走査の範囲は、50画素の長さで1画素の幅であった
。縁の特徴部に対応するライン走査の強度ピークは、対応するＨｅイオン顕微鏡画像と比
べて、ＳＥＭ画像の幅が40％広い半値全幅（ＦＷＨＭ）を有する。上記したように、Ｈｅ
イオン顕微鏡画像で観察される低減した縁の幅は、電子に対して、試料表面でのＨｅイオ
ンの小さな相互作用の量の結果である。
【０５４０】
８．
　例１に記載の手順に従い先端を用意し、例１に記載のように幾何学的先端特性の特性決
定を行った。先端は、例１の基準に基づき、使用が認められた。
【０５４１】
　例１に記載の手順によって、先端をＦＩＭで研磨した。次に、Ｈｅイオン顕微鏡内に先
端を配置し、構成した。以下に示す構成の変更と共に、例１に記載のようにして、顕微鏡
システムを構成した。
【０５４２】
　顕微鏡システムは、試料の入射Ｈｅイオンとの相互作用によって試料から出る二次電子
を測定するように構成された。ＭＣＰ検出器（例３に記載の検出器と同様に構成された）
を用いて、試料画像を記録した。
【０５４３】
　各種試料を測定し、多くの材料の二次電子放出量を量的に決定した。各試料は、一片の
平坦な物質からなり、試験された。試料上に2mmの距離に、低充填率の（例えば、大部分
が空間の）金属スクリーンを配置した。ピコ電流計（ケースレーインスツルメントコーポ
レーション社、クリーブランド、ＯＨ）を用い、各試料表面中に溝を機械加工することで
各試料に組み入れたファラデーカップと連結して試料の電流を測定した。
【０５４４】
　各試験は、各試料中のファラデーカップ上に入射するようにＨｅイオンビームを位置決
めすることで、Ｈｅイオン電流の測定を始めた。次に、共通の外部接地部に対して可変バ
イアスをスクリーンに印加しながら、Ｈｅイオンビームを試料に亘ってラスタ化して、試
料からの二次電子を測定した。
【０５４５】
　Ｈｅイオンビームの焦点を意図的にぼかし（100nmのスポットサイズ）、汚染又は帯電
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欠陥をいずれも最小限に抑えた。スクリーンのバイアス電位を徐々に-30Vから+30Vまで調
整し、各バイアス電位について二次電子電流を測定した。各測定を、22.5keVのＨｅイオ
ンビームエネルギー及び13pAのビーム電流で行った。図６０のグラフは、ケイ素試料の結
果を示す。
【０５４６】
　スクリーンが負にバイアスされたグラフの左側では、試料の入射Ｈｅイオンとの相互作
用によって試料から出る二次電子の全てがケイ素試料に戻った。Ｈｅイオンビーム電流と
二次電子電流がほぼ等しく、その結果、自由二次電子と散乱ヘリウムイオンの極少量を作
り出した。スクリーンが正にバイアスされたグラフの右側では、試料の入射Ｈｅイオンと
の相互作用によって試料から出る二次電子の全てが加速されて試料から離れた。測定した
試料の電流は、Ｈｅイオン電流と二次電子電流の合計であった。それらの測定に基づき、
平坦なケイ素試料に入射する22.5keVのヘリウムビーム入射（法線入射）についての二次
電子放出量は、およそ(44-13)／13＝2.4である。
【０５４７】
　同様な測定条件下、様々な物質について、同様な測定手順を続けた。結果を以下の表に
要約した。
【０５４８】
【表２】

　　　　　　　　　　　　
【０５４９】
　それらの比較的大きな二次電子放出量や異なる材料についての広範な値は、二次電子の
検出に基づいたＨｅイオン顕微鏡画像が、異なる物質を区別するのに優れた方法を提供す
るという一般的な観測結果を説明する。一例として、図６１は、ヘリウムイオン顕微鏡を
用いて記録した、基板表面上の十字形位置合わせ部の二次電子画像である。約1.5Vの最大
振幅の走査電圧を走査偏向器に導入し、試料上に15μmの視野を作り出した。ＭＣＰ検出
器を試料から10mmの距離に配置し、試料表面と平行に配向させた。ＭＣＰの格子及び前面
を共通の外部接地部に対して+300Vにバイアスした。Ｈｅイオンビーム電流は5pAであって
、平均イオンエネルギーは27keVであった。そのイオンビームを1画素当たり150μsの滞留
時間でラスタ走査した。
【０５５０】
　図６１Ｂは、同一の特徴部について撮影したＳＥＭの二次電子画像である。実験的に決
定した、電子ビームエネルギー2keV及びビーム電流30pAの最適な画像化条件下で、ＳＥＭ
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を作動させた。他のビーム電流、走査速度及びビームエネルギーを試したが、それらはい
ずれも良好なコントラストを提供しなかった。
【０５５１】
　Ｈｅイオン顕微鏡画像は、入射電子ビームに対し、入射Ｈｅイオンビームの二次電子放
出量の大きな差のために、十字形の位置合わせ部を形成する異なる物質間で優れたコント
ラストを示す。図６１Ａにおいては、十字形の位置合わせ部の二つの物質を視覚的に容易
に区別することができる。しかしながら、図６１Ｂにおいて質的に観察されるように、二
つの物質は、ＳＥＭの入射電子ビームについて、類似の二次電子放出量を有する。
【０５５２】
９．
　例１に記載の手順に従い先端を用意し、例１に記載のように幾何学的先端特性の特性決
定を行った。先端は、例１の基準に基づいて使用が認められた。
【０５５３】
　例１に記載の手順によって、先端をＦＩＭで研磨した。次に、Ｈｅイオン顕微鏡内に先
端を配置し、構成した。以下に示す構成の変更と共に、例１に記載のようにして、顕微鏡
システムを構成した。
【０５５４】
　顕微鏡システムは、試料の入射Ｈｅイオンとの相互作用によって試料から出る二次電子
を測定するように構成された。（例３に記載された）ＭＣＰ検出器を用いて、試料画像を
記録した。ＭＣＰの前端の前に格子があるので、ＭＣＰの前端を共通の外部接地部に対し
て+100Vにバイアスした。この構成において、ＭＣＰは、正にバイアスされた試料の領域
で作り出される二次電子を除き、試料の入射Ｈｅイオンとの相互作用によって試料から出
る二次電子のほぼ全てを収集することが可能であった。それらの二次電子は、試料から完
全に放出されてＭＣＰによって検出される代わりに、正の電圧バイアスによって、試料に
戻ってきた。
【０５５５】
　入射イオンビームから正の電荷で到着すること及び負の電荷（二次電子）で出発するこ
とのために、試料領域を正にバイアスした。与えられたＨｅイオンビーム電流についての
試料上での誘導電圧バイアスの大きさは、試料の周辺部分に対して、試料の露出部分の静
電容量及び／又は抵抗によって決まった。それらの違いは、試料の容量特性及び／又は抵
抗特性に従い、試料の異なる領域について異なる二次電子の収集をもたらした。検出した
異なる二次電子収集の違いは、Ｈｅイオン顕微鏡を用いて記録した試料の画像におけるコ
ントラストを作り出した。このようにして、二次電子画像に基づき、試料の電気特性を決
定した。
【０５５６】
　図６２においては、試料の二次電子画像を示す。試料は、絶縁基板の表面上に堆積した
一組のアルミニウム線を特徴とした。最大振幅3Vの走査電圧を走査偏向器に導入し、試料
上に30μmの視野を作り出した。Ｈｅイオンビーム電流は5pAであって、平均イオンエネル
ギーは26keVであった。イオンビームを1画素当たり100μsの滞留時間でラスタ走査した。
【０５５７】
　試料画像は、一連の周期的で明るいアルミニウム線を示す。それらの明るい線の間の隙
間においては、一連の暗い線が存在する。画像中の中央の明るい線は明確な境界を示し、
該境界を越えて、線が暗くなる。試料の性質に基づき、明るい線は接地部への低い抵抗経
路を有しているか、接地部に対して非常に高い静電容量を有しており、その結果、明るい
線は、Ｈｅイオンビームの作用によって実質的にバイアスされなかった。
【０５５８】
　暗い線は、Ｈｅイオンビームの影響を受けて正にバイアスされ、その結果、そこで作り
出された二次電子は試料に戻ってきた。この効果が暗い線の容量特性又は抵抗特性による
ものであるか否かを決定するため、Ｈｅイオンビームを受け、ある期間にわたって暗い線
を観察した。この効果が実際は容量特性であった場合、線は時間が経つにつれてますます
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暗くなった。
【０５５９】
　中央のアルミニウム線での明から暗への移行は、例えば、線上での電気の断絶の存在を
示唆することができる。下側の線の明るい部分は、上側の線の暗い部分と完全な電気接触
をとることができない。
【０５６０】
　図６３は、上記した測定の構成を用いて記録した他の試料の画像を示す。試料は、ケイ
素基板上に銅で形成された線及び他の特徴部を含む。最小の特徴部は、文字（「ＤＲＡＩ
Ｎ」）の形態である。各文字の上部は明るく見えるが、各文字の底部では暗く見える観察
結果から明らかなように、その特徴部の正の電位バイアスは、画像取得を通して増大した
。この画像のラスタ走査は上部から底部まで進めた。結果として、試料の表面特徴部上で
のバイアス機構は、主として容量性である。
【０５６１】
１０．
　例１に記載の手順に従い先端を用意し、例１に記載のように幾何学的先端特性の特性決
定を行った。先端は、例１の基準に基づいて使用が認められた。
【０５６２】
　例１に記載の手順によって、先端をＦＩＭで研磨した。次に、Ｈｅイオン顕微鏡内に先
端を配置し、構成した。以下に示す構成の変更と共に、例１に記載のようにして、顕微鏡
システムを構成した。
【０５６３】
　顕微鏡システムは、試料の入射Ｈｅイオンとの相互作用によって試料から出る二次電子
を測定するように構成された。（例３に記載された）ＭＣＰ検出器を用いて、試料画像を
記録した。ＭＣＰの前端の前に格子があるので、ＭＣＰの前端を共通の外部接地部に対し
て+300Vにバイアスした。この構成において、測定信号は、ほとんど全てが二次電子から
生じた。このことは、ＭＣＰの増幅率を変えずにＭＣＰの前端を-300Vにバイアスし、測
定信号をほぼゼロに減少させることを観察することによって検証された。
【０５６４】
　最大振幅3Vの走査電圧を走査偏向器に導入し、試料上に30μmの視野を作り出した。Ｈ
ｅイオンビーム電流は10pAであって、平均イオンエネルギーは22keVであった。そのイオ
ンビームを1画素当たり100μsの滞留時間でラスタ走査した。
【０５６５】
　三つの明確な層を含む試料を画像化した。最上の金属層は、銅で形成されパターン形成
した線で構成された。次の層は、誘電体で構成された。底層は、銅で形成された異なるパ
ターン形成の他の層で構成された。試料の画像を図６４に示す。画像は、底部（内層面）
の金属層に対応する灰色画像の特徴部に重なった、最上の金属層のパターンを明るい白色
で示す。内層面金属層は、画像においてより薄暗く且つわずかにぼやけて見える。
【０５６６】
　測定信号は、散乱Ｈｅイオンと中性Ｈｅ原子の双方によって試料表面で発生する二次電
子の結果であった。この評価は、ＭＣＰ及びスクリーンを負にバイアスして、信号がほと
んど検出されないことに注目することによって検証された。試料の入射Ｈｅイオンとの相
互作用によって試料から出る二次電子は、図６４の表面金属層の画像を作り出した。内層
面金属層の画像は、試料中に入り込んで中性化することになる生成Ｈｅイオンである。中
性Ｈｅ原子は内層面の層から散乱し、それらの一部分は、それらが出て行くことで二次電
子を作り出す表面に戻る。このことは、内層面の特徴部のより薄暗くぼやけた画像を説明
する。
【０５６７】
１１．
　例１に記載の手順に従い先端を用意し、例１に記載のように幾何学的先端特性の特性決
定を行った。先端は、例１の基準に基づいて使用が認められた。
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【０５６８】
　例１に記載の手順によって、先端をＦＩＭで研磨した。次に、Ｈｅイオン顕微鏡内に先
端を配置し、構成した。以下に示す構成の変更と共に、例１に記載のようにして、顕微鏡
システムを構成した。
【０５６９】
　顕微鏡システムは、試料の入射Ｈｅイオンとの相互作用によって試料から出る二次電子
を測定するように構成された。（例３に記載された）ＭＣＰ検出器を用いて、試料画像を
記録した。ＭＣＰの前端の前に格子があるので、ＭＣＰの前端を共通の外部接地部に対し
て+300Vにバイアスした。この構成において、測定信号は、ほとんど全てが二次電子から
生じた。このことは、ＭＣＰの増幅率を変えずにＭＣＰの前端を-300Vにバイアスし、測
定信号をほぼゼロに減少させることを観察することによって検証された。
【０５７０】
　最大振幅15Vの走査電圧を走査偏向器に導入し、試料上に150μmの視野を作り出した。
Ｈｅイオンビーム電流は10pAであって、平均イオンエネルギーは21.5keVであった。その
イオンビームを1画素当たり100μsの滞留時間でラスタ走査した。
【０５７１】
　画像化した試料は、溶接した一片のタングステンで構成された。タングステンをその融
点を超えて加熱し、その後に冷却したことで、結晶粒の間に急激な境界を有する明確な結
晶学的ドメインを形成した。試料の入射Ｈｅイオンとの相互作用によって試料から出る二
次電子を測定することで、試料を画像化した。
【０５７２】
　試料の画像を図６５に示す。画像は、明るい粒子と暗い粒子をはっきりと示す。この背
景に重ねられたものは、幾つかの粒子にかかる明るい画像特徴部である。明るい特徴部は
、表面の局所的な浮き出しパターンに対応しており、このことは、本願に開示のトポグラ
フィー効果によって二次電子の生成を向上させる。各種結晶粒の対照的な画像強度は、入
射Ｈｅイオンビームに対して結晶ドメインの相対配向によるものであった。特定の粒子の
タングステン格子を、Ｈｅイオンビームが低指数の結晶学的方向とほぼ平行に入るように
配向した場合、表面での散乱確率は低いので、イオンビームは粒子の深くまで入り込んだ
。結果として、物質の表面での二次電子放出量は比較的低く、画像中で粒子は暗く見えた
。反対に、特定の粒子のタングステン格子を、Ｈｅイオンビームが高指数の結晶学的方向
に入射するように配向した場合、粒子表面での散乱確率は高かった。結果として、物質の
表面での二次電子放出量は比較的高く、画像中で粒子は明るく見えた。
【０５７３】
１２．
　例１に記載の手順に従い先端を用意し、例１に記載のように幾何学的先端特性の特性決
定を行った。先端は、例１の基準に基づいて使用が認められた。
【０５７４】
　例１に記載の手順によって、先端をＦＩＭで研磨した。次に、Ｈｅイオン顕微鏡内に先
端を配置し、構成した。以下に示す構成の変更と共に、例１に記載のようにして、顕微鏡
システムを構成した。
【０５７５】
　顕微鏡システムは、入射Ｈｅイオンに応じて試料から散乱したＨｅイオンと中性Ｈｅ原
子を測定するように構成された。（例３に記載された）ＭＣＰ検出器を用いて、試料画像
を記録した。ＭＣＰの前端の前に格子があるので、ＭＣＰの前端を共通の外部接地部に対
して-100Vにバイアスした。この構成においては、負に印加された電位バイアスによって
、二次電子がＭＣＰに達しない。ＭＣＰによって測定された信号は、ＭＣＰの前面に入射
する散乱Ｈｅイオン及び中性Ｈｅ原子から生じる。
【０５７６】
　最大振幅15Vの走査電圧を走査偏向器に導入し、試料上に150μmの視野を作り出した。
Ｈｅイオンビーム電流は10pAであって、平均イオンエネルギーは21.5keVであった。その
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イオンビームを1画素当たり100μsの滞留時間でラスタ走査した。
【０５７７】
　画像化した試料は、例１１でも調べたタングステンを溶接した試料であった。これまで
のように、溶接したタングステンは、粒子間に急激な境界を有する明確な結晶学的ドメイ
ンを含んだ。
【０５７８】
　ＭＣＰに入射するＨｅ原子とＨｅイオンの存在量を検出することで、試料を画像化した
。この測定手順で得られた試料の画像を図６８に示す。画像は、明るい粒子と暗い粒子の
両方を示す。特定の結晶粒について、該粒子のタングステン格子を、Ｈｅイオンビームが
比較的低指数の結晶学的方向に沿って入射するように配向した場合、粒子表面にて散乱す
るＨｅの確率は低かった。結果として、散乱が起こる前に、イオンは粒子の深くまで入り
込んだ。結果として、Ｈｅイオン（又はＨｅイオンが試料の電子と化合したときに生成す
るＨｅ中性原子）は、試料から出てＭＣＰ検出器により検出される可能性が低い。記録し
た画像中で、それらの特性を有する粒子は暗く見えた。
【０５７９】
　反対に、特定の粒子のタングステン格子を、Ｈｅイオンビームが比較的高指数の結晶学
的方向に沿って入射するように配向した場合、粒子表面にて散乱するＨｅの確率は比較的
高かった。結果として、散乱がある前にＨｅイオンの試料中への進入は、平均して比較的
浅かった。結果として、Ｈｅイオン及び／又は中性Ｈｅ原子は、試料表面から出てＭＣＰ
検出器により検出される可能性が比較的高かった。従って、入射Ｈｅイオンビームに関し
て高指数の結晶配向を有する粒子は、図６８に示す画像中で明るく見えた。
【０５８０】
　図６５に示す画像を参照して、図６８の画像のトポグラフィー情報は、その画像が二次
電子よりむしろ散乱Ｈｅ粒子に基づいて記録されるので、大幅に低減した。特に、図６５
の画像に現れる一連の明るい線は、図６８の画像から大部分が取り除かれた。トポグラフ
ィー情報がないことは、図６８の画像を解釈することを比較的容易にすることができ、特
に、図６８の測定強度を用いて試料中の結晶ドメインの結晶学的特性（相対配向等）を量
的に確認することができる。
【０５８１】
１３．
　例１に記載の手順に従い先端を用意し、例１に記載のように幾何学的先端特性の特性決
定を行った。先端は、例１の基準に基づいて使用が認められた。
【０５８２】
　例１に記載の手順によって、先端をＦＩＭで研磨した。次に、Ｈｅイオン顕微鏡内に先
端を配置し、構成した。以下に示す構成の変更と共に、例１に記載のようにして、顕微鏡
システムを構成した。
【０５８３】
　顕微鏡システムは、入射Ｈｅイオンに応じて試料から散乱したＨｅイオンと中性Ｈｅ原
子を測定するように構成された。電動機の軸部に検出器（小型ＭＣＰ）を取り付けた。銅
テープを用いてＭＣＰの前面を覆い、ＭＣＰによるＨｅイオン及び／又は中性原子の測定
を制限した。銅テープ中の小さな丸穴は、散乱イオン及び／又は中性原子が狭い角度範囲
に含まれる場合にのみ、散乱イオン及び／又は中性原子がＭＣＰに達することを可能にし
た。この例において、Ｈｅイオン及び／又は中性原子の測定は、0.01ステラジアンの立体
角に制限された。銅テープとＭＣＰの前面を共通の外部接地部に対して-100Vにバイアス
したので、二次電子がＭＣＰ検出器に入ることはなかった。
【０５８４】
　検出器を試料から30mmの距離に配置した。電動機は、試料に対するＭＣＰの回転により
異なる角度範囲で試料表面から出るＨｅイオン及び／又は中性原子を検出することを可能
にした。典型的に、例えば、電動機は、ＭＣＰの回転を180°まで可能にした。
【０５８５】
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　試料は、約1mmの直径の銅ボールであった。試料が電動機軸部の軸に沿って設置される
ように、電動機を試料に対して配置した。銅ボールの試料は、Ｈｅイオンビームを照射す
る場合、試料表面の形状によって、広範な角度で散乱Ｈｅイオン及び中性Ｈｅ原子を提供
した。即ち、試料表面に亘って入射Ｈｅイオンビームを走査することで、様々な異なる入
射角（例えば、Ｈｅイオンビームと試料表面の法線との間の角度）を実現することができ
る。例えば、銅ボールの中心では、Ｈｅイオンビームの入射角が0°である。（Ｈｅイオ
ンビームの視点から観察される）ボールの端では、入射角が約90°である。銅ボールの中
心と端の間の中間位置では、入射角は試料の三角法から約30°である。
【０５８６】
　試料をＨｅイオンビームの下に配置し、上記したように試料に対して検出器を配置した
。Ｈｅイオンビーム電流は15pAであって、Ｈｅイオンビーム中の平均イオンエネルギーは
25keVであった。100Vの最大電圧を走査偏向器に印加し、試料表面に1mmの視野を達成した
。顕微鏡システムの第二レンズから試料までの距離（例えば、作動距離）は、75mmであっ
た。このことは、ＭＣＰが試料に対して回転させるのに十分な空間を提供した。
【０５８７】
　検出器を試料に対して180°の角度範囲で半球形の弧状に掃引しながら銅ボールの画像
を記録することで、測定を行った。Ｈｅイオンビームは、試料表面を両側に分けるのに有
効であり、銅ボールの凸面によって、検出器を配置した側から散乱Ｈｅイオン及び中性Ｈ
ｅ粒子のみを検出することができた。結果として、図６９Ａにおいては、試料画像の強度
プロファイルが、検出器の位置に対応する左側の明るい領域で三日月形であった。散乱Ｈ
ｅイオンや中性Ｈｅ粒子が検出器によって測定できない方向の試料表面から出るので、試
料の右側は相対的に暗かった。
【０５８８】
　各画像間の検出器の角度を増加することで、試料の連続画像を記録した。検出器の走査
範囲にわたって、合計20枚の試料の画像を得た。特定の画像は、検出器が入射Ｈｅイオン
ビームを遮るように位置しているので有用な情報を与えず、Ｈｅイオンが試料表面に入射
することを妨げた。図６９Ｂ及び６９Ｃに示す画像は、それぞれが試料のほぼ真上に位置
した検出器と試料の右側に位置した検出器で記録された画像に対応する。図６９Ｃにおい
ては、図６９Ａで観察された強度プロファイルと類似した三日月形の強度プロファイルが
観察される。
【０５８９】
　記録画像の量的検査に基づき、試料についてのトポグラフィー情報が軸外位置の検出器
で測定した画像（例えば、図６９Ａ及び６９Ｂ）から決定できることが明らかであった。
それらの測定から得られる情報を試料の二次電子測定と組み合わせて、例えば、二次電子
画像で観察される画像コントラストが試料の表面トポグラフィーによるものであるか又は
試料の帯電若しくは物質組成等の他のコントラスト機構によるものであるかを確かめるこ
とができた。既知の位置における検出器の場合、記録画像に基づき、試料表面の隆起部を
くぼみと区別することが可能であった。また、小さな検出器の受け入れ角度と各記録画像
についての既知の検出器位置を用いて、画像中の表面特徴部の陰影長さを測定し、表面特
徴部に対して入射Ｈｅイオンビームの既知の角度を利用することによって、量的な表面浮
き出し（例えば、最高値）情報を決定することができた。
【０５９０】
　また、試料の画像は、試料に対する検出器の配向によって、試料の特定の縁が明るいエ
ッジ効果を示す一方で、他の縁が暗いエッジ効果を示す（例えば、図６９Ａ参照）ことを
明らかにした。この情報は、試料からのトポグラフィー情報の測定を低減するように構成
される検出器のデザインに使用された。検出器のデザインは、検出角のバランスを取り、
ほぼ均一なエッジ効果を提供した。結果として、銅ボール等の試料の画像は、試料の物質
の違いから強度のばらつきが生じる状態で、一様に明るく見えることになった。
【０５９１】
　試料から記録された画像データを分析し、試料表面の選択領域の強度が、検出器を走査
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するにつれてどのように変わるのかを決定した。強度のばらつきは、試料表面から出るＨ
ｅイオン及びＨｅ中性原子の角度分布によるものであり、この分析によって、時に放出ロ
ーブと称される角度分布の情報を提供した。
【０５９２】
　図７０Ａは、ほぼ軸上の検出器で入射Ｈｅイオンビームを用いて記録された試料の画像
を示し、即ち、検出器は、およそ0°の角度で散乱Ｈｅイオン及び中性Ｈｅ原子を測定し
た。長方形の囲みで示される試料表面の領域は、一連の画像で分離され、更なる分析を受
けた。図７０Ｂに示す線図においては、厚い横線が試料表面を図式的に表し、細い垂直線
が入射Ｈｅイオンビームを表す。点は、様々な検出器位置での散乱Ｈｅイオン及び中性Ｈ
ｅ原子の平均測定強度を表す。点を極座標で表し、極座標の原点は、試料表面上のＨｅイ
オンビームの入射点である。与えられた点の角度位置は検出器の角度位置に対応し、原点
から各点までの半径方向距離は、特定の検出器の角度位置での平均測定強度で表す。個々
の試料画像は、それぞれが異なる検出器位置に対応しており、該画像を分析して図７０Ｂ
に示す角度強度データを提供した。各点は、異なる検出器位置で記録された画像に対応す
る。
【０５９３】
　点の極配置は、放出ローブの線図を形成する。その線図は、（Ｈｅイオンビームが検出
器によって遮断される少しの欠落点を除けば）ほぼ丸い形状であり、原点についてのコサ
イン型の分布に対応する。
【０５９４】
　図７１Ａにおいては、試料からの散乱Ｈｅイオン及び中性原子の角度強度分布を決定す
るために複数の試料画像を用いて分析した試料表面の異なる領域を表示する重ね合わせた
長方形の囲みと共に、試料の画像を示す。この場合において、散乱角度又は放出角度は、
入射Ｈｅイオンビームに対して約40°であった。
【０５９５】
　図７１Ｂに示す角度放出強度の極座標は、上記図７０Ｂに関して記載されたように構成
された。この角度でのローブの形状は、散乱／放出が優先的に入射Ｈｅイオンビームから
離れる方に向かうことを示した。
【０５９６】
　この分析は、試料表面の様々な異なる領域（様々な異なる角度に対応する）で繰り返さ
れ、銅ボール試料の角度に応じた散乱Ｈｅイオン及び中性Ｈｅ原子の分布の比較的完全な
像を構築した。
【０５９７】
１４．
　例１に記載の手順に従い先端を用意し、例１に記載のように幾何学的先端特性の特性決
定を行った。先端は、例１の基準に基づいて使用が認められた。
【０５９８】
　例１に記載の手順によって、先端をＦＩＭで研磨した。次に、Ｈｅイオン顕微鏡内に先
端を配置し、構成した。以下に示す構成の変更と共に、例１に記載のようにして、顕微鏡
システムを構成した。
【０５９９】
　顕微鏡システムは、入射Ｈｅイオンに応じて試料から散乱したＨｅイオンと中性Ｈｅ原
子を測定するように構成された。（例３に記載された）ＭＣＰ検出器を用いて、試料画像
を記録した。ＭＣＰの前端の前に格子があるので、ＭＣＰの前端を共通の外部接地部に対
して-300Vにバイアスした。この構成においては、負に印加された電位バイアスによって
、二次電子がＭＣＰに達しない。ＭＣＰによって測定された信号は、ＭＣＰの前面に入射
する散乱Ｈｅイオン及び中性Ｈｅ原子から生じる。試料の視点から見て、ＭＣＰは、約1.
8ステラジアン以内の立体角からＨｅイオン及びＨｅ原子を検出した。立体角は、図６６
に示すように入射ビームに対して方位角的に対称であった。
【０６００】



(107) JP 5193053 B2 2013.5.8

10

20

30

40

50

　例１３から、銅ボール試料について観察される明るいエッジ効果と暗いエッジ効果は、
散乱Ｈｅイオン及び／又は中性Ｈｅ原子を測定することで試料を画像化するのに使用する
場合において測定信号のトポグラフィー情報の量を低減し、更には試料の局所的な表面ト
ポグラフィーの違いよりむしろ物質組成の違いを正確に反映する、検出器のデザインや構
成に関する情報を提供した。図６６に示すＭＣＰ検出器について、散乱Ｈｅイオン及び中
性Ｈｅ原子の測定に基づき形成された画像中のトポグラフィー情報の低減は、ＭＣＰが試
料から約25mmの作動距離に位置している場合に観察された。
【０６０１】
　次に、異なる物質を含む試料を画像化することができ、それらの物質は視覚的に互いを
正確に区別した。四つの異なる物質（ニッケル系層、炭素塗膜、銅格子、金線）を含む試
料を、Ｈｅイオン顕微鏡を用いて画像化した。Ｈｅイオンビーム電流は1.1pAであり、平
均Ｈｅイオンエネルギーは18keVであった。4Vの最大電圧を走査偏向器に印加し、試料表
面にて40μmの視野を実現した。合計画像収集時間は90sであった。
【０６０２】
　得られた画像を図７２に示す。試料中の四つの異なる物質のそれぞれについて異なる強
度が観察された。これは、特定の物質上に入射するＨｅイオンの散乱確率が物質の原子番
号によって決まるという事実の結果である。図７２では、同様の原子番号を有する物質で
さえ区別することができる。例えば、銅（原子番号２９）は、ニッケル（原子番号２８）
と視覚的に区別できる。
【０６０３】
　図７３は、酸化物層がケイ素ウェーハの上にある状態で、ケイ素ウェーハの下にある銅
層を含む試料の画像を示す。この例で先に記載したように、散乱Ｈｅイオン及び中性Ｈｅ
原子の検出のために構成されたＨｅイオン顕微鏡システムを用いて、画像を測定した。試
料は、試料表面に入射するレーザーを方向付けることで作り出された表面構造の特徴部を
含む。レーザーは、下層の銅層の爆発噴火を引き起こした。画像の目視検査は、試料に存
在する異なる物質に起因する画像コントラスト（例えば、画像強度のばらつき）を明らか
にする。図７３の画像等の画像から、試料中の異なる物質の分布を決定することができる
。
【０６０４】
１５．
　例１に記載の手順に従い先端を用意し、例１に記載のように幾何学的先端特性の特性決
定を行った。先端は、例１の基準に基づいて使用が認められた。
【０６０５】
　例１に記載の手順によって、先端をＦＩＭで研磨した。次に、Ｈｅイオン顕微鏡内に先
端を配置し、構成した。以下に示す構成の変更と共に、例１に記載のようにして、顕微鏡
システムを構成した。
【０６０６】
　顕微鏡システムは、入射Ｈｅイオンに応じて試料から放出される光子を測定するように
構成された。試料の画像は、光電子増倍管（Ｒ６０９５型、浜松ホトニクス株式会社、豊
丘、日本）によって発生した信号から構築された。光電子増倍管は、真向きの窓、相対的
に高い量子効率、及び200nm～700nmの広範なスペクトル感度を有した。1200Vまで又は出
力信号が過度に飽和せずに信号チェーンの白色雑音レベルに達するまで増大できる信号利
得を用いて、光電子倍増管を作動させた。光電子増倍管を試料から15mmの距離に配置して
、試料と向かい合うように配向した。この構成において、該管は、約2ステラジアンの立
体角の範囲を定めた。
【０６０７】
　塩化ナトリウム（ＮａＣｌ）の試料を、光電子増倍管検出器を用いて画像化した。その
測定については、Ｈｅイオンビーム電流が10pAであって、平均Ｈｅイオンエネルギーは25
keVであった。試料を1画素当たり500μsの滞留時間でラスタ走査した。150Vの最大電圧を
走査偏向器に印加し、試料表面に1.35mmの視野を得た。
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【０６０８】
　試料の画像を図７４に示す。画像コントラスト（例えば、画像強度のばらつき）は、異
なるＮａＣｌ結晶の中で明らかである。二つの異なる機構により試料中に光子を作り出す
ことができる。第一に、ＳＥＭ画像で観察される陰極発光に類似の処理によって、光子を
作り出すことができる。この機構においては、試料の原子を高位エネルギー状態に励起す
る。その後の脱励起処理の間、光子を放出する。入射ビームからのＨｅイオンが低位エネ
ルギー状態に戻るとき、光子を放出する。
【０６０９】
　Ｈｅイオンビームを照射し、放出光子が検出される他の試料としては、プラスチック、
シンチレータ及び有機物質が挙げられる。
【０６１０】
１６．
　例１に記載の手順に従い先端を用意し、例１に記載のように幾何学的先端特性の特性決
定を行った。先端は、例１の基準に基づいて使用が認められた。
【０６１１】
　例１に記載の手順によって、先端をＦＩＭで研磨した。次に、Ｈｅイオン顕微鏡内に先
端を配置し、構成した。以下に示す構成の変更と共に、例１に記載のようにして、顕微鏡
システムを構成した。
【０６１２】
　先端を抽出部に対して+19kVにバイアスし、先端の近傍に2×10-5Torrの圧力でＨｅガス
を導入した。ファラデーカップが第二レンズを越えて設置され、そして、軸合わせ偏向器
を用いて、先端三量体原子の一つから発生するＨｅイオンの全部が実質的に絞り（直径60
0μm、先端から370mmに位置する）を通過し、他の二つの三量体原子から発生するＨｅイ
オンの全部が実質的に絞りによって遮られるように、上記ビームを集束させた。絞りを通
過した後、第一レンズによってファラデーカップ中にＨｅイオンビームを集束させた。こ
の構成において、非点収差補正器、走査偏向器及び第二レンズはオフであった。
【０６１３】
　ファラデーカップを付けたピコ電流計（４８７型、ケースレーインスツルメンツ社、ク
リーブランド、ＯＨ）を用いて、先端原子から発生する合計のＨｅイオン電流が300pAで
あることを測定した。ファラデーカップは、深さ対直径の比が約6～1の円筒状金属カップ
であった。
【０６１４】
　その後、第一レンズを止めた。先端で発生した各Ｈｅイオンは一直線に進み続けて、先
端から分かれた。絞りは、ほとんどのＨｅイオンビームを妨害し、その小さな中央部分の
みにイオン鏡筒の残りの部分を通して更に下行させた。絞りを通過するＨｅイオンビーム
の部分をファラデーカップで検出し、絞りを通過する5pAの測定Ｈｅイオン電流を得た。
次に、Ｈｅイオンビームの角度強度は、絞りを通過するＨｅイオンビーム電流（5pA）を
先端の視点からの絞りの立体角で割って計算された。先端頂部と絞りによって形成される
円錐の半角は、tan-1(0.300/370)＝0.046°＝8.1×10-4ラジアンと計算された。対応する
立体角は、2.1×10-6ステラジアン（sr）と計算された。立体角に基づき、Ｈｅイオンビ
ームの角度強度は、2.42μA/srと決定された。
【０６１５】
　Ｈｅイオン源の輝度を、Ｈｅイオンビームの角度強度と仮想源サイズから決定した。仮
想源サイズは、先端を研磨する間に記録された先端のＦＩＭ画像を調べることで推定され
た。この画像から、先端三量体原子に対応する個々のイオン化ディスクが重なり合ってい
ないことは、明らかであった。更に、三量体原子が約5オングストローム離されることが
、タングステンの結晶学から知られていた。従って、実際のイオン化ディスクは約3オン
グストロームの直径を有すると推定された。
【０６１６】
　仮想源サイズは、一般に実際のイオン化領域より小さい。Ｈｅイオンがイオン源の電場
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領域（例えば、先端及び抽出部の近傍領域）を越えたら、100のＨｅイオンの漸近的な軌
道を逆投影することによる、先に記載した一般的な手順によって、仮想源サイズを決定し
た。逆投影した軌道が互いに最も密集した空間領域を通過するまで、逆投影した軌道は互
いに近接して移動し、その後、それらは、再度分岐した。逆投影した軌道の最も接近した
間隔の円直径が仮想源サイズであると定義した。
【０６１７】
　仮想源の直径の上限として、我々は、3オングストロームの値を用いた。顕微鏡が、単
一の先端原子から発生するＨｅイオンビームの一部だけが絞りを通過できるように構成さ
れる場合、仮想源サイズは、かなり小さくすることができる。輝度は、角度強度を仮想源
サイズの面積Ａ（Ａ＝π(Ｄ/2)2）で割って計算された。イオン源の輝度は、3.4×109A/c
m2srであった。
【０６１８】
　還元輝度は、ビームを引き出すのに用いる電圧（例えば、先端に印加される電圧バイア
ス）で輝度を割って計算された。抽出部に対する先端の電圧は19kVであって、還元輝度は
1.8×109A/m2srVであった。
【０６１９】
　エタンデュは、Ｈｅイオンビームの仮想源サイズとその角度発散（立体角）の積の測度
である。決定した輝度を用いて、エタンデュが1.5×10-21cm2srであることを決定した。
【０６２０】
　還元エタンデュは、エタンデュをＨｅイオンビーム電圧で掛けたものである。計算した
エタンデュに基づき、（+19kVの先端バイアス電圧を用いて）還元エタンデュが2.8×10-1
7cm2srVであることを決定した。
【０６２１】
１７．
　例１に記載の手順に従い先端を用意し、例１に記載のように幾何学的先端特性の特性決
定を行った。先端は、例１の基準に基づいて使用が認められた。
【０６２２】
　例１に記載の手順によって、先端をＦＩＭで研磨した。次に、Ｈｅイオン顕微鏡内に先
端を配置し、構成した。以下に示す構成の変更と共に、例１に記載のようにして、顕微鏡
システムを構成した。
【０６２３】
　顕微鏡システムは、ＥＴ検出器を用いて二次電子を測定するように構成された。検出器
を試料から垂直に（Ｈｅイオンビームと平行に）10mmの距離に配置し、試料から横方向に
25mm動かし、試料に向かって傾斜させた。ＥＴスクリーンは、共通の外部接地部に対して
+300Vの電位にバイアスされた。
【０６２４】
　Ｈｅイオンビーム電流は1pAであって、該ビーム中の平均イオンエネルギーは22keVであ
った。試料表面に亘り1画素当たり100μsの滞留時間でＨｅイオンビームをラスタ走査し
た。100mVの最大電圧を走査偏向器に印加し、試料表面上に1000nmの視野を得た。
【０６２５】
　試料は、炭素基板の表面に形成される島状の金粒子を含み、ストラクチャープローブイ
ンコーポレイテッド社（ウェストチェスター、ＰＡ）で得られた。上記の測定構成によっ
て記録した試料の画像を図７５に示す。図７５の画像に重ね合わせた長方形によって示さ
れる試料画像の領域は、Ｈｅイオン顕微鏡で観察される縁コントラストの質を調べるため
に選択された。長方形により指定された領域は、ほぼ垂直な金の縁を含む。その領域は、
20列を含み、それぞれが57画素を有する。選択した領域の拡大図を図７６に示す。
【０６２６】
　選択された画像領域の各列は、以下のようにして個々に分析された。最初に、雑音を低
減するため、ＭａｔｈＣＡＤカーネル平滑化関数（ＰＴＣインコーポレイテッド社、ニー
ダム、ＭＡ）を用いて、バンド幅が3画素のガウス核で各列を平滑化した。図７７は、平
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滑化前（点）と平滑化後（曲線）での、ある一つの線（線＃１４）の画像強度値をプロッ
トしたグラフを示す。縦軸は、0（黒）から255（白）まで変動する画像強度に対応する。
横軸は、0（左側縁）から57（右側縁）まで変動する画素番号に対応する。
【０６２７】
　選択した画像領域の各強度ライン走査については、左右明暗の転移の中央が、強度ライ
ン走査の一次導関数の最小値を決めることで決定された。左右明暗の転移を有する縁につ
いては、強度ライン走査の一次導関数の最大値を決定することで、該転移の中央を見出し
た。
【０６２８】
　次に、各線がちょうど21画素を含有するように整えられた。転移点、転移点の前に10画
素、及び転移点の後ろに10画素のようなトリミング作業を各線で実行し続けた。整えられ
た各線の最初の5画素についての強度値を合わせて平均化し、その平均を100％値とみなし
た。整えられた各線の最後の5画素についての強度値を合わせて平均化し、その平均を0％
値とみなした。次に、各ライン走査からの平滑化データを、100％値と0％値の点から見て
再調整した。図７７から再調整したデータを図７８に示す。
【０６２９】
　図７８を参照して、0％値と100％値を基準にして75％値と25％値を決定した。Ｈｅイオ
ンビームのスポットサイズは、実質的に25％値と75％値の間の横軸に沿った距離間隔とし
て決定された。図７８のデータに基づき、スポットサイズが3.0画素であることを決定し
た。測定構成における既知の視野や画像中の画素数を用いて、画素サイズをナノメートル
に変換した。この測定については、視野が641nmであって、該視野にわたって656画素が存
在した。従って、Ｈｅイオンビームのスポットサイズが2.93nmであることを決定した。こ
のことが、選択された画像領域における20の線のそれぞれについて繰り返され、その結果
を平均化して2.44nmの平均Ｈｅイオンビームスポットサイズを得た。
【０６３０】
１８．
　例１に記載の手順に従い先端を用意し、例１に記載のように幾何学的先端特性の特性決
定を行った。先端は、例１の基準に基づいて使用が認められた。
【０６３１】
　例１に記載の手順によって、先端をＦＩＭで研磨した。次に、Ｈｅイオン顕微鏡内に先
端を配置し、構成した。以下に示す構成の変更と共に、例１に記載のようにして、顕微鏡
システムを構成した。
【０６３２】
　顕微鏡システムは、入射Ｈｅイオンに応じた試料表面から出る散乱Ｈｅイオン及び中性
Ｈｅ原子を測定するように構成された。例３に記載のＭＣＰ検出器を試料から10mmの位置
に配置した。外部接地部に対して0Vの電位バイアスをＭＣＰ格子及び前面に印加した。
【０６３３】
　Ｈｅイオンビーム電流は1pAであって、平均Ｈｅイオンビームエネルギーは26keVであっ
た。試料表面にわたって、1画素当たり100μsの滞留時間で、Ｈｅイオンビームをラスタ
走査した。1.30Vの最大電位を走査偏向器に印加し、試料表面にて13μmの視野を得た。
【０６３４】
　ポリシリコンで形成された表面特徴部を有するケイ素ウェーハ基板を含む試料は、Ｍｅ
ｔｒｏｃａｌとして知られており、メトロブースト社（サンタクララ、ＣＡ）から得られ
た。試料を、Ｈｅイオンビームが試料表面と垂直な角度で入射するように配向した。試料
を共通の外部接地部に対して+19.4kVにバイアスしたので、入射イオンビーム中のＨｅイ
オンは、6.6keVの着陸エネルギーで試料に到着した。試料とＭＣＰ検出器間での大きな電
場は、二次電子が検出器に達することを妨げた。実質的に試料から出る二次電子の全部が
、電場の影響を受けて試料表面に戻った。結果として、ＭＣＰ検出器は、散乱Ｈｅイオン
及び中性原子を測定した。検出器によって測定された中性Ｈｅ原子がＭＣＰに達する時ま
でに、該中性Ｈｅ原子を26keVの最大エネルギーまで加速した。
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【０６３５】
　図７９は、上記した測定構成を用いて記録した試料の画像を示す。試料表面の様々な特
徴部は、比較的均一で基板の強度とは異なる測定強度を有する。表面特徴部の縁の目視検
査は、信号チェーンの飽和を招くことがあり且つ縁の正確な位置を見つけることを困難に
することがある、明白な明るいエッジ効果（例えば、縁吹出し）がないことを明らかにす
る。加えて、試料表面上での帯電欠陥の視覚的な証拠が存在しない。かかる欠陥が存在す
る場合、画像中に電圧コントラストとして現れることになる
【０６３６】
　試料の表面特徴部の一つを通した水平ライン走査を図８０に示す。ライン走査の横軸は
画素番号を示し、縦軸は特定画素での測定画像強度を示す。比較のために、3keVのビーム
エネルギー及び30pAのビーム電流でのショットキー電界放出ＳＥＭ（ＡＭＲＡＹ１８６０
型）において同一の試料を30,000×の倍率（約13μmの視野に相当する）で画像化した。
得られた画像を図８１に示し、図８０で走査したのと同一の特徴部を通した水平ライン走
査を図８２に示す。
【０６３７】
　図８２のライン走査は、顕著な明るいエッジ効果を示し、画像化した表面特徴部の縁で
の信号チェーンは、ほとんど飽和された。表面特徴部の本体においては、ＳＥＭライン走
査が比較的均一な定常状態の強度レベルを示さない。代わりに、特徴部の本体における強
度レベルは、特徴部中央の小さな領域を除けばどの場所においても、低減又は増加する。
最後に、ＳＥＭライン走査の非対称性は、ＳＥＭによる照射中、表面特徴部の時間依存性
の帯電が起きていることを示す。対照的に、散乱Ｈｅイオンや中性Ｈｅ原子を検出するこ
とで記録した表面特徴部のライン走査画像は、かなり低減したエッジ効果を示し、明白な
帯電欠陥がない。
【０６３８】
　また、試料表面上にある特定の特徴部の多重測定を行うことができた。特徴部の多重測
定が行われる場合、測定特徴部の寸法についての統計データを確かめることが可能であっ
た。例えば、平均特徴部幅、特徴部幅の標準偏差、並びに／又は特徴部における第一の縁
及び／若しくは第二の縁の位置の平均と標準偏差を測定した。また、フーリエ法を用いて
一つ以上の特徴部の縁の位置を分析し、該縁の形状に対応する空間波長のスペクトルを決
定した。
【０６３９】
１９．試料からのトポグラフィー情報及び結晶情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と結晶情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、試料表面上のＦＯＶ100μm2に、1pAのビーム電流、20keVの平均イオンエ
ネルギー及び試料表面上にある該ＦＯＶの0.1％のビームスポットサイズを有するＨｅイ
オンビームを照射するように構成される。
【０６４０】
　試料からの結晶情報を測定するため、Ｈｅイオンビームを試料表面のＦＯＶ領域に亘り
不連続段階でラスタ走査する。二次元検出器を用い、各段階での試料表面からの散乱Ｈｅ
イオンの画像を取り込む。各二次元画像は、試料表面上の特定の位置での菊池パターンに
相当する。菊池パターンに基づき、この位置での試料の結晶構造、格子面間隔及び結晶配
向を決定することができる。ＦＯＶ中に亘って不連続段階にて菊池パターンを測定するこ
とによって、試料表面の結晶構造の完全なマップが得られる。
【０６４１】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、検出器は、入射Ｈｅイオンビームに応
じて作り出される試料からの二次電子の合計強度を測定するように構成される。Ｈｅイオ
ンビームを試料表面の全ＦＯＶ領域に亘って不連続工程でラスタ走査し、試料表面上のＨ
ｅイオンビームの位置に応じて、二次電子の合計強度を測定する。次に、測定した結晶情
報を用いて、試料の結晶構造のばらつきから生じる二次電子強度測定への寄与を取り除く
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。補正した合計二次電子強度の値を用いて、試料のグレースケール画像が構築され、ここ
で、特定の画像画素での灰色レベルは、対応する試料上のＨｅイオンビーム位置での二次
電子の補正強度によって決定される。トポグラフィー情報がその画像によって提供され、
そのＦＯＶにおける試料の表面浮き出しパターンを示す。
【０６４２】
２０．試料からのトポグラフィー情報及び結晶情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と結晶情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
【０６４３】
　試料からの結晶情報を測定するため、Ｈｅイオンビームを試料表面のＦＯＶ領域に亘り
不連続段階でラスタ走査する。検出器を用いて、試料表面上のＨｅイオンビームの位置に
応じた散乱Ｈｅイオンの全存在量を測定する。測定した全存在量の値を用いて試料のグレ
ースケール画像が構築され、ここで、特定の画像画素での灰色レベルは、対応する試料上
のＨｅイオンビーム位置でのＨｅの測定した存在量の合計によって決定される。試料表面
にて異なって配向した結晶粒は、散乱Ｈｅイオンの異なる放出量を有しており、その画像
は、変動する灰色レベルとして異なって配向した結晶粒を示す。その画像の情報を用いて
、試料表面での結晶粒及び粒界を確認することができる。
【０６４４】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、合計二次電子強度は、例１９に記載の
通りに測定される。次に、測定した結晶情報を用いて、試料の結晶構造のばらつきから生
じる二次電子強度測定への寄与を取り除く。補正した合計二次電子強度の値を用いて、試
料のグレースケール画像が構築され、ここで、特定の画像画素での灰色レベルは、対応す
る試料上のＨｅイオンビーム位置での二次電子の補正強度によって決定される。トポグラ
フィー情報がその画像によって提供され、そのＦＯＶにおける試料の表面浮き出しパター
ンを示す。
【０６４５】
２１．試料からのトポグラフィー情報及び結晶情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と結晶情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
【０６４６】
　試料からの結晶情報を測定するため、Ｈｅイオンビームを試料表面のＦＯＶ領域に亘り
不連続段階でラスタ走査する。検出器を用いて、試料表面上のＨｅイオンビームの位置に
応じた散乱Ｈｅイオンの全存在量を測定する。測定した全存在量の値を用いて試料のグレ
ースケール画像が構築され、ここで、特定の画像画素での灰色レベルは、対応する試料上
のＨｅイオンビーム位置でのＨｅの測定した存在量の合計によって決定される。試料表面
にて異なって配向した結晶粒は、散乱Ｈｅイオンの異なる放出量を有しており、その画像
は、変動する灰色レベルとして異なって配向した結晶粒を示す。画像の情報を用いて、試
料表面での結晶粒及び粒界を確認することができる。試料表面上の粒界を確認したら、試
料表面上のある粒子から他の粒子へＨｅイオンビームを走査する。Ｈｅイオンビームの各
位置にて二次元検出器を用い、試料表面からの散乱Ｈｅイオンの画像を取り込む。各二次
元画像は、試料表面上の特定の結晶粒についての菊池パターンに相当する。菊池パターン
に基づいて、その粒子の結晶構造、格子面間隔及び結晶配向を決定することができる。Ｆ
ＯＶ中に亘る各画素よりむしろ、各粒子の単一の菊池パターンを測定することによって、
試料表面の結晶構造の完全なマップが短い時間で得られる。
【０６４７】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、合計二次電子強度は、例１９に記載の
通りに測定される。次に、測定した結晶情報を用いて、試料の結晶構造のばらつきから生
じる二次電子強度測定への寄与を取り除く。補正した合計二次電子強度の値を用いて、試



(113) JP 5193053 B2 2013.5.8

10

20

30

40

50

料のグレースケール画像が構築され、ここで、特定の画像画素での灰色レベルは、対応す
る試料上のＨｅイオンビーム位置での二次電子の補正強度によって決定される。トポグラ
フィー情報がその画像によって提供され、そのＦＯＶにおける試料の表面浮き出しパター
ンを示す。
【０６４８】
２２．試料からのトポグラフィー情報及び結晶情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と結晶情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　試料からの結晶情報は、例１９に記載の通りに測定される。
【０６４９】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、検出器は、入射Ｈｅイオンビームに応
じて作り出される試料からの二次電子の合計強度を測定するように構成される。試料をＨ
ｅイオンビームに対して傾けて、その結果、Ｈｅイオンビームは、試料表面と垂直でない
角度で入射する。Ｈｅイオンビームを試料表面の全ＦＯＶ領域に亘り不連続段階でラスタ
走査し、試料表面上のＨｅイオンビームの位置に応じて、二次電子の合計強度を測定する
。次に、測定した結晶情報を用いて、試料の結晶構造のばらつきから生じる二次電子強度
測定への寄与を取り除く。補正した合計二次電子強度の値を用いて、試料のグレースケー
ル画像が構築され、ここで、特定の画像画素での灰色レベルは、対応する試料上のＨｅイ
オンビーム位置での二次電子の補正した合計強度によって決定される。トポグラフィー情
報がその画像によって提供され、そのＦＯＶにおける試料の表面浮き出しパターンを示す
。Ｈｅイオンビームに対して試料を傾けることは、そうしないとＨｅイオンビームが垂直
な角度でのみ試料表面に入射する場合に隠されたままとなる、トポグラフィー情報を明ら
かにすることができる。
【０６５０】
　任意には、次いで、Ｈｅイオンビームが試料表面に対し異なった非垂直な角度で入射す
るように、試料の傾きを調整することができ、Ｈｅイオンビームを試料表面の全ＦＯＶ領
域に亘り不連続段階でラスタ走査する。試料表面上のＨｅイオンビームの位置に応じて、
二次電子の合計強度を測定し、そして、測定した結晶情報を用いて、試料の結晶構造のば
らつきから生じる二次電子強度測定への寄与を取り除く。補正した合計二次電子強度の値
を用いて、Ｈｅイオンビームの第二非垂直入射角に対応する試料の第二グレースケール画
像が構築され、ここで、特定の画像画素での灰色レベルは、対応する試料上のＨｅイオン
ビーム位置での二次電子の補正した合計強度によって決定される。次に、異なるＨｅイオ
ンビームの入射角にて測定した二つの画像からの情報を組み合わせて用い、試料表面につ
いての量的な三次元トポグラフィー情報を決定することができる。
【０６５１】
２３．試料からのトポグラフィー情報及び結晶情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と結晶情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　試料からの結晶情報は、例２０に記載の通りに測定される。
【０６５２】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、試料からの二次電子の合計強度は、例
２２に記載の通りに測定される。測定した結晶情報を用い、イオンビームの入射角それぞ
れにおいて、試料の結晶構造のばらつきから生じる二次電子強度測定への寄与を取り除く
。補正した合計二次電子強度の値を用いて、例２２に記載されるように試料のグレースケ
ール画像を構築する。次に、異なるＨｅイオンビームの入射角にて測定した二つの画像か
らの情報を組み合わせて用い、試料表面についての量的な三次元トポグラフィー情報を決
定することができる。
【０６５３】
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２４．試料からのトポグラフィー情報及び結晶情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と結晶情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　試料からの結晶情報は、例２１に記載の通りに測定される。
【０６５４】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、試料からの二次電子の合計強度は、例
２２に記載の通りに測定される。測定した結晶情報を用い、イオンビームの入射角それぞ
れにおいて、試料の結晶構造のばらつきから生じる二次電子強度測定への寄与を取り除く
。補正した合計二次電子強度の値を用いて、例２２に記載されるように試料のグレースケ
ール画像を構築する。次に、異なるＨｅイオンビームの入射角にて測定した二つの画像か
らの情報を組み合わせて用い、試料表面についての量的な三次元トポグラフィー情報を決
定することができる。
【０６５５】
２５．試料からのトポグラフィー情報及び結晶情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と結晶情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　試料からの結晶情報は、例１９に記載の通りに測定される。
【０６５６】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、それぞれが試料に対し異なる角度及び
位置で配向された二つ以上の検出器は、入射Ｈｅイオンビームに応じて作り出される試料
からの二次電子の合計強度を測定するように構成される。Ｈｅイオンビームを試料表面の
全ＦＯＶ領域に亘り不連続段階でラスタ走査し、各検出器によって試料表面上のＨｅイオ
ンビームの位置に応じた二次電子の合計強度を測定する。測定した結晶情報を用いて、試
料の結晶構造のばらつきから生じる各検出器での二次電子強度測定への寄与を取り除く。
補正した合計強度の値を用いて、各画像が検出器の一つに対応する試料についての一連の
グレースケール画像が構築され、ここで、特定の画像における特定の画素での灰色レベル
は、対応する試料上のＨｅイオンビーム位置での二次電子の補正した合計強度によって決
定される。次に、複数の検出器によって測定される画像からの情報を組み合わせて用い、
試料表面についての量的な三次元トポグラフィー情報を決定することができる。
【０６５７】
２６．試料からのトポグラフィー情報及び結晶情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と結晶情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　試料からの結晶情報は、例２０に記載の通りに測定される。
【０６５８】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、試料からの二次電子の合計強度は、例
２５に記載の通りに測定される。測定した結晶情報を用いて、試料の結晶構造のばらつき
から生じる各検出器での二次電子強度測定への寄与を取り除く。補正した合計二次電子強
度の値を用いて、例２５に記載されるように試料のグレースケール画像を構築する。次に
、複数の検出器によって測定される画像からの情報を組み合わせて用い、試料表面につい
ての量的な三次元トポグラフィー情報を決定することができる。
【０６５９】
２７．試料からのトポグラフィー情報及び結晶情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と結晶情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　試料からの結晶情報は、例２１に記載の通りに測定される。
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【０６６０】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、試料からの二次電子の合計強度は、例
２５に記載の通りに測定される。測定した結晶情報を用いて、試料の結晶構造のばらつき
から生じる各検出器での二次電子強度測定への寄与を取り除く。補正した合計二次電子強
度の値を用いて、例２５に記載されるように試料のグレースケール画像を構築する。次に
、複数の検出器によって測定される画像からの情報を組み合わせて用い、試料表面につい
ての量的な三次元トポグラフィー情報を決定することができる。
【０６６１】
２８．試料からのトポグラフィー情報及び結晶情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と結晶情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　試料からの結晶情報は、例１９に記載の通りに測定される。
【０６６２】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、Ｈｅイオンを測定するように構成され
た検出器が、大きな散乱角度で試料表面から散乱されるＨｅイオンを検出するように位置
している。Ｈｅイオンビームを試料表面の全ＦＯＶ領域に亘り不連続段階でラスタ走査し
、検出器によって試料表面上のＨｅイオンビームの位置に応じたＨｅイオンの合計存在量
を測定する。その合計存在量の値を用いて、試料のグレースケール画像が構築され、ここ
で、特定の画像画素での灰色レベルは、対応する試料上のＨｅイオンビーム位置での散乱
Ｈｅイオンの合計測定存在量によって決定される。トポグラフィー情報がその画像によっ
て提供され、そのＦＯＶにおける試料の表面浮き出しパターンを示す。
【０６６３】
２９．試料からのトポグラフィー情報及び結晶情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と結晶情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　試料からの結晶情報は、例２０に記載の通りに測定される。
　試料からのトポグラフィー情報は、例２８に記載の通りに測定される。
【０６６４】
３０．試料からのトポグラフィー情報及び結晶情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と結晶情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　試料からの結晶情報は、例３１に記載の通りに測定される。
　試料からのトポグラフィー情報は、例２８に記載の通りに測定される。
【０６６５】
３１．試料からのトポグラフィー情報及び結晶情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と結晶情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　試料からの結晶情報は、例１９に記載の通りに測定される。
【０６６６】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、Ｈｅイオンを測定するように構成され
た二つ以上の検出器が、大きな散乱角度で試料表面から散乱されるＨｅイオンを検出する
ように位置している。Ｈｅイオンビームを試料表面の全ＦＯＶ領域に亘り不連続段階でラ
スタ走査し、各検出器によって試料表面上のＨｅイオンビームの位置に応じたＨｅイオン
の合計存在量を測定する。その合計存在量の値を用いて、各検出器に対応する試料のグレ
ースケール画像が構築され、ここで、特定の画像画素での灰色レベルは、対応する試料上
のＨｅイオンビーム位置での散乱Ｈｅイオンの合計測定存在量によって決定される。次に
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、検出器によって測定される複数の画像からの情報を組み合わせて用い、試料表面につい
ての量的な三次元トポグラフィー情報を決定することができる。
【０６６７】
３２．試料からのトポグラフィー情報及び結晶情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と結晶情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　試料からの結晶情報は、例２０に記載の通りに測定される。
　試料からのトポグラフィー情報は、例３１に記載の通りに測定される。
【０６６８】
３３．試料からのトポグラフィー情報及び結晶情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と結晶情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　試料からの結晶情報は、例２１に記載の通りに測定される。
　試料からのトポグラフィー情報は、例３１に記載の通りに測定される。
【０６６９】
３４．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
【０６７０】
　試料からの物質情報を測定するため、Ｈｅイオンを測定するように構成される検出器が
、試料から後方散乱したＨｅイオンを検出するように位置している。Ｈｅイオンビームを
試料表面の全ＦＯＶ領域に亘り不連続段階でラスタ走査し、試料表面上のＨｅイオンビー
ムの位置に応じて、後方散乱Ｈｅイオンの合計存在量を測定する。後方散乱Ｈｅイオンの
合計存在量測定を用いて、試料のグレースケール画像が構築され、ここで、特定の画像画
素での灰色レベルは、対応する試料上のＨｅイオンビーム位置での後方散乱Ｈｅイオンの
合計測定存在量によって決定される。Ｈｅイオンの散乱断面が、散乱原子の原子番号の平
方によって大体決まるので、その画像の強度を用いて、試料の組成を量的に決定すること
ができる。
【０６７１】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、例１９に記載されるように、試料表面
上でのＨｅイオンビームの位置に応じて、二次電子の合計強度を測定する。次に、測定し
た物質情報を用いて、試料中の組成のばらつきから生じる合計二次電子強度測定への寄与
を取り除く。補正した合計二次電子強度の値を用いて、試料のグレースケール画像が構築
され、ここで、特定の画像画素での灰色レベルは、補正した合計強度の値によって決定さ
れる。トポグラフィー情報がその画像によって提供され、そのＦＯＶにおける試料の表面
浮き出しパターンを示す。
【０６７２】
３５．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例３４に記載の通り、試料から測定できる。
【０６７３】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、試料からの二次電子の合計強度は、例
２２に記載の通りに測定される。測定した物質情報を用い、イオンビームの入射角それぞ
れにおいて、試料中の組成のばらつきから生じる二次電子強度測定への寄与を取り除く。
補正した合計二次電子強度の値を用いて、例２２に記載されるように試料のグレースケー
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ル画像を構築する。次に、異なるＨｅイオンビームの入射角にて測定した二つの画像から
の情報を組み合わせて用い、試料表面についての量的な三次元トポグラフィー情報を決定
することができる。
【０６７４】
３６．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例３４に記載の通り、試料から測定できる。
【０６７５】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、試料からの二次電子の合計強度は、例
２５に記載の通りに測定される。測定した物質情報を用いて、試料中の組成のばらつきか
ら生じる各検出器での二次電子強度測定への寄与を取り除く。補正した合計二次電子強度
の値を用いて、例２５に記載されるように試料のグレースケール画像を構築する。次に、
複数の検出器によって測定される画像からの情報を組み合わせて用い、試料表面について
の量的な三次元トポグラフィー情報を決定することができる。
【０６７６】
３７．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例３４に記載の通り、試料から測定できる。
　試料からのトポグラフィー情報は、例２８に記載の通りに測定される。
【０６７７】
３８．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例３４に記載の通り、試料から測定できる。
　試料からのトポグラフィー情報は、例３１に記載の通りに測定される。
【０６７８】
３９．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
【０６７９】
　試料からの物質情報を測定するため、Ｈｅイオンを測定するように構成されたエネルギ
ー角度分解検出器が、試料からのＨｅを検出するように位置している。Ｈｅイオンビーム
を試料表面の全ＦＯＶ領域に亘り不連続段階でラスタ走査し、試料表面上のＨｅイオンビ
ームの位置に応じて、散乱Ｈｅイオンのエネルギー及び角度を測定する。散乱Ｈｅイオン
の平均角度と平均エネルギーから、散乱原子の質量を決定することができ、試料の組成を
決定することができる。
【０６８０】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、例１９に記載されるように、試料表面
上でのＨｅイオンビームの位置に応じて、二次電子の合計強度を測定する。次に、測定し
た物質情報を用いて、試料中の組成のばらつきから生じる合計二次電子強度測定への寄与
を取り除く。補正した合計二次電子強度の値を用いて、試料のグレースケール画像が構築
され、ここで、特定の画像画素での灰色レベルは、補正した合計強度の値によって決定さ
れる。トポグラフィー情報がその画像によって提供され、そのＦＯＶにおける試料の表面
浮き出しパターンを示す。
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【０６８１】
４０．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例３９に記載の通り、試料から測定できる。
【０６８２】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、試料からの二次電子の合計強度は、例
２２に記載の通りに測定される。測定した物質情報を用い、イオンビームの入射角それぞ
れにおいて、試料中の組成のばらつきから生じる二次電子強度測定への寄与を取り除く。
補正した合計二次電子強度の値を用いて、例２２に記載されるように試料のグレースケー
ル画像を構築する。次に、異なるＨｅイオンビームの入射角にて測定した二つの画像から
の情報を組み合わせて用い、試料表面についての量的な三次元トポグラフィー情報を決定
することができる。
【０６８３】
４１．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例３９に記載の通り、試料から測定できる。
【０６８４】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、試料からの二次電子の合計強度は、例
２５に記載の通りに測定される。測定した物質情報を用いて、試料中の組成のばらつきか
ら生じる各検出器での二次電子強度測定への寄与を取り除く。補正した合計二次電子強度
の値を用いて、例２５に記載されるように試料のグレースケール画像を構築する。次に、
複数の検出器によって測定される画像からの情報を組み合わせて用い、試料表面について
の量的な三次元トポグラフィー情報を決定することができる。
【０６８５】
４２．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例３９に記載の通り、試料から測定できる。
　試料からのトポグラフィー情報は、例２８に記載の通りに測定される。
【０６８６】
４３．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例３９に記載の通り、試料から測定できる。
　試料からのトポグラフィー情報は、例３１に記載の通りに測定される。
【０６８７】
４４．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
【０６８８】
　物質情報を測定するため、Ｘ線検出器を用いて、入射Ｈｅイオンビームに応じて試料か
ら抜け出るＸ線を検出することができる。Ｈｅイオンビームを試料表面の全ＦＯＶ領域に
亘り不連続段階でラスタ走査し、試料表面上のＨｅイオンビームの位置に応じて、Ｘ線放
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出スペクトルを測定する。特に、Ｘ線スペクトル中の特定の放出線は特定の種類の原子で
あるので、測定したＸ線スペクトルに基づき、試料表面上の各段階での組成が決定される
。
【０６８９】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、例１９に記載されるように、試料表面
上でのＨｅイオンビームの位置に応じて、二次電子の合計強度を測定する。次に、測定し
た物質情報を用いて、試料中の組成のばらつきから生じる合計二次電子強度測定への寄与
を取り除く。補正した合計二次電子強度の値を用いて、試料のグレースケール画像が構築
され、ここで、特定の画像画素での灰色レベルは、補正した合計強度の値によって決定さ
れる。トポグラフィー情報がその画像によって提供され、そのＦＯＶにおける試料の表面
浮き出しパターンを示す。
【０６９０】
４５．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例４４に記載の通り、試料から測定できる。
【０６９１】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、試料からの二次電子の合計強度は、例
２２に記載の通りに測定される。測定した物質情報を用い、イオンビームの入射角それぞ
れにおいて、試料中の組成のばらつきから生じる二次電子強度測定への寄与を取り除く。
補正した合計二次電子強度の値を用いて、例２２に記載されるように試料のグレースケー
ル画像を構築する。次に、異なるＨｅイオンビームの入射角にて測定した二つの画像から
の情報を組み合わせて用い、試料表面についての量的な三次元トポグラフィー情報を決定
することができる。
【０６９２】
４６．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例４４に記載の通り、試料から測定できる。
【０６９３】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、試料からの二次電子の合計強度は、例
２５に記載の通りに測定される。測定した物質情報を用いて、試料中の組成のばらつきか
ら生じる各検出器での二次電子強度測定への寄与を取り除く。補正した合計二次電子強度
の値を用いて、例２５に記載されるように試料のグレースケール画像を構築する。次に、
複数の検出器によって測定される画像からの情報を組み合わせて用い、試料表面について
の量的な三次元トポグラフィー情報を決定することができる。
【０６９４】
４７．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例４４に記載の通り、試料から測定できる。
　試料からのトポグラフィー情報は、例２８に記載の通りに測定される。
【０６９５】
４８．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
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　物質情報は、例４４に記載の通り、試料から測定できる。
　試料からのトポグラフィー情報は、例３１に記載の通りに測定される。
【０６９６】
４９．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
【０６９７】
　物質情報を測定するため、光子検出器を用いて、入射Ｈｅイオンビームに応じて試料か
ら抜け出る光子を検出することができる。Ｈｅイオンビームを試料表面の全ＦＯＶ領域に
亘り不連続段階でラスタ走査し、試料表面上のＨｅイオンビームの位置に応じて、光子放
出スペクトルを測定する。特に、該スペクトル中の特定の放出線は、特定の種類の原子で
あるので、測定したスペクトルに基づき、試料表面上の各段階での組成が決定される。
【０６９８】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、例１９に記載されるように、試料表面
上でのＨｅイオンビームの位置に応じて、二次電子の合計強度を測定する。次に、測定し
た物質情報を用いて、試料中の組成のばらつきから生じる合計二次電子強度測定への寄与
を取り除く。補正した合計二次電子強度の値を用いて、試料のグレースケール画像が構築
され、ここで、特定の画像画素での灰色レベルは、補正した合計強度の値によって決定さ
れる。トポグラフィー情報がその画像によって提供され、そのＦＯＶにおける試料の表面
浮き出しパターンを示す。
【０６９９】
５０．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例４９に記載の通り、試料から測定できる。
【０７００】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、試料からの二次電子の合計強度は、例
２２に記載の通りに測定される。測定した物質情報を用い、イオンビームの入射角それぞ
れにおいて、試料中の組成のばらつきから生じる二次電子強度測定への寄与を取り除く。
補正した合計二次電子強度の値を用いて、例２２に記載されるように試料のグレースケー
ル画像を構築する。次に、異なるＨｅイオンビームの入射角にて測定した二つの画像から
の情報を組み合わせて用い、試料表面についての量的な三次元トポグラフィー情報を決定
することができる。
【０７０１】
５１．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例４９に記載の通り、試料から測定できる。
【０７０２】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、試料からの二次電子の合計強度は、例
２５に記載の通りに測定される。測定した物質情報を用いて、試料中の組成のばらつきか
ら生じる各検出器での二次電子強度測定への寄与を取り除く。補正した合計二次電子強度
の値を用いて、例２５に記載されるように試料のグレースケール画像を構築する。次に、
複数の検出器によって測定される画像からの情報を組み合わせて用い、試料表面について
の量的な三次元トポグラフィー情報を決定することができる。
【０７０３】
５２．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
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　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例４９に記載の通り、試料から測定できる。
　試料からのトポグラフィー情報は、例２８に記載の通りに測定される。
【０７０４】
５３．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例４９に記載の通り、試料から測定できる。
　試料からのトポグラフィー情報は、例３１に記載の通りに測定される。
【０７０５】
５４．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
【０７０６】
　物質情報を測定するため、オージェ電子検出器を用いて、入射Ｈｅイオンビームに応じ
て試料から抜け出るオージェ電子を検出することができる。Ｈｅイオンビームを試料表面
の全ＦＯＶ領域に亘り不連続段階でラスタ走査し、試料表面上のＨｅイオンビームの位置
に応じて、オージェ電子放出スペクトルを測定する。特に、該スペクトル中の特定の放出
線は、特定の種類の原子であるので、測定したスペクトルに基づき、試料表面上の各段階
での組成が決定される。
【０７０７】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、例１９に記載されるように、試料表面
上でのＨｅイオンビームの位置に応じて、二次電子の合計強度を測定する。次に、測定し
た物質情報を用いて、試料中の組成のばらつきから生じる合計二次電子強度測定への寄与
を取り除く。補正した合計二次電子強度の値を用いて、試料のグレースケール画像が構築
され、ここで、特定の画像画素での灰色レベルは、補正した合計強度の値によって決定さ
れる。トポグラフィー情報がその画像によって提供され、そのＦＯＶにおける試料の表面
浮き出しパターンを示す。
【０７０８】
５５．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例５４に記載の通り、試料から測定できる。
【０７０９】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、試料からの二次電子の合計強度は、例
２２に記載の通りに測定される。測定した物質情報を用い、イオンビームの入射角それぞ
れにおいて、試料中の組成のばらつきから生じる二次電子強度測定への寄与を取り除く。
補正した合計二次電子強度の値を用いて、例２２に記載されるように試料のグレースケー
ル画像を構築する。次に、異なるＨｅイオンビームの入射角にて測定した二つの画像から
の情報を組み合わせて用い、試料表面についての量的な三次元トポグラフィー情報を決定
することができる。
【０７１０】
５６．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ



(122) JP 5193053 B2 2013.5.8

10

20

30

40

50

オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例５４に記載の通り、試料から測定できる。
【０７１１】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、試料からの二次電子の合計強度は、例
２５に記載の通りに測定される。測定した物質情報を用いて、試料中の組成のばらつきか
ら生じる各検出器での二次電子強度測定への寄与を取り除く。補正した合計二次電子強度
の値を用いて、例２５に記載されるように試料のグレースケール画像を構築する。次に、
複数の検出器によって測定される画像からの情報を組み合わせて用い、試料表面について
の量的な三次元トポグラフィー情報を決定することができる。
【０７１２】
５７．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例５４に記載の通り、試料から測定できる。
　試料からのトポグラフィー情報は、例２８に記載の通りに測定される。
【０７１３】
５８．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例５４に記載の通り、試料から測定できる。
　試料からのトポグラフィー情報は、例３１に記載の通りに測定される。
【０７１４】
５９．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
【０７１５】
　物質情報を測定するため、ＴＯＦ検出器を用いて、入射Ｈｅイオンビームに応じて試料
から抜け出る二次イオン及び／又は二次原子を検出することができる。Ｈｅイオンビーム
を試料表面の全ＦＯＶ領域に亘り不連続段階でラスタ走査し、試料表面上のＨｅイオンビ
ームの位置に応じて、試料１８０からの二次イオン及び／又は二次原子の飛行時間を測定
する。測定した該イオン／原子の飛行時間及びＴＯＦ機器中の加速電極の既知電圧に基づ
き、検出粒子の質量を計算することができ、更に粒子の同一性を決定することができる。
【０７１６】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、例１９に記載されるように、試料表面
上でのＨｅイオンビームの位置に応じて、二次電子の合計強度を測定する。次に、測定し
た物質情報を用いて、試料中の組成のばらつきから生じる合計二次電子強度測定への寄与
を取り除く。補正した合計二次電子強度の値を用いて、試料のグレースケール画像が構築
され、ここで、特定の画像画素での灰色レベルは、補正した合計強度の値によって決定さ
れる。トポグラフィー情報がその画像によって提供され、そのＦＯＶにおける試料の表面
浮き出しパターンを示す。
【０７１７】
６０．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例５９に記載の通り、試料から測定できる。
【０７１８】
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　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、試料からの二次電子の合計強度は、例
２２に記載の通りに測定される。測定した物質情報を用い、イオンビームの入射角それぞ
れにおいて、試料中の組成のばらつきから生じる二次電子強度測定への寄与を取り除く。
補正した合計二次電子強度の値を用いて、例２２に記載されるように試料のグレースケー
ル画像を構築する。次に、異なるＨｅイオンビームの入射角にて測定した二つの画像から
の情報を組み合わせて用い、試料表面についての量的な三次元トポグラフィー情報を決定
することができる。
【０７１９】
６１．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例５９に記載の通り、試料から測定できる。
【０７２０】
　試料からのトポグラフィー情報を測定するため、試料からの二次電子の合計強度は、例
２５に記載の通りに測定される。測定した物質情報を用いて、試料中の組成のばらつきか
ら生じる各検出器での二次電子強度測定への寄与を取り除く。補正した合計二次電子強度
の値を用いて、例２５に記載されるように試料のグレースケール画像を構築する。次に、
複数の検出器によって測定される画像からの情報を組み合わせて用い、試料表面について
の量的な三次元トポグラフィー情報を決定することができる。
【０７２１】
６２．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例５９に記載の通り、試料から測定できる。
　試料からのトポグラフィー情報は、例２８に記載の通りに測定される。
【０７２２】
６３．試料からのトポグラフィー情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例５９に記載の通り、試料から測定できる。
　試料からのトポグラフィー情報は、例３１に記載の通りに測定される。
【０７２３】
６４．試料からの結晶情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例４４に記載の通り、試料から測定できる。
　結晶情報は、例１９に記載の通り、試料から測定できる。
【０７２４】
６５．試料からの結晶情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例４４に記載の通り、試料から測定できる。
　結晶情報は、例２０に記載の通り、試料から測定できる。
【０７２５】
６６．試料からの結晶情報及び物質情報の測定



(124) JP 5193053 B2 2013.5.8

10

20

30

40

50

　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例４４に記載の通り、試料から測定できる。
　結晶情報は、例２１に記載の通り、試料から測定できる。
【０７２６】
６７．試料からの結晶情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例４９に記載の通り、試料から測定できる。
　結晶情報は、例１９に記載の通り、試料から測定できる。
【０７２７】
６８．試料からの結晶情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例４９に記載の通り、試料から測定できる。
　結晶情報は、例２０に記載の通り、試料から測定できる。
【０７２８】
６９．試料からの結晶情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例４９に記載の通り、試料から測定できる。
　結晶情報は、例２１に記載の通り、試料から測定できる。
【０７２９】
７０．試料からの結晶情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例５４に記載の通り、試料から測定できる。
　結晶情報は、例１９に記載の通り、試料から測定できる。
【０７３０】
７１．試料からの結晶情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例５４に記載の通り、試料から測定できる。
　結晶情報は、例２０に記載の通り、試料から測定できる。
【０７３１】
７２．試料からの結晶情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例５４に記載の通り、試料から測定できる。
　結晶情報は、例２１に記載の通り、試料から測定できる。
【０７３２】
７３．試料からの結晶情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
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気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例５９に記載の通り、試料から測定できる。
　結晶情報は、例１９に記載の通り、試料から測定できる。
【０７３３】
７４．試料からの結晶情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例５９に記載の通り、試料から測定できる。
　結晶情報は、例２０に記載の通り、試料から測定できる。
【０７３４】
７５．試料からの結晶情報及び物質情報の測定
　試料からのトポグラフィー情報と物質情報を測定するため、本願に記載されるように、
気体電界イオン顕微鏡における試料取付け部の適切な位置に試料を固定する。気体電界イ
オン顕微鏡は、例１９に記載の通りに構成される。
　物質情報は、例５９に記載の通り、試料から測定できる。
　結晶情報は、例２１に記載の通り、試料から測定できる。
【０７３５】
　他の実施態様は、特許請求の範囲に属する。
【図面の簡単な説明】
【０７３６】
【図１】図１は、イオン顕微鏡システムの概念図である。
【図２】図２は、気体電界イオン源の概念図である。
【図３】図３は、先端頂部の一の実施態様における拡大側面略図である。
【図４】図４は、図３の先端の拡大側面略図である。
【図５】図５は、ヘリウムイオン顕微鏡システムの概念図である。
【図６】図６は、Ｗ（１１１）先端の一の実施態様における拡大上面略図である。
【図７】図７は、図６のＷ（１１１）先端の拡大側面略図である。
【図８】図８は、円錐角の測定を示す先端の側面図である。
【図９】図９は、曲率半径の測定を示す先端の側面図である。
【図１０】図１０は、先端の製造方法の一の実施態様を示す流れ図である。
【図１１】図１１Ａは、先端用支持組立体の一の実施態様における斜視図である。図１１
Ｂは、図１１Ａの支持組立体の底面図である。
【図１２】図１２は、先端を支持するボーゲル取付け部を含む支持組立体の一の実施態様
における側面図である。
【図１３】図１３は、気体電界イオン源及びイオン光学機器の一の実施態様における概念
図である。
【図１４】図１４は、イオン光学システムの一の実施態様における概念図である。
【図１５】図１５は、複数開口絞りの一の実施態様における上面図である。
【図１６】図１６は、複数開口絞りの一の実施態様における上面図である。
【図１７】図１７は、気体電界イオン顕微鏡先端用の移動機構の一の実施態様における断
面図である。
【図１８】図１８は、エバーハート－ソーンリー検出器の概念図である。
【図１９】図１９は、マイクロチャンネルプレート検出器を含む気体電界イオン顕微鏡シ
ステムの部分断面図である。
【図２０】図２０Ａ及び２０Ｂは、炭素表面により支持される島状の金粒子の側面図及び
上面図である。図２０Ｃは、図２０Ａ及び２０Ｂの試料についてイオンビームの位置に応
じた、平均測定二次電子全存在量のプロットである。
【図２１】図２１は、気体送出システムを含む気体電界イオン顕微鏡の部分概念図である
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。
【図２２】図２２は、フラッド銃を含む気体電界イオン顕微鏡の部分概念図である。
【図２３】図２３は、内面帯電層を含む試料の概念図である。
【図２４】図２４は、試料上の表面電荷を低減するための集電極の概念図である。
【図２５】図２５は、試料上の表面電荷を低減するためのフラッド銃装置の概念図である
。
【図２６】図２６は、試料上の表面電荷を低減するための変換板を含むフラッド銃装置の
概念図である。
【図２７】図２７Ａは、試料内に配置された正電荷層を有する試料の略図である。図２７
Ｂは、試料内に配置された正電荷層及び負電荷層を有する試料の略図である。
【図２８】図２８は、振動分断試料マニピュレータの一の実施態様における概念図である
。
【図２９】図２９は、振動分断試料マニピュレータの一の実施態様における概念図である
。
【図３０】図３０は、振動分断試料マニピュレータの一の実施態様における概念図である
。
【図３１】図３１は、粒子ビーム中のイオン及び中性原子を分離するための静電ろ過シス
テムの概念図である。
【図３２】図３２は、粒子ビーム中の中性原子、一価イオン及び二価イオンを分離するた
めの静電ろ過システムの概念図である。
【図３３】図３３は、粒子ビーム中の中性原子、一価イオン及び二価イオンを分離するた
めの電場及び磁場の非分散シーケンスを含むろ過システムの概念図である。
【図３４】図３４Ａは、表面からのヘリウムイオン散乱パターンの一の実施態様を示す概
念図である。図３４Ｂは、図３４Ａ中の検出器により検出された散乱ヘリウムイオンの相
対存在量のプロットを示す概念図である。
【図３５－１】図３５Ａは、散乱ヘリウムイオンを検出するために異なる検出器を用いた
、表面からのヘリウムイオン散乱パターンの実施態様を示す概念図である。図３５Ｂは、
図３５Ａに示すシステムについての合計散乱ヘリウムイオン放出量のプロットである。図
３５Ｃは、図３５Ａの検出器により検出された散乱ヘリウムイオンの相対存在量のプロッ
トである。
【図３５－２】図３５Ｄは、散乱ヘリウムイオンを検出するために異なる検出器を用いた
、表面からのヘリウムイオン散乱パターンの実施態様を示す概念図である。図３５Ｅは、
図３５Ｄに示すシステムについての合計散乱ヘリウムイオン放出量のプロットである。図
３５Ｆは、図３５Ｄの検出器により検出された散乱ヘリウムイオンの相対存在量のプロッ
トである。
【図３５－３】図３５Ｇは、散乱ヘリウムイオンを検出するために異なる検出器を用いた
、表面からのヘリウムイオン散乱パターンの実施態様を示す概念図である。図３５Ｈは、
図３５Ｇに示すシステムについての合計散乱ヘリウムイオン放出量のプロットである。図
３５Ｉは、図３５Ｇの検出器により検出された散乱ヘリウムイオンの相対存在量のプロッ
トである。
【図３６】図３６は、試料からの散乱イオンを測定するための検出器の配置を含む気体電
界イオン顕微鏡の一部を示す概念図である。
【図３７】図３７Ａ～３７Ｄは、導電性先端の走査電子顕微鏡画像である。
【図３８】図３８は、導電性先端の表面のデジタル表現である。
【図３９】図３９は、図３８に示す表面の傾きのプロットである。
【図４０】図４０は、その頂部に末端棚として三量体を有する導電性先端の電界イオン顕
微鏡画像である。
【図４１】図４１は、その頂部に末端棚として三量体を有する導電性先端の走査電界イオ
ン顕微鏡画像である。
【図４２】図４２は、二次電子を検出するように構成されたヘリウムイオン顕微鏡で撮影
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した試料の画像である。
【図４３】図４３は、二次電子を検出するように構成されたヘリウムイオン顕微鏡で撮影
した試料の画像である。
【図４４】図４４は、導電性先端の走査電界イオン顕微鏡画像である。
【図４５】図４５は、その頂部に末端棚として三量体を有する導電性先端の電界イオン顕
微鏡画像である。
【図４６】図４６は、導電性先端の走査電子顕微鏡画像である。
【図４７】図４７は、導電性先端の電界イオン顕微鏡画像である。
【図４８】図４８は、導電性先端の電界イオン顕微鏡画像である。
【図４９】図４９は、導電性先端の電界イオン顕微鏡画像である。
【図５０】図５０は、その頂部に末端棚として三量体を有する導電性先端の走査電界イオ
ン顕微鏡画像である。
【図５１】図５１は、二次電子を検出するように構成されたヘリウムイオン顕微鏡で撮影
した試料の画像である。
【図５２】図５２は、二次電子を検出するように構成されたヘリウムイオン顕微鏡で撮影
した試料の画像である。
【図５３】図５３は、二次電子を検出するように構成されたヘリウムイオン顕微鏡で撮影
した試料の画像である。
【図５４】図５４は、二次電子を検出するように構成されたヘリウムイオン顕微鏡で撮影
した試料の画像である。
【図５５】図５５は、二次電子を検出するように構成されたヘリウムイオン顕微鏡で撮影
した試料の画像である。
【図５６】図５６は、先端用支持体の略図である。
【図５７】図５７は、先端用支持体の略図である。
【図５８】図５８は、二次電子を検出するように構成されたヘリウムイオン顕微鏡で撮影
した試料の画像である。
【図５９】図５９Ａは、二次電子を検出するように構成されたヘリウムイオン顕微鏡で撮
影した試料の画像である。図５９Ｂは、走査電子顕微鏡で撮影した試料の画像である。
【図６０】図６０は、試料からの二次電子電流のグラフである。
【図６１】図６１Ａは、二次電子を検出するように構成されたヘリウムイオン顕微鏡で撮
影した試料の画像である。図６１Ｂは、走査電子顕微鏡で撮影した試料の画像である。
【図６２】図６２は、二次電子を検出するように構成されたヘリウムイオン顕微鏡で撮影
した試料の画像である。
【図６３】図６３は、二次電子を検出するように構成されたヘリウムイオン顕微鏡で撮影
した試料の画像である。
【図６４】図６４は、二次電子を検出するように構成されたヘリウムイオン顕微鏡で撮影
した試料の画像である。
【図６５】図６５は、二次電子を検出するように構成されたヘリウムイオン顕微鏡で撮影
した試料の画像である。
【図６６】図６６は、二次電子を検出するように構成された検出器の構成の一の実施態様
である。
【図６７】図６７Ａは、図５９Ａの画像に基づく変動試料位置での二次電子強度のグラフ
である。図６７Ｂは、図５９Ｂの画像に基づく変動試料位置での二次電子強度のグラフで
ある。
【図６８】図６８は、ヘリウムイオン及び中性ヘリウム原子を検出するように構成された
ヘリウムイオン顕微鏡で撮影した試料の画像である。
【図６９】図６９Ａ～６９Ｃは、ヘリウムイオン及び中性ヘリウム原子を検出するように
構成されたヘリウムイオン顕微鏡で撮影した試料の画像である。
【図７０】図７０Ａは、ヘリウムイオン及び中性ヘリウム原子を検出するように構成され
たヘリウムイオン顕微鏡で撮影した試料の画像である。図７０Ｂは、図７０Ａの画像につ
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いて試料から出るヘリウムイオン及びヘリウム原子の角度強度を示す極座標である。
【図７１】図７１Ａは、ヘリウムイオン及び中性ヘリウム原子を検出するように構成され
たヘリウムイオン顕微鏡で撮影した試料の画像である。図７１Ｂは、図７１Ａの画像につ
いて試料から出るヘリウムイオン及びヘリウム原子の角度強度を示す極座標である。
【図７２】図７２は、ヘリウムイオン及び中性ヘリウム原子を検出するように構成された
ヘリウムイオン顕微鏡で撮影した試料の画像である。
【図７３】図７３は、ヘリウムイオン及び中性ヘリウム原子を検出するように構成された
ヘリウムイオン顕微鏡で撮影した試料の画像である。
【図７４】図７４は、光子を検出するように構成されたヘリウムイオン顕微鏡を用いて撮
影した試料の画像である。
【図７５】図７５は、二次電子を検出するように構成されたヘリウムイオン顕微鏡で撮影
した試料の画像である。
【図７６】図７６は、図７５の画像の部分拡大図である。
【図７７】図７７は、図７６の画像中のライン走査について画素位置に応じた画像強度の
プロットである。
【図７８】図７８は、数値のスケーリング作業及び平滑化作業後の図７７に示すデータの
プロットである。
【図７９】図７９は、ヘリウムイオン及び中性ヘリウム原子を検出するように構成された
ヘリウムイオン顕微鏡で撮影した試料の画像である。
【図８０】図８０は、図７９の画像の一部を通したライン走査についての画素位置に応じ
た画像強度のプロットである。
【図８１】図８１は、走査電子顕微鏡で撮影した試料の画像である。
【図８２】図８２は、図８１の画像の一部を通したライン走査についての画素位置に応じ
た画像強度のプロットである。
【符号の説明】
【０７３７】
　１００　　気体電界イオン顕微鏡システム
　１１０　　気体源
　１２０　　気体電界イオン源
　１３０　　イオン光学機器
　１３３　　入口開口部
　１４０　　試料マニピュレータ
　１４８　　イオン化ディスク
　１５０　　前面検出器
　１５２　　仮想源
　１６０　　裏面検出器
　１７０　　電子制御システム
　１８０　　試料
　１８２　　気体
　１８６　　導電性先端
　１８７　　先端頂部
　１８８　　サプレッサ
　１９０　　抽出部
　１９１　　開口部
　１９２　　イオンビーム
　１９４　　粒子
　２００　　顕微鏡システム
　２０２　　第一真空ハウジング
　２０４　　第二真空ハウジング
　２０８　　先端マニピュレータ
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　２１６　　第一レンズ
　２１９　　走査偏向器
　２２０　　軸合わせ偏向器
　２２１　　走査偏向器
　２２２　　軸合わせ偏向器
　２２４　　絞り
　２２６　　第二レンズ
　２２７　　回転軸
　２２８　　送出管
　２２９　　開口部
　２３０　　流量調整器
　２３２　　温度制御器
　２３４　　絞り取付け部
　２３６　　真空ポンプ
　２３７　　真空ポンプ
　５０２　　軸部
　５０３　　注入口
　５０４　　半球体部
　５０８　　基盤
　５１０　　ショルダー部
　５１４　　平行移動部
　５２０　　支持組立体
　５２２　　支持柱
　５２４　　支持基盤
　５２６　　加熱線
　５２８　　前駆体線
　５５０　　支持組立体
　５５２　　取付け腕部
　５５４　　スペーサ
　５５６　　支持基盤
　６００　　ＥＴ検出器
　６０１　　粒子セレクター
　６０２　　変換物質
　６０４　　支持部
　６０６　　光子検出器
　６０７　　電源
　６０８　　電源
　６１０　　帯電粒子
　６１２　　光子
　７３０　　送出管
　７３２　　注入口
　７３４　　真空ポンプ
　７３６　　送出ノズル
　８４０　　フラッド銃
　８４２　　電子ビーム
　８４６　　電荷層
　８４７　　二次電子
　８５２　　集電極
　８５４　　導体
　９００　　摩擦スパイダー
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　９０２　　支持ディスク
　９０４　　試料台
　９０６　　誘導針
　９０８　　作動装置
　１５１０　　試料保持組立体
　１５１１　　本体
　１５１２　　開口部
　１５１４　　試料台
　１５１６　　表面ディスク
　１５１８　　腕部
　１５２０　　グリップ部
　１５２２　　調整可能コネクタ
　１５２４　　開口部
　１６００　　スパイダー

【図１】 【図２】

【図３】
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